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１．破砕及び高速搬送ベルトコンベヤ設備の設置～運転・維持管理 

 
 
 

清水建設 株式会社       ○ 小野澤龍介 

㈱エスシー・マシーナリ      加藤 秀樹 

古河産機システムズ㈱       片股 博美 
 
 
１．はじめに 

東日本大震災が発生し，東北東沿岸を中心に，

地震と想定外の大津波により甚大な被害を受けた。

岩手県陸前高田市では，被災地における復興まち

づくりとして，高台移転事業が進められ,住宅地と

なる山を切り崩し,掘削した土砂や岩石をかさ上

げ地区に運搬する工事を行っている。大容量の土

砂約 500 万 m3 を環境に配慮し，効率的に破砕搬送

する本設備の概要,設計から稼動までの短納期対

応諸施策及び運転・維持管理の取組みについて紹

介する。 
 

２．全体のレイアウト 

気仙川右岸の山を切り崩し掘削した土砂は，破 
砕設備にて 300mm 以下に砕かれ，気仙川を横断し 
気仙川左岸の被災した旧市街地側へ搬送される

（写真-1）。本設備について，破砕設備，搬送設備，

仮橋設備，電気設備に分類し詳述する。 
（ベルトコンベヤ用 ） 

（ベルトコンベヤ用 ） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

３．設備概要 

3.1 破砕設備（8 系統） 

掘削した土砂（表-1）は重ダンプにより運搬さ

れ 8 基の原石ホッパに投入される。投入された土

砂を,エプロンフィーダにより定量的に切出した

後，スカルパースクリーンにより篩分けを行なう。

大きな原石はシングルトッグルクラッシャにより，

盛土材（300mm 以下）として使用可能な大きさに

破砕する（図-1）。破砕機を 8 基設置することによ

り 8,000t/h の処理能力を備えている。破砕設備の 8
系統は 4 系統づつ 2 つのブロックに分け，1 ブロッ

クの基礎工事が完了した時点で据付工事を開始す

ることで工期短縮を図った（図-2，写真-2）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

          図-1 破砕設備断面図 

 

          表-1 ホッパ投入土砂 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2 破砕設備 3D イメージ 

（ベルトコンベヤ用 ）

投入土砂 発破原石（土砂･軟岩･中硬岩）

粒径 最大 800×1000×1400 mm

（ベルトコンベヤ用 ） 

仮置き場 

仮置き場 

仮置き場 仮置き場 

仮置き場 

高田地区 

国道４５号 

国道３４０号 

今泉地区 
希望のかけ橋 

原石投入ホッパ 

気仙川 

気仙川 破砕設備 

引出しコンベヤ 

エプロンフィーダ 

破砕機 

スカルパースクリーン 

55ｔ重ダンプ 

原石投入ホッパ 

（800 ㎜以下のみ下部へ） 

写真-1 破砕・搬送設備全景 
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写真-2 完成した破砕設備と引出しコンベヤ 

 

3.1.1 原石投入ホッパ 

原石投入ホッパは RC製で 55ｔ重ダンプ 2～3台分

の容量を確保した。投入口には目開き 800 ㎜の固

定グリズリーバーを設置し，1m 以上の大塊混入に

よる破砕室の荷詰り等のトラブルを防ぐようにし

た。 

3.1.2 エプロンフィーダ 

原料の供給機には，泥分の多い土砂の投入に対

しても詰りや居着きが少なく，定量で安定した供

給ができ，大塊の落下による衝撃やホッパ内の大

きな荷重に耐え得るエプロンフィーダを採用した。 

 

3.1.3 スクリーン 

盛土材として破砕の必要のない 300mm 以下の

土砂や泥分と，クラッシャで破砕する岩石とに篩

分を行う特重型のスカルパースクリーンをクラッ

シャの前工程に配置することで，クラッシャの破

砕能力を高めるようにした。 

 

3.1.4 クラッシャ 

クラッシャは１m 程度の大塊を破砕できる国内

最大級の 60 インチ シングルトッグルクラッシャ

を採用した。破砕産物の粒度を安定させるために

必要な破砕隙間のセット調整作業を簡単に，短時

間で行うことができる油圧セット調整機構を組み

込んだ。 

 

3.1.5 騒音、粉塵対策 

破砕設備の廻りは騒音の低減，粉塵の飛散防止

のため破砕設備全面を建屋で囲った。 

粉塵が発生する原石ホッパ投入口，クラッシャ破

砕室，排出シュートには発塵防止の散水装置，集

塵装置を設置した。 

 

3.2 搬送設備 

 破砕設備から 8 系統の引出コンベヤ（1000t/h×8
系統）にて土砂を引出し，メインの 1系統の 

コンベヤ（6000t/h×1 系統）に合流し，10 基のコン

ベヤにて，気仙川左岸の旧市街地へ土砂を搬送し，

5 基の旋回コンベヤにて 5 箇所の払出しを行う。メ

イン及び旋回コンベヤは，ベルト幅 1800mm，ベ

ルト速度 250m/min，6000t/h の搬送能力を備えてい

る。旋回コンベヤ（写真-3）は，先端が（旋回半

径 64m）半円状に旋回することにより，土砂を大

量に仮置きできる（表-2，図-3）。旋回は、根元の

旋回中心を基点とし、旋回コンベヤの先端下部の 2
台の走行装置がレール上を移動することにより行

われる。 
表-2 搬送設備仕様 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

引出 

コンベヤ 

名称 BC1～8 
運搬量 1,000 t/h 
ベルト幅 1,200 mm 
ベルト速度 100 m/min

機長 24 m 
電動機 30 kW 
数量 8 基 

メイン 

コンベヤ 

名称 BC9～19 
運搬量 6,000 t/h 
ベルト幅 1,800 mm 
ベルト速度 250 m/min

機長 96～817 m 

電動機 
400～ 
400×2 

kW 

数量 10 基   

旋回 

コンベヤ 

（払出設備）

名称 BC20～24 
運搬量 6,000 t/h 
ベルト幅 1,800 mm 
ベルト速度 250 m/min

機長 68 m 
旋回半径 64 m 
電動機 132 kW 
数量 5 基   

総機長   約 3 km 

引出コンベヤ 

旋回コンベヤ 

メインコンベヤ 

図-3 全体平面図 
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写真-3 旋回コンベヤ 

3.3 仮橋設備 

気仙川右岸の山を切り崩し，気仙川左岸の旧市 

街地側へ土砂を搬送するためには，気仙川を横断

しなければならない。河川内に中間橋脚を設置す

る必要のない，ベルトコンベヤ専用の吊橋を設置

した。本吊橋は，市内小学生の公募により「希望

のかけ橋」と命名されている（表-3，写真-4）。 

吊橋形式は，ケーブル構造がメイン部材であり，

引張力には強く圧縮力に対しては抵抗がほとんど

ないため，載荷荷重や外力による影響を受けやす

い，つまり部材が変形し揺れやすい構造である。 

ベルトコンベヤ設備を気象条件に左右されずに

安定して運転させるためには，大量の土砂等の積

載物による荷重（以下，活荷重）と強風による風

荷重に対する部材変形やたわみを抑制する必要が

あった。このため，橋全体の剛度を上げ，耐風安

定性が増す補剛桁形式を採用した。補剛桁は，橋

に載荷される活荷重や風荷重を補剛桁により広範

囲に分散させ主索（メインケーブル）に力を伝達

し，局所的な変形を防ぐ役割を担う。また，橋の

全体剛性が上がるため，活荷重や風荷重等外力に

よるたわみを小さく抑えることができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.4 電気設備 

66,000 ボルトで受電し，降圧後 6,600 ボルトで 

9 箇所のキュービクルに配電している（写真-5，6）。 

キュービクルの数量は，設備が広範囲にわたって

配置されていることと，負荷容量が大きいため，

配線コストの低減，工期の短縮を考えた結果であ

る。 

 

3.4.1 設備容量 

破砕関係設備で 2,500kW、搬送関係設備で

6,200Kw，合計約 8,700kW の容量となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

写真-5 特別高圧受変電設備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-6 破砕機近傍の高圧キュービクル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(希望のかけ橋) 

機種 ベルトコンベヤ専用

支間長 220 m 
幅員 6.4 m 

主塔高 28.6 m 

写真-4 ベルトコンベヤ用吊橋「希望のかけ橋」 

表-3 仮橋設備仕様 
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3.4.2 重負荷における起動方式 

クラッシャ 190kW，ベルトコンベヤ 400～800kW
の主たる負荷は，6,600 ボルト直入起動を採用して

いる。かご型モータの採用及び起動制御装置の簡

素化による製作期間の短縮を図った。直入起動を

採用出来たのも，得意先のご理解が有ったことと，

地元電力会社による特別高圧送電線路を，本設備

専用にて工期内で施工して頂いたことが主因であ

る。 

 

3.4.3 動力補機類 

各所に配置した高圧キュービクルで，400 ボル 

トに降圧し補機用動力電源を供給した。200 ボルト

を採用しなかったのは，配線コストを抑えるため

である。 

 

3.4.4 操作制御装置 

通常の運転は，破砕設備近傍に設置した中央操

作室から連動運転で行う（写真-7）。 

5 箇所の排出先があるので，運転前に排出先を選択

し，連動運転ボタンを押すことにより順次下流側

から自動起動していく。 

中央操作室には，6 台の操作制御モニタを設置して

おり，グラフィック画面で設備全体の状況，機器

単体の状況を隈無く確認出来る。 

制御装置は、中央操作室のメイン PLC(プログラマ 

ブルロジックコントローラ)と設備各所に配置さ

れた現場制御盤の PLC を光ケーブルで繋ぎ，ネッ

トワーク化している。 

スクリーンやエプロンフィーダでは，負荷変動

に対応するためインバータを使用し可変速とした。 

インバータには PWM コンバータを付帯させるこ

とにより，高調波抑制及びモータ減速時回生エネ

ルギーの電源側への戻しを図った（写真-8）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-7 中央操作室での制御状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-8 スクリーン用インバータと PWM コンバータ 

 

 

3.4.5 監視カメラ 

原石投入ホッパ，クラッシャ，コンベヤ乗り継

ぎ部，最下流コンベヤストックヤードなど計 50 台

のカメラを配置した。 

破砕搬送の土質状態は，積込場所・天候などに

より左右されるが，これらのカメラにて監視する

ことにより不具合の予測，異常の早期発見に大き

く寄与した。 

砕石の受け入れ状況，破砕状況，搬送状況，排出

先のストック状況が，中央操作室に設置した 5 台

の大型モニタで容易に確認出来るため，重ダンプ

投入受け入れ・機器の調整などを中央操作室から

即座に指示出来る。現場配置人員の削減にも繋が

った。 

カメラはネットワーク型を採用。光ケーブルに

て中央操作室 PC と接続しているため，カメラ増設

にも容易に対応が可能である。 
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４．短納期対応諸施策 

4.1 ルートを湾岸部から陸上部へ 

当初は，コンベヤ脚の基礎部が水際の湾岸沿い

に設置される計画であったが，環境面で海洋に与

える影響が大きいこと，基礎施工が困難で施工の

時間を要することから，より工程短縮が図れるよ

う、コンベヤルートを水際部から陸上部に変更し

た。  

 

4.2 乗継部を直進または直角に 

当初は，コンベヤの平面乗継角度が任意の角度で

計画されていたが，乗継部の設計，施工，据付が

繁雑となることから，コンベヤの乗継角度を直進

または直角として平易化を図り，工程の短縮を図

った。  

 

4.3 フレーム構造をトラス形式から桁形式に 

従来のコンベヤフレームは図-4 のトラス形式が

一般的であった。トラス形式は軽量化を図れるが，

部材点数が多いのが特徴的である。今回は、図-5

の桁形式を採用することにより，部材点数をトラ

ス形式より極端に減らし，製作及び現地組立，据

付期間の削減を図った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.4 脚断面の形状を統一 

コンベヤ脚断面の傾斜角度を一定にして，脚を 3
分割構造とした。コンベヤ脚高さ確定前に，製作

着手可能な上部及び下部を先行製作し，コンベヤ

脚高さ確定後，中間部の製作を着手し製作時間 

を削減した（図-6）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-6 コンベヤ脚 

 

4.5 乗継架台の共通化 

乗継架台への出入りするコンベヤの傾斜角度， 

コンベヤ設置レベルを同一として，架台の共通化

を図り設計・施工の容易化を図った。 

 

５．運転・維持管理の課題と対応 

5.1 破砕機歯板厚の摩耗量計測管理による搬送

設備部品の損耗度軽減化  

岩石の半分以上は発破作業を必要とする非常に

堅硬で緻密な礫岩であり，破砕搬送工程に大きな

影響を与える。破砕，搬送作業を中断させないた

めの効率的な部品交換，メンテナンスが課題であ

る。 

破砕機の歯板の摩耗（写真-9）が進行すると破

砕能力が落ちるだけでなく，搬送設備のベルト・

シュートライナ・ローラの早期摩耗・破損の原因

となる。定期的に各機の歯板厚を計測し，摩耗量

と搬送量から交換・予備品追加の納期を早期に予

想し，効率的な歯板の管理・交換を行っている（図

-7）。歯板の寿命延長化のため，材質の変更・表面

硬化等を検討したが，工程及びコスト面から総合

的に判断し，現状品を継続した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4 トラス形式のフレーム 

図-5 桁形式のフレーム

上部

中間部

下部

傾斜角度 

歯板の溝深さ 

写真-9 硬岩による歯板の摩耗状況
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5.2 粘性土砂と硬岩に対応可能なシュート乗継

部の改良 

コンベヤを分岐させるシュート乗継部は，土砂

に落差を与えてしまう。特に硬岩は，シュート内

壁やコンベヤベルトに衝撃を与え，破損や摩耗の

原因となる。当初，搬送土砂の中心は表土･中硬岩 

，であったが，硬岩が急遽出現してからは，シュ

ート内部に中央緩衝材やデッド，シュート側部に

は中古歯板の有効活用，ゴム製ノレンを追加し，

同時に閉塞を防ぐためシュートを拡幅し，乗継部

の衝撃を緩和した（図-8）。 部品交換，補修等の

メンテナンスは，夜勤体制を導入し土砂搬送終了

後に実施している（写真-10）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.3 コンベヤベルトの定期点検・早期交工程の確

立 

コンベヤベルトの寿命は，搬送物の粒径・形状，

衝撃力，衝撃数，総搬送量，ベルト仕様により変

化し，搬送工程に大きな影響を与える。搬送作業

を中断させないための効率的な部品交換，メンテ

ナンスが課題である。 

定期的にコンベヤベルトを点検し，損傷度と搬

送量から交換・予備品追加の納期を早期に予想し，

効率的なコンベヤベルトの管理・交換を行ってい

る。 

 

６．おわりに  

本設備は，早期復興のために短納期施工が求め

られ，破砕・搬送・橋梁・電気のそれぞれの技術

力を融合，結集し，関係各社と共に，設備の据付，

運転まで完成させた。 

平成 26 年 3 月から本格稼働を開始し，現在，大規

模な土砂搬送が進み，最終段階に至っている。引

続き本設備の運転・維持管理に取組み早期復興に

つなげていく所存である。 
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写真-10 夜勤体制によるメンテナンス 

図-8 シュート乗継部の改造 

図-7 歯板の磨耗量計測（散布図・線形近似）

斜線部拡張・追加箇所 

 

中央緩衝材 

中央緩衝材による衝撃緩和 

る

正面図 乗継部側面図 側部摩耗に歯板の再利用 
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２．除染作業による除去土壌からの有機物の分別方法に関する検討 

 
 

安藤ハザマ ○ 木川田 一弥 

安藤ハザマ  武石 学 

東京電力株式会社  川崎 一弘 
 
 
１．はじめに 

除染等作業により発生した除去土壌のうち，有

機物（植物の茎や根など）を多く含む土壌を保管

した場合，有機物の経年腐食によるガスやアンモ

ニウムイオンの発生により，長期的・安定的な保

管に支障をきたす恐れがあると考えられる 1）。そ

のため，保管前に土壌中の有機物を取り除くこと

は安定的な保管に有効であり，取り除いた有機物

を焼却処理すれば減容化を図ることもできる。本

稿では，有機物の混入した非汚染の模擬除去土壌

を用いて，乾式ふるい分別（以下，乾式分別）試

験と湿式分別試験を行って分別性能等を評価した

ので報告する。 
 

２．有機物分別技術の概要 

試験で用いた乾式分別装置は，トロンメル内部

に解砕用の回転翼を装着したものであり，回転翼

で土壌中の草木類に衝撃を与えて付着土壌を分離

することにより，有機物と土壌の効率的な分別が

できる特徴をもつ（写真-1～2）。 
また，この乾式分別と比較するため，土壌を水

中に浸してバックホウにより撹拌し，浮遊した有

機物を回収する湿式分別も実施した。 
 

３．有機物分別試験 

3.1 分別試験の概要 

① 試験実施場所：安藤ハザマ技術研究所（茨城

県つくば市） 
② 試験実施期間：2014 年 1 月～2 月 

3.2 分別試験ケース 

分別試験では，上記試験場所敷地内の土壌を実

際の除染作業と同様に表層 5～10cm の厚さで，植

生ごとはぎ取った模擬除去土壌（写真-3）を試験

試料とした。表-1 に示すように有機物を比較的多

く含む土壌試料（試験 A グループ）と有機物の比

較的少ない試料（試験 B グループ）の２種類の試

料について，さらに含水量を変化させるため，A-1，
B-1 試験ケースの試料は天日乾燥，A-3，B-3 試験

ケースの試料は加水混合を行った上で，分別試験

に供した。1 試験ケースあたりの土壌量は 3～4 ト

ン程度（湿潤質量）である。 
 

 
写真-1  乾式分別装置外観 

 

 
写真-2  分別装置内部の回転翼 

 

 
写真-3  模擬除去土壌の採取状況 
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表-1  試験ケースと模擬除去土壌の性状 

ケース 有機物量 含水率(％) 土壌量(kg 湿)
A-1 比較的多い 29.4（乾燥） 3,034.0 
A-2 〃 36.8（標準） 3,431.0 
A-3 〃 39.1（加水） 3,604.5 

B-1 比較的少ない 35.3（乾燥） 3,518.5 
B-2 〃 36.4（標準） 3,782.0 
B-3 〃 38.6（加水） 4,105.0 

 
3.3 乾式方式による有機物分別 

処理速度最大20m3／時間程度の分別能力を有

する乾式分別装置を用いて乾式分別を行った。 

 

 

（a）ふるいを通過した土壌 

 

（b）ふるい上の有機物 

 

（c）ふるい上の礫 

写真-4  乾式分別の状況 

分別前の原土を乾式分別装置に供給すると，ふ

るいを通過した土壌と，ふるい上に残った有機物

および礫に分別され，さらに比重によって有機物

と礫が分別される（写真-4）。なお，分別装置に

セットされる網（メッシュ）サイズは40mm固定

とした。 

3.4 湿式方式による有機物分別 

乾式分別と同じ模擬除去土壌を用い，容積3m3

の水槽に試験1ケースあたり100kg程度の原土と

500Ｌの水を投入してバックホウにて十分に撹拌

した後，沈降と浮遊により土壌と有機物を分別し

た（写真-5）。 

 

 

（a）水槽へ投入した土壌をバックホウで撹拌 

 

（b）網により浮遊有機物を回収 

 

（c）回収された有機物 

写真-5  湿式分別の状況 
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3.5 分別性能と周辺影響の評価 

分別性能は土壌等への有機物の含有状況を指標

として評価し，有機物の含有状況は強熱減量試験

により求めた。強熱減量は，試料を110±5℃で炉

乾燥させた後，750±50℃で1時間強熱したときの

減少質量を求めて，炉乾燥試料の質量に対する割

合（％）で表したものである。多くの有機物を含

む場合には，減少質量が大きくなるため強熱減量

の値が大きくなる。 
強熱減量試験にあたっては，サイズの大きい有

機物も含めて分析対象とすることから，試料の均

一性を確保するため，有機物をカッター等で微細

に細断したものを試料とした。 
乾式分別，湿式分別ともに，分別前の土壌（原

土）および分別後の土壌と有機物から試料を採取

し，それぞれについて強熱減量を求めて分別性能

を評価した。 

周辺影響は分別作業時における周辺の空気中粉

じん濃度で評価することとし，とくに粉じんの発

生が懸念される乾式分別作業において粉じん濃度

測定を行った。粉じん濃度はローボリウムエアサ

ンプラ（柴田科学 NW-354 PM4 型）でろ紙に粉じ

んを捕集して直接的に質量濃度を求めた。粉じん

濃度の測定状況を写真-6に示す。 

 

 
写真-6  粉じん濃度測定の状況 

 
４．試験結果と考察 
4.1 分別前後の質量収支（乾燥質量ベース） 

(1) 乾式分別前後の質量収支  
乾式分別による分別前後の質量収支を表-2 に示

す。分別前後の乾燥質量ベースの収支は 94.0％～

99.9％の範囲にあり，分別前後の質量収支がほぼ

一致した。 
(2) 湿式分別前後の質量収支  

湿式分別による分別前後の質量収支を表-3 に示

す。乾式分別に比較して収支のバラツキが大きく，

とくに濁水の質量（濁水を乾燥させて粒子分を計

量）に差があることから，採取した濁水の濃度の

均一性に起因するものと考えられる。 

 
表-2  乾式分別の質量収支 

ケース
分別前 1) 分別後 1) 収支 2)

(％) 原土 土壌 有機物 礫 
A-1 2,143.4 2,058.2 22.5 14.6 97.8 
A-2 2,168.1 2,035.3 28.7 9.1 95.6 
A-3 2,195.3 2,152.5 23.2 17.3 99.9 
B-1 2,276.4 2,203.2 5.3 9.0 97.4 
B-2 2,406.1 2,312.2 6.5 18.0 97.1 
B-3 2,519.3 2,290.4 31.2 47.6 94.0 
注 1）分別前後の質量単位は乾燥質量（kg 乾） 
注 2）収支（％）＝（分別後質量／分別前質量）×100 
 

表-3  湿式分別の質量収支 

ケース
分別前 1) 分別後 1) 収支 2)

(％) 原土 土壌 有機物 濁水

A-1 74.1 63.2 2.3 0.3 88.8 
A-2 65.4 56.0 3.1 2.6 94.4 
A-3 67.0 42.6 2.0 13.8 87.1 
B-1 77.6 71.6 0.9 16.5 114.8 
B-2 68.7 54.7 0.9 2.2 84.1 
B-3 62.3 49.7 0.4 7.6 92.7 
注 1）分別前後の質量単位は乾燥質量（kg 乾） 
注 2）収支（％）＝（分別後質量／分別前質量）×100 
 

4.2 強熱減量試験結果 

(1) 土壌の強熱減量試験結果  
分別前原土，乾式分別後の土壌，湿式分別後の

土壌について強熱減量を求めたものを図-1 に示す。 

10
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20
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強
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）
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乾式

湿式

 
図-1  土壌の強熱減量結果 

 

有機物含有量の多い試験 A グループでは，乾式

分別後の強熱減量の値が，原土に比較して 0.6～3
ポイント程度低下しており，乾式分別による有機

物の除去効果が認められる。一方，有機物の少な

い B グループでは，ケース B-2 を除き乾式分別後

の強熱減量の値は原土に比較して低下していない。

これは，多量の有機物を含む A グループ土壌でも，

2m 
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分別した有機物は質量割合として 1.1％程度（原土

2,140～2,200kg 乾に対して分別有機物は 25kg 乾

程度）であり，有機物の含有量の少ない B グルー

プ土壌では分別した有機物の質量割合が平均

0.6％程度と小さいため，感度が小さくなったこと

が影響していると思われる。 
一方，湿式分別ではすべての試験ケースで乾式

分別よりも強熱減量が大きく低下しており，有機

物の分別性能が優れていることを示している。乾

式分別ではふるい（分別装置の網）により機械的

な分別を行っているが，湿式分別で水に浮遊させ

た有機物を回収する方法が，より確実な分別手段

であることが確認された。 
なお，乾式・湿式分別とは別に，原土から目視

により手作業で有機物を取り除いた後の土壌の強

熱減量を求めたところ 13.5％であったのに対し，

乾式分別後の土壌の全ケースの平均強熱減量が

13.8％であったことから，乾式分別により比較的

良好な結果が得られたといえる。 
ただし，湿式分別により有機物をもっとも除去

できた後の土壌（図-1 の B-3）でも，強熱減量が

10.6％であったことから，試験に供したもともと

の土壌中に，ふるいや浮遊分離では取り除くこと

のできない有機物が多く含まれていたものと思わ

れる。 
(2) 有機物の強熱減量試験結果  

分別前原土，乾式分別後の有機物，湿式分別後

の有機物について強熱減量を求めたものを図-2 に

示す。 
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図-2  有機物の強熱減量結果 

 
乾式分別の結果としては，有機物が多く含まれ

る A グループでは，含水率が大きくなるにしたが

い（含水率は A-1＜A-2＜A-3）強熱減量が低下し

ており，有機物（とくに植物の根）に固着した土

壌が十分に分離・除去できていないと考えられる。

この傾向は有機物含有量の少ない B グループでも

同様であり，高含水土壌での有機物と土壌の分離

が課題であると考える。 

湿式分別では土壌 100kg 湿程度に対し，500L の

水を加えて分別するため，もともとの土壌の含水

状態の影響は受けない分別方法となっている。図

-2 に示されるように，多少のばらつきはあるもの

の，すべての試験ケースで 50～70％（平均 58％）

の強熱減量であり，安定した分別性能を有するこ

とがわかった。 
なお，含水率の比較的大きい土壌（A-3，B-3）

以外のケースでは，乾式分別後の有機物の強熱減

量は湿式分別と同程度か，より大きくなっている

ことがわかる。これは，土壌の含水状態を乾式分

別に適切な範囲にしてやれば，有機物と土壌が確

実に分離されることを示している。減容化のため

に，分別した有機物を焼却処理するとすれば，乾

式分別された有機物は，湿式と同等以上に「焼却

しやすい」「主灰の発生が少ない」ものになってい

ると思われ，湿式分別に比較して簡易な分別方法

である乾式方法による分別性能を評価することが

できる。 
4.3 粉じん濃度の測定結果 

乾式分別装置の運転中に粉じん濃度を測定した

結果を表-4に示す。乾式分別作業時の総粉じん濃

度の最大値は 0.55 mg/m3程度であり，除染電離則

で示される高濃度粉じん作業（10mg/m3超）2）に

は該当しないことを確認した。 
 

表-4  粉じん濃度測定結果 

 
５．おわりに 
乾式分別および湿式分別により土壌中の有機物

を分別し，強熱減量試験結果から両方法の基本的

な分別性能を把握した。乾式分別については，本

文で述べたふるい式の分別装置によって分別され

た土壌に対して，風力を利用してさらに二次的に

分別する方法も試みたが，必ずしも効果的ではな

かったため，紙数の都合で割愛した。 
別途行ったコスト試算によれば，乾式分別は湿

式分別と比較してコスト優位性があると考えられ

たため，今後はより効率的に乾式分別が行えるよ

う，施工条件等の検討を進めたいと考える。 

 
参考文献 

1) 環境省：中間貯蔵施設安全対策検討会及び環境保全対策

検討会の結果とりまとめ，pp.7～12, 2013年 
2) 平成23年厚生労働省令第152号：東日本大震災により生

じた放射性物質により汚染された土壌等を除染するた

めの業務等に係る電離放射線障害防止規則，第5条 

測定対象作業 測定位置 総粉じん濃度

乾式分別試験 
（ケース B-1）

有機物排出口 0.55 mg/m3 

ふるい下土壌排出口 0.33 mg/m3 
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３．除染工事における情報化施工とマニュアル施工比較検証 

－ 除染工事への情報化施工適用可能性の検証 － 

 
 

株式会社トプコンソキアポジショニングジャパン ○竹内 幸弘 

福島県西郷村放射能対策課 菅野 一 

西松建設株式会社 加田文男 
 
１．はじめに 

福島県西郷村のトプコンソキアポジショニング

ジャパン白河トレーニングセンタ（以下白河 TC）

で，2015 年 3 月から 3 か月間で除染工事が実施さ

れた。今回，白河 TC の除染工事汚染土壌撤去作業

で油圧ショベルとブルドーザによる情報化施工と

マニュアル施工との比較施工を実施し，除染工事

における情報化施工適用の可能性を検証したので

報告する。 
 

２．除染業務について 

除染業務は放射能で汚染された汚染土壌を約

5cm の厚さで撤去し，新しい材料で覆土後の放射

線量を基準値以下(0.23μSV/h 又は 50%低減)にす

る工事であり，以下の手順で実施される。 
 
1.除染範囲の確定 
2.放射線量の事前測定 
3.放射性物質の深度確定 
4.表土の鋤取り 
5.撤去した汚染土壌袋詰め。 
6.ダンプに積み込み搬出。 
7.表土鋤取り後の放射線量中間検査。 
8.鋤取した部分の覆土 
9.土壌覆土後に最終線量検査。 
10.仮置場での据付作業 
 
除染業務は汚染された土壌を確実に撤去し，新

しい資材で覆土し放射線量を基準値以下に下げる

事が最も重要な作業である。今回、西郷村の除染

現場状況を見ると独立行政法人家畜改良センター

等の敷地が広い場所ではブルドーザを使用しての

作業が行われているが、ほとんどの除染業務は小

型の油圧ショベルを使用して作業員の監視による

マニュアル施工で作業が行われている。 
そこで今回、白河 TC の除染業務は、西郷村発注

の請負業者の協力を得て白河 TC で所有している

油圧ショベルとブルドーザの情報化施工機器を使

用し、区画を分けて情報化施工とマニュアル施工

の比較の検証を実施した。 

３．施工現場，使用機材，施工体制 

3.1 除染業務施工現場 

福島県西郷村，白河 TC サイト約 13,000 ㎡

(130mx80m)の中央の芝生エリア内に A,B,C の 3 区

画を設定した。それぞれを 2 つに区切りマニュア

ル施工と情報化施工を実施した。(図-1)（表-1） 

 
図-1 除染作業区画 

 
表-1 除染工事区画，重機，施工方法 

 区画/施工日 縦 x 横(面積) 重機 施工 

A-1 3/23 15mx35m(525 ㎡) 油圧ショベル マニュアル施工

A-2 3/24 15mx35m(525 ㎡) 油圧ショベル 情報化施工 

B-1 4/1 25mx30m(750 ㎡) 油圧ショベル マニュアル施工

B-2 3/25,31 25mx30m(750 ㎡) 油圧ショベル 情報化施工 

C-1 3/31 50mx15m(750 ㎡) ブルドーザ マニュアル施工

C-2 4/1 50mx15m(750 ㎡) ブルドーザ 情報化施工 

 

3.2 使用機材 

(1)重機 
 ・コマツ PC-120 油圧ショベル 
 ・コマツ D31-PX ブルドーザ 
(2)情報化施工機器 
 ・トプコン 3D-MG GNSS 油圧ショベル 
 ・トプコン 3D-MC GNSS MC2 ブルドーザ 
(3)測量機材(RTK-GNSS 測量セット) 
 ・トプコン Hiper-V + Pocket-3D 

 
 
 

 

 

 

図-2 使用機材，左からPC-120油圧ショベル， 

D31ドーザ、RTK-GNSS測量機器 
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3.3 除染業務体制と作業者 

本除染業務の体制を(表-2)に示す。 
 

表-2 除染業務体制 

工事分担項目 施行業者 

除染業務工程管理 西松建設㈱ 

施工担当および 

重機オペレータ 
大国開発㈱ 

情報化施工機器管理 

及び測量 

㈱トプコンソキアポジシ

ョニングジャパン 

 
４．情報化施工適用による除染業務作業内容 

今回の除染業務への情報化施工適用に必要な作

業内容を説明する。 
 

4.1 現況測量と 3次元設計データ作成 

除染業務は，放射線量に応じ表土を 5cm 厚さで

剥ぎ取る必要がある。情報化施工を適用するにあ

たり RTK-GNSS 測量による現況測量を実施して情

報化施工用 3 次元設計データを作成した。またマ

ニュアル施工のエリアについても比較のため，情

報化施工エリアと同様の現況測量を実施した。測

量は RTK-GNSS (Hiper-V+Pocket-3D)を使用した。

現況測量の測量密度は使用する重機（PC-120 油圧

ショベル，D31 ブルドーザ）のバケット幅，ブレ

ード幅と，施工前の地盤の凹凸の状況から 2m メッ

シュ程度が必要と判断した。実際の RTK-GNSS 測

量は測量の効率と精度を考慮し，RTK-GNSS 測量

セット(Hiper-V+Pocket-3D)の GNSS 測量機器を車

の屋根に磁石で固定して走行しながらの連続測量

(図-3)で行い，車両では測定が出来ない部分は通常

の GNSS 測量を併用して現況測量を実施した。車

両を使用した GNSS 連続測量の測量間隔は，移動

距離 1m 毎に 1 回測定の設定で実施した。 
 
 
 
 
 
 
 

図-3 車両によるGNSS連続測量機材 

 
作成した 3D 設計データを(図-4)に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4 現況測量結果から作成した3D設計データ 

 

4.2 汚染土壌剥ぎ取り作業 

A，B 区画を油圧ショベル，C 区画をブルドー

ザを使用して汚染土壌剥ぎ取り作業を実施した。

マニュアル施工の施工精度は油圧ショベル，ブル

ドーザ共にオペレータの技量に左右される。そこ

で，汚染土壌剥ぎ取り作業は，マニュアル施工，

情報化施工共に1名の熟練オペレータで実施した。 
除染業務のブルドーザ使用は，排土板の横から

汚染土壌がこぼれてしまうため不向きであるとさ

れていた。そこで 10m 剥ぎ取りのあと，ブレード

を上げて抱えた土を作業エリアの外まで押し出す

ことを繰り返して汚染土壌を横にこぼすことを極

力少なくして作業を行なった。 
 
 
 
 
 

図-5 油圧ショベルとブルドーザー作業状況 
 

５．各エリアの施工結果 

A，B，C 各エリアのマニュアル施工と情報化施

工の結果を以下に示す。汚染土壌剥ぎ取り作業後，

RTK-GNSS で測量を実施し，施工前後の高さの比

較を行った。施工後の測量の点をプロットした図

を（図-6）に示す。 
 
 
 
 
 

図-6 施工後の各エリアの測量点 
 

5.1 A 区画 油圧ショベル施工の結果 

A 区画，油圧ショベル施工の結果を(表-3)に示す。 
 

表-３ A区画油圧ショベル施工の結果 

区画/ 

作業方法 

A-1 
マニュアル施工 

A-2 

情報化施工 

A-2 

/A-1(%)

使用重機 PC-120 油圧ショベル  

施工面積 15m×35m=525 ㎡  

作業時間 2.9H 4H 138% 

消費燃料 47L 35L 74% 

排出土量 43 袋 31 袋 72% 

GNSS 測量から計算した施工体積と施工厚さ平均 

施工体積 37.89 ㎥ 28.31 ㎥ 75% 

施工厚平均 7.2cm 5.4cm 75% 

施工精度(設計値とのズレ) 

平均 -0.019m -0.003m  

標準偏差 0.033 0.025  

 

5.2 B 区画 油圧ショベル施工の結果 

B 区画，油圧ショベル施工の結果を(表-4)に示す。 
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表-４ B区画油圧ショベル施工の結果 

区画/ 

作業方法 

B-1 
マニュアル施工

B-2 

情報化施工 

B-2 

/B-1(%)

使用重機 PC-120 油圧ショベル  

施工面積 25m×30m=750 ㎡  

作業時間 4.1H 4.65H 113% 

消費燃料 34L 36L 106% 

排出土量 62 袋 60 袋 97% 

GNSS 測量から計算した施工体積と施工厚さ平均 

施工体積 47.08 ㎥ 46.56 ㎥ 99% 

施工厚平均 6.3cm 6.2cm 99% 

施工精度(設計値とのズレ) 

平均 -0.011m  -0.007m   

標準偏差 0.023 0.020  
 
5.3 C 区画 ドーザ施工の結果 

C 区画，ドーザ施工の結果を(表-5)に示す。 
 

表-５ C区画ドーザ施工の結果 

区画/ 

作業方法 

C-1/ 
マニュアル施工

C-2/ 

情報化施工 

C-2 

/C-1(%)

使用重機 D31 ドーザ  

施工面積 50m×15m=750 ㎡  

作業時間 1.9H 1.7H 89% 

消費燃料 19L 20L 105% 

排出土量 68 袋 56 袋 82% 

GNSS 測量から計算した施工体積と施工厚さ平均 

施工体積 56.36 ㎥ 42.27 ㎥ 75% 

施工厚平均 7.5cm 5.6cm 75% 

施工精度(設計値とのズレ) 

平均 -0.023m  -0.006m   

標準偏差 0.024 0.015  

 
６．施工結果まとめ 

6.1 作業時間 
油圧ショベル A,B 区画は情報化施工の方が時間

が多くかかった。これは作業者が情報化施工の操

作に慣れるのに手間取ったためと考えられる。一

方ブルドーザについては，オート施工の情報化施

工の方が作業時間が短い結果になった。また，同

じ面積である B，C 区画を比較すると，油圧ショ

ベルと比較してブルドーザの施工は半分以下の時

間で作業を終了した。 
 
6.2 消費燃料 
B,C 区画においては，わずかにマニュアル施工の

方が少ない結果になった，A 区画において作業時

間と大きく異なる結果となったのは，A-2 の作業

時間の中に，情報化施工機器の説明時間が含まれ

ているためである。 
 

6.3 施工精度 
今回，A，B，C 全区画で施工精度は情報化施工

の方が良い結果となり排出土量も減少した。油圧

ショベルの A 区画，B 区画で比較すると除染開始

当初の A 区画のマニュアル施工は，施工厚さが

7.2cm とかなり厚めになったが，B 区画では剥ぎ取

りの施工自体に慣れたためか，情報化施工とマニ

ュアル施工の施工厚さにほとんど差が無い結果と

なった。 
C 区画のブルドーザマニュアル施工で土壌を

5cm 程度の厚さで剥ぎ取る作業は非常に難しく，

ドーザのマニュアル施工では施工厚さ平均は

7.5cm，情報化施工は 5.6cm と 25%排出土壌が減少

する結果となった。マニュアル施工の施工精度が

作業者の熟練度に大きく左右されるのに対し，情

報化施工はオートでの施工が可能な為、精度の良

い安定した施工を行うことが可能である。今後熟

練作業者の確保が困難になると，高い精度の施工

が期待できる情報化施工が有効であると考える。 
 

6.4  汚染土の排出土量から試算した施工費用 
今回の除染業務の工事費用について以下の条件で

工事費用を試算を行った。 
① 今回の各 A，B，C 区画の排出土量を元に，

(1)汚染土の搬出運搬費(5km) 
(2)覆土材料の材料費(砕石) 
(3)汚染土を格納するフレコン(フレキシブル

コンテナ，1000L)の価格 
(4)汚染土壌袋詰めの価格 
(5)汚染土据付の価格 

を合計して試算した。計算単価は，運搬費 453
円/㎥，覆土材料費は，砕石 3,100 円/㎥を排出した

土量と同じ数量を戻すという仮定で計算を行った。

フレコンの価格は一袋12,900円で計算し,汚染土袋

詰めは一袋 1.949 円,仮置き場での据付一袋 1,278
円とした。なお，本試算は，材料費，運搬費のみ

で，工事費は含まれていない。 
 
② また比較のため A，B，C 区画を同面積，

100mX100m=10,000 ㎡の施工面積での費用

を算出した。 
 
6.4.1  フレコン一袋当たりの概算費用 
試算の初めに，フレコン一袋当たりの概算費用

を計算した。除染の費用は単価が公開されていな

い為，あくまで試算である。排出汚染土壌の処理

費用はフレコン一袋当たり2万円程度と推測する。 
 
 表-６ フレコン一袋当たりの費用 

フレコン(1000L=1 ㎥) 当たりの試算費用 

(1)汚染土の搬出運搬費(5km) 453 円

(2)覆土材料資材費(砕石) 3,100 円

(3)フレコン代(EVA) 12,900 円

(4)汚染土袋詰 1,949 円

(5)汚染土据付 1,278 円

合計 約 19,680 円
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6.4.2  今回の A,B,C 各エリアの費用の試算 
①今回の各区画の費用試算 

・A 区画 525 ㎡ 油圧ショベル施工費用試算 
 

表-７ A区画 525㎡油圧ショベル施工費用試算 

区画/ 

施工方法 

A-1 
マニュアル施工 

A-2 

情報化施工 

面積 15m×35m=525 ㎡ 

土量体積 37.89 ㎥ 28.31 ㎥ 

(1)搬出運搬 17,164 円 12,824 円 

(2)覆土資材費 117,459 円 87,761 円 

(3)フレコン代 554,700 円 

(43 袋) 

399,900 円 

(31 袋) 

(4)汚染土袋詰 83,807 円 60,419 円 

(5)汚染土据付 54,954 円 39,618 円 

合計 828,084 円 600,522 円 

費用比 100% 72.52% 

 
・B 区画 750 ㎡ 油圧ショベル施工費用試算 
 

表-8 B区画 750㎡油圧ショベル施工費用試算 

区画/ 

施工方法 

B-1 
マニュアル施工 

B-2 

情報化施工 

面積 25m×30m=750 ㎡ 

土量体積 47.08 ㎥ 46.56 ㎥ 

(1)搬出運搬 21,327 円 21,092 円 

(2)覆土資材費 145,948 円 144,336 円 

(3)フレコン代 799,800 円 

(62 袋) 

774,000 円 

(60 袋) 

(4)汚染土袋詰 120,838 円 116,940 円 

(5)汚染土据付 79,235 円 76,680 円 

合計 1,167,149 円 1,133,048 円 

費用比 100% 97.08% 

 
・C 区画 750 ㎡ ドーザ施工費用試算 
 

表-9 C区画 750㎡ドーザ施工費用試算 

区画/ 

施工方法 

C-1 
マニュアル施工 

C-2 

情報化施工 

面積 50m×15m=750 ㎡ 

土量体積 56.36 ㎥ 42.27 ㎥ 

(1)搬出運搬 25,531 円 19,148 円 

(2)覆土資材費 174,716 円 131,037 円 

(3)フレコン代 877,200 円 

(68 袋) 

722,400 円 

(56 袋) 

(4)汚染土袋詰 132,532 円 109,144 円 

(5)汚染土据付 86,904 円 71,568 円 

合計 1,296,883 円 1,053,297 円 

費用比 100% 81.22% 

 
③ 区画の結果を 100mX100m=10,000 ㎡で試算

した費用（参考） 
 
表-10 各エリアの10,000㎡あたりの施工費用試算 

作業方法 マニュアル施工 情報化施工 

面積 100m×100m=10,000 ㎡ 

土量体積（計算値） 

(A)油圧ショベル 721.71 ㎥ 539.24 ㎥ 

(B)油圧ショベル 627.73 ㎥ 620.80 ㎥ 

(C)ブルドーザ 751.47 ㎥ 563.60 ㎥ 

(1) 搬出運搬費(2)覆土材料費(3)フレコン代 

(4)汚染土袋詰め(5)汚染土据付 

(A)油圧ショベル 15,773,032 円 11,438,522 円

(B)油圧ショベル 15,561,990 円 15,107,302 円

(C)ブルドーザ 17,291,774 円 14,043,964 円

 
７．排出汚染土減少への考察 

除染業務は目標線量以下の放射線量低減が最優

先される事から設計に比べ除去土壌発生土量は増

加傾向にある。除去土壌の保管場所については，

概ね３年程度市町村が設置した仮置場で保管し，

その後，国が設置する中間貯蔵施設へ輸送する事

となっているが膨大に排出される除去土壌の処理

は報道等でも大きな問題になっている。実際，今

回の白河 TC で排出された除去土壌は，フレコン

(1,000L 袋)で 1,300 袋にもなった。西郷村の除染で

西松建設(株)工区から排出された除去土壌は 2015
年 9 月現在で約 10 万袋発生しており西郷村全体で、

60 万袋の除去土壌が発生すると見込まれている。 
除染業務により汚染された土壌の剥取り厚さは、

放射線量の高さや材料(土、芝生、草地、砕石など)
により左右されるが，白河 TC の芝生エリアでは

5cm 厚さで施工が実施された。この剥ぎ取り厚に

ついて情報化施工を採用し，かつ，試験施工で 10%
減の 4.5cm 厚での施工で十分に線量低下が可能で

ある結果が出たと仮定すると排出土量が 10%減少

することになる。 
除去土壌量の増加は除染費用(国費＝税金)の増

加に繋がるばかりでは無く，仮置場の容量や中間

貯蔵施設への運搬や貯蔵施設の増大に繋がること

から除去土量が少しでも減少する事が出来れば，

国費を縮減する事となり効果的な除染となる。 
今後，採用するには多くの検討課題が必要だが、

情報化施工に費用が掛かっても除去土壌の発生量

が削減すれば仮置場の容量削減や中間貯蔵施設へ

の運搬，貯蔵施設保管等について費用の縮減に繋

がる。情報化施工で施工精度の向上⇒排出土量の

滅少が実現する可能性があると考える。 
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４．薬液注入工法における長距離曲り削孔技術 

― ワイヤレス式軌道計測システムの開発 ― 

 
 

東亜建設工業株式会社  ○大野康年 

株式会社ワイビーエム   財部繁久 
九州大学大学院      水永秀樹 

 
 
１．はじめに 

近年，空港滑走路基礎地盤の液状化対策，コン

ビナート港湾の強靱化等，既存施設の耐震化が求

められている。 

既存施設の耐震化として施設の直下および周辺

地盤の強化が挙げられるが，これらの施設は供用

中であるとともに施設の周辺が狭隘であることが

多いため，締め固め工法等の従来の地盤改良工法

では適用が難しい。一方，恒久型薬液を用いた薬

液注入工法は，施工設備がコンパクトであること，

薬液を地盤に浸透注入することから施工時の地盤

変位がほとんど無いことから既存施設および周辺

地盤の改良に多く適用されているが，施設周辺に

施工スペースが全くない場合や施設の稼働状況に

よっては，図-1および図-2に示すように曲り削孔

による施工方法が求められる。 

本文では，新たに開発したリアルタイムに削孔

軌道の計測が可能な軌道計測システムについて報

告する。 

 

 
図-1 空港滑走路の液状化対策 

 

 

図-2 岸壁の側方流動対策 

２．曲り削孔を用いた薬液注入工法の概要 1) 

本工法 1)は､地盤中を三次元的に曲げて削孔する

ことにより､離れた場所から既存施設の直下まで

削孔し，薬液を地盤に低圧にて注入することで地

盤強度を高める地盤改良工法である。 
削孔は､図-3 に示すようにケーシングロッドを

回転圧入することで直線削孔する。曲げる場合は、

回転を止めてケーシングロッドを圧入することに

より削孔ビッドの修正板（テーパー）が地山を反

力として方法修正する。同曲り削孔技術は，200m
の長距離削孔が可能である。写真-1 に同工法にて

使用する曲り削孔専用機を示す。 
 

回転掘削(直進) 

圧入掘削(曲がり)

 
図-3 曲り削孔概要1) 

 

 
写真-1 曲り削孔機 1) 

 
同工法は，2008 年に開発されて以来，2015 年 7

月末で 49 件の施工実績を有する。曲り削孔につい

ては，福岡空港，松山空港等の空港滑走路，誘導

路基礎地盤の液状化対策，既存タンク基礎直下地

盤の液状化対策等の施工実績がある。 
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３．ワイヤレス式軌道計測システムの開発 

3.1 従来の軌道計測手法における課題 

 従来の曲り削孔における軌道計測は，(1)ビーコ

ン型計測装置，(2)挿入式小型ジャイロセンサ，(3)
固定式ジャイロセンサ等の計測手法が用いられて

いる。しかしながら，各手法には，以下の(1)～(3)
に示す課題があった。 
(1)ビーコン型計測装置の課題 

 当該手法は，削孔ビッドに装着したビーコンと

呼ばれる発信機から電磁波を発生させ，地上のロ

ケーターと呼ばれる受信機で受信し，削孔ビッド

の位置を計測するものであるが，近傍に磁性体が

ある場合は計測が困難，地上に構造物がある場合

は計測が困難等の課題がある。 
 (2)挿入式ジャイロセンサの課題 

 当該手法は，削孔したロッド内に小型のジャイ

ロセンサを挿入することで削孔軌道を計測するも

のであるが，計測精度は高い反面，削孔距離が長

くなると計測時間を要するため作業効率が低下す

るという課題がある。 
(3)固定式ジャイロセンサの課題 

当該手法は，削孔ビッド内に装着した固定式ジ

ャイロにより削孔ビッド位置を計測するものであ

るが，直進削孔時の削孔ビッド回転によるジャイ

ロの回転，施工上の削孔休止等により測定誤差が

大きくなる等の課題がある。 
3.2 位置計測手法 2)の概要 

位置計測手法は，削孔ビットに内蔵した位置計

測センサとデータ発信ユニットおよび削孔機側に

装着されたデータ受信ユニットから構成される。

位置計測センサは，三軸の加速度センサと地磁気

センサにより構成され，加速度センサにて前後，

左右，上下の三方向，地磁気センサにて東西南北

を計測する。計測されたデータは，データ発信ユ

ニットの超音波振動子にて弾性波に変換され，削

孔ロッドを経由してデータ受信ユニットに伝送さ

れる。データ受信ユニットに伝送されたこれらの

データを演算することで削孔ビッドの傾斜，方位

および回転角を算定する。 
位置計測手法の概念図を図-4に示す。 

 

 
図-4 位置計測概念図 2) 

3.3 ワイヤレス式軌道計測システム 

(1)システムの概要 3) 

 本システムでは，図-5 に示すように削孔ビッド

下部に位置計測センサとデータ送信ユニットを装

着し，計測された位置データは，図-6 に示す受信

ユニットにて伝送され，図-7 に示すモニター画面

に削孔位置が表示される。モニター画面には，本

システムにて計測された位置データの他，挿入式

ジャイロシステムにより計測された削孔軌道もあ

わせて表示する｡ 
 

 バッテリーボックス 

計測センサ 送信ユニット  
図-5 計測センサと送信ユニット 3) 

 
 

受信素子 
アンプ 

ケーブル
受信 BOX 

バッテリーBOX 

受信基板 

モニターへ 

無線 Bluetooth 接続 

 
 

図-6 受信ユニット 3) 

 

 
図-7 モニター画面 3) 

 
(2)位置計測手法の高度化 

 本システムでは，本位置計測手法のデータ伝送

距離の延長と計測時間の低減および計測精度の向

上を図る目的で，以下の 1)～3)に示す開発を行っ

ている｡ 
1)削孔ロッド部ジョイント部のスペーサーの設置 

 本位置計測手法では，削孔ロッドを経由して弾

性波を伝送することから，削孔ロッドが地盤に拘 
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束されると伝送距離が短くなる課題があった。本

システムでは，写真-2 に示すように削孔ロッドジ

ョイント部にスペーサーを設置し，ロッドを回転

させることで削孔ロッド周りの地盤拘束を回避し，

データ伝送を行っている。これにより，200m のデ

ータ伝送が可能となる。 
 

 

写真-2 ロッドジョイント部のスペーサー 
 
2)マルチ周波数型弾性波伝送システム 

 本位置計測手法では，所定の周波数の弾性波を

データ伝送に使用していたが，地盤種別が異なる

とデータ伝送に最適な周波数が異なる課題があっ

た。 
本システムでは，1,000～1,800Hz の範囲にて弾

性波の周波数を変えてデータ伝送することでデー

タ伝送効率を向上させている。 
3)小型ジャイロ計測データによる補正 

 本位置計測手法にて使用している位置計測セン

サの精度向上のため，削孔距離 13m 毎に挿入式ジ

ャイロによる軌道測定を行い，本位置計測手法の

位置データの補正を行う。 
 
４．現地確認試験 3) 

 本試験は，本システムの実地盤への適用性を確

認する目的で，山口県下関市内および千葉県袖ヶ

浦市内の埋立て地盤にて実施し，本システムの精

度を確認した。 
4.1 下関実証試験 

(1)試験サイトの概要 

 試験サイトの地層は，地表面から GL-2.0m まで

盛土，その下部に N 値 5～10 の細砂層と粘土層が

互層に分布する。地下水位は GL-2.10m である。図

-8に土質柱状図と N 値を示す。 
(2)試験内容 

本試験では，本システムによる軌道計測結果と

挿入式ジャイロによる軌道計測結果を比較するこ

とで本システムの精度を検証した．なお，本シス

テムによる位置計測は，削孔距離 9～13m 毎に挿入

式ジャイロシステムによる位置情報の補正を行っ 
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図-8 土質柱状図と N 値（下関） 

 

 
写真-3 現地試験全景（下関） 

 

た。また，曲り削孔は，削孔深度 GL-10m，削孔長

140m，曲り回数：1 回（深度方向），曲率半径 R=60m
とした。写真-3に試験全景を示す。 
(3)試験結果 

 図-9に本システムによる計測結果と挿入式ジャ

イロによる計測結果の比較図を示す。本システム

による計測結果は，挿入式ジャイロと同等な精度

を有し，削孔延長 140m にて計画軌道との最大誤差

は 30cm 程度（水平方向）であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  図-9 削孔軌道測定結果 
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4.2 袖ヶ浦実証試験 

(1)試験サイトの概要 

 試験サイトの地層は，地表面から GL-1.0m まで

盛土，その下部に N 値 4～7 の砂を主体とした埋立

て土，N 値 5～40 の砂質土が分布する。地下水位

は GL-3.0m である。図-10 に土質柱状図と N 値を

示す。 

10

Ｎ値

0
土質

3020（m）

標高

GL-

1.0

2.0

3.0

埋土

埋土

砂質

（粘土混じり砂）
40

(砂)

4

7
6

5
5

22

26 40

2415

4.0

5.0

6.0

7.0

8.0

9.0

10.0

土

 
図-10 土質柱状図と N 値（袖ヶ浦） 

 
(2)試験内容 

本試験では，本システムによる軌道計測結果と

挿入式ジャイロによる軌道計測結果を比較すると

ともに，削孔終了後，先端の削孔ビッドを発掘す

ることで削孔位置の精度確認を行った。発掘後の

削孔ビッド位置は，光波測距儀にて X，Y 方向，

レベルにて Z 方向の位置を測定した。本システム

による位置計測は，削孔距離 13m 毎に挿入式ジャ

イロシステムによる位置情報の補正を行った。曲

り削孔は，削孔深度 GL-3m，削孔長 167m，曲り回

数：2 回（深度方向），曲率半径 R=60m とした。 
(3)試験結果 

 図-11 に本システムによる計測結果と挿入式ジ

ャイロによる計測結果の比較図を示す。本システ

ムによる計測結果は，挿入式ジャイロと同等な精

度を有していることがわかる。また，先端の削孔

ビッドﾞ発掘位置の測量結果（実測値）と比較する

と，先端の削孔ビッド位置は，実測値：X=166.52m,  
Y=-0.10m, Z=-3.17m に対して本システムによる計

測値は，X=166.58m, Y=-0.09m,  Z=-3.10m であっ

た。 
 
５．おわりに 

 本報告では，新たに開発したリアルタイムに削

孔軌道の計測が可能なワイヤレス式軌道計測シス

テムの概要と精度確認のために実施した現地実証

試験結果について記述した。 
 現地実証試験の結果，本システムは，挿入式ジ

ャイロシステムと同等の測定精度を有しているこ

とがわかった。 

本システムは，施設周辺に施工スペースが全く

ない場合等，遠隔地から曲げて削孔を行う際の軌

道計測として有効なツールである。 
今後は，曲り削孔を用いた薬液注入工法の適用

等に本システムを提案していきたいと考えている。 
 

 
   図-11 削孔軌道測定結果 

 

 

写真-5 先端部削孔ビッドの発掘写真 
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５．ジャイアントブレーカ搭載油圧ショベルの自律割岩作業の実証 

－次世代無人化施工システムの開発－ 

 
 

大成建設株式会社技術センター  宮崎 裕道  

大成建設株式会社関西支店栗平地区砂防堰堤他工事  青木 浩章 

大成建設株式会社技術センター  ○片山 三郎 
 
 
１．はじめに 

 雲仙普賢岳の災害復旧工事に代表される無人化

施工技術は当初，火山災害に関する災害復旧工事

への適用が主流であったが，近年では大雨による

土砂災害，東京電力福島第一原子力発電所構内で

の作業など，人間が立ち入ることが危険な工事全

般に使われ，適用範囲を拡大している。また火山

災害など大規模災害だけでなく，無人化施工の最

大の特徴である安全の確保という観点から小規模

な土砂災害においても適用され，ごく短期間で施

工する事例も出てきている。この様に工事件数こ

そ一般工事と比較して圧倒的に少ない無人化施工

ではあるが，なくてはならない技術の一つである

と言える。しかしながら無人化施工は自然災害に

端を発する場合が多く，いつどこで必要か予測す

ることは困難で，対応機械の確保やオペレータの

育成といったハード面の課題を抱えているのが現

状である。このため必要な時に，対応機械や運転

操作できるオペレータがいないといった事態が発

生することがあり得る。 

 こういった問題を解決する一つの手段として，

作業開始命令のみを与えれば自ら判断して作業を

行う常時操作不要の「自律制御」を適用した次世

代型の無人化施工システムを開発した。本論は平

成25年度に実証した振動ローラの自律走行に引き

続き平成26年度に研究した油圧ショベルの割岩作

業の自律制御の研究について述べる。なお本件は

国土交通省の建設技術開発助成制度を活用し開発

した技術である。 
 

２．自律型制御について 

現行の無人化施工は，作業現場周辺に配置され

た複数台のカメラから送られてくる多角映像を見

ながら常時，人間が操縦桿を握り遠隔操作をおこ

なう『常時操作型』の施工方法である（図-1）。こ

れに対して，『自律制御型』とは建設機械に人間の

五感に代わるセンサ類を搭載することで，機械自

らが周辺状況を把握して自律的に作業をおこなう

ことを可能にしたもので，人間の操作はスタート

ボタンを押すだけの「次世代無人化施工システム」

である。（図-2） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-1 無人化施工イメージ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-2 次世代無人化施工システム 

 
３．自律割岩対応ブレーカ搭載油圧ショベル 

3.1 搭載センサ 

ベースマシンである油圧ショベルを制御して割

岩作業を実現するために搭載したセンサ一覧を表

-1 に，搭載状況を図-3 に示す。センサは大きく 2
つに分類され，機械の姿勢やマニピュレータの位

置を把握する機体状態把握センサと岩の位置等周

辺状況を把握するセンサに分類できる。本自律制

御は岩の位置をステレオカメラで検出することで

機械と岩との相対位置を把握し，この岩認識を自

動追尾しながら移動し，マニピュレータの届く作

業範囲に達したら割岩作業を実施する。 
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分類 項　　目 適用センサ

姿勢検出 MEMS3軸ジャイロ

マニピュレータ位置検出 シリンダ長検出センサ

旋回角検出 角度センサ

割岩判定 油圧検出センサ

岩認識 ステレオカメラ

車載カメラ ネットワーク型カメラ

機体状態

周辺状況

ステレオカメラ

表-1 搭載センサ一覧 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-3 油圧ショベルへのセンサ搭載状況 
 

3.2 ステレオカメラによる岩認識 

自律制御する上で最重要な人間の五感部分であ

る「視覚」情報の取得として，対物計測等に利用

する距離画像センサであるステレオカメラを使用

した。ステレオカメラは 2 台のカメラを使って対

象物を異なる方向から撮影し，「視差」を利用して

平面情報を立体化する技術である。近年では乗用

車の追突防止用の距離検出センサとして活用され

ている。図-4 にステレオカメラ搭載状況を示す。

今回このステレオカメラを利用して岩の認識をお

こない，油圧ショベルと岩までの距離の把握と岩

の打撃点検出をおこなった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-4 ステレオカメラ搭載状況 
(1) 距離検出 
ステレオカメラ設置で重要視されるのは「基線

長」である。これは設置する 2 台のカメラの間隔

であり，この間隔が検出精度と検出範囲等を決定

するための重要な要素となる。そこで，ステレオ

カメラの設置角度や基線長を今回の作業に適合さ

せる必要があるため様々な実験（図-4）を行い，

0.45m3 級油圧ショベルにおけるφ1000mm 程度の

岩石に対する割岩作業の最適なステレオカメラの

設置角度と基線長を求めた。実験は油圧ショベル

キャビン上方にステレオカメラを設置し，模擬岩

を使用して油圧ショベルとの距離とカメラの設置

角・基線長との関係から好適な設置を選んだ。結

果として設置角度 22.5°，基線長を 750mm となっ

た。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-4 ステレオカメラ実験状況 
 

(2) 打撃点算出 
通常作業における割岩作業時にブレーカ先端を

当てる位置について，ベテランオペレータにヒア

リングした結果，「岩塊の中心を狙う」と言うのが

最も多い回答であった。理由は 
①中心以外の他の部分を打撃しようとすると，

岩塊が回転して打撃が出来なくなる 。 
②中心付近を狙った方が小割の回数が減る。 

という回答であった。ただし、明らかに中心以外

に大きな層目や凹凸が有る場合は，中心以外でも

そこを打撃するという回答も有った。このような

ベテランオペレータの作業方法を自律制御に反映

するため打撃位置算出方法としてステレオカメラ

で計測した点群データから中心位置を演算し，直

上の岩塊表面を打撃位置とすることとした(図-5) 。 
 
 
 
 
 
 
 
  
 

図-5 打撃点算出イメージ 
 

3.3 割岩動作 

割岩するためにステレオカメラで打撃点を算出

した後は，油圧ショベルの旋回，ブーム，アーム，

ブレーカの 4 つの関節を（図-6）制御することで

ブレーカを打撃点(x､y､z)まで移動制御する。 
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図-6 油圧ショベルの制御関節 
 
ブレーカを打撃位置に移動させた後，通常作業

においても実施するように，機体重量が岩に掛か

るように，機体が浮き上がるまでブレーカを岩に

当てながら地面に向けて更に圧接する。この動作

によりブームシリンダに掛かる油圧が上昇するた

め，この油圧の上昇で割岩作業体制の判断をして，

油圧変動を検知すれば割岩判定することができる。

図-7 に割岩判定イメージを図-8 にブームシリンダ

の圧力変動を示す。 
 
 
 
 
 
 
 

図-7 割岩判定イメージ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-8 ブームシリンダの圧力変動 
 

3.4 自律制御割岩フロー 

本研究開発では，0.45m3 級油圧ショベルにおい

て前述までの個別動作を統合して，10m 程度離れ

た場所から割岩対象の岩を決定し，機械の作業可

能範囲に入るまで接近後，打撃位置にブレーカを

圧接し割岩作業をする自律制御アルゴリズムとし

た。（図-9）なお一定時間で打撃しても岩が割れな

い場合は同一場所で打撃点を再計算し，打撃作業

を継続できるようにした。図-10 に自律制御により

破砕した岩を示す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-9 自律制御割岩フロー 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-10 破砕した岩（φ700～1000mm） 

ブレーカー 

アーム ブーム 

旋回 

②押当・打撃

機体持上る

引き側圧力上昇

①岩に照準

機体下がる

引き側圧力降下

③割岩①岩に照準 ②押当・打撃 ③割岩 

硬くて割れ

なかった岩 
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４．従来無人化施工との比較実験 

従来の無人化施工では，作業機械に搭載したオ

ペレータ目線のカメラ映像と作業場所が俯瞰でき

る数台のカメラ映像によって作業を行っている。

しかしながら場所の狭隘さや立地や地形等の条件

から作業場所を俯瞰できる位置に移動カメラ車が

配置できない現場もあり，作業機械の車載カメラ

のみでは「奥行」が把握しにくいため，作業効率

が上がらないというケースもしばしば存在する。

図-11 は同一の状況を別の角度から見た映像であ

るが，正面からの映像だけでは奥行が判断できな

いことがわかる。こういったとき，操作命令のみ

で一定の作業を実施できる本研究の利用が期待で

きる。 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-11 遠近感の把握 
4.1 実験条件 

本研究開発のアルゴリズムを着脱式遠隔操作方

式 0.45ｍ3級油圧ショベルに適用し 
①無人化施工経験 20 年のベテランオペレータ 
②一般施工経験 20 年の一般オペレータ 
③本研究開発に従事した研究員 
以上の三者にて自機から 10m の位置に設置した

φ1,000mm 程度の割岩作業を，モニタのみを見て

遠隔操作する作業時間を比較する実験をした(図
-12)。なお，時間はノミを岩塊に圧接する「割岩体

勢」迄としており、エンジン回転数は「低速」と

いう条件とし，カメラ条件は下記の２パターンで

おこなった。（図-13） 
①俯瞰映像と車載カメラの 2 画面 
②俯瞰映像が無い車載カメラのみの１画面 

これらの結果と自律制御で行った場合における作

業時間のまとめを表-2 に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-12 実験状況 

 
 
 
 
 
 
 

図-13 遠隔操作状況（左：2画面，右：1画面） 

 
表-2 実験結果 

 
 
 
 
 
 

4.2 まとめ 

表-2 の結果から，従来の無人化施工方式で実施

した場合は，経験の差が如実に出る結果となった。

一般施工経験 20 年のオペレータといえども，無人

化施工経験オペレータと差が付く結果となってお

り，無人化施工が如何に特殊な技量を必要とする

かが明白となった。 
一方，本研究開発の自律制御式と比較したのが,

俯瞰映像が無い車載カメラのみで作業した場合で

ある。これも経験の差の順に時間がかかっている

ことと，俯瞰画面が無いことによる奥行感の不透

明さが各オペレータの作業効率を低下させている

ことがわかる。それらに対し，自律制御式はベテ

ランオペレータと同等の作業時間という結果が得

られた。本実験では，俯瞰映像の重要性を改めて

確認することとなったが，逆に俯瞰映像用機器が

無くても，自律制御を用いればここまで出来ると

いう可能性を示すものとなった。また，自律制御

された場合はノミを正確に岩塊の中心に当て，地

面に対して垂直に捉えているようであったが，オ

ペレータ操作の場合の正確さについては，本実験

では評価の対象としていなかったが，恐らく自律

制御の場合と比較してばらつきが有ったものと考

える。 
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６．車両運行管理システムによる輸送・出来高管理の実現と安全性向上 

－ 運行管理システム「スマート G-Safe®」の機能拡張 － 

 
 

鹿島建設株式会社 ○ 藤本 健治郎 
 
 
 
１．はじめに 

2010年にGPS機能付き携帯電話を用いた工事用

車両の速度監視・注意喚起システム「モバイル

G-Safe」を自社開発し現場導入を開始した。 
これまでの導入実績は 15 現場、300 台以上であ

る。主な機能として、エリアごとに設定した制限

速度を超過した工事車両オペレータへ注意喚起、

制限速度を超えた場合に現場管理者へメールを送

信して通知、通学エリアなどを走行する際に、工

事車両オペレータへ注意喚起するものであった。 
導入後もPDA端末やスマートフォン端末などの

利用機器拡張、メッセージ送信機能追加などの改

良を行い、また災害復旧現場への導入を機に「ス

マート G-Safe」と名称を改め、安全な工事車両運

行に寄与するため、改良を続けている。 
このたび「スマート G-Safe」の大幅な機能強化と

して、土砂などの積載物の輸送・出来高管理の自

動化や山間部などの狭隘な道路における大型工事

車両同士の『すれ違い管理』を実現し、大分川ダ

ム堤体建設工事へ導入した。本システムにより、

大型ダンプをはじめとする工事車両の作業効率向

上と安全な運行を図っている。 

 

２．機能拡張の目的 

フィルダムなどの掘削土の再利用が必要となる

工事や、輸送物の厳格な管理が求められる事業に

おいては、「何を」「いつ」「どこから」「どこへ」「ど

のくらい」運んだのか、といった積載物の種別に

応じた確実なトレーサビリティが求められる。 
また、図-1 に示すように山間部のトンネルやダム

工事では、大型車両がすれ違うことができない狭

隘な道路や起伏に富んだ場所を工事車両が通行す

ることがある。こうした状況においても、安全で

円滑な施工を確保する必要があり、工事車両を適

切な場所で待機させ、確実なすれ違い管理により、

安全性及び生産性の向上が求められる。 

 

 

 

そこで、積載物の輸送・出来高を自動管理できる

機能に狭隘区間で対向する工事車両のすれ違い状

況を管理する機能を併せた新たな「スマート

G-Safe」を開発した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．システムの概要 

本システムでは、トレーサビリティに対応する

ため、積み込み場所や荷卸し場所を詳細なエリア

に分割して管理する機能を追加した。図-2 に示す

ように、設定されたエリアで車載端末から手動で

作業状況を入力するか、設定エリアを通過した時

に自動で作業状況を記録することで、運搬回数や

出来高といった施工情報を集計・管理する機能を

実現している。 
また、情報処理のクラウド化と通信データの簡素

化により、車両位置情報の更新頻度を従来の 1 分

間隔から“5 秒間隔”に短縮し、リアルタイム性を

向上させている。加えて、車載端末で他車の位置

情報を把握することによって、『すれ違い管理』機

能も実現している。 

 

拡張した新たな機能は次のとおりである。 

 

 

図-1 すれ違い不可能な狭隘な道路

すれ違いできない狭隘な道路 
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3.1 輸送・出来高管理 

 図-3 に示すようにトレーサビリティの確保及び

輸送・出来高管理を実現した。 

（1）トレーサビリティ管理 

「何を」、「いつ」、「どこから」、「どこへ」、「ど

のくらい」運搬したかを自動記録、集計 

（2）詳細なエリア管理 

記録する積み込み場所や荷卸し場所を詳細なエ

リア（大分川ダムの堤体箇所は 100 分割以上）

に分割した管理 
（3）出来高集計 
記録されたデータから出来高を迅速かつ確実に

集計可能 
（4）自由な出力フォーマット 
集計されたデータから、同じ運搬ルートでの最

短時間、最長時間を計算して出力するなど、さ

まざまなデータを計算し、自由にカスタマイズ

して出力可能 
（5）運行管理がスマートフォンでも可能 
運行管理画面はクラウドサーバにて管理されて

いるため、インターネットに接続可能であれば

パソコンやスマートフォンでも、ID パスワード

を入力することで、いつでも、どこからでも全

車両の走行位置と輸送状況が確認でき、運行指

示の表示が可能 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-2 システム概要 

図-3 クラウド上の運行管理画面

作業入力ボタンすれ違い用メッセージ表示 

 

トレーサビリティ用に細分化

運行履歴を表示 

運行軌跡を表示 

- 24 -



3.2 運行管理日報の自動作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表-1 に示すような運行管理日報の自動作成を実

現するために次の機能を持たせた。 

（1）日報作成自動化 

これまで手書きだった日報の作成が不要となり、

工事車両オペレータの負担が軽減 

（2）リアルタイム確認・出力 
データはリアルタイムにクラウドサーバへ集約さ

れ、いつでも走行履歴や日報の確認・出力が可能 

 

3.3 運行効率管理 

走行速度、待機時間等のデータをもとに、運搬ル

ートごとに運搬最短時間、最長時間などの情報を

自動で算出することで、輸送作業の効率を低下さ

せるボトルネックを抽出した。それにより、運行

計画の改善検討が可能となり、運行状況の効率的

な管理を可能とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.4 すれ違い管理 
狭隘な道路などで確実なすれ違い管理を実施す

るために次の機能を持たせた。 

（1）車載端末で全車両位置把握 

現場事務所パソコンなどに加え、各車両に設置

した端末で全工事車両の走行位置をリアルタイ

ムに表示が可能（5 秒間隔で更新） 
（2）すれ違い用ゲート設定 
すれ違いが困難な狭隘区間の前後に GPS の位置

情報をもとにした仮想の車両検知ゲート（以下、

仮想ゲート）と待機エリアを設定 

（3）待機指示 
仮想ゲートで車両を検知し、先に車両有無判定

区間に進入した車両を優先として対向する工事

車両オペレータに警告音とメッセージで待機エ

リアでの待機を指示 
（4）待機車両数管理 
待機車両数をカウントし、設定台数以上待機さ

せないように管理する機能 
（5）通過指示 
対向車の通過を検知し、待機車両へ通過を指示

する機能 
（6）優先車両判定 
実車、空車の識別と仮想ゲート位置の工夫によ

り、実車を優先させる機能 

 

 

 

 

 

 

 

表-1 運行管理日報イメージ

 運 行 管 理 日 報 
日付 2015/02/27

車両番号 15_15-15

26 m3/台

 

積込場 捨場 回数 数量（m3） 平均運搬時間 最短運搬時間 最長運搬時間

河床部 B土捨場 9 234 14分54秒 13分47秒 15分40秒

河床部 材料山 1 26 18分35秒 18分35秒 18分35秒

河床部 上流ロック敷 1 26 24分0秒 24分0秒 24分0秒

河床部 A仮置場 5 130 14分53秒 13分51秒 17分18秒

河床部 河床部 1 26 26分15秒 26分15秒 26分15秒

ストックパイル B土捨場 1 26 8分7秒 8分7秒 8分7秒

A仮置場 A仮置場 1 26 2秒 2秒 2秒

河床部 コア祖粒剤仮置場(上流) 1 26 18分17秒 18分17秒 18分17秒
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４．現場での適用 

本システムを大分川ダム堤体建設工事に導入し、

現場実証を実施した。17 台の大型ダンプトラック

の運行管理に用い、狭隘区間での『すれ違い管理』

が有効に機能するとともに、複数箇所の積込場・

土捨場・仮置場における輸送・出来高の管理を確

実かつ効率的に行えることを確認した。 
また、導入後に工事車両オペレータへヒアリン

グした際にわかった導入メリットもあった。すな

わち、大分川ダムでは地形の起伏が激しく、対向

車を目視で確認できない場所が数箇所あり、導入

以前は安全性を考慮し、かなりスピードを落とし

て運行していた。『すれ違い管理』用に追加した全

車両の位置が車載端末で確認できる機能により、

目視できない箇所でも対向車の有無が容易に把握

できるようになったため、無駄な減速が不要とな

った。これにより、運行サイクル短縮に大きく貢

献し、生産性向上と安全性向上につながっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

５．今後の展開 
近年、工事規模が大型化しており、より多くの

工事車両の運行管理が求められる一方で、管理を

する人材不足が深刻になっている。そこで本シス

テムを積極的に適用することで様々な問題解決に

つながると期待できる。 
今後も引き続き現場ニーズに応じた機能強化を

図ることで、工事車両のスムーズな運行と輸送管

理をサポートし、安全性と生産性の向上と伴に環

境負荷低減にも寄与していきたいと考えている。 
 
 

図-4 狭隘区間でのすれ違い管理イメージ

図-5 現場事務所での管理イメージ

空車

仮想ゲート 仮想ゲート 

待機エリア

待機エリア 実車 

車両有無判定区間 

（実車側を遠く） 

車両有無判定区間 

（空車側を近く） 

すれ違い困難な

狭隘区間 

待機エリアで待機して下さい 

実車 

仮想ゲート 仮想ゲート 

待機エリア土捨場 

積込場土捨場 

積込場

空車
待機エリア

出発して下さい 
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７．除雪機械稼働情報グラフ化機能の開発 
 
 

(国研)土木研究所 寒地土木研究所 ○小宮山 一 重 

(国研)土木研究所 寒地土木研究所  牧 野 正 敏 

(国研)土木研究所 寒地土木研究所  佐 藤 信 吾 
 
 
１．はじめに 

日本は，国土の約 51%(24 道府県 532 市町村)が

豪雪地帯及び特別豪雪地帯に指定されている(図

-1)1)．これらの地域における降雪は日常的であり，

降雪の影響で旅行速度が低下するなど，道路交通

への影響が大きい．また，鉄道の廃止により生活

が 100%自動車輸送に依存している地域では，道路

交通は重要な生命線である．このことから，良好

な路面管理及び異常気象時における迅速な除雪に

対する住民ニーズは高い． 

 

 
図-1 豪雪地帯及び特別豪雪地帯指定地域１) 

 

迅速な除雪を実施するためには，除雪のマネジ

メントが必要である．除雪マネジメントとは，除

雪計画の策定(Plan)，実施(Do)，検証･評価(Check)，
改善・処置(Act)といった PDCA サイクルを実現し，

除雪作業効率及びサービスレベルの向上を図るこ

とである．しかし，除雪作業は主に経験を頼りに

行われており，検証・評価等はあまり行われてい

ない． 
近年，ICT(Information Communication Technology)

の発展に伴い車両等の位置情報を共有・活用する

技術が様々な事業で活用されている．除雪事業に

おいても,除雪車位置の把握や作業時間の管理等

に活用されている． 

そこで，除雪作業における除雪車の出動判断や

運用判断を支援するためのツールとして，除雪車

の位置情報を活用し，時間経過に伴う除雪車の動

態を Web ブラウザ上に折れ線グラフで表示し，作

業状況を確認する「除雪機械稼働情報グラフ化機

能(以下，グラフ化機能)」を開発した． 

本稿では，グラフ化機能の概要，除雪事業への

活用例について解説する． 

 

２．除雪作業 

冬期道路の維持管理作業は，道路管理者が管轄

路線を分割して設定した工区(以下，除雪工区)毎に，

除雪工事受注業者(以下，除雪業者)が行っている．

除雪作業は，主に数台の車両でグループを編成し，

雁行体制で行われる(写真-1)． 
除雪作業を効率的に実施するためには，降雪状

況に応じた，出動タイミング，除雪車の編成や除

雪ルート等の判断が必要である．しかし，作業の

実施に関する判断は主に道路管理者や除雪業者の

経験を頼りに行われており，除雪施工の実態も定

量的には把握されていない．一方で，除雪事業に

おいては，オペレータの確保や育成などが懸念さ

れており 2)，今後，経験豊富な熟練者の不足が想

定される． 

これらのことから，除雪作業は経験のみに拠ら

ずに定量的なデータを加味して計画，実施するこ

とが必要である．  

 

 
写真-1 雁行体制による除雪作業 

 

３．北海道の国道における除雪作業管理 

北海道の国道を管理する国土交通省北海道開発
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局(以下，開発局)では，約 6,700km の冬期道路を管

理(除雪，排雪，凍結路面対策)するため，除雪車を

約 1,000 台保有している．また，除雪作業を管理す

るため，除雪機械等情報管理システム 3)(以下，シ

ステム)を導入している．このシステムでは，除雪

車の位置等の各種作業データ(表-1)を収集・管理し

ており，地図上での除雪車位置の確認や作業履歴

の確認を行うことができる．システムによる除雪

作業位置及び履歴の確認例を図-2 に示す． 
寒地土木研究所では，システム利用者が指定し

た地点までの除雪車の到着時刻を予測する機能な

ど，除雪車の運用をマネジメントするための機能

を開発し，開発局のシステムに提供している． 
 

表-1 除雪機械等情報管理システムの作業データ 

情報区分 データ 

所属情報等 
所属管轄，機械種別，機械管理

番号 

作業情報等 

作業時刻，作業内容(回送/待機/
除雪)，作業装置の ON/OFF，作

業地点(緯度・経度)，作業箇所

(路線)，作業箇所(KP※1) ※2，作

業速度，進行方位(16 方位)等 
※1 KP(ｷﾛﾎﾟｽﾄ):道路距離標 
※2 作業箇所(KP):緯度・経度情報

を基にシステムが演算 

 

現在稼働している機械の詳細情報を
一覧表示

・稼働中の機械をリアルタイム表示
・作業状態を色分けで表示
・進⾏⽅向は⽮印の向きで表示

除雪機械位置の確認画面

・作業履歴を作業時間毎に一覧表で表示
・ＣＳＶ形式でダウンロード可能

作業履歴の確認画面

除雪機械のマークにカーソルを
合わせると詳細情報を旗揚げ

・作業状態を色分けで表示
・⽮印の向きは進⾏⽅向

 
図-2 除雪機械等情報管理システム画面 

(除雪機械位置(左)と作業履歴(右)の確認例) 

 

４．除雪機械稼働情報グラフ化機能の開発 

除雪作業を検証・評価(Check)するためには，除

雪作業に出動した除雪車，作業時刻，除雪車の編

成，除雪ルート等の施工状況を詳細に把握する必

要がある．施工状況を詳細に把握する方法として，

除雪車の動態を折れ線グラフで表す，除雪作業グ

ラフを活用する方法がある 4)．  

そこで，除雪担当者が除雪作業グラフを容易に

作成できるよう，グラフ化機能の開発に向けて検

討した． 

以下，グラフ化機能の開発経緯，及び機能につ

いて解説する． 

4.1 グラフ化機能の開発経緯 

グラフ化機能の機能要件として，表-2 に示す情

報が把握できる仕様とした． 
 

表-2 グラフ化機能の機能要件 

情報区分 詳細情報 

除雪車情報 
・機械種別 

・機械管理番号 

作業情報 

・作業路線番号 

・作業箇所(KP) 
・作業時刻 

・除雪車の編成 

・除雪ルート 

除雪工区情報 

・除雪車車庫(除雪 ST) 
・除雪工区境 

・除雪車転回地点 

 

表-2 の機能要件を踏まえ，｢除雪車情報｣及び｢作

業情報｣を表示するため，開発局のシステムに蓄積

されている作業データ(表-1)を活用した． 
｢除雪車情報｣と｢作業情報｣の表示では，除雪作

業データを作業箇所(KP)と作業時刻を軸としたグ

ラフにプロットする仕様とした．これにより，除

雪車 1 台毎の動態が折れ線グラフで表示され，時

間経過に伴う除雪車の編成の変化や除雪ルート等，

除雪施工状況を視覚的に確認できる． 
｢除雪工区情報｣の表示では，除雪 ST と除雪工区

が自動で抽出，表示される仕様とした．また，除

雪車転回地点等，利用者がグラフを確認するうえ

で把握したい地点は，グラフ表示設定時にユーザ

毎に任意に登録できる仕様とした．これにより，

除雪車の出動・帰着の確認，折り返し地点の確認

が可能となる．なお，グラフ化機能の開発過程に

おいて，除雪機械等情報管理システムの利用者(道
路管理者と除雪業者)から操作性や表示に関する

意見を得るため，プロトタイプ（一部の除雪工区

の一定期間のみ閲覧可能）を作成・公開してアン

ケートを実施した． 

アンケートで得た操作性や表示画面に関する要

望を考慮し，グラフ化機能を開発した．また，ア

ンケートでは，グラフ化機能の有効性に関する意

見が得られた．一例を以下に記す． 
・「リアルタイムに表示できれば，豪雪時の対応

に役立つ」(道路管理者) 
・「他工区との兼ね合いや作業遅延による応援体

制の指示に十分活用できる」(除雪業者) 
・「グラフ化にする意味が不明」(除雪業者) 
否定的な意見もあったが，多くはグラフ化機能

に期待する意見であった． 

4.2 グラフ化機能の解説 

グラフ化機能の｢設定登録｣及び｢表示設定｣につ
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いて解説する． 

(1)設定登録 

 設定登録では，グラフに表示する「除雪車」，「路

線」及び「任意の登録地点」等の情報をユーザ毎

に登録できる．なお，設定操作を直感的に行える

よう，可能な限りプルダウン及びチェックボック

スで設定する仕様とした．設定画面例を図-3 に示

す． 

 
グラフの表示･非表示 所属 除雪⾞ 線色･線種

 
図-3 設定画面例 

 

①除雪車の設定 

同一グラフ上に表示できる除雪車は最大15台で

ある．また，グラフ閲覧時に除雪車を混同しない

よう，1台毎に線色(9色)・線種(3種)が設定できる． 

②路線の設定 

一つのグラフに表示できる路線は 1 路線で，最

大 4 つのグラフが表示できる．また，それぞれの

路線で表示範囲(KP)が設定できる． 

③任意地点の設定 

除雪工区における主要交差点や，除雪車の折り

返し地点など，除雪作業における要所が登録でき

る．なお，除雪 ST や除雪工区境は，路線の設定で

設定した表示範囲(KP)に応じて自動で抽出，表示

される． 

(2)表示設定 

グラフ表示例を図-4 に示す． 
表示設定では，グラフに表示する｢期間(日時)｣

を設定する．  

 

a:除雪⾞情報

b:除雪工区情報

ｃ:詳細情報

 
図-4 グラフ表示例 

 

①除雪車情報及び除雪工区情報の表示 

除雪車情報として，機械種別-機械管理番号が凡

例に表示される(図-4 の a)． 
除雪工区情報として，グラフ表示範囲に含まれ

る除雪工区境と除雪 ST が自動で抽出，凡例に表示

される(図-4 の b)．また，グラフエリアにも水平線

で表示される． 
図-4 の例では，除雪車情報として 6 台の除雪車

が表示されている．また，除雪工区情報として，

除雪工区境(KP0，KP17.35，KP37.33)が赤線で，除

雪 ST(三川 ST)が緑線で表示されている． 
②作業情報の表示 

作業情報として，設定登録した路線毎に，指定

した表示期間内に稼働していた除雪車が 1 台毎に

1 本の折れ線グラフで表示される．また，パソコン

のマウスカーソルを折れ線グラフに合わせると，

その地点の除雪車情報，作業時刻，作業地点(KP)，
速度(km/h)の詳細な情報がポップアップ表示され

る(図-4 の c)． 

 

５．グラフ化機能を活用した除雪作業の検証 

除雪作業は，通常，除雪工区を担当している除

雪業者がそれぞれの担当区間のみを実施する．こ

のため，局地的な強い降雪時には，降雪区間の作

業に時間を要し，除雪作業が遅延する場合があり，

道路利用者の旅行速度が低下する．このような時

には，隣接工区との担当区間を変更することで，

作業遅延の抑制が可能である 4)．これを具体的に

実施するためには，大雪時でも効率的な除雪が実

施できるよう，過去の大雪時における除雪状況(出
動タイミング，除雪ルート，隣接除雪工区の状況

など)を分析し，除雪作業を計画する必要がある．

グラフ化機能を使うことで，過去の除雪作業の分

析が可能である． 
5.1 除雪作業分析・評価例 

一般国道 12 号の除雪工区 A，B，C で実施され

た除雪作業を，グラフ化機能で分析した例につい

て説明する．除雪工区概要図を図-5 に，グラフ化

した除雪作業を図-6 に示す． 
 

Ｃ工区
R12 L=25.0km

Ｂ工区
R12 L=18.7km

Ａ工区
R12   L=17.4km
R337 L=14.9km

ＪＲ岩⾒沢駅

ＪＲ札幌駅

 
図-5 分析した除雪工区概要図 
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図-6 グラフ化した除雪作業 
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図-7 除雪作業中における降雪量 

 

図-6 に示したグラフの除雪作業状況について解

説する． 
この時の降雪は，2012 年 12 月 25 日 20 時から

26 日 13 時に掛けて降り続き，累計で 20cm であっ

た(図-7)． 
それぞれの除雪出動時刻は，A 工区は 26 日 0 時

30 分，B 工区は 25 日 22 時，C 工区は 26 日 2 時だ

ったことが確認できる．また，それぞれの除雪終

了時刻は，A 工区は担当する隣接路線の除雪も行

い 26 日 6 時頃，C 工区は 26 日 7 時頃の概ね通勤

通学時間帯前であった．しかし，B 工区は，A 工

区終了から約 7 時間，C 工区終了から約 5.5 時間経

過の 26 日 13 時であり，作業が遅延していたこと

が確認できる．この時，B 工区の区間を走行する

道路利用者の旅行速度が低下していた可能性があ

り，除雪体制の検討が必要である． 
今後，同様の降雪状況になった時の対策として

は，A 及び C 工区の除雪車が B 工区の除雪を応援

することが考えられる．例えば，A 工区の除雪車

が B 工区の図-6 の a に示した位置まで 4km(縦軸の

1 目盛りは 2km)越境することで，B 工区の除雪延

長が往復で 8km 短縮される．B 工区でこの 8km の

除雪に要していた時間は除雪作業グラフ(図-6)を
確認すると，2 時間(横軸の 1 目盛りは 1 時間)であ

り，B 工区の作業の遅延を 2 時間抑制できると推

定する． 

この様に，グラフ化機能を用いて除雪車の動態

を詳細に把握・分析することで，近隣の除雪工区

との連携判断が容易になる．また，降雪量や降雪

エリアなどの違い毎に除雪状況を分析し，効果的

な越境地点を確認しておくことで，降雪状況に応

じた除雪体制を計画できる． 
 

６．まとめ 

実施された除雪作業を検証・評価するためのツ

ールとして，除雪車の動態を折れ線グラフで表示

するグラフ化機能を開発した．これにより，除雪

作業の検証・評価が容易となり，作業の改善に向

けた検討に寄与できる．また，大雪等の異常気象

時は，降雪が集中しているエリアを担当する除雪

業者の負担が大きい．グラフ化機能で各除雪工区

の除雪進捗状況をリアルタイムに把握し，対応策

を検討することで，より効率的な除雪の実施に寄

与できる． 

今後は，グラフ化機能をベースに，降雪量に応

じて除雪終了時刻を予測する機能の開発など，除

雪機械の運用を支援する技術の検討を進め，除雪

事業に貢献していく所存である． 
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８．小型メカナムホイール検査ロボットによる 

天井ふところ内の目視検査 
 
 

足利工業大学 ○ 仁田 佳宏 

戸田建設株式会社  渡壁 守正 

戸田建設株式会社  稲井 慎介 
 
 
１．はじめに 

構造物の地震被害として，柱や梁，耐震壁など

の構造部材とともに，天井部材や外壁，間仕切壁

などの非構造部材の損傷についても，関心が高く

なりつつある 1), 2)。特に，天井部分については，地

震被害だけではなく老朽化による天井部材や天井

内設備の落下も相次ぎ，死傷者も生じていること

から，安全確認の重要性や必要性が高まっている
1) - 4)。また，既存の天井や外壁などの非構造部材は，

構造部材と比較して，耐震性能が低く，中小地震

でも損傷が生じる可能性があるため，耐震改修が

推奨されている。天井部分については，2013 年に

建築基準法の規定が改正され，2014 年 4 月から施

行されている 5)。しかし，天井部分の点検は，(1)
高所であり仮設足場などを必要とすること，(2)天
井支持部材が大きな重量を支えられないことが多

く内部に立入れないこと，(3)天井ふところ内は狭

所であり立入が難しいこと，(4)構造部材ではない

ことなどから，損傷が視認されない限り，耐震診

断や点検は頻繁に実施されていないのが現状であ

る 6) 。また天井部分については，非構造部材であ

るため図面が保管されてない場合や天井ふところ

内の配管や設備機器などのリニューアルに伴い保

存されている図面と現状が異なっている場合など

も多くみられる。このような現状を受け，文部科

学省は常時は未成年者が利用し，災害時には避難

所と成り得る文教施設を対象として，「地震による

落下物や転倒物から子どもたちを守るために～学

校施設の非構造部材の耐震化ガイドブック」7)を取

り纏め，天井部材などの非構造部材の点検項目や

点検手法などについて解説し，点検の実施や耐震

化を推奨している。 
建築・土木分野において，ICT 化が進んでおり，

BIM，CIM，無人化施工およびドローンによる測量

などの新しい技術が活用されつつある。このよう

な状況のもと，国土交通省および経済産業省は点

検に多大なコストと労力を要する施設を対象に，

「次世代社会インフラ用ロボット開発・導入検討

会」を設置するとともに，次世代社会インフラ用

ロボットシステムを公募し，2014 年度より実証実

験を開始している 8), 9)。企業においても，マンショ

ンなどの外壁 10)，住宅などの床下 11)，天井ふとこ

ろ内の設備 12)の老朽化などを点検する目的で，ロ

ボットを使用しつつある。また，中部圏インフラ

用ロボットコンソーシアム 13)が立ち上がるなど，

積極的な活用を目指して，産官学一体となった取

組みも増えつつある。 
本研究では，天井ふところ内の部材や設備の点

検を効率よく簡便に行うことを目的として，Wi-Fi
カメラ搭載小型メカナムホイール検査ロボットに

よる目視検査を提案し，小型メカナムホイール検

査ロボットを試作する。試作した Wi-Fi カメラ搭

載小型メカナムホイール検査ロボットの有用性は，

大学構内の雨漏りのある天井ふところ内の目視検

査に適用することで確認する。 
 

２．小型メカナムホイール検査ロボット 

 天井ふところ内の部材や設備を効率よく目視検

査するために，Wi-Fi カメラ搭載小型検査ロボット

を試作する。試作した小型検査ロボットを Fig.1 に

示す。試作した小型メカナムホイール検査ロボッ

トの寸法は，車長約 280mm，車幅約 260mm，車高

約 140mm で，重量は約 2200g である。天井ふとこ

ろ内は野縁と野縁受けが格子状に組まれており，

障害物の多い狭所となることから，小型検査ロボ

ットは，全方向に移動可能なように外径 103mm の

メカナムホイールを採用している。メカナムホイ

ールは，車輪の表面が複数個のバレルで覆われた

特殊な形状をしており，個々の車輪の回転方向を

個別に制御することで，前後，左右および旋回と

全方向に移動可能となる。また，天井ふところ内

では，高さ約 60mm，幅約 10mm の野縁受けを乗

越えられる必要がある。一般的な車輌の場合，車

輪直径の 1/4 が，乗越えられる段差の限界の高さで

あり，試作した小型メカナムホイール検査ロボッ

トは，メカナムホイールの外径が 103mm であるた 
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Fig.1 小型メカナムホイール検査ロボット 

 

 
Fig.2 簡易なアーム 

 

 
Fig.3 小型検査ロボットに搭載した Wi-Fi カメラ 

 
め，車輌と見なせば，高さ 26mm 程度までが乗越

えられる高さとなる。そこで，Fig.2 に示すように

車体前方に，野縁受けを乗越えるための補助機構

として簡易なアームを装備する。野縁受けを乗越

える際には，装備した簡易なアームを野縁受けに

引っ掛けることで，車体を持ち上げて乗越える。

また，自動的に野縁受けを乗越えられるようにす

るため，野縁受けとの接触の判断用にマイクロス

イッチを簡易アームに装備している。試作した小 

 

Fig.4 目視検査システムの概念図 
 
型メカナムホイール検査ロボットは，最大で約

65mm の高さまでは乗越えられることを確認して

いる。 
搭載する Wi-Fi カメラは利便性を考慮して，ス

マートフォンなどで確認できるように，ウェラブ

ルカメラを用いる。試作した小型検査ロボットは，

Fig.3に示すようにGoPro Hero4 Sessionを搭載して

いる。GoPro Hero4 Session は，最大 800 万画素の

静止画および Full-HD の動画を約 1 時間半撮影で

き，重量は約 90g である。Wi-Fi カメラのアングル

については，上下方向はカメラを設置したサーボ

モーターを制御し，左右方向は小型検査ロボット

を旋回することで行う。また暗所でも鮮明な画像

を撮影できるように，100 ルーメンの高輝度 LED
を Wi-Fi カメラの側面に装備する。 
 試作した Wi-Fi カメラ搭載小型メカナムホイー

ル検査ロボットの操作は，Bluetooth 通信により，

タブレット PCもしくは Android端末を用いて基本

的にはマニュアル操作で行う。 
 天井ふところ内の目視検査は，点検口から Wi-Fi
カメラ搭載小型メカナムホイール検査ロボットを

挿入し，点検口においた Web カメラにより検査ロ

ボットの位置を把握する。Wi-Fi カメラ搭載小型メ

カナムホイール検査ロボットを用いた天井ふとこ

ろ内の目視検査の模式図を Fig.4 に示す。 
 

３．野縁受け自動乗越えアルゴリズム  

Wi-Fi カメラ搭載小型検査ロボットが野縁受け

を乗越える際には，補助機構として装備した簡易

なアームを利用して乗越える必要がある。マニュ

アル操作で野縁受けを乗越えるためには，小型検

査ロボットの状況が確認できる必要があり，点検

口から離れた場所では小型検査ロボットの状況が

把握できず，野縁受けを乗越えることが困難とな

る場合も考えられる。そのため，操縦者が小型検

査ロボットの状況を確認できなくても野縁受けを

乗越えられるよう，自動乗越えアルゴリズムを小 
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Fig.5 自動野縁受けアルゴリズム 
 

型検査ロボットに実装する。野縁受けの乗越えで

は，野縁受けとの接触の判別が重要となる。そこ

で，アーム先端に，ロボット掃除機の接触センサ

ーに用いられているマイクロスイッチを設置し，

野縁受けと小型検査ロボットの接触の判別に用い

ることとする。乗越えアルゴリズムでは，野縁受

けに接触後，アームを野縁受けに引っ掛けながら

押し下げることで前輪を持ち上げ，野縁を乗越え

る。その際，下げたアームが床面に接触した時点

でアームを上げる必要があるが，床面との接触判

定についてもマイクロスイッチを用いている。 
野縁受けを乗越えるためのアルゴリズムのフロー

チャートを Fig.5 に示す。 
 実装したアルゴリズムによる野縁受けの乗越え

を確認する目的で，天井ふところ内を模擬した試

験体を用いて検証実験を行う。検証実験における

小型メカナムホイール検査ロボットの様子を Fig.6
に示す。ただし，Fig.6 中に示した番号は，Fig.5
のフローチャートに記した番号の状態を表す。

Fig.6 より，実装したアルゴリズムにより，野縁受

けを自動的に乗越えられることが確認できる。 
 

４．老朽化した天井への適用 
Wi-Fi カメラ搭載小型メカナムホイール検査ロ

ボットによる目視検査の有用性を検証する目的で，

老朽化と東日本大震災の影響により雨漏りが生じ

ている実天井の目視検査に適用する。検査対象部

分の室内からの外観を Fig.7 に示す。室内からの目 

 
Fig.6 野縁受けの乗越え 

 

  
(a) 天井全体        (b) 損傷部詳細 
   Fig.7 対象とした雨漏りのある天井 

 

 
Fig.8 天井ふところ内での走行の様子 

 
視からも天井板の損傷は明確に把握できるが，室

内からでは天井ふところ内の状況や屋根の内側部

分の状況把握は難しい。目視検査は，点検口がな

いため Fig.7(a)に示す天井板を外した箇所から

Wi-Fi カメラ搭載小型メカナムホイール検査ロボ

ットを挿入して実施する。小型メカナムホイール

検査ロボットの位置については，脚立上からの視

認により行う。天井ふところ内での小型メカナム

ホイール検査ロボットの走行の様子を Fig.8 に示

す。小型メカナムホイール検査ロボットに搭載し 
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(a) 屋根面 

 
(b) 天井板 

Fig.9 天井ふところ内の損傷 
 
た Wi-Fi カメラで撮影した屋根面および天井板の

画像を Fig.9 に示す。Fig.9 から，室内からでは把

握が難しい天井ふところ内の様子や屋根部分の損

傷状況が，簡便にかつ詳細に把握できることが確

認できる。また小型メカナムホイール検査ロボッ

トは，補助アームの使用により，野縁受けを自在

に乗越えられることも確認している。 
以上の実天井に対する適用から，Wi-Fi カメラ

搭載小型メカナムホイール検査ロボットにより，

効率よく簡便に天井ふところ内の目視検査が可能

となることが確認できる。 
 
５．まとめ 

本研究では，効率よく簡便に天井ふところ内の

部材や設備の点検を行うために，Wi-Fi カメラ搭載

小型メカナムホイール検査ロボットによる目視検

査を提案し，小型メカナムホイール検査ロボット

を試作した。試作した Wi-Fi カメラ搭載小型メカ

ナムホイール検査ロボットの有用性は，雨漏りの

ある実天井を対象とした目視検査を行い，室内か

らでは，状況の把握が難しい天井ふところ内の状

況を，簡便かつ詳細に把握できることを実証した。

実証実験から，試作した Wi-Fi カメラ搭載小型メ

カナムホイール検査ロボットを用いた目視検査は，

可搬式足場のみで天井ふところ内の点検を行える 
ことから，実用性の高い方法と成り得ると考えら

れる。 
今後の研究課題としては，天井ふところ内での

検査ロボットの位置情報と損傷の位置情報を自動

的に把握できるシステムの開発があげられる。  
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９．情報化施工におけるＴＳ出来形計測の効率化 

～ 近傍点計測の実施 ～ 

 
 

国土交通省 関東地方整備局 ○ 服部 達也 

  一本 秀樹 

  山本 啓介 
 
 
１．はじめに 

国土交通省では、建設施工の生産性向上、品質

確保、安全性向上、熟練労働者不足への対応など、

建設施工が直面している諸課題に対応する情報化

施工（ICT 施工）の普及を進めている。関東地方整

備局でも、関東において先行して取組んだ出来形

管理要領が全国版になるなど、情報化施工の活用

拡大に向けた取組を推進している。 

情報化施工とは、トータルステーション（以下、

TS という。）や全地球測位システム（以下、GNSS

という。）などの測位技術を用いて施工管理や機械

施工を効率化する技術である。施工管理の効率化

技術では「TS による出来形管理」「TS・GNSS によ

る締固め管理」が行われている。機械施工の効率

化技術では、モータグレーダ・ブルドーザのブレ

ードやバックホウのバケットを自動制御するマシ

ンコントロール（以下、MC という。）や、刃先の位

置や自車位置を表示するマシンガイダンス（以下、

MG という。）が行われている。（図―１） 

本稿は、MC や MG を用いた施工現場における、出

来形管理手法

の簡素化・省

力化を目的と

した、近傍点

計測について、

前報（参考文

献 2）に続き、

複数の試行工

事での機能検

証を行い、施

工者の意見を

まとめたもの

である。また、

近傍計測を行

うために必要

な TS の任意

点計測機能に

ついての確認

を行った。 

 

２．近傍点計測について 

2.1 ＭＣ・ＭＧ施工の特徴 

MC 施工では、施工中のブレードの位置・標高を

リアルタイムに取得するとともに、施工用データ

（設計データ）との差分を算出し、これに基づき

ブレードを設計形状に沿うように自動制御する。

MG 施工では、同様の手順で算出された施工用デー

タとの差分を運転席にあるモニターへ表示し、オ

ペレータが手動制御を行う。MC や MG を使用した場

合、均一かつ精度高く仕上げることが可能である。

（図－２） 

現在の TS を用いた出来形管理では、延長方向に

20m 毎の定められた管理断面上で、法肩・法尻・道

路中心の基準高・幅及び法長（土工のみ）を計測

することが求められている。（図－３）計測時には

管理断面±10cm の範囲にプリズムを設置するこ

ととなっているため、プリズム誘導の微調整に時

間がかかるという非効率が生じている。 

図－１ 情報化施工技術の種類 
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図－５ 近傍点計測の算出方法 

2.2 近傍点計測手

法の概要 

効率的な出来形管

理の方法として、管

理断面に対して延長

方向に1mまでのズレ

を許容する、近傍点

計測手法を提案する。

（図－４） 

近傍点計測では管

理断面以外の点で計

測を行うことから、

任意点間の設計上の

距離を適宜算出し出

来形と比較すること

が必要となる。これ

には、現有の出来形

管理用TSに用いられ

るソフトウェアの機能である、管理断面間を補

完した任意箇所で出来形の設計座標を算出す

る機能を利用する。具体的には、計測値の座標

から平面線形に直交する垂線から測点を求め、

測点に応じた設計座標を算出する。この設計座

標をもとに 2 カ所の点間距離を算出したもの

が設計値となり、計測点の点間距離を算出した

出来形と計測値との差が出来形管理値となる。

（図－５） 

ただし、近傍点計測を適用するためには、

管理断面の前後１ｍの範囲においても、基準

高や幅が管理断面と同等の出来形品質であ

ることが必要である。そのため、ＭＣ・ＭＧ

での施工を前提とする。 

 

2.3 近傍点計測手法のメリット 

現行の定点管理と比較して、計測点のずれ

が許容されるため、逆打ち等によるプリズム

を誘導する作業時間が短縮される。 

現行の「土木工事施工管理基準および規格

値（国土交通省各地方整備局）」（以下、現行

基準という。）の計測頻度・出来形管理項目・

規格値が同じであるため、計測時の運用通知

により活用が可能である。 

2.4 近傍点計測手法のデメリット 

現行の出来形管理用 TS のソフトウェアは

幅・法長において斜距離算出に対応していな

い。また、帳票も従来と若干異なるため、ソ

フトウェアの改良や仕様変更が必要となる

ことから、当面は施工者の希望により活用を

図っている。 

図－２ マシンコントロール（ＭＣ）施工 

図－３ 盛土における出来形測定箇所 

 

図－４ 近傍点計測の計測箇所 
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３．既存 TS における対応可否確認 

3.1 既存 TS の機能確認 

近傍点計測の試行工事に先立ち、既存 TS ソフト

ウェアについて機能の確認を行い、主要各社いず

れの TS ソフトウェアを用いても、別途パソコンや

表計算ソフトを用いた補完作業を行うことで、近

傍点計測を試行的に実施することが可能であるこ

とが確認された。 

 

3.2 近傍点計測の計測精度検証 

実現場における近傍点計測の試行を実施する前

に、模擬道路を用いて、各社のソフトウェアによ

る出来形設計値の精度検証を行った。（図－６）精

度検証の方法は、あらかじめ近傍計測点（管理断

面から1m縦断方向にずれた箇所）に杭を設置する。

その上で、各社の TS で近傍計測点を計測し座標値

を記録、パソコンで補完計算をして出来形設計値

（法長、幅）を算出した。なお、設計値の真値は、

近傍計測点の計測座標から CAD を利用して求めて

いる。 

精度検証の結果、幅については、いずれの会社、

断面においても⒑㎜以内であり、幅の規格値

（-100mm）に対してわずかな値である。法長につ

いても、1 点（差 11.5mm）を除き、10mm 以内であ

り、法長の規格値（法長 5m 未満の場合-100m）に

対してわずかな値である。以上より、既存の TS 出

来形ソフトウェアを用いて画面表示された設計座

標。及びこれらをもとにして算出した幅・法長の

設計値算出ロジックが妥当であると考えられる。

（図－６） 

表－１ 既存 TS の検証時の対応手法 

近傍手管理に必要な機能 Ａ社 Ｂ社 Ｃ社 Ｄ社

近傍計測点（=実測座標)を
記録する機能

○ （任意点計測モードで対応）

近傍計測点（法肩・法尻）付

近の構成点（=設計座標）を算

出・表示する機能

△ （追加距離と中心線離

れを表示可）
○ （計測直後画面表示される）

設計座標を記録する機能

△ （追加距離と中心線離

れを手簿に記録し、別途3D-
CAD等を用いて構成点の三

次元座標を求める）

○ （ずれのリ

ミットを10cmか

ら緩和すること

で記録可能）

△ （手簿に記録する

必要がある）

幅員・法長の実測値を算出・

表示・記録する機能
△ （エクセル等で別途算出）

幅員・法長の設計値を算出・

表示・記録する機能

○ ： 既存のＴＳソフトウェアの機能を利用して実現できる機能

△ ： 既存のＴＳソフトウェアでは実現できないが、別途パソコンにより補完可能な機能

図－６ 出来形設計値（幅・法長）算出結果の比較 
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４．試行工事における効果の検証 

4.1 試行現場の概要（図－７・図－８） 

(1) Ａ現場 

工事名 圏央道幸手地区側道舗装その４工事 

 場所   埼玉県幸手市平須賀地先 

 発注者 関東地方整備局 北首都国道事務所 

施工内容 

 ・掘削工   15,00m3 

 ・盛土工   50,00m3 

 ・下層路盤   55,00m3 

 ・上層路盤   55,00m3 

 ・基層   55,00m3 

 ・表層   55,00m3 

施工手段として使用した情報化施工技術 

 ・MC モーターグレーダ 

 ・TS 出来形計測 

試行実施日 

 ・H26.12.22（下層路盤） 

 ・H27. 1.24（上層路盤） 

 

(2) Ｂ現場 

工事名 新 4号古河地区改良舗装工事 

 場所   茨城県猿島郡境町塚崎地先 

 発注者 関東地方整備局 宇都宮国道事務所 

施工内容 

 ・掘削工      850m3 

 ・盛土工    2,000m3 

 ・下層路盤  140,00m3 

 ・上層路盤  140,00m3 

 ・基層  140,000m3 

 ・表層  140,000m3 

施工手段として使用した情報化施

工技術 

 ・MC モーターグレーダ 

 ・MC アスファルトフィニッシャ 

 ・TS 出来形計測 

試行実施日 

 ・H27. 1. 7（下層路盤） 

 ・H27. 1.14（上層路盤） 

 

図－８ 現場状況（上段：Ａ現場、下段：Ｂ現場） 

図－７ 位置図 

図－９ 測定箇所 （上段：Ａ現場、下段：Ｂ現場） 

No.339 No.340 No.341 No.342 No.343

2m 2m 2m 2m2m

2m 2m 2m 2m 2m

2m2m2m2m

：近傍点管理の時の計測範囲
2m2m
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4.2 近傍点計測の試行 

(1) 試行内容 （図－９） 

Ａ現場では、3 社が、管理断面に⒑cm

まで寄せて現行の TS 出来形による出来

形計測、1m まで寄せた近傍点計測、⒑cm

まで寄せたワンマン計測の 3種類で試行

し、5側線 11 点を計測した。ここで、ワ

ンマン計測とは、プリズムを自動追尾す

る TS と現位置を表示するプリズムによ

り、１人で出来形計測を行えるものであ

る。 

Ｂ現場では、1 社が、通常の出来形計

測と、近傍点計測の 2種類で試行を行っ

た。5側線 14 点を計測した。 

なお、今回の集計に含まれる時間は、

ミラーの設置、誘導時間、TS による測距

離時間、データ保存時間、ミラーマンの

次測点への移動時間である。また、デー

タコレクタに表示される設計データの手

簿への記録に要する時間を計上していな

い。理由は、この作業は今回の試行での

み必要となる作業で有り、将来的に近傍

点計測に適応したソフトウェアが開発さ

れた段階では不要となる作業時間である

と考えられるためである。 

 

(2) 試行結果 （図－１０．図－１１） 

１点あたりの計測時間では、現行の TS 出来形計

測に比較して、近傍点計測では 45%の時間縮減、ワ

ンマン計測では 53%の時間縮減となった。ただし、

4社の内訳をみると、③社のみ方式に寄らず同等の

時間で計測を行っていた。 

実施後にヒアリングをしたところ、以下のよう

なことが得られた。 

・現行では、TS 係から音声無線機でプリズム係へ

前後左右の指示を出して測点へ誘導をしている

が、近傍点計測では 1m 以内に寄せればよいため

誘導回数が少ない。 

・このことから、未熟練者であっても近傍点計測

を用いることにより、熟練者と同等の作業効率

を得ることができると考えられる。 

・ワンマン計測は、近傍点計測と同等の時間で可

能であるが、自動追尾機能のある TS や、原位置

表示機能のあるプリズムなどが必要である。 

・③社は担当者の計測経験が豊富であり、プリズ

ムの誘導方法が工夫されていた。まず TS を逆打

ちしたい方角へ向け、次にプリズムが TS 正面へ

移動し、前後のずれ量指示を出していた。他は、

毎回、前後左右のずれ量で指示を出していた。 

図－１１ 試行現場の状況 

図－１０ 現行・近傍点・ワンマンの出来形時間の比較 

①社    ②社    ③社    ④社 
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4.3  MC 区間の出来形確認（図－１２・図－１３） 

管理断面の前後１ｍの範囲において、基準高や

幅が同等であることの確認として、MC モーターグ

レーダによる敷均しがなされた下層路盤において、

右端部、左端部のライン上を、縦断方向に約１ｍ

のピッチで三次元座標を計測し、幅・高さの測定

を行った。 

その結果、幅・高さともに出来形のばらつきが

規格値の 50%未満となっていることが得られた。こ

れは、監督検査基準の考査項目「３．出来形及び

出来映え Ⅰ出来形」において、「a：優れている」

「a’：b より優れている」といった高い評価に相

当するものである。 

以上より、MC や MG を導入している現場では、管

理断面以外の区間においても管理断面と同等の出

来形品質を実現できることから、出来形管理箇所

を管理断面上の近傍箇所としても設計と出来形と

の差を適切に確認・評価することが可能と言える。 

 

4.4 施工者へのヒアリング調査 

現場Ａ、現場Ｂの施工者職員へ、近傍点計測お

よびワンマン計測について意見を伺った。 

【近傍点計測について】 

・ 出来形測量での計測点の誘導に要する時間の短

縮に役立つので、導入への意欲はある。 

・ ただし、監督職員の理解の徹底や、正確な出来

形（真の幅・法長）が数値として得られないこ

とへの不安が課題である。 

【ワンマン計測について】 

・ ワンマン計測を行うとしても、近傍点計測を採

用できれば測量がさらに効率化できると期待さ

れている。 

・ ただし、自動追尾TSは MC施工で用いられるが、

レンタル費用が従来機と比べて高額であるため、

経済性を考えるとレンタル期間を延ばさず、従

来機を選択するという考え方もある。 

【近傍点計測の導入への懸念事項】 

・ 監督職員や検査職員がこの方式をよく理解して

いないと、帳票への記入内容への疑問（例えば

測点毎に幅・法長の設計値が異なる等）が発生

し、説明に労力を要することが懸念される。 

・ 測点毎に幅・法長の設計値が異なるため、工程

能力図で施工のばらつきが大きいと誤解された

り、監督立会い時と実地検査時では計測点が異

なる場合も想定される、その場合従来では確認

結果を 2 段書きとしていたものが、計測主体毎

の帳票となることで、現行手法での管理に比べ

て検査での評価が低くなることが懸念される。 

・ 近傍点計測の場合、施工指示で用いた幅の設計

値と、出来形計測時の断面幅の設計値が微妙に

異なるので、照合できないことが気になる。 

・懸念事項として確実な周知を求める意見が多い。 

 

５．まとめ 

今回の試行により、近傍点計測は、導入効果も

大きく、施工者のニーズも高い技術であることが

確認された。関東地整では、平成 27 年 2 月に「活

用の手引き（試行案）」として通知を出し計測のル

ールを見直した。その一方で、現段階では、TS 出

来形管理用ソフトウェアへの対応がされていない

現状である。 

今後も地方整備局職員・施工者への周知を図り、

関係者との意見交換に努め、施工者ニーズを伝え

ていくことで、結果として TS 出来形管理用ソフト

ウェアの開発意欲が高まることを期待しており、

管理要領の改訂に結びつけたいところである。 

また、引き続きこのようなルールの見直しなど、

官側の柔軟な対応も含めて ICT を活用しやすい環

境整備に努め、施工現場の効率化に向けて「建設

生産システムの抜本的な生産性向上」に取り組ん

でいく所存である。 

最後に、日本測量機器工業会及び日本測量機器

工業会会員には、多大な協力を頂きました。この

場を借りて御礼申し上げます。 

 

参考文献 

1) 坂本鋼三：「MC施工を前提とした情報化施工技術の新た
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シンポジウム論文集pp. 107～110、 2013 
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範囲拡大）手法の効果検証」、平成26年度建設施工と建

設機械シンポジウム論文集pp. 41～46、2014 

図－１２ １ｍピッチで計測した施工幅（Ｂ現場） 
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10．情報化施工を用いた鋪装の実験手法について 

－ ＭＣ施工と従来施工の比較モデル － 

 
 

国土交通省 総合政策局 公共事業企画調整課 ○坂本 鋼三   

国土交通省 総合政策局 公共事業企画調整課  山口 崇    

(一社）日本建設機械施工協会 施工技術総合研究所  竹本 憲充 

 

 

１．はじめに 

国土交通省はこれまで情報化施工の導入を促進

するため、平成 20 年７月に「情報化施工推進戦略」

として 5 年間の戦略的な普及方策をとりまとめ、

この方針に則り情報化施工の試行工事を実施し、

その導入に努めてきたところである。 

 平成 25年 3月に第2期の「情報化施工推進戦略」

が策定され。経験するための「使う」から、より

効率的あるいは確実な施工を実現するための「活

かす」ことに目的をむけた導入促進が求められる

段階になってきた。 

 現在一般化を目指している技術にマシンコント

ロール（以下、「ＭＣ」という。）技術がある。こ

れは施工機械の位置情報をリアルタイムで把握し、

施工用の３Ｄ設計データのとおりに作業装置を制

御するもので、オペレータの操作、作業負担を軽

減し施工エリア全体で均一な施工を実現出来る技

術である。 

 技術導入のメリットとして施工の効率化、施工

品質の確実な確保に寄与するとして、技術の普及

に努めているが、一方で情報化施工を用いて構築

された土木構造物への均一な施工の効果について、

定性的な有効性が期待されているが定量的な検証

がなされていない。 

 本稿では、現状の課題となっている「定量的な

効果の把握」を目指して行った「基礎実験」の試

みについて、その実験手法と実験結果について報

告する。 

 

２． ＭＣ施工による目的物 

ＭＣによる施工は「情報化施工推進戦略」にお

いて一般化推進技術として導入を促進している技

術である。モータグレーダのほかブルドーザなど

の施工機械へ搭載し、土工や路盤工等において活

用されている。従来施工とＭＣ施工による路盤の

仕上がりの違いについてイメージを図-2 に示す。 

現状（従来施工）では、丁張りを目印に作業装

置を操作し施工を行う、管理断面では設計値との

差異を確認しながら施工をおこなうが管理断面間

の任意点ではオペレータの技量に依存することと

なる。 

規格値

規格値

40m

40m

同じ評価

優

劣

施工面

施工面

測点 測点 測点 測点

測点 測点 測点 測点  
 

 

一方、ＭＣ施工では、施工の目標となる３Ｄ設

計データを施工機械に搭載し施工範囲全面で作業

装置を制御して施工するため、管理断面間の任意

点でも管理断面と同様の精度で施工出来る。これ

は路盤や表層などの施工厚が従来施工より均一な

厚さで作り上げられることになる。 

○従来施工では、許容値以内であるが、バラツキがある

○マシンコントロールによる施工では、設計高に対し、バラツキが少なく、管理断
面以外でも均一な出来形が得られる

※路盤の仕上がりがばらつくことで、アスファルトの厚さにバラツキが生じる。

許容範囲

：施工管理断面

試験で定量的な比較

 

 

ＭＣ施工によって形作られた目的物の定量的評

価を行うことは、均一に施工された目的物の構造

物としての特性を把握することと考えられる。 

そこで、今般の「基礎実験」においては、均一

に施工された構造物の特性把握を行う一手法とし

て、路盤を模した材料を用いて、仕上がり面に変

化をつけた比較モデルを作成し、荷重試験機によ

図-1 オペレータの技量による仕上がりの差イメージ 

図-2 ＭＣ施工による均一な施工の比較イメージ

部分

的に

規格

値外

全面

的に

規格

値内

オペレータの技量次第 
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る沈下や変形を観察することを試みた。 

 土木構造物は複数の要素からなるが、定量的な

効果検証を行ううえで個別の要素毎に効果検証を

行い、それらの結果を総合的に足し合わせること

で評価出来ると想定した。その一部として、ＭＣ

施工で実現される均一な路盤の効果を検証するた

め図-2のバラツキの差異を表すような要素モデル

による変状把握手法の成立性について検証した。 

 

３．「要素実験」を見据えた基礎実験概要 

 

 

3.1 基礎実験の目的 

 路盤の敷き均し作業に情報化施工を用いること

により路盤の平坦性が向上するが、このことが路

盤・基層を含むアスファルト舗装の疲労耐久性に

及ぼす影響を確認する手法として、実物大アスフ

ァルト舗装試験体を用いた輪荷重疲労試験を実施

した。 

3.2 輪荷重疲労試験装置の仕様 

 実験装置には㈱G&U技術研究センター内の室内

輪荷重疲労試験機（図-3）を用いた実験の条件は

表-1 のとおり。 

表-1 実験条件 

項目 内容 

載荷荷重 98(KN) 

移動距離 4.5(m) 

移動速度 最大 20(往復／分) 

載荷回数 22.4(万輪) 

＝0.7 万(往復／12 時間) 

    ×2(昼夜)×4(輪)×4(日) 

軸間距離 1.4(m) 

タイヤサイズ 11R22.5-16PR 

トラックタイヤ用ゴムタイヤ 

ダブルタイヤ 2軸  

試験体サイズ L3.0(m)×1.5(m)×t0.4(m) 

 

舗装試験法便覧では標準荷重を 49KNとされてい

るが促進試験として 2 倍を設定する。このため荷

重が2倍になると舗装の寿命に対する影響が16倍

になる 4乗則を引用し、載荷輪数を算出した。 

3.3 供試体 

 実験で使用した供試体は図-4のイメージを参考

とし輪荷重疲労試験装置の供試体寸法を最大限利

用し作成した。 

路盤

アスファルト舗装

路盤

アスファルト舗装

○ＭＣ施工の試験体イメージ

ＭＣ施工のバラツキを再現

○従来施工の試験体イメージ

従来施工の規格値限度内でのバラツキ

 

 

 

3.4 供試体の形状等 

 実験期間などの制約により一つの供試体の中で

従来施工のモデル部分とＭＣ施工のモデル部分の

二区間を設けた。 

3.4.1 路盤の表面形状等 

・従来区間：路盤表面へ波長 1.5ｍ、振幅 1cm のサ

イン波状に凹凸をつけた。路盤を敷き均し、載荷

範囲にサイン波の山部と谷部がそれぞれ１カ所ず

つ含まれるようにした。 

・ＭＣ区間：可能な限り平坦に敷き均した。 

3.4.2 路盤の密度 

セメント安定処理を行い、密度・剛性を均一に

した。転圧方法は、従来区間、ＭＣ区間とも転圧

にタンパ等を用いた人力施工にて実施した。部分

的に締固め不足による密度低下箇所が生じないよ

う、入念に締固めを行った。 

 
図-5 路盤締固め 

 

 
図-6 路盤締固め 

図-3 輪荷重移動載荷試験 

図-4 基礎実験イメージ 
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3.4.3 表層の表面形状等 

供試体を収めるカセット上端まで合材を打設し、

表面をレーキ等で平坦に仕上げ、転圧方法はプレ

ートコンパクタを用いて平坦に転圧した。 

 

 
図-7 乳剤散布 

 

 
図-8 合材投入 

 

 
図-9 基層敷均し 

 

 
図-10 基層締固め 

 

４．実験状況 

 実験状況の写真を図-11～14 に示す。 

 
図-11 輪荷重載荷試験機 

 

 
図-12 載荷輪(ラジアルタイヤW2 軸） 

 

 
図-13 測線配置 

 

 
図-14 沈下状況（2.8 万回載荷後） 
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５．実験結果 

 実験の結果は以下のとおりであった。 

5.1 沈下量確認（縦断方向） 
ＭＣ区間（基層厚が均一、平均層厚 5cm）では、

ほぼ均一に沈下が進んだ。（路盤の平坦性向上（＝
基層層厚の均一化）により沈下量が均一化） 
従来区間では、基層が最も薄い区間では他区間

より沈下が大きく、基層が最も厚い区間では、沈
下が小さい傾向があった。 
路盤の凹凸が基層厚のバラつきを生じ、その結

果、ＭＣ施工より短期間で平坦性が低下したこと
になる。 

5.2 沈下量確認（横断方向） 

従来区間では、基層厚により沈下量の違いが出

た。（厚い＝沈下量少。薄い＝沈下量多。）当初の

層厚と厚さの変化量との間に明確な相関はなく、

層厚のすり減り量は、当初の基層厚さに関係なく

同程度であった。 

5.3 密度試験結果 

実験結果の裏づけとして、供試体（基層）の密

度試験を実施し、「土木工事施工管理基準および規

格値」の品質に関する規格値（基準密度の95％以

上）を満足していた。 

 

６．実験結果と実験方法の考察 

 今般の基礎実験では、従来施工とＭＣ施工の違

いについて、5.2 項で述べた基層のすり減りに差が

無く、路盤の変状（変形）が原因となって沈下が

発生する現象で違いが確認できた。しかし、実際

の現場では、轍掘れは基層・表層面で発生し、路

床・路盤面まで変形しないことが知られており実

際の事象と異なる事象として結果が得られたこと

となる。 

原因として、今般の実験を行った条件が鋼製枠

に納められたカセット状の供試体で行われたこと

が考えられる。また、路盤の仕上り精度について

規格値を参考として極端に設定した。これは、要

素実験で傾向判断が行えるかの確認も目的とした 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ためであるが、極端な事例による実験のため、実

現場との乖離が発生したと考えられる。今後「定

量的な効果の把握」を行っていくためには、従来

施工とＭＣ施工の実現場での出来形形状を精緻に

確認し要素実験に反映することが正しい評価に繋

がると考えられる。 

 

７．おわりに 

 今回の基礎実験では、構造物の均一性の違いに

よる変状発生の違いについて、かなり極端なモデ

ルによる実験であるが違いを把握することが出来

た。実験手法としては、要素実験による効果検証

の可能性は確認できたと考えられる。しかし、実

現場で構築される構造物の定量的評価に結びつけ

るには、その環境条件の違いが大きく影響するこ

と、実構造物の性状を踏まえた要素実験モデルの

造成など多くの課題が存在する。そのため実験に

よる直接的評価は困難であることも指摘されてい

る。 

 今後、道路土工と舗装工の実現場において、平

坦性や均一性などの性状把握とその定量的評価を

試みることが予定されており、その進捗にともな

い、今回の基礎実験の結果を踏まえた要素実験の

活用が期待できると考える。 
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図-15 基層表面の沈下量(縦断方向) 
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バラツキが広い ＝ 路面のうねり 
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11．UAV マルチコプタの土工管理への適用性検討 

 

 
 

安藤ハザマ 情報システム部 ○ 澤  正樹 

安藤ハザマ 技術研究所  武石 学 

安藤ハザマ 技術研究所  黒台 昌弘 
 
 
１．はじめに 

国土交通省の先導により、建設プロセス全体に

おける生産性の向上や品質の確保を図ることを目

的に情報化施工や CIM（Construction Information 
Modeling/Management）への取組みが進められてい

る。これらに共通するものとして 3 次元データが

ある。情報化施工では MC（マシンコントロール）

や MG（マシンガイダンス）における 3 次元設計

データとして、あるいは施工出来形データとして

利用されている。CIM では、地形や構造物の形状

を 3 次元で示し、ここに属性情報を加えた上で、

建設プロセス全体に流通させ、生産性の向上を図

ることが検討されている。 
このように 3 次元データが様々な形で利用され

ている一方で、3 次元データを取得する技術につい

ては、計測技術そのものに加えてデータ処理技術

までを含んだトータルな計測技術としての検討が

必要とされている。 
そこで、筆者らは、近年技術進歩が著しい UAV

（Unmanned Aerial Vehicle）マルチコプタ（以下、

UAV）に着目し、造成工事の出来形・土量管理へ

の 3 次元計測技術の適用可能性を検討してきた。

本稿では、地上レーザースキャナ（以下、LS)を用

いた計測と対比することで、UAV による計測の性

能を明らかにする。 
 

２．UAV の活用方法 

2.1 UAV に関する技術開発の取り組み 

筆者らは、建設現場において UAV による空撮写

真から 3 次元モデルを作成する手法を確立するた

め、飛行速度や撮影時の方向（角度・高度）、シャ

ッター速度の検討に加えて、カメラ機種やモデル

作成ソフトウェアの検証を行っている。これは、3
次元モデルの精度に関する要望は現場ごとに異な

り、要求精度にあわせた撮影方法とソフトウェア

が必要であることがその理由である。また、今後、

老朽化が一気に進む社会インフラの維持更新分野

における UAV の適用を目指し、非 GPS 環境下や

狭隘部での飛行が可能な機体や、構造物に一定距

離まで接近し離隔を保ちながら構造物全体を撮影

できる機体の開発を進めている。 
 

2.2 UAV 飛行事例 

現在、5 機の UAV を所有しており、施工中の建

設現場の施工管理や安全管理、供用中の構造物の

状況把握のための空撮を行っている。 
以下に飛行目的と事例を紹介する。 

(1)施工管理、安全管理のための飛行 
 建設現場からの要望が一番多いのが施工管理と

安全管理のための飛行・空撮である。通常、地上

から現場全体を把握することは難しく、UAV によ

り 70～100m 程度の低高度から全体を俯瞰するこ

とで、現場全体だけではなく詳細部分も把握でき

る。セスナ機等による空撮ではタイムリーな対応

が不可能であることも一つの要因となっている。 
 

 
写真-1 施工管理の空撮写真例 

 
(2)構造物や施設点検のための飛行 
 容易には人が接近できないコンクリート構造物

において、その表面のひび割れなどを把握するこ

とが目的である。例えばダム堤体などは対象面積

が広く、足場も不要で接近して撮影できるため、

初期点検における大幅な時間とコストを削減する

ことが可能である。 
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また、老朽化した工場の屋根を歩行して目視点

検する作業では、点検員が屋根を踏み抜き落下す

る恐れがあるため、屋根の上方から接近し撮影す

ることで、危険を排除した安全な点検作業を可能

にしている。 
 いずれの場合も、機体を目視しながらのマニュ 
アル操縦が基本となるので、経験を積んだ操縦者

の育成が今後の課題である。 
 

2.3 安全飛行に向けての取り組み 

当社では安全飛行マニュアルを作成し、その中

で飛行前に必ず飛行計画書を作成するよう義務付

けている。その一例として最低限守るべき主な項

目を以下に示す。なお、これらの項目を厳守でき

ない場合は、直ちに飛行を中止する措置を取って

いる。 
(1)2 人体制による飛行 
 UAV の操縦者（撮影含む）以外に、バッテリー

残量や飛行中の周囲状況を監視する安全担当者を

選任し配置する。 
(2)現場敷地内での飛行 
 飛行前に当該建設現場の敷地境界線を確認し、

この境界線の内側を飛行する。 
(3)重要インフラの確認 
 飛行エリア近辺に空港、鉄道、高速道路、主要

幹線道路などの重要インフラがないか確認する。 
(4)電波障害の確認 
 飛行エリア近辺に鉄塔、高圧線、変電所、携帯

電話基地局などの強力な電波などを発する施設が

ないか確認する。 
(5)上下作業の禁止 
 飛行前に現場内の作業員、重機やクレーンの位

置を確認し、上下作業となる場合は飛行を中断す

る、もしくは飛行ルートを変更する。 
(6)チェックリストでの確認 
 機体整備や安全管理に関わるチェックリストを

作成し、操縦者および安全担当者が確認する。 
 
2.4 バッテリーの管理 

 機体の駆動バッテリーであるリチウムポリマー

バッテリーは、衝撃や高温に弱く、また、管理を 

 
誤ると水素ガスを発生し爆発する危険性があるた

め、過充電・過放電を避けるとともに、難燃性の

袋に入れて保管、輸送するなど徹底した管理が必

要である。そのため、当社では、専門の知識を有

した技術者がチェックシートを活用し、一括して

バッテリーの管理を行っている。 
 
３．UAV 性能評価のための 3次元計測実験 1) 

3.1 実験で使用した 3次元計測技術とその特徴 

 表-1に本実験で使用した 3次元計測技術を示す。

UAV に搭載したデジタル一眼レフカメラによる写

真測量と LS 計測を採用した。前者では UAV に搭

載可能なペイロードを考慮して、カメラは軽量な

ミラーレスタイプとしている。また、写真測量の

原理によって 3 次元モデルを作成することから、

単焦点レンズを装着できインターバル撮影機能を

具備するものを選定した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真-2 UAV の概観 

 
一方、後者の LS 計測には実験ヤードのサイズか

ら中距離タイプの LS を選定した。なお、撮影した

多くの写真から 3 次元モデルを作成するために、

専用のソフトウェア Image Master UAS(トプコン社

製)を用いた。 
 

3.2 実験概要 

本実験は大規模造成工事の一角に造成された仮

置き盛土(約 120m×120m×高さ 3m)において実施

した。実験ヤードを図-1 に示す。同じ盛土を表-1

表-1 使用した 3次元計測技術 

タイプ 6発ﾏﾙﾁﾛｰﾀｰ カメラ SONY　α6000 装置 GLS-2000
大きさ 80cm×80cm レンズ 16mm 固定焦点 測定距離 350m
飛行時間 5min ｼｬｯﾀｰｽﾋﾟｰﾄﾞ 1/1250 位置精度 2.0mm
撮影高度 60m 絞り値 5.0 ｽｷｬﾝﾋﾟｯﾁ 12.5mm
飛行速度 3.0m/sec インターバル 2sec スキャン数 8　scan
撮影範囲 123×105m 有効画素数 2430 万画素 スキャン時間 22min/scan
解析範囲 45.6×59.8ｍ 撮影枚数 87枚 計測点数 2560万点

UAVによる写真測量 レーザースキャナ計測
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の 2 種類の手法で計測し両者を比較する。比較項

目は「計測サイクルタイム」「点精度」「面精度」「体

積精度」の 4 項目である。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-3 LS 計測の様子 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-1 実験ヤード 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-2 UAV による計測の流れ 

3.3  UAV による盛土の計測 

UAV による計測の流れを図-2 に示す。以下、順

を追って作業の内容を示す。 
(1)基準点(標定点)の設置(図-1) 

写 真 測 量 の た め の 標 定 点 を 6 点

(NO;1,2,3,4,10,11)、精度を検証するための比較検証

点を 12 点(No;5,6,7,8,9, 12,13, 16,17,18,19,20)、合計

18 点を実験ヤード内に設置した。なお、LS はこれ

らのうち 8 点(黄丸点 No;1,2,3,4,5,6,7,8)に設置した。 
(2)飛行計画 
写真測量に必要なサイドラップ(75%)とオーバ

ーラップ(90%)が確保できる飛行ルートを事前に

計画した。 
(3)UAV による空撮(写真-2） 

飛行時間 5 分、自律航法にて約 90 枚の直下写真

を撮影した。また、墜落等の事故の原因とされる

電波障害やバッテリー低下については、小型軽量

のUAVを実験直前に飛行させて電波障害の有無を

確認するとともに、バッテリーの残量電圧を厳格

にチェックする体制を取った。 
(4)空撮画像と LOG データの同期、自動標定 2) 

UAV のフライト LOG データには、GPS による

位 置 情 報 と IMU （ 慣 性 計 測 装 置 ： Inertial 
Measurement Unit）による傾きの情報が記録される。 

このGPSと IMUのデータを同期結合させると同

時に、GPS 時刻に基づいて空撮画像の撮影時刻を

同期させ、Geo-Tag として撮影した各画像に位置と

傾き情報を記録する。 
次に、隣り合うステレオ画像毎に相対的な位置

と傾きを求め、全ての画像を統一的な相対座標系

に接続し、Geo-tag として記録された GPS 情報に

基づきカメラの撮影位置を絶対座標系へ 3 次元変

換する。 
(5)基準点計測 

VRS 法により RTK 基準局(測点 NO;2)を設置し、

この局を基準とした RTK-GPS 法により、図-1 に

示した標定点および比較検証点を測量した。 
(6)詳細モデルおよび点群データの生成 
 上記(4)(5)の工程によって高精度な標定が完了

するので、任意のメッシュ間隔で詳細な点群を生

成する。 
 

3.4 LS による盛土の計測 

図-1 で確認できるように 2 段の低い盛土である

が、上空からの写真測量結果との対比において計

測漏れを防止するために、スキャニング範囲の重

なりが多くなるよう、盛土内の 8 箇所から計測し

た(写真-3)。 
 

3.5 3 次元計測技術の比較 

LS および UAV 専用のソフトウェアを用いて点

群データ処理を行った。そして、以降に示すよう 

基準点の設置 

飛行計画 

UAV による空撮 

空撮画像と Log ﾃﾞｰﾀの同期 

自動標定 

基準点計測 

詳細モデルおよび 
点群ﾃﾞｰﾀの生成 

外
業 

内
業 
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表-2 サイクルタイム比較 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

表-3 精度比較表 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
に、両者の比較検討を行った。 
(1)計測サイクルタイム（表-2） 

表-2 に示すように、現地計測とデータ処理（点

群作成まで）に要した時間を計測した。現地計測

作業は、UAV の方が LS の 1/4 程度の時間で完了し

ている。一方、データ処理については、大きな差

は見られなかった。総所要時間は、UAV は LS の

約 1/2 となっている。 
(2)点精度の比較（表-3） 
 RTK-GPS で得られた座標値と比較すると、UAV
と LS ともに XY 平面座標で 5mm 前後、Z 座標で

20mm 前後の較差となった。土量を把握するため

の測量精度としては問題のない値と考えられる。 
(3)面精度の比較（表-3） 
 No;1,2,3,4 で囲まれる範囲における盛土の表面

積を比較した。約 2700m2 の面積に対して、LS と

比較して UAV では約 2％の較差で計測できている

ことが分かる。 
(4)体積精度の比較（表-3） 
 No;1,2,3,4 で囲まれる矩形を底面にした場合の

盛土体積（土量）を比較した。約 5200m3 の体積に

対して、LS と比較して UAV では約 1％の較差で計

測できていることが分かる。 
(5)点群データの概観評価 
 図-3 と図-4 に取得できた点群データを示す。盛

土上面の振動ローラの転圧跡(段差 5cm 程度、黄色

四角枠)が明瞭に表現できていることが分かる。ま

た、点群ピッチの差(粗密)が約 10 倍あるものの、

むしろ、点群が粗い UAV による点群データの方が

現地を精度よく再現していることが分かる。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-3 UAV による点群ﾃﾞｰﾀ(点群ﾋﾟｯﾁ 130mm) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-4 LS による点群ﾃﾞｰﾀ(点群ﾋﾟｯﾁ 12.5mm) 
 
４．まとめ 

本稿では、UAVの適用事例とその飛行に関して

の留意点を示した。さらに、UAVの適用方法とし

て期待が大きい造成工事における出来形測量や土

量管理への適用可能性を明確にした。 
具体的には、比較的小規模な盛土を対象として

UAVを用いた写真測量とLSによる計測を比較し、

UAVによる測量が同等の性能（所要時間、計測精

度）を発揮できることを示した。 
これまでホビー（趣味）の領域で飛行させてき

たラジコン飛行機の類を業務利用する場合には、

2.3項に示したような安全確認事項にも留意し、第

三者災害を防止した作業が重要である。特に、UAV
を用いた3次元計測の実用化のためには、精度管理

方法等を定めた作業要領の作成や安全管理に重点

を置いた飛行マニュアルの整備が必要であり、関

係省庁の法整備の方向性も注視しながら、技術開

発を進めていく所存である。 
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作業手順 所要時間 作業手順 所要時間

① 基準点設置、機器準備 21 ① 機器準備 15
② 飛行計画 13 ② スキャニング 15
③ テスト飛行 5 ③ 機器据え換え 6
④ UAVによる空撮 5 ④ ②③の繰り返し、７回 154

44 190
① 飛行ﾛｸﾞﾃﾞｰﾀと写真との同期 15 ① データ読み込み 27
② 自動標定 18 ② ﾚｼﾞｽﾄﾚｰｼｮﾝ＋ｶﾗｰﾏｯﾋﾟﾝｸﾞ 77
③ 基準点計測 24 ③ 点群生成 17
④ 詳細モデル・点群作成 72

129 121
173 311

UAV写真測量 レーザースキャナ計測

現
地
計
測

１計測あたりの所要時間（分） １計測あたりの所要時間（分）

デ
ー
タ
処
理

１計測あたりの所要時間（分） １計測あたりの所要時間（分）

合計 合計

UAV
写真測量

レーザースキャナ
計測

X座標（ｍ） -0.005 0.001
Y座標（ｍ） 0.006 0.006
Z座標（ｍ） -0.019 -0.022

2661.372 2718.412
-2.1 －

5207.29 5253.95
-0.9 －ｽｷｬﾅとの対比（％）

RTK-GPS測量との

座標比較
（検証点12点）

比較項目

表面積（No;1,2,3,4で囲まれる範囲）（m2
）

ｽｷｬﾅとの対比（％）

体積（No;1,2,3,4を底面とする範囲）（m3
）
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12．大水深対応型水中作業ロボットの開発 
 
 

東亜建設工業株式会社         ○小川 和樹 泉 信也  

東北大学大学院環境科学研究科  高橋 弘 
 
 
 
１．はじめに 

従来の水中土木工事においては，そのほとんど

を潜水士による人力作業に頼っていたのが実情で

あり，潜水士の安全の確保・海中作業技術の伝承，

施工能力の向上等の課題に常に直面していた。水

中土木作業の効率化と安全性の向上に寄与するた

め潜水士搭乗型の水中多機能作業機「水中バック

ホウ」が平成７年に開発・実用化され，捨石均し

工事，水中掘削工事等々，現在に至るまで国内の

様々な水中土木工事へ導入されている。 
 水中バックホウの水中土木工事での活躍が示さ

れることで，大水深域や危険箇所等の過酷な環境

での施工をはじめ，その適用範囲の拡大が求めら

れるようになった。これに呼応して，このような

施工条件においても，潜水士の安全性向上や施工

能力の向上を実現していく必要があった。そのよ

うな課題を解決するべく遠隔操縦型水中バックホ

ウ「イエローマジック 7 号」が新たに開発・建造

された 1)。それと同時に，重機の体感情報（視覚，

聴覚，触覚）をオペレータへ提供する「水中バッ

クホウ施工支援システム」も開発され，同機へ採

用された。これにより潜水士作業では危険度が高

いとされてきた条件下（暗渠，狭隘箇所等）での

無人化施工も可能となった。 
これらの水中バックホウは施工水深としては概

ね-30m 以浅を対象としていたが，近年海洋資源開

発などの機運も高まっており，水深数千 m という

過酷な水圧に対応可能な無人化施工システムが求

められていること，またその一方で，従来の水中

バックホウでは進入不可能な極めて狭隘な環境下

での無人化施工システムも求められていることか

ら，今回小型で大水深に対応可能な水中作業ロボ

ット「DEEP CRAWLER（ディープクローラ）」を

開発・実用化した。 
本稿では DEEP CRAWLER の概要を紹介すると

ともに，その走行性能や耐圧性能の実証確認試験

について述べる。また造船用ドックを使って水中

走行試験や障害物の走破（乗り越え）試験，運転

状況の可視化確認試験も行ったので，その結果に

ついても報告する。 

２．大水深対応型水中作業ロボットの概要 

2.1 4 軸クローラによる高い走行性 

今 回 開 発 し た 水 中 作 業 ロ ボ ッ ト DEEP 
CRAWLER は，各種の地形・地盤での走行性を高

めるため 4 軸のクローラ装置を装備していること

が特徴となっている。（図-1） 
このクローラ装置は任意の角度に変更可能であ

り，走行地形や，走路上の障害物に応じて機体姿

勢を任意に調整可能である．走行性能確認試験に

ついては後述する。 
 

2.2 水深 3,000m に対応可能な耐水圧性能 

DEEP CRAWLER は今後の海洋資源開発分野等

への適用を想定し，水深 3,000m という非常に高い

水圧に対応可能としている。耐水圧性能確認試験

についても後述する。 
 

2.3 狭隘現場に適用可能なコンパクト設計 

DEEP CRAWLER は，従来の水中バックホウによ

る作業が不可能な狭隘な現場にも適用可能とする

ため，図-1 に示す通り，幅 1.6m×長さ 2.2m 程度と

非常にコンパクトな設計としている。 
 

2.4 無人化施工可能な遠隔操縦システム 

DEEP CRAWLER は，潜水士作業が不可能な現場

にも適用可能とするため，光通信を活用した有線

式遠隔操縦システムを採用している。 
 

 
図-1 概略図 
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３．DEEP CRAWLER の走行性能試験 

3.1 クローラ構成 

写真-1 に示した通り DEEP CRAWLER は 4 軸式

のクローラ構成となっている。不整地での走行性

能を向上させるため，走行用のクローラを可動式

としたフリッパ機構を採用しており，各クローラ

を単独で操作できる構造となっている。これによ

り，機体姿勢を自由変化させることができ、海底

面の大きな岩などの乗越えが可能となる。また，

フリッパは無限回転するため，障害物等により走

行不能になった場合の回避性能が向上した。フリ

ッパの姿勢は遠隔操縦システムのモニター画面で

確認することが可能である。（図-2） 
 またクローラユニットは，クローラ用アクチュ

エータ，フリッパ用アクチュエータを構成するユ

ニット単位で取外しが可能であり，メンテナンス

が容易な構造となっている。（写真-2）またボディ

フレームの変更等にも対応が可能であり，拡張性

が高くなっている。 
 

3.2 各種走行試験 

DEEP CRAWLER の実際の運転は水中での走行

となるが，各種走行試験は，水中質量 800kg，ペイ

ロード 700kg を想定し，気中質量 1.5t で陸上試験

を行った。 
 

(1) 走行性能 

 平坦な路面（傾斜±3°以下），気中質量 1.5t にて，

以下の走行が可能であることを確認した。 
①走行速度約 0.35km/h 
②走行旋回及び超信地（その場）旋回 
※旋回姿勢はフリッパを約 45 度とした。（写真-3） 
 

 
写真-1 外観 

 

 
図-2 遠隔操作システム 3D イメージ図 

 
写真-2 クローラユニット 

 

 
写真-3 旋回試験 

 

 
写真-4 段差乗り越え試験 

 

 
写真-5 リフトアップ試験 

 

(2) 段差乗越え性能 

 写真-4 には段差乗越え試験状況を示す。気中質

量 1.2tにて，約 120mmの段差乗越えが可能である。 
 また，動解析シミュレーションを用い確認した

結果，200mm までの段差乗越えが可能であること

を確認している。 
(3) フリッパリフトアップ 

 写真-5 にはリフトアップ試験状況を示す。気中

質量 1.5t にて，フリッパでの自重のリフトアップ

が可能である。これにより，本体姿勢を自由変化

させることができるため海底面の大きな岩などに

乗り上げた際の回避や乗越えが可能となる。 
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(4) マニピュレータ性能 

 DEEP CRAWLER には 4 軸の作業マニピュレー

タを搭載しており，マニピュレータ先端に作業ハ

ンドやコアリング装置等を取り付けることにより

各種作業が可能となる。マニピュレータ各軸の稼

働範囲を図-3 に示す。第 1 軸は水平回転，第 2 軸

は円直面回転，第 3 軸は円直面回転，第 4 軸は円

直面回転としており，マニピュレータ各軸の移動

範囲は，第 1 軸約±30°，第 2 軸 約 0～80°，第 3 軸

約 0～120°，第 4 軸約 0～60°である。 
 図-4 にマニピュレータ取付図を示す。マニピュ

レータ取付角度を 5 段階（0～90 度）に傾けて取付

けが可能であり，使用目的により変更が可能であ

る。 

 

図-3 マニュピュレータ稼働範囲 

 

 
図-4 マニュピレータ取付図 

 
写真-6 ロータリーアクチュエータ 

 

４．DEEP CRAWLER の耐水圧性能試験 

水中作業ロボット DEEP CRAWLER の開発にあ

たっては，技術的に可能な限り耐圧性能を高めて

いる。 
写真-6 に示す通り，クローラとフリッパにそれぞ

れ 4 軸，マニピュレータの根元と先端にそれぞれ 2
軸，耐水圧構造の回転アクチュエータを搭載して

おり，この耐水圧性を高めることにより水深

3,000m（水圧 30MPa）にも耐えうる性能を確保し

ている。 
 写真-7～写真-10 に今回開発したアクチュエー

タを示す。耐水圧構造のアクチュエータをモジュ

ール化し,クローラからマニピュレータまで，組合

せの自由度の高いアクチュエータとして開発した。 
 本アクチュエータは水深 3,000m(30MPa)の耐水

圧を想定して設計されたが，実際の耐圧性能を確

認するため写真-11 に示す耐圧試験を行った。各ア

クチュエータに 30MPa の圧力かけ，仕様通りの耐

水圧性能を有していることを確認した。 
 

 
写真-7 ロータリーアクチュエータ（クローラ） 

 

 
写真-8 ロータリーアクチュエータ（フリッパ） 
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写真-9 ロータリーアクチュエータ 

   （マニュピュレータ先端） 

 

 
写真-10 ロータリーアクチュエータ 

    （マニュピュレータ根元） 

 

 
写真-11 アクチュエータ耐圧試験 

 
５．DEEP CRAWLER の遠隔操作システム 

大 水 深 対 応 型 水 中 作 業 ロ ボ ッ ト DEEP 
CRAWLER には，遠隔操縦により無人化施工を可

能とする有線式遠隔操縦システムを採用している。 
 

5.1 姿勢センサ 

写真-12 に遠隔操縦システムの操作画面を示す。

ロボットの傾斜角度が把握できるよう，ロボット

本体に姿勢センサを搭載しており，機体が大きく

傾いた時に動作を停止させ転倒防止としている。

操作画面には，姿勢センサの情報及び機体やマニ

ピュレータの状態を 3D で表示することにより，直

感的な操作が可能である。写真-13 に傾斜させた

DEEP CRAWLER 本体と、姿勢センサによって検知

した 3D イメージ図を示す。 

 

 
写真-12 操作画面 

 

 
写真-13 姿勢センサ 傾斜確認 

 
5.2 操作コンソール 

写真-14 に遠隔操縦システムの操作コンソール

を示す。12 個のアクチュエータ（クローラ 4 軸，

フリッパ 4 軸，マニピュレータ 4 軸）は，すべて

単独で稼働し，海底面によっては非常に複雑な操

作が求められる。そのため操作用のコントローラ

（ゲームパッド）をクローラとマニピュレータ操

作用の 2 つに分けることで操作を簡略化し，作業

性を向上させている。また，あらかじめフリッパ

やアームの角度を操作 PC 内で指定しておくこと

により，自動で角度調整を行うことができる。 
操作コントローラーには，適正な手順以外の操

作が安易に行えないよう、インターロック機能が

取り付けられており，各アクチュエータの誤操作

を防止している。 
 

 

 
写真-14 操作コンソール 
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６．DEEP CRAWLER の水中実証実験 

6.1 水中走行確認 

前記した通り，動解析シミュレーションを用い

た室内走行性能試験により，DEEP CRAWLERは

200mmの段差乗り越えが可能であることが確認さ

れている。今後、実際に多様な形状をもつ海底に

て走行し作業を行っていくにあたり，障害物の走

破は不可欠な要素であると考えられる。 
今回，東亜建設工業安善ヤード（横浜市）内に

既存する造船用ドライドック（写真-15）を用いて，

平坦な路面，ならびにドック底盤に高さ200mm程

度の障害物を設置し，DEEP CRAWLERの走行性能

確認試験を行った。写真-16にはDEEP CRAWLER
のドックへの投入状況を示す。 
(1) 平坦路面での走行性能 
 平坦な路面では，水中でも以下の走行が可能で

あることを確認した。確認方法としては，DEEP 
CRAWLER に取り付けた球形の浮きを水面に浮か

ばせ，その動きを目視確認した。 
①走行速度約 0.35km/h 
②走行旋回及び超信地（その場）旋回 
 (2) 段差乗越え性能 
 障害物は写真-17 に示す通り，H200×200 の型鋼

をコの字型に組み合わせたもので，外形寸法縦

1m×横 1m として，水深約 5m のドック底盤に設置

し，これを乗り越える形で走行試験を行った。 
 

 
写真-15 ドライドック（安善） 

 

 
写真-16 着水状況 

 

 
写真-17 障害物の形状 

 

 
写真-18  Dual Freq. IDentification SONar (DIDSON) 

 

6.1 水中可視化確認 

今回試験を行ったドック内の海水は透明度がそ

れほど高くなく，光学式TVカメラでは数十センチ

程度の範囲でしか有効な映像を捉えることができ

なかったため，水中でのDEEP CRAWLERの動きを

可視化するために，水中音響カメラ  Dual 
Frequency IDentification  SONar（以下 DIDSON，

写真-18）を用いて水中における動作の確認を行っ

た。 
 今回使用した水中音響カメラ（DIDSON）は，

1.8MHz及び1.1MHzと極めて高い周波数の超音波

を使用した音響ビデオカメラであり，音響ビーム

による反射でターゲットを映像化するものとなっ

ている。また1.1MHzの標準モードでは，約40m遠

方のターゲットを撮影することができる。今回の

試験では，DIDSONとDEEP CRAWLERの距離は約

10m程度であり，図-5に示すような状況にて撮影が

行われた。実際に撮影されたDEEP CRAWLERの作

動状況を写真-19に示す。 
 DIDSONによって撮影された映像により, DEEP 
CRAWLERが障害物を乗り越えていく様子を視認

することができた。 
今回の試験ではDEEP CRAWLERの動きを確認

するために，DIDSONをドライドック壁側に固定し

撮影を行ったが，今後想定される実施工では，

DEEP CRAWLER本体にDIDSONなどの視認装置

を取り付け，作業対象物や周囲の状況を可視化確

認する方法が考えられる。また，現状では3Dイメ
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ージ図と水中音響カメラによって得られた情報に

よって水中での動作を確認しているが，「イエロー

マジック7号」に搭載する体感式遠隔操縦システム

（写真-20）のように，装置の動きに応じた傾斜・

揺れを操作コントローラーによって体感できる簡

易的なシステムの導入が求められる。 
今後ともドライドックや海域を使った試験によ

り，これらの知見を高めていきたい。 
 

 
図-5 試験状況（イメージ図） 

 

 
写真-19 DIDSON 画面 

 

 
写真-20 体感式遠隔操縦システム 

 

 

 
図-6 大水深での動作イメージ 

 

 
図-7 狭隘地での動作イメージ 

 

 

７．おわりに 

本稿では DEEP CRAWLER の概要を紹介すると

ともに，その走行性能や耐圧性能の実証確認試験

について述べるとともに，造船用ドックを使った

水中走行試験や障害物の乗り越え試験，運転状況

の可視化確認試験の結果についても報告した。 
水中作業ロボットは，今後の海洋開発（図-6）

や，潜水士による作業が不可能な狭隘な現場（図

-7）での活躍が期待されているが，図のような作

業で求められる各種のアタッチメントを開発する

ことによりその作業性や適応性を高めることがで

き，狭隘現場や大水深での各種調査・作業に活用

できるものと考えている。 
 また対象とする海底などの地盤・土質と走行性

能との関係，すなわちトラフィカビリティについ

ても，今後各種実験や実証試験を行うことにより

確認していきたい。 
 

参考文献 

1) 飯田宏，森澤友博，泉信也，“水中バックホウによる

海底鉱物資源掘削に向けた開発”，第 24回海洋工学

シンポジウム，OES24-061，pp.1-4．2014． 
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13．疲労軽減ウェア職人 DARWING の開発 
 
 

   株式会社竹中工務店 永田 幸平 
 
 
１．はじめに 

近年，建設業界では労務不足が課題となってお

り，その一因として，労務職の「きつい・汚い・

危険」という，いわゆる 3K イメージがあり，若

手の建設技能労働者が入職しない原因，離職する

原因で多いのが「仕事のきつさ」である。また，

腰痛を抱える建設技能工も多く，個人でコルセッ

トなどのサポーターを購入，着用して作業してい

るのが一般的である。スポーツ分野では，筋肉の

疲労を抑えるためにスポーツメーカーが様々なコ

ンプレッションウェアを開発し，広く一般的に認

知されてきた。建設現場においても，そのコンプ

レッションウェアを建設技能工が着用して作業す

る光景も増えてきている。 
このような背景から，建設技能工の「きつさ」

の低減を図ることを目的に，作業性，機能性を備

えた専用疲労軽減ウェアを開発した。本稿では，

疲労軽減ウェア「職人 DARWING」の概要及び疲

労軽減効果について述べる。 
 

２．職人 DARWING（男性用）の概要 

 開発した疲労軽減ウェア「職人 DARWING」

（図-１，図-２）は，主に整骨院用品などのサポー

ターメーカーであるダイヤ工業株式会社（岡山県

岡山市）と共同で実施した研究開発成果である。

当ウェアは，スポーツ用に普及の進むコンプレッ

ションウェアの一種であり，建設作業員がおこな

っている作業動作，日常的に疲労や痛みを感じる

箇所を調査・分析し１），サポートすべき作業姿勢

や筋肉部位を定めた。それらの分析結果を踏まえ，

上半身用を３タイプ，下半身は１タイプを開発し

た。上半身の製品タイプは，腰・背中をサポート

する土工や左官工向けの T タイプ，肩をサポート

する鳶工や大工向けの X タイプ，同じく肩をサポ

ートする軽鉄ボード工や塗装工向けの Xβタイプ

の３種類。上半身のウェアに加え，脚全般をサポ

ートする下半身タイプ１種類で構成される。上下

セットで着用することで，全身をサポートできる

構造としている。 
 
 
 

図-１ 職人 DARWING（男性用）タイプ 

 
図-２ 職人 DARWING（男性用）背面 

 
当ウェアは表層パーツと深層パーツの２種類の

サポートパーツで構成されている。人間の筋肉は

大きく分けて，動作をサポートする表層筋と姿勢

やバランスをサポートする深層筋で構成されてい

るが，当ウェアのサポートパーツは伸縮生地の収

縮力を利用しそれぞれの筋肉の特徴を模した構造

としている。表層パーツは，パーツの両端のみを

ウェアに縫合し（図-３），サポート方向に沿った

部分はウェアから浮いている。このことにより，

発生する収縮力を無駄なくにターゲット部位に伝
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えられる。深層パーツはウェアに組み込まれるよ

うに縫製され装着すると肌に密着する。深層パー

ツの背部肌面には滑り止め素材が配置されており，

動作を制限するテーピング効果が働く。装着した

際に上半身と下半身のウェアが重なる部分には素

材同士が密着すると高い摩擦力が得られる素材を

縫製しており，装着すると上下が結合され腰部を

中心に全身をサポートが可能な仕様とした。 

下半身は３タイプ共通（図-４）としており，コ

ルセット機能による腰部サポートに加え，膝から

腰にかけてのクロスサポートベルトにより，ハム

ストリングへのアシスト力が働く構造とした。こ

れにより腰痛対策ができると共に，屈伸運動や階

段の昇り降りをサポートする。また，股間部を前

開き構造にすることで，ウェアを脱ぐことなくス

ムーズにトイレに行くことができる。 

ウェア生地は，通気性と保湿性に優れた素材を

使用し，体温の放出・保持機能を高めた。夏場は

汗をかいて濡れてもすぐに乾いて体温の上昇を防

ぎ，冬場には自らの体温で暖かさを保つ機能を有

する。 

 

図-３ 表層パーツ 

 
図-４ 下半身ウェア 

 

３．職人 DARWING（女性用）の概要  

 「職人 DARWING 小町」（図-５）は，男性用「職

人 DARWING」をベースとしながら，建設業に従

事する女性特有のニーズと魅力を付加するために

女性技術者・技能者による企画会議を重ね，新た

に開発したものである。 
近年，建設業で活躍する女性技術者・技能者に

注目が集まるなかで 2014 年の 8 月には，官民挙げ

た取り組みとして「もっと女性が活躍できる建築

業行動計画」２）が策定された。この計画では「女

性技術者・技能者の 5 年以内倍増」を目標に掲げ

ており，それに向けた制度・環境整備に官民一体

となって取り組んでいる。当社としても，女性活

躍の議論を活性化させるきっかけを作ると共に，

女性技術者・技能者が働きやすい環境整備の一環

として，今般の女性用負担軽減ウェアの開発に取

り組んできた。開発した「職人 DARWING 小町」

は，建設現場で働く女性が着用することで，仕事

をよりラクに，プライベートもより楽しく活躍で

きるウェアとして，作業特性に合わせて上半身は 2
タイプ，下半身は作業特性に関わりなく１タイプ

とした（表-１）。またオーダーシートからネック

仕様や，ステッチカラー，肩や膝を保護するパッ

ドなど，オプションを自由に選べるセミオーダー

式とし，個人専用のオリジナルウェアを作成でき

るようにした。実際に作業所で働く女性の声を反

映した企画開発により，女性が着たくなる機能

性・デザイン性を実現した。 

 
図-５ 職人 DARWING 小町 
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表-１ 女性用タイプ 

 
男性用と同じく，コンプレッションによるスパ

ッツ機能の深層筋（インナーマッスル）サポート

と，表層筋（アウターマッスル）サポートを最適

に組み合わせたダブルサポート構造で負担軽減に

寄与する。また，女性特有の機能として，材料運

搬時に肩の痛みを和らげる着脱可能な肩パッドや，

床作業の際に膝を保護する膝パッドを採用した。

装着することにより足が楽になる設計をしており，

それぞれの作業員の抱える悩みをサポートできる

仕様となっている。 
サポートタイプ，袖長さ，ベースカラー，肩パ

ッド，膝パッド，ネック，ステッチカラーなどが

自由に選べるセミオーダー式を採用し，デザイン

に加えて，建設業特有の悩みを解決するオプショ

ンが自由に組合せできる（図-６） 

 

 
図-６ オーダー例 

４．効果検証 
ダイヤ工業株式会社，岡山大学保健学研究科と

の共同研究において成人男性 15 名，年齢は 25 歳

～61 歳（うち 11～14 名で有効なデータの取得）の

被験者に本ウェア装着・未装着の２条件で，３種

類の建設作業（①床左官工作業・②壁配筋作業（結

束作業）・③壁左官模擬作業）を模した動作を行い

（写真-５），全身の複数の筋肉の筋電位を計測し

た。床左官工作業時には T タイプ，壁配筋作業時

には Xタイプ，壁左官作業時には Xβタイプを装着

し，各種建設作業動作を行った際の EMG（表面筋電

位信号）を身体的負担の指標として計測し，建設

動作を補助するウェアの着用時と非着用時との

IEMG（積分筋電位信号）を比較することでウェア

のサポート機能の評価を行った。IEMG とは計測し

た EMG（表面筋電位信号）に全波整流処理と平滑化

処理を行った積分筋電位信号であり，IEMG により

どの筋がどの時点でどの程度活動したのかを知る

ことができる。床左官作業時の被験筋は，左右の

僧帽筋，脊柱起立筋，大殿筋，ハムストリングス，

壁配筋作業時の被験筋は，左右の三角筋，僧帽筋，

上腕二頭筋，脊柱起立筋，壁左官作業時の被験筋

は，非利き手側の上腕二頭筋，左右の僧帽筋，大

殿筋，ハムストリングスとした。また，実作業に

近い動作を模擬するため，実際に使用する工具（ハ

ッカー，鏝等），を用いて検証作業を実施した。 

ウェア着用によるIEMGの減少に有意水準５％で

有意差が認められれば「筋電位が統計的に優位に

低下した（楽になった）」とし，ウェア着用による

IEMG の減少に有意差は認められないが，非着用時

の値に対して着用時の値が相対的に５％以上減少

していれば「筋電位が低下傾向にある（楽になる

傾向にある）」として，解析を実施した。結果とし

て本ウェアを装着する事で，未装着の時よりサポ

ートする筋肉の筋電位が「筋電位が統計的に優位

に低下した（楽になった）」被験者と「筋電位が低

下傾向にある（楽になる傾向にある）」とを合わせ

た割合が約 54～79％となり，本ウェアによって疲

労が軽減される傾向が認められた。 

 

図-７ 模擬作業実験 
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女性用ウェア職人 DARWING 小町についても男性

用同様に，Tタイプでは床左官作業を模擬した検証

（図-８），Xタイプでは，壁配筋作業を模擬した検

証（図-９）をそれぞれ実施した。その結果，筋電

位データの解析により T タイプでは，脊柱起立筋

の使用量が 15％減，X タイプでは三角筋の使用量

が 16％減となり，疲労軽減傾向の効果が得られた。 

図-８ 女性用 Tタイプ検証結果 

 
図-９ 女性用 Xタイプ検証結果 

 

５．ヒアリング調査結果 
 建設技能工 23 歳～64 歳の被験者 150 名を対象

に本ウェアを装着し作業現場において３週間通常

作業を行い，その後ヒアリング調査を実施した。

その結果，本ウェア着用により，「楽になった」と

実感できた被験者が 43％～80％となった（図-１
０）。実感した理由として，「姿勢が良くなった」，

「ふくらはぎの痛みが無くなった」，「階段の上り

下りが楽になった」，「腕が引っ張られていて楽」

などの回答を得た。なお，比較的実感効果の低か

った X タイプについては，表層パーツの生地を変

えるなどの対策を施し，2015 年 1 月製品化してい

る。 

 
図-１０ ヒアリング結果 

６．まとめ 
男性用「職人 DARWING(ﾀﾞｰｳｨﾝ)」は２０１５年１

月に女性用「職人 DARWING 小町」は２０１５年

３月に一般販売を開始し，様々なメディアに記載

され，すでに 1000 着近く出荷している。現在は使

用者からの改善や要望等を受け，生地の変更や製

品レパートリーを増やすために様々な開発を実施

しており，開発完了次第，随時リリースしていく

予定である。 
参考文献 

1) 染谷俊介，永田幸平，福田克幸：建設作業に伴う疲労

箇所に関する研究，2014 年度日本建築学会大会 
2) 国土交通省，もっと女性が活躍できる建設業へ向けた

取組について，平成 26 年 8 月 22 日 
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14．3次元計測機器を活用した出来形管理の技術拡大の取組みについて 

－ RTKGNSS、写真測量の出来形管理への活用手法の検討 － 

 
 

国土交通省 

 国土技術政策総合研究所 ○ 近藤 弘嗣 

 国土技術政策総合研究所    長山 真一 

 (一社)日本建設機械施工協会  藤島 崇 
 
 
１．はじめに 

国土交通省の第二期情報化施工推進戦略上の課

題の一つとして RTK-GNSS を用いた出来形管理

の実現があげられる。GNSS の測位精度は特に高

さ方向に課題があったが、別途、高さ補完技術を

用いることで出来形管理への適用可能性が出てき

た。本稿では、当該技術を利用した出来形管理手

法について考案し、実現場において測位の再現性、

計測精度及び効率の評価を実施したので紹介した

い。 

一方、施工中に取得できる情報の維持管理での

活用も推進戦略上の課題の一つであり、特に地下

埋設物の位置情報については、後工事を施工する

際に非常に有用な情報である。本稿では、占用企

業者による道路埋設物工事における竣工形状取得

にあたり、簡便な計測方法として写真測量を用い

た手法を考案し、昼間・夜間の別で構内試験によ

る計測精度の評価を実施したので紹介する。 
 

２．RTKGNSS の出来形管理への活用手法の検討 

2.1 高さ補完技術の概要 

RTK-GNSS の出来形管理への適用に際して課題

となる高さ方向の精度を改善する技術として今回

利用したのは、既知点上の基準局から発射される

ゾーンレーザを受光器付 GNSS 移動局で受信する

仕組み（図-1）である。GNSS 移動局で得られた

位置情報を受光器で計算された基準局との標高差

の情報で補正することにより、mm 単位の高さ精

度が期待できる。その一方で、ゾーンレーザが届

く範囲が限られており、今回利用した機器におい

ては、メーカーにおいて高さ方向で±5m、水平方

向で 300m の範囲での受光を推奨している 1)。し

かし TS（トータルステーション）を用いた出来形

管理では本体から 150m の距離制限を設けている

ことから、それよりも広い範囲を少ない盛り変え

回数で計測出来ることから、効率的な出来形管理

の実現が期待される。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 高さ補完技術のイメージ 

 

2.2 精度確認手法立案及び計測ルールの構築 

RTK-GNSS を用いた出来形管理は、計測項目の

両単点の座標を計測した上で座標間斜距離を算出

するという基本的な計測手法において、TS を用い

た出来形管理と同様である。しかし、計測誤差が

発生する要因がRTK-GNSSとTSとでは全く異な

ること、また、測量法に基づく機器の校正方法が

高さ補完技術を用いた RTK-GNSS 計測には存在

しないことから、TS 出来形管理にはなかった精度

確認手法が新たに必要となる。具体的には、①高

さ補完技術を有する装置自体の性能、②測定時点

において機器の校正が十分なされていることの二

点の確認方法である。 

(1) 高さ補完装置自体の性能確認手法 
RTK-GNSS 本体の計測性能は、国土地理院認定

１級（2 周波）であれば、公称精度として、 
±(20mm＋2×10－6×D）が確保されるが、TS 並

の出来形管理の実現には、それに加えて鉛直精度

±10mm の確保が必要である。この鉛直精度につ

いては、第三者機関等が係わる検証データで整理

されていることを要件とした。なお、今回の実験

で使用した機材についても第三者機関による検証
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がなされている 2)。追加的に課す鉛直精度の要件

以外の部分については、TS を用いた出来形管理要

領同様にメーカーカタログ等での確認とした 3)。 
(2) 測定時点における精度確認手法 
使用現場において高さ補完機能が有効に機能す

る計測可能範囲を確定すること、また機器の校正

状況の確認を兼ねて、実際の計測に先立ち計測精

度を確認する手順については、当研究所より既出

の「高さ補完機能付き RTK-GNSS 測量機の精度

確認ガイドライン（試行案）4)」に準拠した。基本

的な考え方は、最も条件の厳しい（即ち高さ補完

装置からの高低差、距離が遠い）既知点を移動局

で測定し、標高差が±10mm 以内であれば、当該

箇所より装置寄りの範囲で精度が担保されるとみ

なすものである。（図-2 における計測可能範囲） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-2 精度確認箇所による利用可能範囲のイメージ 

 
 事前の精度確認及び計測可能範囲確定後の実際

の計測作業については、①工事基準点上での初期

化及び既知点確認、②出来形計測（各箇所 FIX 解

を得てから 10epoch 以上計測）、③既知点確認（誤

差が水平±20mm 以内かつ鉛直±10mm 以内であ

ることの確認）の手順で行い、誤差が既定値を超

えていれば、計測のやり直しを行うというもので

ある（図-3）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-3 現地計測の手順 

2.3 計測精度及び効果検証 

(1) 工事概要及び試行条件 

① 工事の概要は表-1のとおり                          
② ＴＳを用いた出来形管理に係る作業及び従来

施工の現地作業は共同研究者が実施 
③ 事前の精度確認により、基準局（発光器）か

らの計測可能範囲を水平 200m、垂直±5m と設

定 
 

表-1 試行工事の概要 

 
(2) 計測結果の比較と計測精度評価 

各断面の基準高 4 箇所について、ＴＳ、高さ補

完技術を利用した RTK-GNSS、高さ補完技術を利

用したネットワーク型 RTK-GNSS と従来の計測

手法（レベル）との計測結果の差分について、比

較したのが以下の図-4である。最大で 15mm の差

があったが、概ね±10mm 以内に収まる結果が得

られた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-4 基準高計測結果のレベルとの差分比較 
 
この結果について、試行現場の監督職員にヒアリ

ングをしたところ、出来形管理には十分活用出来

る性能であるという意見であった。 
 
(3) 時間短縮効果 
 TSの出来形管理との作業上の違いは現地作業

だけなので、事前精度確認以降、出来形計測まで

の時間（人・分）を比較したところ、ＴＳでは56
分、高さ補完技術を利用したRTK-GNSSで44分と

約20％強の作業時間削減が見られた。これは、

RTK-GNSSがワンマン測量で実施できることに

因るが、本技術の時間短縮効果はTSと比べて盛り

変え回数が少ないところにあるので、より広い現

場であればさらなる時間短縮効果が期待できる。 
 

工事名 工事概要 備考 

腹帯地区道路改良工事

（三陸国道事務所） 
施工延長:1,000m 
工期:H26.6.23～ 
   H27.3.27 

試行断面数：3 断面 
管理項目：基準高×4 
    ：法長×1 

(mm) 

計測可能範囲

計測距離

高低差

RTK-GNSS移動局
（受光側）

高さ補完装置
（発光側）

（－側）

（＋側）
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2.4 出来形管理の手引きについて 

 今回の検証により、精度面、効率面においても

実用化の目途が立ったものと考えられるため、当

研究所としては、今回考案した手法をRTK-GNSS
を用いた出来形管理の手引き（土工編）（案）とし

て、研究成果として公表するとともに、国土交通

本省と連携し、直轄工事で従来手法やTSに代わる

出来形管理手法として選択し得るように、取り組

みを加速する所存である。 
 
３．道路埋設物管理への写真測量の適用検討 

3.1 業務プロセス案と要求精度の整理 

 占用企業者が敷設した道路埋設物に関する線形

等の竣工状況の情報については、後工事における

埋設管切断事故防止の観点からニーズが高い。そ

の一方で、占用工事は夜間工事や現道上の交通を

維持したままの工事を強いられることも多く、埋

設物の形状や線形を計測する時間的、ヤード的な

制約も多いことから、図面と違う現地切りまわし

が行われていてもその記録が残らないのが実態で

ある。そこで、以下に示す業務プロセスについて

、占用企業者及び施工者に対してヒアリングを実

施し、適用可能性及び計測精度への要求ニーズを

整理した。 
(1) 想定する業務プロセス（図-5） 
①道路埋設物敷設に関する道路占用許可の際に、

占用条件として、占用企業者に対して３次元的な

竣工形状の計測及び提出を課す 
②占用企業者は、何らかの方法（TS、写真測量等

）で竣工形状を記録して道路管理者に提出 
③次の占用工事あるいは道路管理者による直轄工

事において施工者に対して参考資料として前工事

で取得した竣工形状のデータを受領し活用（マシ

ンガイダンス技術による切断防止等） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5 埋設管切断事故防止につながる業務プロセス 

 

(2) ヒアリング実施概要 

① 工事の概要は表-2のとおり                           
② 当該工事は、占用企業者の埋設物の移設が伴

うため、想定する業務プロセスを現場に即して

モデル的に再現（図-6）した上でのヒアリング 
 

表-2 試行工事の概要 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-6 現地で実測した上で得られた３Ｄデータ 
 
(3) ヒアリング結果及び要求精度 

①次工事でのニーズについて 
・試掘を併用する場合であれば、精度30cm程度で

よい。それでもメリットはある。 
・試掘無しであれば、10cmくらいの精度は必要 
・管路、管種の情報の明示やデータの網羅性、信

頼性が重要 
②占用企業者としての実施可能性 
・ＴＳの設置場所の確保や、計測待ち等が発生す

るため、ＴＳで計測するのは難しい。 
・写真測量なら対応しやすい。 
以上のことから、占用工事の条件で、写真測量に

よる道路埋設物の竣工形状取得を、精度30cmで実

現することを研究開発目標と整理した。 
 
3.2 構内試験による適用可能性調査 

(1)構内試験条件 

①施工技術総合研究所構内ヤードに塩ビ管を敷設 
②埋設管の延長は6mで、座標を抽出する評価点は4
箇所。 
③位置座標を現場座標に関連づけるため、既知点

K1～K3を設置した（図-7） 
④精度の評価は、写真測量で求めた座標とTSで計

測した座標を比較した。 
⑤基準点の形状や、昼夜等の条件を変えて、表-3

工事名 工事概要 備考 

国道 24号金尾

交差点改良工

事（京都国道

事務所） 

施工延長:751.7m 
工期:H26.3.29～ 
   H26.11.23 

現道の付替工事であり、受注者

による直轄の情報 BOX の移設

他、占用企業者（電力、NTT）
の移設も工期内に実施 

占用許可 

受領 

（占用企業） （道路管理者）

貸与 

（①） 

（②） 

（③） 

（次の占用企業）
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の４ケースによる計測を実施した。 
⑥写真測量の各諸元等は表-4のとおり。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-7 構内試験の状況写真 
 

表-3 構内試験の試行ケース 

表-4 写真測量の諸元 

 

 (2)計測精度評価 

 評価点１～４について写真測量で求めた座標の

標高とＴＳで計測した座標の標高を比較した結果

が図-8である。このうちケース３については暗す

ぎて写真から評価点の座標を抽出することが出来

ず、ケース４についても、一部の評価点の座標を

抽出することが出来なかった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-8 TSと写真測量との計測結果の較差 

それでも、被写体を撮影できれば夜間でも±10cm
程度には収まっており、要求水準である±30cmに

は十分達する結果となった。同様に平面の精度に

ついても、±10cm程度という結果であった。 
 今回使用した夜間照明が、重機の照明というこ

とで、十分な明るさが確保出来なかったが、通常

夜間工事で使用されるバルーン照明等を用いれば

、より夜間の計測精度が良くなるものと考えられ

る。 
(3) 作業時間の比較結果 
 TSと従来施工（巻き尺による端部からの離れ測

定）、写真測量による作業時間の比較結果が、図-9

のとおりである。なお、100m当たり6測点，24箇
所での作業時間に換算して比較した。従来手法並

の作業時間で済む一方で、従来手法と違って絶対

座標の取得が可能である。したがって、作業手間

の面では適用可能性が確認された。 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

図-9 写真測量の時間短縮効果 
 

４．おわりに 

 情報化施工推進戦略の目指す方向の一つは、適

用可能な技術を次々に施策の俎上に乗せていくこ

とにある。国土技術総合研究所では、さらなる現

場試行を通じて、効率化に資する新たな情報化施

工技術の実用化につなげていきたいと考える。 

 

参考文献 

1) (株)トプコンHP：http://www.topcon.co.jp/positioning/ 
products/product/gnss/Z-Plus_J.html 

2) 藤島・椎葉：高さ補完機能付RTK-GNSSによる高さ精度

の検証報告，建設機械施工，Vol.67，pp.110～112，  
3) 国土交通省：ＴＳを用いた出来形管理要領（土工編）平

成24年 
4) 国土技術政策総合研究所HP：http://www.nilim.go.jp/lab/ 

qbg/ts/download/zplus_tebiki_140313.pdf 
 

 基準点の種類 計測条件 
ケース１ 基準杭 昼（晴天） 
ケース２ 基準球 昼（晴天） 
ケース３ 基準球 夜間（照明有り（重機２台による照明）・

フラッシュなし） 
ケース４ 基準球 夜間（照明有り（重機２台による照明）・

フラッシュ有り） 

 諸元 
画素数・撮影ﾓｰﾄﾞ 画素数：約 200 万画素（1600×1200） 

撮影ﾓｰﾄﾞ：ｵｰﾄ、絞り F3.9、焦点距離 28mm 
被写体距離 1m～3m 
点群化ｿﾌﾄｳｪｱ PhotoScan（Agisoft 社製） 

(人・分) 

73 

- 62 -



 

15．TS を用いた出来形管理の土留・擁壁工への適用に向けた検討 
－ 土留工・場所打擁壁での計測手法立案及び現場試行による省力化効果等の検証 － 

 

 

国土交通省 

 国土技術政策総合研究所   近藤 弘嗣 

 国土技術政策総合研究所  ○長山 真一 

 (一社)日本建設機械施工協会 椎葉 祐士 

 

 

１．はじめに 

 国土交通省の第二期情報化施工推進戦略上の課

題の一つとして TS を用いた出来形管理の工種拡

大があげられる。国土技術政策総合研究所では, 

既に TS を用いた出来形管理が実用化している土

工の周辺工種である護岸工・土留・擁壁工を拡大

ターゲットとして，昨年度の護岸工（コンクリー

トブロック張）に続き，土留工（鋼矢板）及び擁

壁工（場所打擁壁工の）出来形管理への適用可能

性を検証した。本稿では土留工・擁壁工について，

ＴＳによる計測方法の立案，工事現場における試

行，計測精度の検証，及び効率面での効果検証を

行ったので紹介する。 

 

２．計測方法の立案 

2.1 土留工（鋼矢板）の対象とする施工管理基準 

土留工（鋼矢板）で，検討の対象とする施工管

理基準（出来形管理）は土留・仮締切工の鋼矢板

（図-1）である。                                                                                      

 鋼矢板の測定項目は，基準高，根入れ長，変位

となっているおり，本設と仮設では測定項目が異

なり，仮設では変位の項目がなくなる。1)  
 

 

 

 

 

 
   仮設          本設 

図-1 鋼矢板の出来形管理項目 

 

2.2 擁壁工の対象とする施工管理基準 

 擁壁工で検討の対象とする施工管理基準（出来

形管理）は擁壁工の場所打擁壁工（図-2）である。 

 場所打擁壁工の測定項目は，基準高，厚さ，裏

込め厚さ，幅，高さ，延長となっている。1)  

 

2.3 土留工（鋼矢板）の計測点及び算出方法 

 ＴＳにより 2.1 の出来形計測項目の測定方法と

して，図-3 のとおり可視部分の計測点①，計測点

②を計測し，材料検査で全長の実測寸法を計測し

たうえで，基準高については計測点①の標高値，

根入長については全長の実測寸法から計測点①か

ら計測点②の寸法を減することで算出することに

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.4 擁壁工の計測点及び算出方法 

 ＴＳにより 2.2 の出来形計測項目の測定を行う

場合として２つの計測案を作成した。案 1ではＴ

Ｓ計測結果を用いて必要な計測項目をすべて算す

る方法（図-4）と，案 2ではコントロールポイン

トとなる計測項目のみＴＳ計測結果を用いて算し，

そのほかは従来手法による計測結果をデータとし

て手入力する方法とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①基準高

幅

③高さ

②厚さ
②厚さ

④幅

⑤延長

ＴＳによる
計測箇所

図-2 場所打擁壁工 

図-3 計測点及び算出方法 

図-4 計測方法及び算出方法（案 1）
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 本検討においては，ＴＳを用いて計測項目を算

する方法（案１）で従来方法との作業時間の比較

を行った。 

 

３．工事現場における試行 

土留工及び擁壁工の工事を対象に，ＴＳを用い

た出来形管理を導入した場合の計測精度及び時間

短縮効果を検証するため，各工事で現場試行を実

施した。 

3-1 土留工（鋼矢板）の試行条件 

① ＴＳを用いた出来形管理に係る作業及び従来

施工の出来形管理を実施 

② 土留工（鋼矢板）に対応した出来形管理用Ｔ

Ｓソフトウェアは存在しないが，特別な計算式は

使用しないため現状のソフトを流用しての計測を

行った。帳票についてはエクセルで別途作成した。

（作業時間については，ソフトウェアが存在する

ものと仮定） 

③ 施工延長によらず３測点分の延べ作業時間

（人・分）で比較（ＴＳでの測定も３測点） 

 

3-2 擁壁工の試行条件                                                                                  

① ＴＳを用いた出来形管理に係る作業及び従来

施工の出来形管理を実施 

② 擁壁工に対応した出来形管理用ＴＳソフトウ

ェアは存在しないが，特別な計算式は使用しない

ため現状のソフトを流用しての計測を行った。帳

票についてはエクセルで別途作成した。（作業時間

については，ソフトウェアが存在するものと仮定） 

③ 施工延長によらず５測点分の延べ作業時間

（人・分）で比較（ＴＳでの測定も５測点） 

 

3.3 時間短縮効果の検証 

(1) 検証する作業項目について 

土留工及び擁壁工における内業から出来形計測

に要する作業時間・人員を記録する。すべてを従

来手法で行った場合と，すべてＴＳを用いた出来

型管理を適用した場合で比較した。比較対象とす

る作業の流れの詳細は図-5 のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-5 作業時間を比較する作業項目 

(2) 土留工（鋼矢板）の作業時間の比較結果 

 従来施工とＴＳによる作業時間の比較結果は，

図-6 のとおりである。なお，本試行工事では土工

に関する出来形管理を行わない工事であったため，

土工と土留工の一連での作業時間の比較を行わな

かった。結果としては，機械設置を含めた計測全

体での作業時間がほぼ同じであるという結果が得

られた。また，計測時間だけを比較すると，従来

手法 35 分，ＴＳ手法 24 分であり，ＴＳ手法の方

が３割程度効率化している。 

 計測計測作業全体において作業時間が変わらな

かった理由として，試行工事では施工規模が 30m
程度と小規模であり，また仮設で管理項目が少な

かったため，効果が出なかったと思われ，本設工

事で施工規模が大きく一度に多くの計測が可能な

現場であれば，効果があると推察される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-6 土留工における作業時間比較 

 

(3) 擁壁工の作業時間の比較結果 
従来施工とＴＳによる作業時間の比較結果は，

図-7 のとおりである。結果としては，ほぼ同等の

作業時間であった。 

この理由として考えられるのは，ＴＳ手法の計

測頻度自体は、減ったものの（従来はレベル・テ

ープで１断面あたり７計測，ＴＳは１断面あたり

4 計測），シールプリズムの設置や，足場からの視

通の確保など，計測上の手間が生じる場合がある

ためと思われる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-7 擁壁工における作業時間比較 
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3.5 土留工（鋼矢板）の計測精度の検証 

(1) 検証する測定項目について 

 基準高（天端），変位量，根入れ長について精度

検証を行った。また，本工事の土留工（鋼矢板）

は仮設ではあったが、そのまま埋設する工事とな

っていたため、変位にても計測を行った（写真-1）。 

写真-1 ＴＳによる計測点（土留工（鋼矢板）） 

 

(2) 計測結果の比較 

 比較の結果，基準高（天端）および（床付）の

計測結果について，従来手法とＴＳ手法の差異が

10mm 以内であった(図-8)。 

 変位量（天端）の計測結果について，従来手法

とＴＳ手法の差異が 10mm 程度であった。最大で

14mm の差異があったが，従来手法の計測も水糸

に対して離れ量をスケールで計測しているため，

計測時の誤差を含むことが推察される(図-9）。 

 根入長の計測結果については，従来手法とＴＳ

手法の差異が 10mm 以内であった。 

 以上から 10mm 以内の計測精度が得られること

が分かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-8 基準高の精度比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-9 変位量の精度比較 

 

3.6 擁壁工の計測精度の検証 

(1) 検証する測定項目について 

 基準高，幅員，高さについて精度検証を行った 

（写真-2）。 

 

 

 

 

 

 

 

 
写真-2 ＴＳによる計測点（擁壁工） 

  

(2) 計測結果の比較 
ＴＳによる算出結果を，従来の測定手法と計測

結果と比較したのが以下の図-10 である。  

 
図-10 計測結果比較 

 

 基準高の計測結果について，従来手法とＴＳ手

法の差異が 10mm 程度（最大 29mm）であった。

幅員の計測結果について，従来手法とＴＳ手法の

差異が 20mm 程度（最大 40mm）であった。 

 高さの計測結果については，従来手法とＴＳ手

法の差異が 20mm 程度であった。 

 

(3) 誤差要因の考察 
 ＴＳと従来手法の計測結果の差異が基準高で最

大 29mm と幅員で 40mm となったことについて，

その要因を考察する。基準高と幅員での誤差要因

は，施工のための足場で視通が確保できず，計測

箇所をずらして計測した箇所もあったため，従来

手法と計測箇所が一致していないことが推察され

る(写真-3)。 

 高さの誤差要因は，高さの算出は２点の標高値

の差で算出しているため，各点の計測誤差が最大

で 10mm×２箇所=20mm 程度は発生する可能性が

あることが推察される。 

 

 

 

 

 

 

 

 
写真-3 ＴＳで計測する際の足場との見通状況 
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４．基本設計データの作成手法 

 ＴＳを用いた出来形管理では，設計形状を３次

元データ化した「基本設計データ」を作成する必

要があり，土留工と擁壁工への適用にあたって３

次元データの作成手法を考案した。 

 

4.1 土留工（鋼矢板）の標準的なデータ作成の流れ 

土留工（鋼矢板）の基本設計データ作成にあた

っては，中心線形は，矢板天端部の折れ線を利用

し，横断形状は，矢板の形状を表現するのではな

く出来形管理上必要な基準高さ，根入れ長を表現

する形状とした（図-11）。また，現場試行のヒア

リングの結果，隣接工事の矢板を接合させるため

端部の位置座標があると活用できるとの意見があ

った。 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-11 土留工のデータ案 

 

4.2 擁壁工の標準的なデータ作成の流れ 

擁壁工の基本設計データ作成に当たっては，道

路中心線形を設定して作成ができる。また曲線区

間は，道路中心線形と擁壁の横断方向が 90°でな

いため，舗装修繕工事で使用する線形を使用しな

いデータ作成により対応することが出来る（図

-12）。 

また，現場試行のヒアリングでは，維持管理は

実際の位置の出来形データがあれば変状時の確認

として使用できるとして，形状については特に必

要が無いとの意見があった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-12 擁壁工のデータ案 

 

4.3 土留工（鋼矢板）に関する手法の提案 

 土留工（鋼矢板）を対象に，ＴＳを用いた出来

形管理手法を整理した。新たな出来形管理項目で

ある根入長については，下端部が不可視部分とな

るため，天端と床付の標高値の差異（高さ）を全

長から減じる手法を提案した。 
 ＴＳを用いての根入長の計測については，現行

の場合も，ＴＳの計測手法と同様に天端と床付の

標高差を全長から引き算して算出しているため，

施工者も違和感のない計測方法であった。 
天端の基準高さでは，矢板の接合部で計測して

いるが，設計データで指定した管理断面で計測出

来ない場合もある。 

 根入長については，全長から天端と床付の差異

を減じる方法とするが，その際，矢板の全長は，

設計よりも数 cm 長いため，全長の実測寸法を計

測結果に反映して，長さを算出する必要がある。 
 

4.4 擁壁工に関する手法の提案 

擁壁工の現場打擁壁工を対象に，ＴＳを用いた

出来形管理手法を整理した。出来形管理項目は，

従来と同様に幅，基準高，高さであるため，それ

らを管理する手法を提案した。 

擁壁工において，ＴＳを用いて出来形計測を行

うことは可能であるが，構造物における面取り部

分や壁面に近い場所については治具やシールプリ

ズム等の使用の工夫も必要である。 

試行工事ではＴＳで全ての点を計測したが，計

測時間の短縮のためには，極小な寸法等はテープ

で計測するなど併用できる仕組みが必要である。 

また，面取りの計測に治具を活用したが，重力

壁擁壁など直角ではない擁壁もあるので，さまざ

まな構造物への計測上の配慮が必要である。 

擁壁工の出来形管理断面は，ジョイント部で管

理しているため擁壁が連続している場合に，ある

構造物が設計より大きく出来てしまうと隣接する

構造物が小さくなる場合がある。管理基準の延長

は-20cm 以上であるため，擁壁の誤差が蓄積する

と，設計データの計測断面から 10cm 以上離れる

場合がり，出来形管理断面がずれる場合がある。 

 

５．おわりに 

 本稿では，ＴＳを用いた出来形管理の土留工，

擁壁工への適用拡大の可能性とそれによる省力化

の可能性について論じた。今回試行の対象とした

のは，土留工（鋼矢板）と擁壁工の現場打擁壁の

一部工種に留まる。国土技術総合研究所では，さ

らなる現場試行を通じて，土留工,擁壁工の別工種

への適用拡大や，土工に係わる類似工種（矢板工）

への適用拡大についてもその可能性を明らかにし

た上で，順次実用化につなげていきたいと考える。 

 
参考文献 

1) 国土交通省：土木工事施工管理基準及び規格値（案）

平成 23 年 

 

出来形計測点

中心線形

床付部
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16．中小零細建設業を対象にする映像を活用した CIM の開発 
 
 

株式会社環境風土テクノ   須田清隆 

可児建設株式会社     ○可児憲生 

トライポッドワークス㈱ 渋谷義博 

立命館大学理工学部     建山和由 

 
 
1．はじめに 

中小零細建設業では、小規模な工事が多く、短

期間の工事完成や IT系の人材確保などの要件もあ

り、CIM の取り組み、特に 3 次元モデルベースに

よる CIM への対応を難しくしている。また、中小

零細建設業の特性として、高齢化（退職、転職）

に伴い、個人に集約している建設ノウハウ（知財）

の流出が進んでいる。そのため、企業への技術知

財情報の収集蓄積などの情報化の推進が、事業継

続上の緊急な課題にもなっている。 

 

2．研究目的 

技術者の施工現場で求められる意思決定や判断

は、リスク、品質、コスト、効率性など多岐にわ

たっているが、現場空間では技術者の持つ能力で

ある探知能力、視認能力で、施工現場から問題要

因を探知し対応しているものと考えられる。 

本来、技術者は、人間固有の能力として、空間(映

像、画像)から問題や課題を探知、認識する能力は

高く、その能力から問題対応を行っている。特に

職人的な技術者ほど、その経験知を伴う視覚認識

(直観力)は優れており、‘百聞は一見に非ず’や‘理

屈じゃない’と断言する技術者も少なくない。し

かし、そのような技術者が保有する施工ノウハウ

は、感覚的であり、論理的に形状や品質、構造と

して表すことを難しくしていると考える。 

また、本来の CIM の目的は、現場の工事情報をデ

ータモデルに体系づけて集積し、施工情報の共有

化、共通化、資産化するための情報化と考えるが、

個人に委ねる現場が多い小規模工事では、短期間

で、現場の変化も大きく、施工情報をデータモデ

ルに体系化し集積することはスキル的にもコスト

的にも容易ではなく、情報化やＣＩＭ化を進める

ことが出来ない課題も抱えている。 

本研究の目的は、中小零細建設業の特性を踏ま

えて IT スキル的・コスト的に負担の少ない方法

で、施工情報を効果的に集積する CIM 化と共に

企業内の知財化する情報として感覚的に理解し

やすい映像の有効性を確認し、中小零細建設業で

の利用可能な’映像を活用した CIM‘を開発する

ことである。本報告は、映像を活用した CIM(試

作版)の検証から映像を活用したCIM開発の有効

性を報告するものである。 

 

3．イメージ補完による映像利用 

感性工学では、人間の記憶の分類を、感情、意

識、知識に分類して、簡単に思い出せる状態を感

情と、なかなか思い出せないが時間が経つと思い

出せる状態を意識と、自分では思い出せない状態

を知識と定義している。通常現場のリスク対応は、

感情力がないと、どんなに知識があっても緊急時

に活用できない状態になることが指摘されている。

現場技術者の現場にあるリスクに対する感情力を

測る上で、短時間(2分間)で‘現場リスク’から発

想するリスク要因や原因などの発想数を測定する

感性テスト※１からは、図1に示すように高齢になる

に従い、イメージ発想能力が低下する傾向が見ら

れ、高齢技術者のリスク管理面の課題が抽出され

ている。 

（※1財団法人東京都中小企業振興公社平成23年度 新

製品・新技術開発助成事業「リスク感度を高める教育研修

プログラム開発」） 
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図 1 現場技術者感性テスト（2 分間発想） 
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特に、中小零細建設業の課題は高齢化対応であ

り CIM 開発では、現場のリスク情報など施工情

報の伝達で、高齢化に伴い低下するリスク対応力

や判断力の低下を、扱いやすい映像で補完するこ

とを期待できる。 

 

4．映像を活用した CIM の基本構成 

映像を活用した CIM(試作版)について、既存河

川堤防の一部を掘削し、新規に築堤で実施した河

川工事（国土交通省中部地方整備局庄内川河川事

務所平成 26 年度庄内川大治築堤工事）で適用し

た事例１）から基本機能を検証する。 

 

4.1 ネットワークカメラと WEB 確認 

施工状況の確認および記録のため、４台の定点

ネットワークカメラを設置した（図 2 参照）定点

カメラにより、空間量が一定の中で、重機や人間

の占有時間や発現頻度などで施工状況を確認し

ている。また、WEB 情報として遠隔からも映像を

確認できることが、祝休日、夜間などの天候や地

震時の状況を遠隔での確認を可能にしており、現

場のリスク対応性が早め、リスク確認のために現

地への移動時間の縮小を実現している。

システム構成

CMS

ネットワークビデオレコーダ

カメラ1

PoEスイッチングハブ

リモート閲覧
Email通知

インターネ
ット

モバイル端末

ビデオ録画装置

SU1

カメラ2

施工の可視化（全体）

掘削面の監視

カメラ4

河川水面、排水の監視

電源供給・ネットワーク装置

監視ビューアPC

システム構成

 

図 2 ネットワークカメラのシステム構成 

 

4.2 情報収集システム 

過去の実施事例の情報活用分析から小規模現

場における情報システムの利用は、現場担当者の

スキルと意識に依存するところが多く、現実には

高齢化する現場技術者にそのスキルや意識を求

めることは難しいところもある。そのため、本事

業では現場で発生する情報については現場担当

者の負担を少なくするための図 3 に示す通り自

動取り込みまたは取り込み作業の単純化の仕組

み作りを行っている

PC（データベース）

映像 GPS転圧情報 写真

インターネット or 
専用回線

USB デジカメ接続 or 
メモリカード

カメラ映像は指定時間を
自動出力（タイムラプス）

GPS情報（テキストファイル）は、
USB、写真はSDカードから、ワン
クリックで、自動取込、リスト化。

 

図 3 データ自動取り込みの仕組み 

 

4.3 映像を集積した CIM データベース 

集積した施工情報を有効に活用するために現

実の映像や写真と施工情報を関係づけて図 4 に

示すようにデータベースに集積している。 
情報管理一括閲覧 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ａ

B 

C 

D E 

F 

G 

H 

I 

J 

K 

L 

Ａ 検索情報設定 B 日別施工実績一覧 C 日別工事実績データ入力 

Ｅ 転圧・盛土情報入力 Ｆ 水位・アラート情報 Ｇ 定点カメラ映像再生 Ｈ 転圧作業情報入力 

Ｉ 転圧作業映像再生 Ｊ 転圧作業ＧＰＳ軌跡図 Ｌ 工事記録写真 Ｋ 転圧作業ＧＰＳグラフ 

D 工事現場３Ｄ図 

図 4 CIM データベース  

 

データベースでは、施工現場のイベントやトラ

ブルなどの日報に含まれるキーワードを検索ワー

ドによって、時間経過で整理された 4 方向のカメ

ラより撮影されたタイムラプス映像（図 5 参照）

の検索を容易にしている。 

 
 

    図 5 4 カメラタイムラプス映像表示 

 

5．映像による施工情報の数値化 

事例検証を通じて映像利用による施工判断など
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の迅速性などの適用効果とともに、実際に設計や

維持管理に使用する場合の映像の属性化や数値化

が課題として指摘されている。ここでは、映像を

活用した CIM の実用化のために映像による施工情

報の数値化に関する基礎的な検討を行っている。 

 

5.1 タイムラプス映像 

タイムラプス映像は、インターバル撮影、微速

度撮影とも言われ、長時間撮影された映像を短い

時間に圧縮している．例えば 8 時間の映像を５秒

のタイムラプス映像に生成すると、864,000 フレー

ムが 5,760フレームとなり、3分程度で再生できる。

（図 6 参照）また、固定カメラで撮影するタイム

ラプス映像は、連続する時間のストリーム映像（1

秒 30 コマ）から設定時間刻み（Δt）にスライス

画像を切り出したのを、タイムラプス化しており、

CIM 情報としては、時間情報を持つスライス映像

の活用を可能にしている。 

図 6 タイムラプス映像解説 

 

そのため、タイムラプス映像(図 7 参照)は時間

情報として映像で施工状況など背景状況を含むた

め特定の被写体に着目すれば、被写体が映されて

いる映像の枚数 Nに、設定時間刻み（Δt）を掛け

合わせると、機械稼働時間や労務歩掛りの算定を

手計算でも簡単にできるなど取り扱いが容易にし

ている。 

 

図 7 タイムラプス映像スライス画像 

 

5.2 背景分析法による分別認識 

映像情報で現場の状況管理を行っているので、

作業員や他の重機の分別も背景差分法による数値

化することで、測定などに頼らない重機や作業員

などの作業実態など施工実績の自動算定が可能に

なる。（図 8 参照） 

 

図 8 背景差分法による物体検出（人には緑色の投影方形、

重機には赤色の矩形表示をして分別表示） 

 

背景差分法３）は、定点カメラのように固定環境

における物体検出法として有効な手法で、事前に

取得した背景画像と対象とする入力画像を比較計

算することにより、背景画像に存在しない物体（前

景領域）を検出する手法である。背景差分法では、

光の変化や影の影響、風や振動による背景物体の

変化など、環境ノイズが課題として挙げられる。

検出した前景領域は個体にラべリングを施し、前

フレームの検出結果と特徴点ベースのマッチング

を行うことにより物体検知を可能としている。（図

9 参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 9 物体検出フロー  

 
5.3 オプティカルフローによるモーション検知 

オプティカルフロー※２を用いたモーション検知
4）では、フレーム情報から物体の速度ベクトル情

報を求め、軌跡情報や移動量が確認できる（図 10
参照） 

映像上の施工機械や人間の特定対象の検知機能

を応用することで、施工実績の収集により、歩掛

り評価への展開が期待される。 

フレーム画像取得 

背景モデル更新 

前景領域抽出 

ラべリング 

物体関連付け 
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図 10 物体検知と運動方向計測 

（※２オプティカルフロー：、ブロックマッチン

グ法を用いてタイムラプス映像の中で物体の動き

をベクトルで表したものである。）   

 

5.4 フラクタル次元による現場状況の数値化 

形の複雑さを表す指標のひとつとしてフラクタ

ル次元 5）を適用した。フラクタル次元には多くの

定義があるが、ここでは濃淡分布を扱うことがで

き、図形の通常の次元とも一致する、一般次元の

定義（式(a)）を用いた。 

 

 

 

ここで、Dq は一般次元、r は被覆領域サイズ、q

は確率次数モーメント、pは確率、Ｎは被覆領域の

数である。ここでは q＝２とした。この式を用い、

確率 p として正規化した輝度値分布をあてはめ、

白黒画像のフラクタル次元を推定した。 

画像１の度数分布（図 11 参照）は、エッジが少

なく現場の複雑性が表れているのに対して、画像

２では、構造物のエッジが強く表れておりフラク

タル次元の低い要素が含まれている分、単純化し

ていることが評価できる。 

 

 

画像１ 

 

画像２ 

 

 

 

 

 

 

 

     図 11 フラクタル次元計算例 

6． まとめ  

以上の検討結果から‘映像を活用した CIM’が

時空間情報として施工状況を集積でき、且つ映像

から施工情報の数値化など CIM としての可能性

が確認できたと考える。ここでは、実用化へ向け

た課題も含めて‘映像を活用した CIM’の成果を

まとめている。 

① 毎日の現場の状況を数分程度で確認できるタ

イムラプス映像をデータベース化したことで、

時間や気象条件や作業区分で検索確認できる

ことが、施工手順や施工計画などの施工ノウ

ハウの知財化を可能にした。 

② 映像分析技法を活用して映像から空間背景情

報を自律的に抽出し定量化・統計化すること

で、映像情報から施工の効率性や不具合など

の原因抽出も可能にしている． 

③ 映像を活用した安全教育は、映像にある現場

の危険要因や作業員の危険行動の指摘は具体

的であり、元請から下請けまでの高齢技術者

や作業員の現場リスクに対する共通理解を可

能にしている。 

④ 映像分析により GPS 等の装置を付けていない

資機材や人の動きなど施工性要因などの背景

情報の分析が可能となり、小規模工事でも低

コストでの情報化施工への取組に繋げている 

⑤ 画像の面的特性をフラクタルで定量的に評価

することで、施工現場の複雑さなど状態分析

を始め、コンクリートの品質劣化や土質材料

の判別への展開が期待される。 

 

7． 最後に 

映像は、工事の時間経過で変化する空間的リス

ク、地震、降雨などにより発生する環境リスクお

よび現場技術者の不安定行動など人間的リスク等

が施工の背景情報として表れており、施工の統合

情報として活用する意義は大きいと考える．一方、

映像の見方や判断に主観が入る余地もあり、適正

な判断を妨げるリスクも否定できない。今後、よ

り事例を増やし、映像による施工判断の手続きな

ど、映像活用のガイドラインの策定を行い、映像

を活用した CIM の実用化を図っていく予定である。 
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17．6 軸減揺桟橋の開発 

～作業船の動揺安定台としての活用事例～ 

 
 

東亜建設工業株式会社 ○ 那須野 陽平 

東亜建設工業株式会社  今村 一紀 

東亜建設工業株式会社  田中 孝行 
 
 
１．はじめに 

日本のエネルギーをめぐる環境は，化石燃料から

再生可能エネルギーへの転換を図るべく，石油等

に代わるクリーンなエネルギーとして，さらなる

導入・普及への取り組みが進められている。その

中で近年，脚光を浴びているのが洋上風力発電で

ある。日本は四面を海に囲まれた島国であり，日

本の領海と排他的経済水域を合わせた海の広さは，

世界第 6 位である。風況の良い広大な海を利用し

て風力発電を設置することができれば，そのエネ

ルギー量は極めて大きいと言われている 1)。 
洋上風力発電設備の建設，運用，管理，保守メン

テナンスにあたり，発電設備へのアクセス手段の

確保は重要課題である。アクセスシステムは，安

全性，経済性，海象等の環境条件，稼働率改善の

必要性等の要素を考慮して検討されており，様々

な方法が試みられている。現在採用されている一

般的な洋上風力発電設備へのアクセス方法として

は，小型船舶の船首からの移乗などが挙げられて

いるが，気象・海象条件によってはアクセスが困

難となることも多く，作業員の海中転落・挟まれ

事故のリスクが高まることから，解決すべき課題

の 1 つとして提起されている 2)。 
現在，船舶の動揺を抑制する装置として，アン

チローリングタンクやフィンスタビライザーなど

の減揺装置が開発・実用化されている。しかしな

がら，前者は船舶の横揺れ固有周期の変化に追従

することが困難であり，後者は高速航行時のみに

効果を発揮するため，作業船のように投錨して定

点保持状態で作業を行う船舶に対しては効果的で

はない。これらの技術は，船舶自身の動揺を抑制

するためのものであるが，これに対し，何らかの

制御機構を用いて動揺する作業船の任意の地点を

水平に保持することにより，船舶の動揺を考慮せ

ずに安全な移乗が実現できる可能性に着目した。

この観点に基づき，当社は 6 軸モーションベース

を作業船の動揺安定台として活用する手法を採用

すると共に，洋上の構造物に対する作業員の安全

な移乗を目的として，「6 軸減揺桟橋」の開発を行

っている。そして現在，平成 27 年度の実機完成を

目指し，産学共同で開発を進めている 3)。 
 
２．6軸減揺桟橋の概要 5), 6) 

2．1 構造 

モーションベースとは，機構学的には，出力とな

るリンクを複数の駆動用リンク列により並列に駆

動する機構の総称であり 4)，スチュアートプラッ

トフォーム型，Hexa 型，直動固定型などの種類が

ある。また，モーションベースは，大型フライト

シミュレータやアミューズメント機器の搖動装置

として実用化され，長い歴史と多くの開発実績が

ある技術として知られている。 
現在開発を進めている「6 軸減揺桟橋」は，上下

2 枚のプレート（トップ／ベースプレート）が 6
本のシリンダーで接続されたスチュアートプラッ

トフォーム型モーションベースを採用している。

当該装置は「モーションベース部」の他，作業員

が乗降する場所となる「プラットフォーム部」，作

業員の通路となる「桟橋部」から構成される（図

-1 参照）。作業船に固定された「モーションベース

部」は，上下 2 枚のプレートを連結する 6 本のシ

リンダーを伸縮させることにより，6 自由度の運

動が可能となる。別途搭載するセンサーによって

計測される船舶の動揺を打ち消すように，各々の

シリンダーを適切に制御することにより，波浪で

船舶が動揺した場合でも，プラットフォームを常

に水平に保つことが可能となる。また，桟橋部分

にテレスコピック機構を採用することにより，桟

橋の伸縮が自在になり，現場条件に合わせて桟橋

の長さを調整することができる。 
このように，モーションベースと可動式桟橋を組

み合わせることにより，小型船舶を使用したアク

セスが不要となり，作業船や台船上から直接，洋

上の構造物への移乗が可能となるため，洋上作業

に従事する作業員の安全と作業効率の向上への寄

与が期待される。 
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図-1 6 軸減揺桟橋 構造図 

 
 
2．2 モーションベースプロトタイプの機構 

実機製作の前に，基本動特性の確認をはじめ，

モーションベースの機構や可動域の決定，制御

手法の検討などを行うため，モーションベース

のプロトタイプを製作した。本装置は，水平保

持性能を検証する海域試験でも使用し，実機製

作を想定した制御手法の検討に有効活用した。 
モーションベースプロトタイプ，油圧ユニット，

制御装置を写真-1 に，教示装置を写真-2 に示す。

後述するが，教示装置を操作することにより，

モーションベースプロトタイプを遠隔操作する

ことも可能であり，マスタースレーブの環境を

構築している。 
モーションベースプロトタイプでは，桟橋を組

み合わせた実機を想定し，高い出力と応答性が

比較的容易に得られる油圧サーボ機構を採用し

た。また，油圧シリンダー内部には，シリンダ

ーの伸縮量を計測するための磁歪式センサーが

内蔵されている。 
油圧シリンダーの可動範囲は，中立地点から

±250[mm]を確保している。また，総重量は約

450[kg]，最大持ち上げ可能重量は約 100[kgf]で
ある。油圧シリンダーとトップ／ベースプレー

ト接続部にはユニバーサルジョイントを配置し，

最大振れ角±15[deg]（安全設計）に対応できる

ようにしている。モーションベースプロトタイ

プの基本仕様を表-1 に示す。 
 
 

 
写真-1 モーションベースプロトタイプ（左端より制御

装置，モーションベース，油圧ユニット） 

 

 
写真-2 教示装置 

 

プラットフォーム部

桟橋部

トップ／ベースプレート
モーションベース部

油圧シリンダー
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表-1 モーションベースプロトタイプ 基本仕様 

機器名称 項目

構造 スチュワートプラットフォーム型パラレルメカニズム

油圧シリンダ

①寸法
②最大使用圧量
③受圧面積（押し）
④受圧面積（戻し）
⑤ストローク検出

：　φ50[mm]×φ35[mm]×St500
：　14[Mpa]（耐圧圧力：21[Mpa]）
：　27.44[cm2]
：　18.90[cm2]
：　シリンダ内蔵型変位計

ユニバーサルジョイント
①最大振れ角
②限界負荷荷重

：　30°
：　1,000[kgf]（9.8[N]）

ベースプレート
①寸法
②重量

：　1,687[mm]×1,463[mm]×100[mm]（W×D×H）
：　95[kg]

トッププレート
①寸法
②重量

：　1,488[mm]×1,290[mm]×90[mm]（W×D×H）
：　91[kg]

油圧ユニット
①寸法
②モータ出力

：　2,000[mm]×1,000[mm]×1,000[mm]（W×D×H）
：　15kW程度

制御装置機器
①寸法
②電源

：　1,000[mm]×400[mm]×2,000[mm]（W×D×H）
：　三相AC200V

上位データ変換制御装置 PLC方式

可動範囲

①Heave
②Serge
③Sway
④Roll
⑤Pitch
⑥Yaw

：　 500[mm]
：　 150[mm]
：　 150[mm]
：±15°
：±15°
：±15°

ペイロード 100[kg]

最大加速度 0.1[G]程度

重量 450[kg]程度（油圧ユニット、制御盤は含まず）

6
軸
モ
ー
シ

ョ
ン
ベ
ー
ス

制
御
装
置

そ
の
他

仕様

 
 

2．3 制御系の構成 

モーションベースプロトタイプの駆動方式に

は，教示装置による手動操作モード，予め決め

られた運動を SD カードから読み込み再現する

自動再生モード，そして，動揺センサーの挙動 
 

を再現するリアルタイムモードの 3種類がある。

今回の海域試験では，リアルタイムモードで船

体動揺の低減効果を検証した。 
一般的に，パラレルリンクに対する逆運動学，

すなわちベースプレートに対するトッププレー

トの位置及び姿勢を指定し，アクチュエータの

長さを求める問題は，解析的に解くことができ

るため，比較的容易に求めることが可能である。

今回のケースでは，船体に固定されたモーショ

ンベースが搖動した際，任意のベースプレート

姿勢に対し，トッププレートが常に水平となる

ような各油圧シリンダーのストローク長を求め

る，という問題に相当する。本稿では，動揺セ

ンサーにより計測されたロール，ピッチ，ヒー

ブを打ち消すように，仮想三次元空間に配置し

た幾何学モデルを回転移動させ，ある瞬間の船

体動揺に対して理想となるシリンダーストロー

ク長を代数的に算出する手法を採用した。 
図-2 に制御フローを示す。油圧シリンダーの変

位は，シリンダーに内蔵された磁歪式ストロー

クセンサによってセンシングされており，代数

的に得られた 6 本のシリンダー長（制御入力）

と比較し，その差が小さくなるような制御を行 
 

 
図-2 モーションベースプロトタイプの制御フロー 

 

※１ 

※１ KSAM ： 指令値（±10V）とストロークセンサから出力される電流（4-20mA）の変換電圧（±10V）を比較し，シリンダーストローク長を決定するサーボアンプ
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っている。また，実際のシリンダーストローク

長を使用してトッププレートの位置及び角度を

演算すると共に，ユニバーサルジョイント部の

角度も演算している。機械的に負荷がかかるト

ッププレート角度を閾値として設定し，その値

に演算結果が近づいた際にアラートを出すよう

にしている。 
なお，当該試験はモーションベースプロトタイ

プの水平保持性能を検証するための試験として

実施したものである。そのため，桟橋を組み合

わせた際の振動の影響などは考慮していない。 
 
３．実海域試験におけるモーションベースプロ

トタイプの水平保持性能検証 
3．1 艤装作業 

平成 27 年 3 月，山口県響灘周辺において，モ

ーションベースプロトタイプの海域試験を実施

した。当該試験では，動揺下における作業船上

にモーションベースプロトタイプを搭載し，セ

ンシングされた船体動揺を打ち消すような制御

を施すことにより，トッププレートの水平保持

性能を検証することを目的として実施した。船

体動揺及びトッププレートの挙動は，動揺セン 
 

 
写真-3 タグボート「つばさ」 

 

 
写真-4 モーションベースプロトタイプ 艤装状況 

 
写真-5 油圧ユニット 艤装状況 

 

 
写真-6 機器配置状況 

 

 
写真-7 計測室内機器配置状況 

 
 
サー「TSS DMS-05」を使用して計測した 3)。ま

た，今回の試験は洞海マリンシステムズ株式会

社所有のタグボート「つばさ」を使用して実施

した。使用した船舶と，各種装置の艤装状況を

写真-3～写真-7 に示し，各種計測機器の一覧を

表-2 に示す。 
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表-2 計測機器一覧 

機器名 型式 （メーカー） 用途 設置場所

船位置計測 船尾甲板

モーションベース位置計測 トッププレート上

補正情報受信機
GS-1401A
（古野電気）

RTK-GPSとしての位置計測
計測室内
※受信アンテナは屋外

船方位計測 船尾甲板

モーションベース方位計測 トッププレート上

船体動揺計測 ベースプレート上

モーションベーストッププレート挙動計測 トッププレート上

GPS
MS750

（Trimble）

GPS方位計
VS110

（Hemisphere）

動揺センサー
TSS DMS-05
（Teledyne）

 
 
 
3．2 水平保持性能検証結果 

当該試験では，モーションベースプロトタイプ

で再現可能な 6 自由度の運動のうち，船体動揺

の主要素であるロール，ピッチ，ヒーブについ

て動揺低減効果を検証した。2台の TSS DMS-05
を使用して得られた結果を，図-3～図-5に示す。

細いラインが船体動揺，太いラインが制御後の

トッププレートの挙動を示しており，横軸に時

間，縦軸に角度（Roll，Pitch）と上下の変位量

（Heave）を取っている。ヒーブ方向に対するモ

ーションベースの可動範囲が±250[mm]である

ため，試験海域に制約があったものの，船体動

揺が大きく低減されていることが確認された。

計測中に発生する大小の波を総合的に評価する

ため，各波がゼロラインをクロスする部分の面

積をサンプリング時間ごとに求め，標準偏差に

基づく統計処理を行った結果，動揺低減率はロ

ールで約 85%，ピッチ及びヒーブで約 73%と高

い水平保持性能が示されることを確認した。 
その後，トッププレート上に乗り，動揺低減効

果の体感試験を実施した。試験状況を写真-8 に

示す。体感者からは，揺れをほとんど感じない

というコメントをいただくことができ，数値解

析による結果と併せ，水平保持に関しては十分

制御できたと言える。 
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写真-8 動揺低減効果体感試験 

 
 
４．おわりに 
本稿では，6 軸モーションベースを用いた減揺

桟橋の開発として，モーションベースプロトタ

イプを用いた実海域試験を実施し，トッププレ

ートの水平保持性能について報告した。 
ハードウェア上の可動域制限があるものの，船

体動揺の主要素であるロール，ピッチ，ヒーブ

を 70～80%程度低減可能であることを確認した。

また，動揺低減効果の体感試験でも，揺れをほ

とんど感じさせない高い水平保持性能を示すこ
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図-6 6 軸減揺桟橋のタグボートへの搭載イメージ 

 
 
とを確認した。 
船体動揺を完全に打ち消すことができなかっ

た要因としては，モーションベースが予期しな

い挙動を示した際の安全対策として，シリンダ

ーの伸縮速度に制限を設けていたが，実際の船

体動揺がこの速度を超えていたため，シリンダ

ーが追従しきれなかったことが考えられる。ま

た，高圧窒素ガスを封入したアキュムレータに

より確保される油圧量に対し，当初想定された

波高よりも大きな波の連続出現に伴い，油圧不

足となったことも影響していた。 
これら以外にも得られた知見は多く，今後の実

機製作の足掛かりとして活用していく予定であ

る。特に，当該装置には人間が介在するため，

モーションベースのみならず，桟橋部分も含め

た装置全体としての機械安全設計及び安全対策

を講じることが重要となる。実際の運用で緊急

事態が発生した際，例えば，移乗設備と連結さ

れた桟橋を短縮・起伏させ，迅速な離脱を行う

機能を付加するなど，人間が介在する設備とし

て，安全対策にも注力した開発を進めていく。 
最後に，当該装置開発にご賛同・ご支援いただ

いている関係者各位に，この場をお借りして深

く謝意を表する。 
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18．振動ローラの加速度計測を利用した地盤反力算定について 

 
 

立命館大学 ○ 横山 隆明 

若築建設  藤村 貢 

立命館大学  建山 和由 
 
 
１．はじめに 

 GNSSや TSの普及とともに道路や空港などの盛

土の締固め施工においては，転圧機の走行軌跡を

用いて締固め施工管理を行う管理手法が導入され

るようになったが，転圧時にリアルタイムで地盤

の剛性を評価することができれば，併せて盛土の

品質を直接評価することが可能となる． 
 リアルタイムで地盤剛性を評価する手法として

は，振動ローラの加速度応答を利用する方法が一

般的である．この手法は，地盤剛性に依存して変

化する振動ローラの挙動から逆に地盤剛性を評価

する手法であり，振動加速度の周波数特性か加速

度応答から地盤反力～変位関係を計測しこれを利

用する場合が多い． 
 後者の手法では，その計測原理から加速度の応

答信号の計測と同時に起振機の回転角度の計測を

行う必要があり，既存の振動ローラへ後付けでそ

のような計測システムを搭載することは困難であ

った．本研究では振動ローラの振動輪とフレーム

に取り付けた加速度計から得られる応答信号の情

報だけから地盤反力を直接算定し，地盤反力～変

位関係を求めることができる手法の開発を行い，

その適用性を現場実験で検証した． 
 
２．振動ローラの加速度計測値による地盤反力～

変位関係算定及び地盤反力係数の取得方法 
図-1 に振動ローラ-地盤系のモデル化を示す 1)．

振動ローラーはフレームと振動輪の 2 質点系にモ

デル化され，フレーム-振動輪-地盤間はバネとダッ

シュポットで結ばれる． 

 
図－1 振動ローラ－地盤系のモデル化 

モデル化した 2 質点系の強制振動は一般的に以

下の式で表される． mଵxሷ ൅ kଵሺx െ yሻ ൅ cଵሺxሶ െ yሶ ሻ＝mଵg …………(1) 

 mଶ	yሷ ൅ Rሺtሻ െ kଵሺx െ yሻ െ cଵሺxሶ െ yሶ ሻ 
   ൌ mଶg ൅ F଴ sinሺ2πf଴t െ δሻ …………(2) 

 
式(2)の δ は振動輪と起振機の位相差を表す．ま

たR(t)は振動輪が地盤から受ける地盤反力であり，

式(3)のように表される．地盤反力 R が負値をとる

ときにはkଶ ൌ cଶ ൌ 0とすることにより振動輪が地

盤から飛び上がる現象を表現することができる． 
 Rሺtሻ ൌ kଶy ൅ cଶyሶ ……………………………(3) 
 
式(1)～(3)を用いれば地盤反力Rを求めることが

できるが，その際には振動輪と起振機の位相差 δ
が必要になる．位相差 δ については，起振機内に

タイミングセンサーを設置して直接求める方法，

振動輪に特定の角度を持った加速度ピックアップ

を 2 つ取り付けて求める方法 2)などがある．位相

差 δ が求まれば地盤反力 R と振動輪の変位関係を

求めることができる．図 2，3 にその一例を示す 3)． 
図-2 は振動輪の跳躍が無い場合，図-3 は振動輪

が跳躍する場合を表す．これらの図からグラフの

傾き Ks を求めることで締固めている地盤の地盤

剛性が推定できるとされている． 
 

 
図-2 地盤反力 Rと振動輪の変位の関係 3) 

（跳躍が無い場合） 
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図-3 地盤反力と振動輪の変位の関係 3) 

（跳躍がある場合） 

 
上記の方法では振動輪の加速度のみを計測しフ

レームの加速度は計測しないのが一般的であるが，

フレームの加速度を計測することでより正確に地

盤反力 R を評価することができる．その場合，地

盤反力を表す式(3)と共に，式(1)と(2)を用いて導い

た以下の式(4)も地盤反力 R を評価する式として利

用することができる． 
 

 Rሺtሻ ൌ mଵሺg െ xሷሻ ൅ mଶሺg െ yሷ ሻ ൅F଴sin	ሺ2πf଴t െ δሻ ………………(4) 
 

式(4)においてフレームの加速度 xሷ 	と,振動輪の

加速度 y	ሷを計測し，計測値を累積誤差を排除しな

がら積分することでフレームと振動輪の速度及び

変位が求められる．また式(3)と(4)に含まれる振動

輪と起振機の位相差δについてはフレームと振動

輪の加速度を計測し式(3)と(4)式を用いることで

推定することが可能になる． 
 これらの式の妥当性の検証のため，実験用盛土

地盤作成し振動ローラでの締固め試験を行った．

締固め時の振動ローラの加速度波形と締固め後に

IR と小型 FWD 試験機を用いて盛土の地盤情報を

取得し，得られたデータから算出された地盤剛性

比較した． 
３．現場実験の概要 
 建設現場の一角に盛土地盤を作成し転圧実験を

行った(図-4)．各地盤は，粘性土，礫混じり土およ

び粒度調整砕石の 3 種類の材料を用い，まき出し

厚さは 60cm とした． 

 
図－4 現場試験地盤と計測位置 

 

 図-4に示す計測位置においてRIによる密度試験

と小型 FWD 試験を行った．RI 試験は透過型の計

測器を用いた．盛り土材料の粒土分布を図-5 に，

材料諸元を表-1 に示す． 
 

 
図-5 盛土材料の粒土分布 

 
表-1 盛り土材料諸元 

     材料名

項目 
粘性土 礫混じり土 粒度調 

整砕石 

自然含水比(%) 15.2 4.3 6.4 

最適含水比(%) 13.7 6.8 8.9 

均等係数 50.5 70.3 － 

曲率係数 2.8 0.8 － 

分類名 殺粒分質

礫質砂 

細粒分混じ

り砂質礫 

－ 

土粒子密度(g/cm3) 2.653 2.652 2.667 

 
表-1 から，本実験では 3 種類（粘性土，礫混

じり土，粒土調整砕石）の土質材料で試験盛り土

を造成したが，当初粘性土と評価していた材料は

最大粒径が 75mm の礫を含む材料であり砂質土と

分類される材料であることがわかった（混乱を避

けるため以後も粘性土と表記）．粘性土の含水比は

15.2%で最適含水比より若干大きい状態であり，礫

混じり土および粒土調整砕石は最適含水比よりや

や小さい値であった． 
 表-2 に使用した振動ローラの諸元を示す．振動

ローラは酒井重工業製 11t 級 Sv512D-1 を用いた． 
 

表-2 振動ローラの諸元 

機種名 SV512D-1 11t 級 

質量(t) 
フレーム(m1) 1865 

振動輪(m2) 6350 

寸法(mm) ロール径/ロール幅 1544/2130

起振力 F0(kN) Low/High モード 181/260 

振動数 f0(Hz) Low/High モード 33/26 

 
 盛土地盤に 8 回の締固めを行い，走行前，1，4，
8 回目の締固め終了後に IR と小型 FWD 試験機に

よる計測を行った．締固め時の走行速度はすべて

低速度で行い，締固めの振動については，1 回目は

Low モード，2 回目以降は High モードで締固めた． 
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４．実験結果及び考察 

4.1 IR による密度試験結果 

図-6 に IR による密度計測結果及び締固め実験

後に行った各試験盛土の締固め試験から得られた

最大乾燥密度を用いて算出した締固め度を示す．

図-6 より，いずれの試験盛土においても締固め回

数が増加するにつれて締固め度が増加しており，

粘性土については締固めを行わない時点から締固

め度が大きく，締固め 1 回目で 90%以上の締固め

度を示している．また礫混じり土と粒土調整砕石

は転圧前の締固め度は若干異なるが転圧 4 回目以

降ではほぼ同じ締固め度になっていることがわか

る． 
 

 
図-6 試験盛り土の転圧回数と締固め度の関係 

 

4.2 小型 FWD 試験による地盤反力係数計測結果 

図-7 に小型 FDW 試験による地盤反力係数

（K30 相当値）の計測結果を示す． 
粘性土は，RI による密度試験結果と異なり転

圧回数が増加するにつれて地盤反力係数が低下し

ている．礫混じり土と粒土調整砕石は RI による密

度試験結果と同様に地盤反力係数が増加する結果

となった．粘性土については転圧によって盛り土

の締固めがあまり進まず，練り返しの状態になっ

ている可能性がある． 
 

 
図-7 転圧回数と地盤反力係数(K30 相当）の関係 

 

4.3 加速度計測値からの地盤反力の算定 

 振動ローラのフレームと振動輪の加速度計測結

果を積分し式(4)を用いて起振機と振動輪の位相差

δ を求めることにより，地盤反力-変位関係が得ら

れる．各試験盛り土での転圧回数による地盤反力-
変位関係の変化を図-8～10 に示す．各グラフにお

いて変位の方向は図-1 に示したモデル化と同じく

鉛直方向を正方向として描いている．  

 

 

図-8 地盤反力-変位関係（粘性土） 

 

図-9 地盤反力-変位関係（礫混じり土） 

 

図-10 地盤反力-変位関係（粒土調整砕石） 

 

図-8～10 から各試験盛り土の 1 回目について

は振動ローラの Low モードで締固めを行っている

ため 4 回目と 8 回目とは傾向が異なっているのが

わかる．また，粘性土の 4 回目と 8 回目では小型

FWD による地盤反力係数（K30 相当値）が減少し
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ているが，図-8 に示す地盤反力-変化関係において

もグラフの面積が減少しその傾向が現れている．

逆に礫混じり土及び粒土調整砕石では小型 FWD
による地盤反力計測値が増加しているが，図-9，
10 に示されているようにグラフの面積が増加して

おり，この場合もその傾向が示されている． 
図-8 の粒度調整砕石では 4 回目以降のグラフ

を見ると変位のマイナスエリアに直線部分が現れ

ているが，これは地盤反力の増加無しに変位が上

方向に増加している事を示し，跳躍状態を表して

いることがわかる． 
地盤反力-変位関係のグラフは地盤剛性値と密

接に関係していると思われるが，これらのグラフ

は地盤と振動輪の相対的な位置関係によって刻々

と変化する振動輪の接地面積の影響を含んでいる．

地盤反力-変位関係のグラフから地盤剛性を評価

するためには，何らかの方法でこの接地面積の影

響を考慮する必要がある． 
今回は各グラフの地盤反力と変位それぞれの

最大値と最小値を結んだ直線を求め，その直線の

傾きを各グラフから得られる変位幅から算出した

接地面積で除することで地盤剛性を評価すること

とした．図-11，12 にその原理を示す． 
 

 
図-11 地盤剛性の評価方法（粘性土：8回目） 

 
図-12 地盤剛性の評価方法（粒土調整砕石：8回目） 

 

図-12 に示すように，振動輪が跳躍している場

合の変位については跳躍部分を除いて評価するこ

ととした．このような方法で各試験盛り土での地

盤剛性値を算出した．算出した地盤剛性値と小型

FWD を用いて計測した地盤剛性（K30 相当値）と

の比較を図-11 に示す． 
 

 

図-13 算出した傾きと地盤剛性（K30 相当値）との比較 

 
図-13をみると 1回目 Lowモード時の傾きを除

けば，各地盤反力-変位関係から導いた傾きと，小

型 FWD 試験で求めた地盤剛性（K30 相当値）は直

線関係にあり良い対応を示していることがわかる． 
 

５．まとめと今後の課題 

振動ローラのフレームと振動輪に加速度ピッ

クアップを取り付けそれらの振動を計測し，フレ

ームの振動の影響も考慮することで振動輪と起振

機の位相差 δ を推定し，地盤反力 R を算定する手

法を開発した．開発した手法を検証するため，粘

性土，礫混じり土，粒度調整石の試験地盤を作成

し，実際に振動ローラで 8 回の転圧を行い，転圧

時のフレームと振動ローラの加速度を計測し，地

盤反力-変位関係を導き，変位幅から算出した接地

面積を考慮すことで得られる傾きの値が，小型

FWD 試験から導かれる地盤剛性（k30 相当値）と

良い関係があることが確かめられた． 
本方法は振動ローラに後付けで設置すること

が可能であり適用範囲が広いと思われる．今後は

本手法の他の地質の地盤での適応性について検証

し，現場での適用性の向上につとめる必要がある． 
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3) Anderegg, D.A., and Kaufmann, K., Intelligent compaction 
with vibratory rollers-feedback control systems in automatic 
compaction and compaction control, ,pp24-134, 
TransportationResearch Record No. 1868, Journal of the 
Transportation Research Board,2004. 
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19．IoT を取入れた次世代無人化施工システムの実現 

－ ICT を活用した赤松谷川 11 号床固工工事の無人化施工 － 

 
 

    株式会社熊谷組   北原 成郎 

  坂西 孝仁 

○ 飛鳥馬 翼 
 
 
１．はじめに 

IoT(Internet of Things = モノのインターネット)
とは，日常生活における身の回りのあらゆるモノ

がインターネットを介して情報をやり取りする能

力を備えていくという概念である。1990 年代には

「ユビキタスコンピューティング」，2010 年代前半

には「M2M(Machine to Machine)」などと呼ばれ，

機械同士の自律的な制御や連携を表す世界観とし

て認知されてきた概念であり 1)，今日では，

ICT(Information and Communications Technology = 
情報通信技術)の発展に伴い，注目を集めている。 

近年，土木業界においても IoT 導入への取組み

が行われ始めた。 
自然災害の多い日本では，台風や集中豪雨，地

震によって生じた土砂災害の復旧，火山の噴火に

伴って生じる火砕流や土石流の緊急復旧作業に当

たり，2 次災害の危険性があることから無人化施工

が採用されることが多い。平成 23 年に発生した東

日本大震災や，近年の局地的な豪雨や火山の噴火

の増加によって無人化施工は注目されるようにな

った。平成 23 年には超長距離遠隔操作実証実験 2)

が行われ，光ファイバケーブルや無線 LAN を使用

することにより，施工箇所から遠隔操作室までの

距離の制限が無くなり，オペレータは施工箇所よ

り離れた安全な場所から施工可能となった。 
一方で，少子化や若者の建設業界離れを背景と

して，土木業界において従事者の高齢化，減少に

よる人員不足の問題から，ICT を活用した施工管

理の効率化，生産性の向上が図られている。国土

交 通 省 が 普 及 推 進 す る CIM(Construction 
Information Modeling)は，計画から維持管理までを

3 次元モデルを中心に管理するシステムであるが，

施工時の CIM の活用が課題とされている。維持管

理をしていく中での施工時の情報は重要視されて

おり，施工過程の情報を可視化し，共有・活用し

ていく必要がある。 
当社では，次世代無人化施工としてネットワー

ク対応型無人化施工に情報化施工，CIM を取入れ

た最新の施工技術の現場への適応を進めている。

赤松谷川 11 号床固工工事(以下，本工事)では高度

化する無人化施工に対応するため，この次世代無

人化施工技術を総合的に取入れ実施し，平成 27 年

3 月に施工を完了した。 
多様化する施工工法や利用する装置に柔軟に対

応するため，光ファイバケーブルや無線 LAN を使

用したネットワーク対応型の無人化施工システム

を構築し，20 台の建設機械の運用・施工を実現し

た。この技術をベースとして現場では，ICT を活

用した施工支援システムを構築し，施工過程を可

視化したリアルタイムモニタリングシステムを実

現した。 
本報告では，これまでに例のない大規模次世代

無人化施工技術の実工事での成果を報告する。 
 

２．本工事概要 

本工事は水無川砂防基本構想に基づき，雲仙普

賢岳からの土石流災害から地域の安全安心な生活

を確保することを目的とした砂防施設を建設する

ものである。本工事施工箇所は土石流や溶岩ドー

ム崩落が発生する恐れのある警戒区域内であるた

め，作業員の安全を確保するため，施工は遠隔操

作による大型建設機械を駆使した無人化施工で実

施した。工事概要を表-1 に，工事位置を図-1 に示

す。 
 

表-1 工事概要 

工事名 赤松谷川 11 号床固工工事 
発注者 国土交通省 九州地方整備局 
工事場所 長崎県南島原市深江町上大野木場地先 
工期 平成 24 年 12 月 11 日～平成 27 年 3 月 30 日

主要工事 砂防土工 = 249,199m3 
 作業土工(床掘) = 一式 
 RCC コンクリート = 48,592m3 
 無人仮設備工 = 一式 
 仮設工 = 一式 
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図-1 工事位置 

 

３．無人化施工の概要 

3.1 ネットワーク対応型無人化施工システム

の概要 

 従来の無人化施工のデータ伝送は，特定小電

力無線，建設無線といった専用の無線機で伝送

を行っていた。そのため，建設機械の操作情報，

車載カメラ情報は個別の無線機が必要であった

(図-2)。今日では，超長距離遠隔操作実証実験の

成果により，IoT を取入れたネットワーク対応型

無人化施工システムが主流となり(図-3)，これに

より通信手段として光ファイバケーブルや無線

LAN 等の選択肢が増えた。 
無線 LAN は，現場に適した無線機やアンテナ

を自由に選定でき，ローミング機能※付録 1)がある

ため，無線基地局を複数用意し長距離無人化施

工にも対応できることが挙げられる。また，1 つ

の無線親機で複数の建設機械を遠隔操作可能で

あるため，本工事のように多くの建設機械を使

用する工事においては，無線周波数の干渉回避

やコスト削減といった面でも有効なシステムで

ある。 
3.2 本工事におけるネットワーク対応型無人

化施工システム 

 建設機械の操作データ，車載カメラデータ，

情報化施工データを全て IP(Internet Protocol = イ
ンターネット・プロトコル)化して伝送した。遠

隔操作室から無線基地局までの 400m 間は光フ

ァイバケーブルを使用して伝送した。無線基地

局から施工箇所までは最大 400m 程度距離があ

るため，無線の確実な配信のためクローラダン

プをベースとした移動式無線中継局(以下，無線

中継局)を設置し，無線親機を無線基地局に 4 台，

無線中継局には 3 台設置した。無線基地局と無

線中継局の間は，指向性は強いが，伝送量も大

きく，長距離伝送が可能である，25GHz 帯の高

速無線アクセスシステムを使用した。無線親機

と無線子機には 5GHz 帯の無線機を使用し，合計

20 台の建設機械を稼動させた(図-4，図-5，表 2)。 

 
図-2 従来の無人化施工システム 

 

 

図-3 今日の無人化施工システム 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-4 ネットワーク系統図 
 
 複数建設機械を制御するということは，デー

タの増加分だけ伝送経路に負荷がかかるという

ことであり，無線機のデータ伝送の限界が懸念

された。本工事においては初期においては単純

な通信接続だけではカメラ画像が乱れるトラブ

ルが頻繁に生じた。そこで，日々の施工時には，

稼動している建設機械のデータ伝送量を均すよ

うに，無線親機への通信接続を変更した。トラ

ブルが生じた際にはその都度データ伝送量を確

認し対処した。その結果，トラブルを少なくし

て画像データ等を安定して伝送することができ

た。 

平成新山 

赤松谷川 11 号床固工 

- 82 -



 
図-5 無人化施工設備平面図 

 
表-2 使用機械一覧 

使用機械 用途 
16t 級ブルドーザ コンクリート敷均し 
68t 級ブルドーザ 土砂掘削・敷均し 
0.45m3バックホウ 測量車 

0.8m3級バックホウ 多目的車 
1.4m3級バックホウ 施工盛土・土砂整形 
1.4m3級バックホウ コンクリートはつり 
3.5m3級バックホウ 土砂掘削 

45t 積ダンプトラック×3 土砂運搬 
36t 積ダンプトラック×2 コンクリート運搬 

11t 級振動ローラ コンクリート締固め 
0.45m3級トラックローダ コンクリート打継面清掃

10t 積クローラダンプ 散水車 
10t 積クローラダンプ 移動無線中継車 

路面清掃車 コンクリート打継面 
レイタンス吸引 

0.45m3級バックホウ カメラ車 
9.9m 級高所作業車 カメラ車 
6m 級高所作業車 カメラ車 

 

４．情報化施工の概要 

警戒区域内においては人の立入りが禁じられ

ているため，施工管理も無人化施工で行う必要

があり，本工事では無人化施工の支援を行うツ

ールとして情報化施工を取入れた。 

4.1 MG・MC 
バックホウとブルドーザには測量作業不要で

掘削・敷均し施工が可能となる，GNSS を活用し

た MG(Machine Guidance = マシンガイダンス)と
MC(Machine Control = マシンコントロール)を導

入した。特に MC は自動的にブルドーザの排土

板が動作するため，オペレータは前後進操作の

みで設計の高さに敷均すことが可能となり，

RCC コンクリート※付録 2)の出来形向上へと繋が

った。 

 

 
図-6 MG 施工状況 

 
MG・MC は，通常は建設機械の運転席で使用

するシステムであるが，当社ではネットワーク

対応型無人化施工システムに適用するために，

MG・MC の制御モニタ装置だけを操作室へ設置

することに成功した (図 -6)。MG・MC には

CAN(Controller Area Network) ※付録 3)が使用され

ており，CAN を LAN へ変換することによって制

御モニタ装置だけを建設機械から切り離して操

作室へ設置し，本工事のネットワークへ適用さ

せることができた。これにより，建設機械の運

転席で行わなければならなかった MG・MC の操

作が，操作室からいつでも操作可能となった。 
4.2 無人測量システム 
測量には無人測量システムを導入した。測量

装置本体はバックホウのアタッチメントとして

使用した。計測装置には GNSS受信機を搭載し，

その真下部に測量位置を確認するカメラ，測量

高さを計測する距離センサ，測量した箇所の位

置出しを行うマーキング装置を搭載している(図
-7，図-8)。これらを使用することで，無人化施

工にて出来形管理を実施した。 
 

 
図-7 測量装置 
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図-8 スプレーマーキング操作画面 

 
4.3 締固め管理システム 

振動ローラには GNSS を活用した締固め管理

システム(SiteCompactor)を導入した。GNSS によ

り車両位置を高精度に測位することで，転圧工

事をリアルタイムに管理することが可能である。

RCC 工法※付録 2)では工法規定として振動ローラ

で 10 回締固めることが定められており，このシ

ステムを使用することにより，転圧不足や過転

圧を防止することができ，RCC コンクリートの

品質向上へと繋がった。さらに，本工事よりロ

ー ラ 部 に 加 速 度 計 を 搭 載 し ( 図 -9) ，

CCV(Compaction Control Value = 加速度応答値)
を締固め指標として相対的な締固め状況を管理

した(図-10)。 
 

５．CIM の概要 
 CIM とは，調査から維持管理までを 3 次元モ

デルを軸に管理するシステムである。現場にお

いては施工部分が当てはまり，着工前・施工中・

完了時に分けることができる(図-11)。 
5.1 着工前 
 航空測量から現況の 3 次元モデル，設計図面

から掘削面や構造物の 3 次元モデルを作成した。

3 次元モデルにより任意の側線での断面表示が

可能となり，現況と設計図面とを照合すること

により工事数量の算出をした(図-12)。設計図面

の 3 次元モデルは先に記述した情報化施工での

施工図面として展開した。 
5.2 施工中 

CIIM(Civil Infrastructure Information 
Management)という計画から設計，施工，維持・

管理までの情報共有・活用することを目的に提

唱された概念 3)を使用して，当社では IoT を取入

れることによって施工管理におけるシステムを

構築した。 
各建設機械に計測機器として加速度計，GNSS

受信機，IC タグを搭載し，ICT を活用して情報

の取得を行うことで，施工過程の情報を可視化 

 
図-9 加速度計取付状況 

 

 
図-10 CCV 管理 

 

 
図-11 CIM 概念図 

 

 
図-12 現況，設計との照合及び断面表示 

 

カメラ画像

システム操作ボタン
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図-13 CIIM システムの構成イメージ 

 
し，リアルタイムで一元管理し，情報の共有・

活用を可能にするシステムを構築した(図-13)。
ICT としてインターネット，サーバを使用して情

報の収集・分析を行うことから，インターネッ

ト環境が整備されている場所であれば，施工情

報をリアルタイムで把握することを可能にした。

このシステムを使用することにより，現場と本

社・支店や発注者とのリアルタイムによる施工 
情報の共有が可能である。 
5.2.1 土工事の運行管理システム 
 ダンプトラックに GNSS 受信機を搭載してい

ることから，積込み場所から荷卸し場所までを 1
台 1 台管理することができる。どこの場所から

どの位置にどれだけの土量が荷卸しされたかの

詳細なデータも集約しており，測量作業をする

ことなくトレーサビリティを定量的かつ明確に

することを可能にした(図-14，図-15)。また，そ

の情報をリアルタイムで得られることから，進

捗状況に合わせた指示や施工条件の相違による

土運搬量の評価をした。 
5.2.2 RCC コンクリート打設管理システム 
 現場とコンクリート工場間をコンクリート運

搬するダンプトラックに搭載した IC タグと現場

及びコンクリート工場に設置された受信機によ

り，リアルタイムで進捗状況を把握すると共に，

コンクリートの練混ぜ開始から締固め完了まで

の時間管理(トレーサビリティ)を行うことで品

質管理を行った(図-16)。このシステムにより，

設計図書では 4 時間以内にコンクリート打設を

完了しなければならないところ，このシステム

により 3.5 時間以内でのコンクリート打設を可

能にした。 
5.2.3 安全管理システム 
 加速度計を使用しての工事用道路の評価をし

たハザードマップの導入を行い，安全管理の向

上を図った。ハザードマップを図-18 に示す。xyz
の 3 軸の加速度を解析することで，縦滑り，横

滑り，不陸のハザードを検出する。この数値は

道路の損傷の状態を表しており，同じ場所に連

続して発生することにより道路補修の時期を示

す 1 つの指標となった。特に無人化施工におい 

 
図-14 土工事の運行管理システム 

 

 
図-15 各建設機械の走行軌跡，土量 

 

 
図-16 RCC コンクリート打設管理システム 

 
ては，カメラ画像では工事用道路の状態を把握

することが困難なため，危険である箇所をリア

ルタイムに把握しながら建設機械を操作できる

ことは，オペレータ支援として非常に有効であ

った。 
5.3 完了時 
 既存ソフトを使用し，構造物の 3 次元モデル

に品質・出来形・写真等の施工データを集約す

ることで，データの一元管理を行った。3 次元モ

デルの打設ブロックをクリックすることで，施

工管理記録を瞬時に表示することができ，工事

完了後のデータ維持管理を容易にできる(図-19，
図-20)。また，竣工図書として発注者に提出する

ことにより書類の削減にもなる。 
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     縦滑りのリスク           横滑りのリスク           不陸のリスク 

 
図-18 ハザードマップ 

                           

 
図-19 構造物 3次元モデル 

 

 
図-20 出来形管理データの呼出し 

 
６．本工事の成果のまとめ 
 IoT を取入れたことによる本工事の成果を以

下に示す。 
・無線 LAN を計画的に使用することにより，20
台の建設機械を運用した。 
・情報化施工を取入れることにより，オペレー

タの施工支援となり，品質向上にも繋がった。 
・MG・MC において，CAN を本工事のネットワ

ークに適用させることにより，制御モニタ装置

を操作室へ設置させることができ，施工性の向

上へ繋がった。 
・3 次元モデルを作成することにより，計画・施

工管理・工事記録を容易にした。 
・3 次元モデルへ工事記録を集約することで，竣

工検査時の説明を容易にし，書類の削減にも繋

がった。 
・各種計測機器を建設機械に搭載することによ

り，インターネット上からリアルタイムに施工

管理を行うことを可能にした。 
・土工事では運行管理と土運搬量を，測量作業

をすることなくトレーサビリティを明確にした。 
・コンクリート打設管理では，設計図書では 4
時間以内に打設完了すればいいところ，3.5 時間

以内での打設精度による品質管理を行った。 
・ハザードマップを導入することにより，建設

機械の故障を未然に防ぎ，無人化施工における

オペレータの施工支援に貢献した。 
多様化する工法や装置，無人化施工の精度向

上，施工管理の効率化に対応するために IoT を

取入れることは非常に有効であり，当社におけ

る次世代無人化施工システムを確立した。 
 
６．おわりに 
 本工事では，IoT を取入れることにより，2 年

以上にも渡る大規模無人化施工工事を安全かつ

精度よく工事を完了することができた。 
益々ICT が発展していく中で，本報告での成果

が多種多様な工事へ適用されるように，現場支

援や技術開発をしていく所存である。 
 最後に，本工事の施工においてご指導いただ

いた国土交通省九州地方整備局雲仙復興事務所

の方々を始め，関係者各位に深く謝意を表す。 
 

付録 

1) 無線子機が移動した時に接続する無線親機を自動的

に切替える機能 
2) RCC(Roller Compacted Concrete)工法で使用される固

練りのコンクリート。RCC工法とはRCCコンクリート

をダンプトラックで運搬，ブルドーザで敷均し，振動

ローラで転圧して締固める工法である。 
3) 車両などの装置の通信として利用される双方向のネ

ットワーク 
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20．観測測位データのカルマンフィルタ処理による法面適応評価 
 

－ 設楽原 PA における GPS 測位データ処理の事例 － 
 

大成建設株式会社 技術センター ○近藤 高弘 

   

 
 
 
１．はじめに 

 広域で橋やトンネル等の構造物の変位や，災害

地域の地表面の変位等をモニタリング監視する事

は防災対策として有意義である。 

 一般に変位・変形を測定する手段として，層別

式沈下計・多段式傾斜計・挿入式傾斜計・トータ

ルステーション等を用いた測定が実施されてきた。 

 これらの測定機器は測定対象にセンサを設置し

その後配線や電力供給を行い，データ収集装置な

ど大掛かりな装置を必要とする。またはトータル

ステーションのように見通しが必要であったりし

て，システムへの電力供給およびデータ収集に問

題があり簡易に測定できない場合が多い。 

 広域を無線センサでかつ自立給電できるシステ

ムで，観測器設置のために特別な工事を行わずに

設置し測定できるワイヤレスセンサシステムが望

まれる。 

 簡易に設置できる変位計測手段としてＧＰＳの

利用が考えられる。 

 ＧＰＳを用いて連続測位観測すると，受信時の

衛星配置の変化等の影響を受けて安定した測位デ

ータを取得する事が困難である。 

本報告は太陽光発電による自立給電を用いたＧ

ＰＳ無線センサによる変位観測データを予測型フ

ィルタ（カルマンフィルタ）を用いた変位計測の

実施事例を紹介する。 

 

２．観測対象と観測機器 

 新東名高速道路設楽原パーキングエリア工事に

おいて，標高差約９０m(１３段)の長大切土の施工

にあたり動態観測の対象とした。この切土斜面の

地質はマサ状に風化した石英閃緑岩からなり，路

線にやや斜交する数条のリニアメントや低速度帯

が認められることから工事中および長期的な切土

の安定性が懸念されていた。  

 そこで施工に伴う切土前後における法面挙動を

監視するため地表面と地中の動態観測を行う事と

した。以下に測定項目と観測機器を示す。 

 

・自動追尾トータルステーションによる地表面変

位測定３０箇所（１時間毎の自動測定） 

・パイプ歪計1箇所・挿入式傾斜計６箇所による地

中変位測定 (２週間に１度の手動測定） 

 

これらの観測機器は現場法面監視の機器として

採用された。 

本報告の検証事例として正式に採用された観測

機器とは別に新たに開発したＧＰＳ無線センサを

３箇所設置（１時間毎の自動測定）しその有効性

の確認を行った。 

 観測機器の配置を図-1に示す。 

 ＧＰＳ無線センサは1周波のＧＰＳ受信機

（GT8032）を採用し，アンテナは一般カーナビに

用いられているパッチアンテナ(au-15)を採用，

（無線モジュール(MU-1 1252MHz)とマイクロコン

トローラ(PIC16F877A)により制御されている。電

力供給はソーラパネルにより自立給電されノーメ

ンテナンスで観測測位が可能である。 

 基地局のＧＰＳ受信データとＧＰＳ無線センサ

で毎時５分間連続のＧＰＳ受信データを基地局に

転送し干渉測位を行った。 

法面切土施工は上段部の１３段目より下段に向け

施工を実施。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 法面の動態監視計測機器の配置 
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３．ＧＰＳ無線センサシステムの概要 

ＧＰＳ無線センサシステムはＧＰＳ無線センサ

本体とその測位データを伝送する無線中継機から

構成されている。 

各装置への電力供給システムは，太陽光発電（ソ

ーラパネル）による発電とバッテリー充電，およ

び無線センサ機器の電力を制御するコントローラ

で構成されている。図-2に電力供給システムの概

要を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-3にＧＰＳ無線センサおよび中継機の設置

状況を示す。ソーラパネル・バッテリー・機器の

消費電力（電圧・電流）を約1年間モニターし，有

効な太陽光発電の試算を行った。また，情報伝達

の中継機に関しては通信状況およびノード間の通

信遮断等に対応できる自律式ルーティングのネッ

トワーク試験を行った。図-3に示す様に現状のネ

ットワークに何らかの障害が発生した場合，自律

的にネットワーク構成を変更することが可能なシ

ステムである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 太陽光発電を用いた自立給電システムは，ソー

ラパネルの発電量とバッテリー容量の最適選定の

問題がある。ソーラパネル設置角の選定として冬

至の太陽高度＝90°-（設置緯度）-23.5°を南中最

高度としてパネル面に垂直に太陽光が当たる角度

で設置した。冬至におけるソーラパネルの発電電

力量を測定し，図-4 のグラフを得た。この結果を

基に，図-5 にソーラパネル発電電力量とバッテリ

ー充電時間の関係を示す。グラフに示す機器 1 日

当たり消費電力とパネルの発電容量の違いによる

充電時間の関係から，機器毎に最適なソーラパネ

ルの組合せをシミュレーションできる。 
 例えば，消費電力 2.03wh の機器では，ソーラパ

ネル40whを組合せると日の出から約3時間で夜間

消費した電力をバッテリー充電できることがわか

る。また，発電量の日変化を 1 年間通じて観察し

た結果，バッテリー容量は約 3 日分の消費電力容

量があれば十分であることが確認できた。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-1 法面の動態監視計測機器の状況 

図-2 電力供給システム 

ＧＰＳ 
無線センサ 

中継機

写真-3  GPS 無線センサと中継機の設置状況 

図-3 無線中継機の自律ルーティングイメージ 

図-4 冬至における太陽発電量の日変化 
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３．ＧＰＳ無線センサの変位観測解析手法 

 ＧＰＳ無線センサシステムは，ＧＰＳ干渉測位

方式を採用した計測システムである。純静的な変

位を対象とした。日々の変位量は数mm以下と極め

て小さいものとし，短時間の観測データを精度よ

く変位を推定する解析手法を用いた。 

 ＧＰＳ衛星kから送信された電波を受信機iで時

刻tに受信した場合の搬送波の位相を  tk
i とする。 

 対流圏遅延や電離層遅延のノイズを無視すると，

搬送波位相の二重差  tkl
ij は以下式になる。 

       ttNtXt kl
ij

kl
ij

kl
ij

kl
ij

kl
ij   , ---（1） 

ここで
kl
ij の二重差は以下のように計算される 

  l
j

l
i

k
j

k
i

kl
ij     ----（2） 

 tXkl
ij , は衛星と受信機間の真の距離の二重差

kl
ijN は整数値バイアスの二重差 

 tkl
ij はアンテナ誤差の二重差 

 tkl
ij は種々のノイズの二重差 

λはL1帯の搬送の波長である。 

 静的な変位モニタリングを想定し，受信機の初

期位置を何らかの方法で決めれば，その後の位置

は数cm精度で把握できる。 

 その場合，（1）式の右辺の整数値バイアスの二

重差は既知とすることが可能となる。 

 ここで受信機の初期位置を 0X ，ある時刻におけ

る変位を X ，その時の受信機の位置を X とする

と（3）式を得る。 

 XXX  0    ---（3） 

これを式（1）の  tXkl
ij , に代入し， X につい

て線形化した後に計算可能な量を左辺へ移項する。 

   

 tz
z

y
y

x
x

tXt

kl
ij

kl
ij

kl
ij

kl
ij

kl
ij

kl
ij






















 ,0

---（4） 

幾つかの衛星について（4）式を取得し，これを

解けば変位ベクトル  zyxX  ,, を推定する

事ができる。 

 

４．観測データの改善方法の検討 

 ＧＰＳ無線センサの干渉測位解析手法により観

測結果の大幅な改善が認められた。 

 実際に定時的に観測すると，観測時刻による衛

星の配置の違いなどから観測結果に変動が発生す

る。その改善方法として観測データの平滑化を以

下の条件で検討した。 

 ・変位は緩慢に変化して発生する。 

 ・急激な変位（段差）は発生しない。 

 以上の条件での有効な平滑化を検討。 

 一般的に考えられる平滑手法として移動平均法

がある。移動平均による平滑化は現在値から過去

のある時点までの値を平均化し処理する方法ある。

そのため平滑化した時点で過去からの結果に大き

く影響を受けることになる。 

 信頼ある改善処理として，カルマンフィルタ処

理がある。カルマンフィルタは，系統誤差とシス

テム誤差の分散量を過去の測定値からベイズ推定

し現在値を推定する方法である。 

 一見この2つの処理は同じ結果を齎すかのイメ

ージを与えるが，移動平均は過去の観測値のみで

結果を得る方法である。それに対してカルマンフ

ィルタは観測値の誤差分散を推定して確からしい

値を得る方法である。 

 ・単純に過去の観測値を平均化処理する方法（移

動平均） 

 ・観測値の誤差分散を推定処理する方法（カル

マンフィルタ） 

 カルマンフィルタの有効性を移動平均処理との

比較でシミュレーションする。 

比較データは，三次関数を真値とし真値の中心

に乱数を発生しその値を観測値として処理する。 

・関数（三次関数）により真値を定義する。（この

0 90

10

20

30

3 6
時間 h 

消費電力 5.00 wh の機器 

P = 80 wh 
P = 40 wh 
P = 20 wh 
P = 10 wh 
消費電力 2.03 wh の機器 

図-5 ソーラパネル発電電力量と充電時間 
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値を仮の真値とする） 

・真値を中心に±30mmの幅で乱数を分散発生させ，

これを観測値として取り扱う。 

・カルマン処理後の波形比較がほぼ同じになるよ

うに移動平均処理は過去50データの処理とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図-6にシミュレーション結果を示す。カルマン

フィルタは，誤差はあるが真値の変化に即応した

計測値を示している。それに対し移動平均処理で

は，真値と現在値との遅れが発生する。 

 当然ながら移動平均量を大きくすればさらに遅

れは大きくなる。 

 以上の結果よりカルマンフィルタの適応を考え

る。 

 

５．カルマンフィルタの概要 

 カルマンフィルタは1960年代米国で宇宙開発に

おける人工衛星の軌道推定に成功し広く知れわる

ようになった。現在では観測値をカルマンフィル

タ処理することで広く応用され普及している。 

その多くが観測値の誤差分散の大きな観測デー

タを確率推定する事で信頼性と安定性を確保する

ものである。 

 カルマンフィルタは確率的な枠組みで状態推定

を検討する手法である。状態とはある時刻におけ

る信号に含まれる不確定な要素（ノイズ）を除い

た量を指す。 

 ある時刻においてノイズ（雑音）の混入した時

系列信号を観測した時，その背景にある量を，そ

の 時 刻 に お け る 測 定 可 能 な 観 測 信 号

 kiyi ,...2,1,  と時系列の状態空間モデルを用い

て推定することがカルマンフィルタの目的である。 

 カルマンフィルタは以下の状態方程式と観測方

程式から定義される。 

  kkk GwFxx 1  -------状態方程式 

  kkk vHxy     ------観測方程式 

 上式の状態空間モデルを図-7に示す。 

 kx はｎ次元状態ベクトルで，Fはｎ×ｎ行列，

G,Hはｎ次元列ベクトルである。 kw は平均値0，分

散
2
w の正規分布の白色雑音として，システム雑音

と呼ばれる。 kv は平均値0，分散
2
v の正規分布の

白色雑音として，観測雑音と呼ばれる。 kw ， kv は

互いに独立であると仮定する。またG,H,Fの確率変

数ベクトルは既知であると仮定する。 

以上の条件で状態空間モデルを設定した。 

 以上のモデルから，設定されたシステム雑音お

よび観測雑音と観測結果 ky の値から kx を推定す

るものである。 

 カルマンフィルタは観測信号から状態を推定す

るため移動平均処理の様な現在値の遅れは発生し

ない。また明らかに観測値が推定結果と大きく異

なっている場合にも，観測値の結果が大きく変動

する事は無く誤差の推定範囲内として処理される。 

 カルマンフィルタは観測雑音の設定を適正に選

択する事で目的の安定性を得る事ができる。この

観測雑音の設定値の大きさでどれだけ深く過去の

測定結果を参照し推定を行うかが決定される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．観測法面の変位計測結果 

 新東名高速道路設楽原パーキングエリア工事に

おける法面切土施工で当初懸念された安定性にお

いて，現場法面動態観測の結果以下の変位を観測

する事ができた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-6 移動平均処理とカルマン処理の比較結果 

図-7 カルマンフィルタの状態空間モデル 

図-8 No.6 のパイプ歪計の計測値の変化 
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 図-8に示すように3月上旬に切土掘削作業によ

る影響と考えられる，No.6のパイプひずみ計の深

度2ｍ付近で微量な累積ひずみを検知。その後6月

上旬には図-9に示すNo.7の挿入式傾斜計の測定結

果から初期の明らかな動きの兆候として累積合成

変位5mm程度を観測した。さらに7月上旬には図-10

に示す地表面変位計測として観測点8-1でX方向に

数mmの変位を観測した。同様の時期にNo.7の挿入

式傾斜計では深度15～16.5ｍ付近で明瞭なせん断

変位が現れ最大変位速度は0.33mm/日を示した。7

月中旬に5段目切土面に大きく変位が発生した。

No.7の累積合成変位量は10.6mmを観測した。 

同様に地表面変位計測の観測点8-1は最大12mm

程度の変位量を観測した。 

その後，押さえ盛土の施工を行い8月下旬以降は

変位の収束を確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７．GPS測位データのカルマンフィルタ適応 

 法面計測機器配置図（図-1）にあるように，Ｇ

ＰＳ無線センサ（ID-5）と地表面変位計測（8-1）

および挿入式傾斜計No.7とがほぼ同一箇所にあり，

各観測値の比較対応が可能となった。写真-1に示

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

観測法面の変位計測結果からNo.7の傾斜計と

8-1の地表面変位観測結果は同様な結果を得る事

ができた。対してＧＰＳ無線センサでの観測結果

は従来予想された様に測位観測時の衛星配列の違

いや，衛星仰角の違いによる差異から大きなバラ

つきが観測された。図-11に観測点ID-5のGPS測位

結果を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-9 No.7 傾斜計の累積変位量 

図-10 測点 8-1 の地表面変位量 

地表面変位 
8-1 

GPS（ID-5）

傾斜計 
No.7 

写真-4 法面の動態監視計測機器の配置状況 

図-11 GPS 測位結果 
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 このバラつきのある測位データをカルマンフィ

ルタ処理を行い地表面変位と比較した。図-12にＧ

ＰＳ測位値とフィルタ処理結果およびＴＳによる

地表面変位監測結果の比較を示す。バラつきのあ

るＧＰＳ測位値にカルマンフィルタ処理を行う事

で安定値が得られている事が確認できる。 

 ＧＰＳ測位結果の三次元座標値は南北方向がＹ

軸方向，東西方向がＸ軸方向となる。しかし現場

のＸ軸方向は法面に平行にＸ軸を設定しているた

め，本結果のＹ軸とは20度程傾きがあり測位デー

タに20度の回転補正を行い比較した。 

 従来のGPS測位データでは観測値のバラつきが

大きく全体的な傾向を把握する事は出来ても動態

観測には不向きであった。しかし本手法を用いる

事で，動態観測の利用が可能になった。また，通

常ＴＳ等の観測では見通し範囲内で観測されるが，

ＧＰＳ測位では見通しできない広い範囲の観測が

可能となる。 

 
」 

 
 

 
 

 

８．おわりに 

 本手法により，観測値を確率的に状態推定を行

うカルマンフィルタを用いる事で観測値の安定性

と信頼性を確保しより実用に向けた手法として検

証する事ができた。 

 今後はこの手法を他の計測値へ応用する事で，

より信頼性を向上できるものと考える。 

しかしこれらの平滑化処理の問題点として観測

結果に急激な異常値が発生した場合を推定する事

は次の重要な研究テーマであると考えている。 

 近年では大型プロジェクトの施工に伴い，観測

データの大量化が進みそれらの扱いにも何らかの

確率的なフィルタリング手法の必要性を強く感じ

ている。 

 次世代の計測手法として，単に測定する時代か

ら測定値に含まれる真値とノイズを含め，どの様

ように理解し表現するか，この事が非常に重要で

あると考えます。 
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21．狭小敷地における特殊運搬台車による大型PC床版の取付工事 

 

 
 

東急建設株式会社 ○ 大峰 秀之 

  西尾 仁 

  渡邉 高朗 
 
 
１．はじめに 

川崎市内の区役所庁舎改築工事において、全長

約 15ｍ、重量約 153kN の大型 PC 床版の設置工事

を、2014 年 5 月から 9 月に掛けて実施した。本工

事場所は住宅街に位置し、隣接する旧庁舎を使用

しながら新庁舎を建て替えるため敷地に余裕がな

く、PC 床版の搬入も制約が大きい。最大の懸案事

項は PC 床版の揚重であった。大型の定置式クレー

ンを設置する場所はなく、クローラクレーンでは

すべての範囲をカバーすることは困難であった。

そこで当社が保有する特殊運搬台車を活用し、大

型 PC 床版の設置工事を実施することとした。 

当社では大型 PC 床版設置工事の安全と省力化

向上をめざし 2008 年から PC 床版運搬取付装置の

開発を進め、現場導入を実施している。本装置は

PC 床版を把持しながら走行させ、昇降する機能を

搭載し、PC 床版を任意の位置に設置が可能なもの

である。本論文では本装置の採用経緯、装置の仕

様、実施工の結果について報告を行う。写真-1 に

装置全景を示す。 

 

 
写真-1 装置全景 

 
 

２．建物工事概要と工法の選定 

2.1 建物概要 

表-1 に建物概要を、図-1 に完成予想図を示す。 
表-1 建物概要    

工事場所 ： 神奈川県川崎市 

建物用途 ： 区役所庁舎 

建物規模 ： RC 造（一部 S 造 SRC 造） 

       免震構造 地上 4 階塔屋 1 階 

建築面積 ： 2,424.98 ㎡ 

延床面積 ： 8,444.41 ㎡ 

敷地面積 ： 9,177.74 ㎡ 

 

 

図-1 完成予想図 

 

2.2 建物の配置条件 

敷地は概ね南北に細長い形状を呈している。建

物は南北に 77.1m、東西に 32.8m の全長を有し、

敷地境界との距離が少なく狭小な条件といえる。

また建物は大きく二つのエリアに分けられる。一

つは PC 床版工法エリアであり、他方は在来工法エ

リアである。PC 床版工法エリアは在来工法エリア

と比較すると全長が長く、揚重クレーンからも遠

い位置にある。 
図-2 に建物配置図を示す。 
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図-2 建物配置図 

 

2.3 PC 床版 

PC 床版は全長が 15.6m 若しくは 15.9m、幅が

1.6m、高さが 1.15m であり、あらかじめ工場製作

の段階で PC 鋼線を配しプレストレスト緊張力を

与えられている。現場の所定位置に配置されると

スラブ配筋を行い、トップコンクリートを厚さ 100
㎜打設し完成する。PC 床版の重量は 152.9kN であ

り、設置階は 2、3、4、R 階の 4 層である。図-3
に PC 床版を示す。 

 

 

 

図-3 PC 床版 

 

2.4 工法の選定 

本建物は免震構造となっている。当初計画では

基礎部分の施工後、在来工法エリアをあと施工と

し、基礎部分に構台を設置してクローラクレーン

にて PC 床版を設置する予定であった。図-4 に当

初架設計画図を示す。 
 
 

 
図-4 当初仮設計画図 

 
しかし、在来工法エリアには電気室、受水槽室、

中央監視室等、内装工事に時間が掛かるものが多

く、工期厳守が困難であった。また、PC 床版設置

後、次階のPC床版設置までの間、待ち時間があり、

クローラクレーンの稼働率が良くない状況であっ

た。図-5 に建物断面図を示す。 

 

 
図-5 建物断面図 

 

定置式クレーンでの検討を行ったが、作業半径

60m、定格荷重 156.8kN と大型クレーンが必要とな

り非常に不経済となってしまう。以上の検討結果

から PC 床版の施工にはクローラクレーンと特殊

運搬台車の併用として計画を実施した。 
揚重機械は 1,176kN（120tf）クローラクレーン（タ

ワー仕様）を選定した。図-6 に修正仮設計画図を

示す。 
 

 
図-6 修正仮設計画図 

 

３．特殊運搬台車の製作 

3.1 これまでの実績と要求性能 

表-2 要求性能 

PC 床版長：15.6ｍ 

重量：152.9kN 

施工階高変更：4,100～5,000 ㎜ 

壁際に設置が可能 

積載した PC 床版は上下、左右、前後、回転位

置制度が±3 ㎜で据付可能なこと 

 

当社では 2006 年より、数本の硬質ゴムタイヤを

在来工法エリア

PC 床版工法エリア 

15.6m or 15.9m 1.6m

1.15m
 

在来工法エリア

あと施工 

構台 

クローラクレーン 
運搬台車使用範囲 直接架設範囲 

クローラクレーン特殊運搬台車

PC 床版工法エリア

免震構造 

在来工法エリア 
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同一軸で固定される「重負荷車輪」を開発してい

る。これにより小型で経済的な運搬台車の製作が

可能となり、鉄骨運搬台車や軌陸式運搬台車等を

製作し現場へ導入している。また、東京都内の中

学校新築工事にて PC 床版運搬台車の導入実績も

ある。 
今回は3本のタイヤを接合し一体型車輪とした。

2 個の一体車輪で台車ブロックを構成する。タイヤ

総数は 24 個となり、タイヤ 1 本当りの許容荷重は

14.7kNであるので、352.8kNまで載荷可能である。

表-2 に今回の要求性能を、写真-3 に重荷重車輪を

示す。 
 

 
写真-2 重荷重車輪 

 
3.2 特殊運搬台車 

 前述の通り、中学校新築工事にて導入実績があ

るが、当時と比較すると床版長が約 1.5 倍、質量が

約 2 倍であったため大幅な見直しを実施した。今

回区役所庁舎改築工事へ導入した運搬台車の性能

は表-3、図-7 の通りである。 
 

表-3 運搬台車性能 

全長：9,500 ㎜、全幅：2,400 ㎜、全高：2,870 ㎜

装置重量        ：132.3kN 
昇降ストローク  ：650 ㎜ 
前後スライド    ：1,050 ㎜＋300 ㎜ 
左右スライド    ：±80 ㎜ 
テーブル回転角度：±120° 
走 行 速 度 ： 低 速 3m/min 、 中 速 7m/min 、

高速 10m/min 

 
今回装置の見直し（改良）を実施したが、特筆

すべき点は 2 点ある。1 点目は昇降ジャッキの追

加である。前回はセンタージャッキのみでの昇降

であったが、今回は補助ジャッキを 4 台追加して

能力向上を果たした。またこれにより、PC 床版を

乗せる回転テーブルがピッチング、ローリングさ

せることが可能となった。写真-3 に補助ジャッキ

追加状況を示す。 
 

 
写真-3 補助ジャッキ追加 

 
もう 1 点は、今回の区役所庁舎では壁際に PC

床版を設置する必要があったため、把持装置を 300
㎜スライドする機能を追加した。写真-4 にスライ

ド機構追加状況を示す。 

   
写真-4 スライド機能追加 

 

  

センタージャッキ
補助ジャッキ

スライド

300 ㎜ 

図-7 基本機能説明図 

回転±120昇降 
650 ㎜ 

前後スライド 
1500 ㎜ 

左右スライド 
±80 ㎜ 
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４．施工順序 

 PC 床版設置順序を図-8 に示す。 

4.1 PC 床版仮置 

 クローラクレーンにて揚重された PC 床版は事

前に組み立てた支保工上に仮置く。写真-5 に仮置

状況を示す。 

 
写真-5 PC 床版仮置状況 

 
4.2 PC 床版受取・運搬 

仮置された PC 床版を特殊運搬台車にて受取・

把持し、架設場所まで運搬を行う。走行は低速

（3m/min）にて行う。写真-6 に受取・運搬状況を

示す。 

 
写真-6 受取・運搬状況 

 
 

 

 
4.3 PC 床版据え付け 

据え付け場所まで運搬が完了したら、前後左右

の微調整を行いながら据え付けを行う。据え付け

位置の確認は㎜単位でレベル、トランシット、レ

ーザーポイントを使用しながら行う。写真-7 に据

え付け状況を示す。 

 
 
 
 

写真-7 据え付け状況 

 

５．おわりに 

 区役所庁舎における大型 PC 床版据え付け工事

においてクローラクレーンと特殊運搬台車を併用

することにより、当初計画の在来工法エリアをあ

と施工とすることなく同時に施工することができ

た。その結果躯体工程を約 2 ヶ月短縮することが

できた。 
 特殊運搬台車に把持装置を搭載した施工は当社

独自のものである。2008 年の第一回の導入と比較

すると PC 床版が大型化したが、装置を進化させる

ことにより取付精度、安全性を向上することがで

きた。本装置は今後も施工性の向上に寄与するも

のと期待する。 
 

 

① PC 床版仮置 

② 受取・運搬 ③ 据え付け

図-8 PC 床版設置順序図 
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22．小型多機能敷きならし機械による中小工事の合理化検討 

 

 
 

(株)ＮＩＰＰＯ ○ 梶原 覚 

西尾レントオール(株)  浦田 公雄 

 
 
 
１．はじめに 

近年、建設業界における就業者は減少し続けて

おり、特に技能労働者不足が顕在化している。全

産業の平均と比べても高齢者の割合が高く、さら

に入職率も低下していることから、今後の就業者

数減少は不可避であると明言されている 1)。この

ような環境の下、時間および予算ともに余裕がな

い現代の現場環境から、重機オペレータのような

技能労働者の育成は難しい状況にある。 
また、国内建設機械メーカ間では、3.1m 級モー

タグレーダや 4t 級ブルドーザなどの小型敷きなら

し機械が排ガス規制強化などの影響を受け、相次

いで生産を中止している。今般これらの問題に対

応すべく、従来の機械よりも操作が容易であり、

欧米で普及が拡大しているコンパクトトラックロ

ーダに着目し、導入した。ここでは、導入後の課

題と対策、および導入結果について報告する。 
 

２．コンパクトトラックローダの概要 

コンパクトトラックローダ（以下、CTL）とは、

車体下部に配置された左右の履体（クローラ）の

回転差および回転方向を変化させることにより走

行・旋回し、車体後方から伸びたアームによる積

込み機構を備えた小型の建設機械である。作業装

置はアタッチメント化しており、多種・多様な作

業に対応することが出来る。 
日本国内においてはこの CTL の前身である、走

行部がホイール式のスキッドステアローダが主に

畜産、農業の分野で多く使用されているが、CTL
自体の建設業への普及は殆どない。今回導入した

CTL の外観写真を写真-1に、主要諸元を表-1に示

す。 
 

2.1 既存機械との比較 

4t 級ブルドーザ（以下、ブルドーザ）との比較

写真を写真-2 に示す。機体の大きさはほぼ同等で

あるが、倍以上の出力があるエンジンを搭載して

いる。操作は基本的に左右 2 本のジョイスティッ

クの傾倒動作で行い、左側が走行操作、右側が作

業装置操作となっている。 

 
表-1 ＣＴＬ主要諸元 

走行制御方式 HST 
機械質量 4,520kg 
定格出力 61.9kw 
総排気量 3,319cc 
全長 3,740mm 

全幅（本体） 1,770mm 
全高 2,270mm 

ブレード幅 2,450mm 
ブレード高 584mm 

 

 

写真-1 ＣＴＬ外観 

 

 

2.2 作業時における操作 

敷きならしアタッチメントを取り付けて作業

を実施する場合、ブレードの上下動作は、右側ジ

ョイスティックの左右傾倒動作にて行う。チルト

およびアングル動作は、アタッチメント自体にそ

の機構が設けてあるため、ジョイスティックに設

置してあるボタンやトリガーを操作することによ

り行う。ブルドーザと比較して、作業装置上下動

作の回転中心が車体の前方にあり、且つその回転

アタッチメント CTL 本体 
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半径も短いため、過敏に反応する傾向があり、操

作方法を含め、ブルドーザに慣熟しているものに

とっては、扱いに若干時間を要すると思われる。 
 

 
写真-2 4t 級ブルドーザとの機体比較 

 

 

2.3 アタッチメント交換 

CTL はアタッチメントを交換することにより、

多種多様な作業に対応することができる。取り付

け部近傍のアーム部分に、油圧出力ソケットや電

源コネクタを備えており（写真-3）、それらを接続

することにより油圧を動力源とするアタッチメン

トを動かすことができる。交換作業は CTL 本体に

備わっている油圧ロック機構により、簡単・迅速

に行うことが出来る。油圧や電源を必要としない

アタッチメントであれば、オペレータは運転席を

離れることなく交換作業が出来る。 
 

 
写真-3 アタッチメント接続コネクタ 

 

2.4 動作の特徴と周辺視認性 

CTL はその走行体の機構から小回りが非常に

効き、履体もゴムであることから動きが俊敏であ

る。またその独特な構造上、アームやアームの支

点部分により視界が遮られるため、比較的後方周

辺の視認性が悪い。 

３．アタッチメント（敷きならし作業用）の課題  

この CTL に敷きならし作業用アタッチメント

を取り付けて作業し、ブルドーザのような敷きな

らし高さ精度を得るには、前述した操作性、動作

の特徴から手動操作では困難であることが確認さ

れた。 
自動制御について検討したところ、CTL 本体に

は自動制御機構が備わっていないため、自動制御

機構を備えた敷きならし作業用アタッチメント

（写真-4）にて対応している実状にあった。これ

らアタッチメントについて調査したところ、汎用

敷きならし作業用アタッチメントはオプションと

して CTL メーカから入手することが出来るが、自

動制御機構を備えた敷きならし作業用アタッチメ

ントは、一部の CTL メーカで扱っているがそのメ

ーカの専用品であり、汎用性がないことが確認さ

れた。 
また、価格が非常に高価であり、スペックの詳

細や精度が不明のまま導入するには、非常に困難

な状況であった。 

 
写真-4 自動制御機構を備えたアタッチメント例 

（ATI 社 LevelBest LASER GRADING BOX2）) 

 

４．課題への対応 

4.1 ＣＴＬ本体油圧回路改造 
前述の課題に対応するため、CTL 本体に改造を

施し、汎用敷きならし作業用アタッチメントでの

自動制御施工に対応することとした。 
バケットやアームを動かす油圧シリンダ駆動部

に電磁油圧バルブを組み入れ、アタッチメントに

は高さ、アタッチメントの取り付け部分には姿勢

（勾配）を確認するためのセンサ類を設置し、CTL
車内にはそれらを制御するための制御装置を搭載

した（写真-5）。 
 

写真-5 制御装置とレーザ受光器 

 

4t 級ブルドーザCTL 
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4.2 安全補機類の設置 

上記の改造と同時に操作環境で問題となって

いる後方周辺の視認性改善対策として、安全補機

類を設置した（写真-6）。バックミラーをアーム左

右に設置して車体側方の後方視界を確保し、車体

後部にカメラと車内にモニタを設置して車体後方

が確認できるようにした。モニタには補助線（ク

ローラ位置）を設けて、回送車両への積み込み作

業が安全に行えるようにした。 

写真-6 安全補機類（バックミラーとバックモニタ） 

 

５．制御方法の違いと出来形精度 

敷きならし高さの制御方法として、アームシリ

ンダ制御（図-1）とバケットシリンダ制御（図-2）

の 2 種類を検討した。前者はブルドーザ同様、支

点からの回転半径が長いため適切な制御が期待さ

れたが、支点が車体後方となるためアーム上下動

作が行われると、CTL 本体が前のめりに傾き「や

じろべえ」の様な状態となり、それを補正しよう

と更にアームが上下動するため、敷きならし面に

不陸が発生する結果となった。結果として手動操

作時と同様、後者のバケットシリンダ制御を採用

することとした。支点からの回転半径が短く、セ

ンサの高さ認識と上下動作のバランスの悪さを懸

念したが、敷きならし面への不陸発生もなく、制

御状態も良好であることが確認された。 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

６．実施工現場（路盤工）への導入 
関西の民間グラウンド工事現場の上層路盤工に

おいて、回転レーザを使用した当該機の自動制御

施工を実施した（写真-7）。アタッチメントを容易

に交換して作業が出来ることから、敷きならし作

業だけでなく、補足材料の追加作業（写真-8）、埋

め戻し材のふるい分け作業なども一台ですること

ができ、その機能性、有効性が確認された。 

 

 

 

6.1 施工結果 
施工の結果、計画値と実測値の差は標準偏差で

4.7mm を取得した（表-2）。この結果は、モータグ

レーダの 3DMC 仕様による自動制御施工結果とほ

ぼ同等であり、非常に良好であると言える。施工

速度は 7t級ブルドーザの 3DMC仕様とほぼ同等で

あり、問題ないレベルと言える。 
今回はブルドーザ同様の施工方法（転圧と敷き

ならしの分離施工）にて実施したが、クローラが

ブロックパターンを持ったゴム素材であるため施

工時に施工面を痛めることが少なく（写真-10）、

また後退速度も速いことから、モータグレーダ同

写真-7 施工状況（2DMC） 

写真-8 同一現場での材料配置作業状況 

回転レーザ

図-1 アームシリンダ制御 

図-2 バケットシリンダ制御 

アームシリンダ

バケットシリンダ

受光センサ 

支点 

支点 

刃先 

受光センサ 

刃先 
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様の施工方法（転圧と敷きならしの同時施工）を

適用し施工数量を伸ばすことも可能と思われる。 
 

表-2 出来形結果 

施工面積 約 1,000m2 
路盤材料 M-25 

最小値（min） -13mm 
最大値（max） +8mm 
平均値（ave） +2.2mm 
標準偏差（σ） 4.7mm 
データ個数（n） 46 個 

 

 

写真-10 敷きならし面におけるＣＴＬのクローラ跡 

 

6.2 ＣＴＬの有効性 
(1)コスト 

今回の改造にかかったコストは、自動制御機構

を備えた敷きならし作業用アタッチメントを購入

するより安く実施できた。 
従来機械との施工コスト比較は、従来機械はレ

ンタル等で安価に用意できるため、現時点では機

械損料そのものは高額となる。しかし、今回の現

場では CTL を導入したことによって、本来必要だ

ったショベルローダを削減することができた。ま

た機械が削減できたことから、人員（機械オペレ

ータ）、その他機械経費も削減することができた。

その他にも多くのアタッチメントがあり、導入す

ることにより更に機械を削減できる可能性がある。

このことから、複数の用途で活用することができ

れば、機械、人、運搬費それぞれ大幅なコストダ

ウンが可能と想定される。 
ただし、並行して行う作業が多い現場であれば、

時間的にロスとなる可能性がある。 
 
(2)安全性の向上 
 複数の機械を現場で稼働させるのに比較して、

機械が錯綜する環境がなくなることから、安全面

でも貢献できると考える。 
 
７．チルト動作への対応 

本施工には間に合わなかったが、その後の改良

によりチルト動作の自動制御に対応できるように

した（写真-11）。CTL にレーザ受光器を 2 個設置

しデュアルマストによる上下、チルトの自動制御

を確認した。2 軸勾配の自動制御に対応できるこ

とになったことから、今後 3DMC への対応も検討

する予定である。 
 

写真-11 デュアルマスト設置状況 

 

８．搭乗アンケートの実施 

重機作業経験の異なる 8人にこのCTLに試乗し

てもらい、その感想・評価を収集した。結論とし

て、「操作が簡単であり且つ快適に作業ができ、自

動制御により高い敷きならし精度が出せる」と言

う意見が 100％得られた。簡単な操作はもとより、

エアコン装備の運転席や、ゴムクローラにより走

行時の振動が少ないことなどが、快適性を感じさ

せているものと思われる。その反面この機械の特

徴である、「後方の死角が多い」という意見も多く

あがった。今後の CTL の普及を見据え、安全補機

類の更なる充実化などにより、改善するべき項目

である。 
 

９．おわりに 
今回の検証試験を通して、この CTL が舗装工事

現場における敷きならし作業機械として、十分有

効であることが確認された。また、建設業就業者

の減少が謳われている時代において、1 台が複数

の作業ができるという点も魅力である。 
現在当該機の後継機を導入準備中であり、研

究・開発の対象もそちらへ移行する予定である。

今後は積極的に小型工事に導入をはかり、その有

効性について検証を実施し、施工の合理化を追求

していく所存である。 
 

【参考資料】 
1) (一財)建設経済研究所 
2) ATI 社 HP：http://www.level-best.com 
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23．泥土圧シールドにおける掘削土の泥水輸送の有効性と 

高速施工設備について 
 
 

清水建設株式会社 ○ 吉澤 尚志 

  西川 泰司 
 
 
１．はじめに 

通常、小断面シールド工事における排土設備は

軌条設備による排土方法を主としており、軌条設

備の排土運搬サイクルにより 1 リング当たりの施

工時間に大きく影響を与える。そのため現場全体

の工程に大きく影響を与える事に加え，軌条設備

による事故のリスクにも多大な影響を与える。そ

こで高速施工及び安全性の向上を目指し，シール

ド掘削土の搬出方法に加水泥水輸送方式を採用し

た事例を報告する。 

２．現場概要および特徴 

施工場所である 1 級河川の下流地域は，古来よ

り米作を中心とした一大穀倉地帯を形成している。

この農業を支える基幹的用水路は老朽化が進んで

いるため，現在，開水路のパイプライン化が進め

られている。 
本工事は，深さ 30m の発進立坑から 2 工区同時

にシールド掘進を行い，全長 4.8km のトンネルを

築造した後，農業用水管路を布設するものである

（図－１） 
本シールド工事は以下の技術的特徴を有する。 
① 小断面（トンネル外径 2,450mm）かつ長距離（上

流工区 2,825m，下流工区 2,026m）のシールド

工事である。 
② 両工区とも河川横断箇所があり，横断時には渇

水期での施工が求められ，工程上の制約がある。 
③ 上記制約により，月進 450m の高速施工が必要

となる。 
これらの現場の特徴から長距離での確実な高速施

工を可能とするため，泥土圧式シールド工法を採

用しながらも，泥水式シールド工法と同様に掘削 
 
 
 
 
 
 
 
 

残土を流体輸送で搬出する方式である加水泥水輸

送方式を採用した。 
３．排土方法の変更経緯 

当初設計の排土方法は泥土圧式シールドでの軌

条設備によるずり鋼車による排土となっていた。

それに対し当社は技術提案にて圧送ポンプによる

排土方法を提案し，採用された。 
しかしながら，河川横断部は渇水期施工を求め

られおり，施工開始時期から算定すると渇水時期

中に河川横断部まで到達する高速掘進が課題とな

った。また，詳細施工検討を行い，圧送対象とな

る地層や，圧送ポンプによる排土にて考えられる

配管閉塞による工程遅延及び安全性低下のリスク

が予想された。 
その解決策として，圧送ポンプによる排土方法

から加水泥水輸送による排土方法の提案を発注者

に行い，協議を繰り返した結果，承認された。 
加水泥水輸送方式は泥水処理設備を設置するた

め，泥土圧シールドより設備用地が大きく必要で

ある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-2 発進基地平面図 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-1 路面線形図 

受変電設備

土砂ﾋﾟｯﾄ

ｾｸﾞﾒﾝﾄｽｯﾄｯｸｴﾘｱ泥水処理設備
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しかし，当現場では泥水処理設備を設置する用

地がなかったため，設備を立体的に配置する事で

泥水処理設備を設置することが可能となった。 
発進基地ヤードの設備配置図を図－２に示す。 

４．加水泥水輸送方式の有効性について 

加水泥水輸送方式の有効性について当初設計の

ずり鋼車による排土方式及び技術提案にて提案し

ていた圧送ポンプによる圧送方式と比較して次項

から示す。 
4.1 工期短縮 

当初設計のずり鋼車による排土方式では，掘進

速度は 30mm/min で設計されていた。 
しかし，ずり鋼車による排土方式ではずり鋼車

の入れ替えがサイクルタイムに影響する。また，

立坑でのずり鋼車とセグメント等の資機材の揚重

が重なり，排土に時間がかかることが予想された。 
それに対し，加水泥水方式での排土方法では，

ずり鋼車がないため，バッテリーロコによる搬送

がセグメントや資機材の少量となり搬送回数の低

減及び揚重回数の低減に繋がる。 
その結果，両工区の連続掘進ができると判断し

た。 
また，加水泥水方式では坑内に設置可能な流体

輸送のポンプサイズから掘進速度 60mm/min の高

速掘削が可能であると考えられた。よって，他の

設備計画は可能掘進速度である 60mm/min を元に

計画を行った。 
圧送ポンプによる圧送方式の場合，配管閉塞ト

ラブルが想定された。現象として一番考えられた

のは配管閉塞である。ボーリングデータから液体

分だけが先行して配管内を走り，砂分だけが配管

内に残ってしまう砂締めという現象が起こると想

定された。 
その場合，配管全体が閉塞する恐れもあり，工

程に与える影響が多大であると考えらえた。 
一方加水泥水輸送方式では，事象が異なり礫等

の固形物が配管接続部等だけに残留し，閉塞する

事が考えられた。その際は配管接続箇所だけの閉

塞物だけを取り除けばよく，工程に与える影響は

少ないと判断した。 
掘削実積としては 1 リング 1,000mm のセグメン

ト幅で 15min/Ｒでの掘削を平均とし，最大で

100mm/min の掘進を行った。最も重要であった河

川横断時には 515m/月の高速掘進を記録した。 
 上流工区及び下流工区の施工実積を表－１に示

す。 
4.2 安全性 
当初設計での排土方法はずり鋼車を用いた計画

であったが，立坑下からずり鋼車を吊り上げるた

め揚重回数が多い。それに対し，加水泥水輸送方

式の排土方法であれば資機材（セグメント，軌条

材，配管等）に限定されるため回数を少なく出来

る。これにより吊荷落下による事故リスクの低減

を図った。 
 またトンネル坑内を走行するバッテリーロコの

搬送回数も低減出来るため安全性は飛躍的に向上

する。 
 さらに，圧送方式による配管閉塞の場合は、配

管内全体にて閉塞が起こっているため，閉塞解除

を狭隘なトンネル坑内で配管交換をしなければな

らない。そのため，狭隘なトンネル内で重量かつ

長尺物を扱う事による事故のリスクが増大すると

考えられた。 
これら上記理由から加水泥水輸送方式のほうが

より安全性が高いと判断した。 
4.3 環境負荷低減 
ずり鋼車方式及び圧送ポンプ方式による排土方

式での残土処分について，福井市では 100％産業廃

棄物（汚泥）による処分であった。それに対し，

加水泥水輸送方式では，砂分と粘土分を泥水処理

設備により分級できる。その結果、当現場の想定

地層図から一次処理土（一般残土）と二次処理土

（産業廃棄物）に分けられることで，約半分が再

利用可能となった。 
 また，二次処理土に関しては，フィルタープレ

スでの処理により脱水減容化することで，下記の

環境負荷低減に繋がった。 
① 減容化により総排土量が減り，搬出車両である

ダンプの総台数が減る。これにより二酸化炭素

の排出軽減効果が見込める。 
② ダンプの走行台数が減る事により周辺道路等

における周辺環境負荷低減に繋がる。 
③ 脱水した水分については流体輸送に再利用が

できる。また，現場ヤードの清掃にも再利用可

能とする設備とした。 
 
５．高速掘進対応設備について 

 高速掘進かつ安全性を向上させた設備とするた

め下記の設備を計画段階で検討した。 
5.1 加水泥水輸送設備 

 加水泥水輸送設備は掘進速度 60mm/min を目標

とし，その速度を必達できる設備を計画した。 
また，泥水処理設備については高速掘進かつ 2

工区同時施工を想定して設備を計画した。 
主要な仕様について表－２に示す。 

5.2 軌条設備 

 高速施工に対応するため，坑内走行速度を

10km/h と設定し，セグメント等の資機材を搬送す

る計画とした。狭隘な空間での高速運転となるた

め，安全性向上の観点から，新たな人検知システ

ムを搭載したバッテリーロコを採用した。  
この人検知システムは、RFID を坑内歩行者全員
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に携帯させ，その RFID の信号を読み取り自動的に

バッテリーロコの警報・減速を行うシステムであ

る。 
また，バッテリーロコの追加の安全対策として

赤外線検知によりさらに減速し，最終的に接触バ

ンパーにより停止するシステムとした。 
これらのシステムにより安全運行システムを確

立した。 
人検知システムの概要を図－３に示す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
5.3 揚重設備 

 揚重設備については搬入車両の積荷を降ろす揚

重機と立坑内へ資機材を揚重するクレーンが同一

ではサイクルタイムに影響するため，それぞれ別

とした。 

また，立坑内にも揚重機を設置し，立坑上と立 

坑下にそれぞれストックエリアを設け、各々の揚

重機が独立して動けるように工夫した。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3 人検知システム概要図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

揚重機についてはスパン 30m×4.8t の異形門型

クレーン及び 30m×2.8t 異形門型クレーンの 2 基

を立坑上に設置した。立坑内には 6.3m×5.7m の架

台を製作し，そこにテルハクレーンとして設置し

た。 

5.4 セグメントストック設備 

通常はバッテリーロコでのセグメント供給とセ

赤外線センサー検知範囲 

1km/h に減速 

RFID 検知範囲（30m） 

3km/h に減速 

（15m） 

指向性アンテナ 

接触式緊急停止装置 

RFID タグ 
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1号到達立坑 3号到達立坑2号発進立坑

河川区域施工制限河川区域施工制限

上流工区

2014/02/05発進

2014/07/26発進

2015/03/18到達
2015/03/07到達

表-1 全体掘進実積 

使用場所 区　　分 数量 仕　様

送泥ポンプ台数 ２台 圧力制御　100～230ｋPa、合流管圧力伝送器0～500ｋPa

排泥ポンプ台数 １０台 流量制御　1.5m3/min、P2ポンプ揚程39ｍ　

最大掘進速度 6cm/min対応、掘削流量0.179m3/min

排土管理 一式 電磁流量計・γ線密度計、電磁流量計0～2m3/min　密度計1.0～1.5t/m3

中央監視操作システムPC ３台 MMI・EWS（Windows7)、流体自動操作・土量管理

送泥ポンプ台数 ２台 圧力制御　100～230ｋPa、合流管圧力伝送器0～500ｋPa

排泥ポンプ台数 ８台 流量制御　1.5m3/min、P2ポンプ揚程39ｍ　

最大掘進速度 6cm/min対応、掘削流量0.179m3/min

排土管理 一式 電磁流量計・γ線密度計、電磁流量計0～2m3/min　密度計1.0～1.5t/m3

中央監視操作システムPC ３台 MMI・EWS（Windows7)、流体自動操作・土量管理

一次処理装置 一式 乾砂重量：50t、処理水量3.4? /min

二次処理装置 一式 ケーキ排出量：7.3? /回、スラリーフィード圧力：0.59MPa、圧搾圧力：0.64MPa

下流

上流

地上
泥水処理設備

表-2 加水泥水輸送設備仕様
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グメントの組立は同時に行う。その場合，バッテ

リーロコでのセグメント運搬に時間がかかると組

立に待ちが生じ，組立時間も長くなる。 

長距離のシールドトンネルでは，組立待ちがお

きないようにバッテリーロコを複数台に増やして 

セグメントの供給待ちが生じないようにする。 

しかし，バッテリーロコを複数台にした場合は，

退避離合する複線区間が必要であるが，当現場で

は小断面のため複線区間を設けることができなか

った。 

そこで，後続台車にセグメントストック装置を

設け一回の運搬で大量のセグメントを供給するこ

とで供給待ちが生じないようにした。 

これによりバッテリーロコは自由に入坑・退坑

ができ，尚且つ坑内の単線化が図られ高速掘進が

可能となった。 

セグメントストック装置を写真－１に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
写真-1 セグメントストック装置 

 

７．施工状況 

 発進基地の状況について写真－２に示す。 

 掘進スピードとしては最大 100mm/min で高速掘

進を行うことができた。  

その要因として，合流管の送泥・排泥ラインの

取付角度を直線から切羽→坑口のように流れやす

くしたことにより，想定した地質での合流管での

閉塞を防止したことであった（写真－３）。 

しかし，礫優勢土層や硬質シルト層の掘進時に

おいて上流工区・下流工区ともに数回ではあるが

写真－４のような塊が排土され合流管部で閉塞し

た。 

その際は出来るだけ合流管部での作業を避ける

ため，流体輸送の流量や圧力調整をしながら閉塞

解除を行った。それでも解除できない場合は，合

流管部を解体して閉塞解除を行った。 

閉塞をさけるため，合流管部での圧力が高くな

り閉塞が起こる可能性が高いと予想される時は、

合流管部の圧力低下を行った。 

しかし，合流管部の圧力が低下しすぎると流体

輸送の圧力も減少し，切羽土圧も安定しないため、

適度な圧力管理が必要であった。 

また，掘削する対象地質が変わる毎に圧力も変 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
写真-2 発進基地状況 

 

化するため，圧力管理には心労を費やした。 

当現場では指示土圧に対し 10～20kpa 程度上乗

せして圧力を管理し，閉塞もなく切羽土圧も安定

して施工できた。 

 シールド工事において上流工区については平成

27 年 3 月 7 日，下流工区については平成 27 年 3

月 17 日にそれぞれ無事に到達した。上流側の最大

月進 516m/月，下流側の最大月進 421m/月をそれぞ

れ達成した。 

 

 

 

 

 

 

 
写真-3 合流管      写真-4 閉塞物 

 

８．おわりに 

本報告にあるように計画から施工まで無事掘進

が完了した。御指導下さった発注者の方々，及び

毎日現場にて必死に作業を進めてくれた関係各社

の方々にこの場を借りて感謝の意を述べたい。こ

れから工事は二次覆工に取り掛かる。今後も大き

なトラブルなく施工を進める所存である。 

 

 

発進立坑 

4.8t 門型ｸﾚｰﾝ

ｾｸﾞﾒﾝﾄｽﾄｯｸﾔｰﾄﾞ

土砂ﾋﾟｯﾄ

ﾌｨﾙﾀｰﾌﾟﾚｽ

振動篩

資材置き場
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24．定張力ウインチシステムと斜面舗装機械の開発 

 

鹿島道路(株)機械部  ○ 伊藤 圭祐 

 
 
１．はじめに 

 本報は斜面舗装の為に，新たに開発した定張力

ウインチシステムを取り付けた，定張力サブウイ

ンチポータ（以下，定張力 SWP）及び，新規に開

発した斜面舗装機械について紹介するものである。

また，それらを導入した現場事例についても紹介

する。 

定張力ウインチシステムとは，斜面での切削や，

清掃作業において，安全かつ円滑に作業を行う為

の定張力油圧回路を備えたウインチの事である。 

  

２．概要 

ここで述べる斜面舗装とは，ダムや調整池の表

面遮水壁をアスファルトコンクリートで構築する

舗装のことであり，アスファルトフェーシングと

も称される。当社では，斜面舗装に関する技術は

既に保有しており，過去に施工した実績も多数あ

る。しかしながら，補修を目的とした大規模な斜

面切削の実績例は無かった。そのため，効率的に

斜面切削を実施する為の機械開発が必要となった。 

通常，斜面上で機械作業を行う場合，その機械

の姿勢保持が重要となる。斜面勾配が緩く，施工

機械が斜面を滑落する事が無い角度以内で，自走

でも安全に作業ができる場合を除き，一般的には

斜面上部からのサポートが必要となる。そのため，

斜面勾配がきつくなるに従い，確実に施工機械を

保持しなければならない。しかし，施工機械をワ

イヤロープやロッドで固定すると，施工機械の動

きは制限を受け，自由に施工することを制約され

る。例えば，ウインチ等の巻き上げ装置を用いて

ワイヤロープで施工機械を保持すると，施工機械

の移動はウインチの巻き上げと巻き下げ速度に拘

束されるものとなり，施工機械自身が自由に移動

作業することを制約する。そこで，斜面舗装工事

に供用する施工機械のサポートシステムとして，

定張力ウインチシステムを開発した。このシステ

ムにより，斜面上の施工機械を安全に保持しつつ，

且つ，自由に施工移動できる。また，新規に開発

を行った斜面舗装機械は施工効率の向上と品質の

確保を目的としたものである。 

３．定張力ウインチシステム 

斜面施工機械にサポートが必要な場合，一般に

はウインチ等のサポート機械を堤頂に配置し，そ

こからワイヤロープを斜面施工機械に接続し，ウ

インチの巻き上げ，巻き下げにより施工機械の移

動を行う。しかし，通常のウインチの場合，斜面

施工機械はウインチの巻き上げと巻き下げ速度に

拘束されるものとなるため，施工機械の能力を最

大限発揮する事が出来ないばかりか，無理なウイ

ンチ操作により施工機械を破損する恐れがある。 

そこで図-１の概念図に示すように，施工機械重

量の斜面分力 F と同じ力 F´で釣り合うように反力

相当の力を滑車の先にウエイトで賄えば，施工機

械の斜面分力はキャンセルされ，自力で自由に移

動作業することが出来る。 

この考えを油圧ウインチに応用して，常にワイ

ヤロープを斜面分力相当 F´で緊張するシステムを

開発した。施工機械が下へ移動する時は，ワイヤ

ロープに F´を超える張力が働き，ワイヤロープは

巻き出される。逆に，施工機械が登板する時はワ

イヤロープが緩もうとするので，ウインチにより

ワイヤロープは巻き取られる。また，施工機械は

斜面上の任意の位置で停止する事も出来る。この

働きを担う「油圧回路」を組み込んだ定張力ウイ

ンチシステムを開発し，斜面補修工事に用いる

SWP に搭載した。 

F 

B 

A

W 
W´ 

F = F´
ω

F´´ 
図-１「定張力油圧回路」概念 

A ：ウインチ B ：斜面施工機械 
W ：施工機械重量 
W’ ：施工機械重量の斜面垂直方向の分力

F ：施工機械重量の斜面谷方向の分力 
F’ ：施工機械重量の斜面谷方向の分力に

相当する荷重 
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このシステムを備えた定張力 SWP は，斜面舗装工

事の安全作業，品質向上及び，工期短縮に貢献し

た。（写真-1） 

 
 

3.1 定張力ウインチシステムを用いた斜面切削 

斜面での切削作業を行う為には，斜面下側から

上側に向かって作業を行うか，斜面上側から下側

に向かい作業を行う方法がある。後者の方が切削

屑の処理等の点から，作業には効率的である。 
切削作業を斜面上側から下側に向かって行う場

合，滑落しない勾配上では，切削機は自走での施

工が可能ではあるが，安全を考慮して切削機をサ 

ポートする必要がある。しかし，切削機は切削深

さによる抵抗の差や，滑りにより，施工速度に差

が生じる。そのため，ウインチを一定速度で回転

させるだけの従来の施工方法では，ワイヤロープ

の弛みや張り過ぎに繋がり，作業効率も悪く仕上

がり面が不揃いになり，機器の破損に繋がる恐れ

も有る。定張力ウインチシステムにより，斜面上

においても水平自立走行での作業と同様の感覚で

の切削作業が可能となったことにより，切削精度

の向上や施工の効率化に寄与する事ができた。 
 

3.2 定張力ウインチシステムを用いた斜面清掃 

 切削作業後，油圧ショベルで切削材の撤去を行

うが，切削面には切削材の一部やダスト分が多く

残るので入念に清掃する必要がある。この清掃作

業には小型の搭乗型スイーパを使用して，小型切

削機と同様に，斜面の上側から下側に向かって作

業を行うのが有効である。この際，自走での施工

は困難であり，安全な作業を行う事と作業の効率

化を図るために，定張力ウインチシステムを使用

した。結果，安定した清掃作業が行え，人力清掃

に比べはるかに短期間で清掃作業を終了した。 

 
４．斜面舗装機械 
斜面舗装については，多様な現場状況に応じて

特殊機械を開発し，現場導入を行ってきた。しか

し，短期間で完了させなければならない補修工事

という現場条件に合わせ，従来機よりも機能と品

質の向上が求められ，新たに開発を行った。 
この度，斜面舗装に関して新規に開発を行った

機械はメインウインチポータ(以下，MWP)及び，

斜面舗装用アスファルトフィニッシャ（斜面用

AF）である。 写真-2 切削機使用状況 

写真-3 スイーパによる清掃作業状況 

表-1 定張力 SWP 仕様表 

定張力サブウインチポータ（定張力SWP）

小型切削機等の牽引及び運搬

全長 7,570mm

全幅 3,000mm

全高 3,000mm

14,100kg

110kW

定格荷重 20kN

動作速度 0～70m/min

　・定張力ウインチ機構搭載

　・デッキ旋回移動可能

機械名

その他特徴

使用目的

主要寸法

車体重量

エンジン出力

ウインチ能力

写真-1 定張力 SWP 全景 
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4.1 メインウインチポータ 

 MWP は主に斜面用 AF を牽引するための施工機

械である。SWP とは牽引する機械が異なるため，

より大きな能力のウインチが必要であり，且つ，

低速で巻き上げを行う安定性が求められた。 

斜面における舗装作業は，アスファルト合材（以

下，アス合材）の供給と抱えの点から，切削作業

とは異なり斜面下側から上側に向かって作業を行

っていく。そのため，アス合材を抱えた AF が自力

で斜面を上り，斜面舗装作業を行うことは困難で

あり，MWP のからのワイヤロープ巻き上げにより

斜面舗装作業を行う必要がある。そのため，MWP
のウインチには定張力ウインチシステムは取り付

けず，オペレータ同士が作業状況の確認をしなが

らワイヤロープを巻き上げ，舗装を行っていく。

また，MWP には現場条件に応じて，斜面上にて合

材供給を行う為のダンパ車を牽引するウインチを

搭載する事が可能であり，これは AF 用ウインチと

は独立して巻き上げ・巻き下げを行う事が出来る。 

 斜面舗装のスタート時は，細かな敷き均し調整

が必要である。この為，斜面用 AF の巻き上げには

超低速で巻き上げが行える様，微速巻き上げシス

テムを搭載した。これにより，安定したアス合材

の敷き均しが可能となり舗装の品質が向上した。 

 

 

4.2 斜面用アスファルトフィニッシャ 

この機械を新規に開発するに当たり，高い締固

めで安定したアス合材を敷き均すためのスクリー

ド機能を検討した。斜面用 AF は，母体となる小型

AF の伸縮スクリードを取り外し，タンパ・バイブ

レータ（TV）方式のリジッド（固定式）スクリー

ドに交換した。一般に用いられる伸縮スクリード

は，舗装幅員に合わせて任意にスクリード幅を変

えられるので，舗装幅員の調整には便利であるが，

伸縮式機構であるがゆえに，スクリードが前後に

配置されている。一般の舗装では問題とはならな

いが，ダム，調整池等の斜面舗装においては，底

面（水平面）から斜面に向かって勾配が変化する

部分での敷き均し調整は非常に難しい。そこで，

今回はリジッドスクリードを採用し，仕上がり面

の向上を計った。また，このクラスの AF では，バ

イブレータ（V）方式のスクリードが一般的である

が，アスファルト量の多い特殊アス合材の敷き均

し密度向上のため，TV 方式のスクリードを採用し

た。 
同時に，合材の飲み込み角度の変更や，オペレ

ータの安全確保としてステップの角度を斜面勾配

に合わせて設けた。他には，搭載する発電機が，

AF の傾きに関わらず常に水平を保てる機構や，施

工ジョイント部を加熱するジョイントヒータが任

意の高さ，角度に調整できる機構を設けた事が特

徴である。 

 

斜面用アスファルトフィニッシャ（斜面用AF）

斜面アスファルト施工

全長 5,000mm

全幅 3,400mm

全高 1,980mm

8,000kg

40kW

　・ホイール式

　・舗装幅3.0m（ + エクステンション 0.4m×2 ）

　・タンパ・バイブ方式のリジッドスクリード採用

　・ホッパの大型化により合材抱え量向上

使用目的

主要寸法

車体重量

エンジン出力

その他特徴

機械名

表-2 MWP 仕様表 
メインウインチポータ（MWP）

法面アスファルトフィニッシャの牽引及び運搬

全長 9,200mm

全幅 3,100mm

全高 4,300mm

18,600kg

80kW

定格荷重 69kN

動作速度 0～20m/min

　・施工規模に応じてダンパ車用ウインチ搭載可能

　・AF施工スタート時に有効な微速巻き上げシステム搭載

　・AF＆タンパ―車搭載可能な回転移動デッキ

　・回送時には運転席収納可能でコンパクト化

車体重量

エンジン出力

ウインチ能力

その他特徴

機械名

使用目的

主要寸法

写真-4 MWP 全景 

写真-5 斜面用 AF 全景 

表-3 斜面用 AF 仕様表 
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５．現場活用事例 

 ここで，新規開発を行った機械を導入した施工

現場を紹介する。 

 

5.1 現場概要 

  

 

 

 

当現場は，既存の傷んだ舗装を切削して新規の

特殊アス合材で舗装を行う現場であり，斜面傾斜

が約 22°であった。 

 夏場の用水供用に向け，舗装作業は冬期施工と

なり，アス合材の温度管理が難しかったが，合材

供給専用ホッパを保温するなどして温度低下を防

ぐ事に努めた。また，施工機械が多数導入され，

それらが錯綜する現場であったが，大きなトラブ

ルもなく，特に切削作業は単位時間当たりの施工

量を予定よりも大幅に上回り全体工期の短縮に貢

献した。斜面舗装作業は，微速度巻き上げシステ

ムと TV 方式のリジッドスクリードの効果もあっ

て，舗装面の良好な仕上がりが得られた。 

 

5.2 施工状況 

 当現場では，以下の図に示すような施工体制で

作業を行った。 

本現場においては施工の規模と作業の効率を重

視して，合材供給専用ホッパとクローラクレーン

を組み合わせて特殊アス合材の供給を行い，施工

を行った。 

 

 

 
 

６．おわりに 

本報では，定張力ウインチシステムと，新規に

開発を行った斜面舗装機械に関して報告を行った。

斜面での機械施工の難しさを少しでも緩和する，

斜面特殊機械の開発により，斜面切削技術を確立

すると共に，斜面舗装の施工効率と品質の向上に

繋げる事が出来た。 
今後も，「品質向上」，「安全確保」，「工期短縮」，

「コスト縮減」に貢献できる機械開発を行ってい

く所存である。 

 写真-8 現場完成写真 

図-2 一般的斜面舗装施工体制概略 

写真-7 斜面舗装施工状況全景 

写真-6 合材供給専用ホッパによるアス合材供給状況 

場所：山梨県内 

概要：発電農水・飲料水用調整池 

概要：遮水壁補修面積 約 9000 ㎡ 
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25．ダムコンクリート搬送用インクライン式ベルトコンベヤの開発 

－五ヶ山ダム（巡航 RCD 工法）におけるコンクリート運搬打設設備－ 

 
 

鹿島建設株式会社 ○ 青野 隆 

鹿島建設株式会社  林 健二 

鹿島建設株式会社  大林信彦 
 
 
１．はじめに 

重力式コンクリートダムの高速施工に対応する

ため，当社は嘉瀬川ダム(発注者：国交省)や湯西

川ダム(発注者：国交省)等の堤体コンクリート運

搬打設設備に，パイプを用いてコンクリートを高

所から低所へ運搬する SP-TOM（Special pipe 
Transportation Method）を実用化し様々な知見を

得た。五ヶ山ダム（図-1 参照）では，最新技術で

ある「巡航 RCD 工法 1）」により堤体を建設中であ

る。本稿では主コンクリ－ト運搬打設設備の

SP-TOM に新規開発，導入した「インクライン式

ベルトコンベヤ」を組合せて平成 26 年 2 月から平

成 27 年 7 月までに堤体コンクリート約 52 万 m3

を運搬（17 ヶ月の累計打設量は約 85 万 m3）し，

良好な結果を得たので開発内容について報告する。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

２．導入工事概要 

インクライン式ベルトコンベヤを開発，導入し

た五ヶ山ダムの工事概要とダム諸元を以下に示す。 
工 事 名：五ヶ山ダム堤体建設工事 
企 業 者：福岡県五ヶ山ダム建設事務所 

工   期： 自：平成 24 年 6 月 27 日 

至：平成 30 年 3 月 15 日（69 ヵ月） 

請 負 者：鹿島・飛島・松本特定建設工事共同

企業体 
 堤体形式：重力式コンクリートダム 

 堤 体 積：935,000m3（減勢工含む） 

 堤  高：102.5m，堤頂長：556.0m 

2.1 五ヶ山ダム堤体工の概要 

堤体積 93.5 万 m3 の大規模な重力式コンクリ

ートダムで，堤体コンクリートは 2015 年 7 月 9
日に終了した RCD 工法（河床～EL398.5ｍ）と

拡張レヤー工法（EL398.5ｍ～EL417.5ｍ）で打

設中である。五ヶ山ダムは従来の RCD 工法でな

く，ダムコンクリートの品質確保対策を目的と

した，リフトの打上がり速度のコントロールが

容易な巡航 RCD 工法（巡航 RCD 工法は RCD
コンクリートの先行打設，外部コンクリートの

独立・後行打設，型枠を用いない RCD 用コンク

リートの打止めという特徴を有する１リフトを

分割なしで連続打設可能な施工法 1））を採用した。 

 

３．SP-TOM のコンクリート供給設備の問題点  

SP-TOM をコンクリ－ト運搬打設設備として採

用した嘉瀬川ダムや湯西川ダムでは，SP-TOM に
よる RCD 用コンクリート搬送能力を最大限生か

すことができなかった。主な原因として，SP-TOM
下方のコンクリート受取・供給方法に課題があり

各現場において様々な工夫を試みたが，結果とし

て RCD 用コンクリートを連続搬送できないとい

う問題点が抽出された。問題点と開発内容（解決

策）の詳細について以下に示す。 
3.1 問題点その 1（進入制限） 

(1) SP-TOM 搬送中止の原因 

RCD 用コンクリートを連続搬送できない最大の

原因は，写真-1 に示す嘉瀬川ダムでは SP-TOM 先

端に自走式ベルトコンベヤ（以下，自走式ベルコ

ン，表-1 参照）を配置し，重ダンプトラック（以

下，重ダンプ）へコンクリートを供給するが  
 
 
 
 
 
 
 
 
 

岩着コンクリート打設箇所 

コンクリートが硬化するま

で、機械等の乗入れ不可 

写真-1 SP-TOM 先端に自走式ﾍﾞﾙｺﾝを配置（嘉瀬川ダム）

図-1 五ヶ山ダム完成イメージ 
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表-1 自走式ベルコンの仕様と特徴 

ｺﾝｸﾘｰﾄ供給設備 特 徴 

自走式ベルトコ

ンベヤ 

 

 

 

 

 

機長:20ｍ，ﾍﾞﾙﾄ幅:900mm，質量:12ｔ 

能力:200 m3/h 

・自走式なので設置，撤去が容易 

・機長が長いため堤体上下流幅が狭いと

設置箇所が限定される 

・ﾍﾞﾙｺﾝ仰角は油圧ｼﾘﾝﾀﾞ駆動で 0～20 度

まで対応可 

SP-TOM 先端直下の岩着コンクリート打設直後は，

当該コンクリートが硬化するまで，自走式ベルコ

ンを配置できず，SP-TOM によるコンクリート搬

送を停止しなければならなかった。 
一方，写真-2 に示す湯西川ダムでは SP-TOM 先

端まで重ダンプが進入し，コンクリートを直接受

取る方式を採用したが，岩着コンクリート打設直

後は当該コンクリートが硬化するまで重ダンプは

進入できず，SP-TOM によるコンクリート搬送を

停止しなければならなかった。したがって，最大

で 24 時間（岩着コンクリート硬化時間）の進入制

限によって，SP-TOM によるコンクリート搬送が

中止され，搬送能力低下を引き起こした。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
(2)SP-TOM 搬送中止による搬送能力低下 

  上述の原因による搬送能力低下を算出する。 

・SP-TOM 搬送能力：180m3/h 
・岩着コンクリート硬化 
までの進入制限時間：24h 

・効率：0.8 と設定 
・搬送低下量＝180m3/h×24h×0.8≒3,400m3/日 
・SP-TOM 搬送中止日：6 日(回)/月（打設速度

を 6 リフト/月と設定し，SP-TOM 先端直下の

岩着コンクリート打設直後の搬送中止は 6 回

発生） 
・1 ヶ月当り打設低下量： 

3,400m3/日×6 日＝20,400m3 
3.2 問題点その 2（重ダンプ入替え） 

(1)重ダンプ入替え中の SP-TOM 搬送停止 
自走式ベルコンあるいは SP-TOM から重ダン

プへ直接供給する方式を採用しても，重ダンプ

の入替え中は SP-TOM の運転を停止する必要が

ある。この入替え時間（約 90 秒）の SP-TOM

搬送停止が搬送能力低下を引き起こし，更にコ

ンクリート製造設備も停止しなければならない

ケースがあった。このような場合，SP-TOM が

搬送再開してもコンクリート製造・出荷が遅れ

るため，SP-TOM へのコンクリート供給が滞り

更なる搬送能力低下を引き起こすことがあった。

重ダンプ入替え時間中に発生する搬送能力低下

イメージを図-2 に示す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 (2)重ダンプ入替え時間中の搬送能力低下 
重ダンプ入替え時間中に発生する SP-TOM

搬送停止が原因による搬送能力低下量を以下

に示す。 

・SP-TOM 搬送能力：180m3/h＝0.05m3/秒 
・重ダンプへの供給時間：240 秒と設定 

・重ダンプ入替え時間中のロス：90 秒と設定 

・1 時間当りの搬送回数：3600÷330≒11 回 
・1 時間当りの停止時間：11 回×90 秒＝990 秒 
・1 時間当りの能力低下量： 

0.05m3/秒×990 秒≒50m3/h 
 ・効率：0.8 と設定 
・搬送低下量＝50m3/h×24h×0.8≒960m3/日 
・SP-TOM 稼働日数：18 日間（打設速度を 6 リ

フト/月と設定時の月当り SP-TOM 稼働日） 
・1 ヶ月当り打設低下量： 

960m3/日×18 日＝17,280m3 
3.3 問題点その 3（障害物） 

 (1)障害物回避のための追加設備 

特定の標高において堤体上の監査廊が

SP-TOM 正面に位置し，重ダンプが SP-TOM 先

端直下に進入できないケースや自走式ベルコン

の配置も困難な場面がある。障害物があっても

SP-TOM によるコンクリート搬送を継続するた

めには，障害物を回避可能な写真-3 に示す固定

式ベルトコンベヤ（以下，固定式ベルコン）を

新たに設置する必要があり，追加の製作コスト

および設置，撤去作業が発生する。 

 また，SP-TOM 近傍にクレーンを配置する場

合は，写真-4 に示すようにクレーンが障害物と

なり，重ダンプが SP-TOM 先端直下へ進入でき

ないケースが発生する。このような場合，固定

岩着コンクリート打設箇所 

コンクリートが硬化するまで、

重ダンプの乗入れ不可 

写真-2  SP-TOM 先端直下に重ダンプ配置（湯西川ダム）

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16

時間（分）

 
 
 

搬
送
能
力

50m3/h

100m3/h

150m3/h

200m3/h

重ダンプトラック
1台目

重ダンプトラック
2台目

重ダンプトラック
3台目

図-2 重ダンプ入替え時の SP-TOM 搬送能力低下イメージ

重ダンプ入替時の SP-TOM 停止時間
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式ベルコンをずらした位置に盛替えが必要で，

撤去・再設置の追加作業が発生し打設工程に影

響を与えることがあった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
(2)追加発生の設備と作業量 

 SP-TOM 正面の障害物に対応するために自走

式ベルコンの他に，別途追加が必要となった設

備と盛替え作業量を表-2 に示す。 
表-2 追加の固定式ベルコンと盛替え作業量 

ｺﾝｸﾘｰﾄ供給設備 特 徴 
固定式ﾍﾞﾙﾄｺﾝﾍﾞﾔ 
 
 
 
 
 
 

機長:14ｍ，ﾍﾞﾙﾄ幅:900mm，質量:7.6ｔ 
能力:200 m3/h  
・ﾍﾞﾙﾄｺﾝﾍﾞﾔ脚部堤体内埋込方式の採用 
・打設標高に応じて都度、盛替え発生 
・ﾍﾞﾙﾄｺﾝﾍﾞﾔ平面位置は固定のため、移動

毎に撤去、設置が必要 
・盛替え作業量（打設高 3m 毎に発生）

・50t ﾗﾌﾀｰ使用，作業員 1 班（5 名） 
・撤去 4h＋設置 6h が必要 

3.4 問題点その４（自走式ベルコンが障害物） 

 SP-TOM 先端直下周辺部のコンクリートを打設

する場合，打設面上に設置している自走式ベルコ

ン自体が障害となり打設できないエリアが発生す

る。また，写真-3 に示す固定式ベルコンの場合，

堤体コンクリートに埋め込んだ固定式ベルコンの

脚高が打設進捗に応じて低くなり，打設高 3ｍの

進捗毎に撤去と再設置が必要である。したがって

撤去，再設置作業中は 18t 級ケーブルクレーン（以

下，18tCC）の使用による拘束と SP-TOM 搬送停

止により，打設工程に影響を与えることがあった。 

４．インクライン式ベルトコンベヤの開発 

SP-TOM は左右岸どちらか一方のダム堤敷斜面

に設置しなければならず，岩着コンクリート打設

部の進入制限は必ず発生するため，SP-TOM 搬送

中止は致命的な欠点であった。また，重ダンプ入

替え中も SP-TOM を連続運転するためには，入替

え中も搬送されるコンクリートを貯蔵する必要が

あるが，90 秒間の入替え中に搬送されるコンクリ

ート量は 4.5m3（180 m3/h÷3600 秒×90 秒＝

4.5m3）となり，大型のホッパをダム堤敷斜面に設

置することが困難であった。従来の問題点を克服

できる新たなコンクリート受取り・供給装置を開

発できれば，SP-TOM による連続搬送が可能とな

り，コンクリート運搬打設速度が飛躍的に向上す

ることが期待できた。そこで，高い打設能力を必

要とする巡航 RCD 工法を採用した五ヶ山ダムで

は，SP-TOM 1 条で 18tCC 2 基分相当の能力を確

保するため，インクライン式ベルトコンベヤ（以

下，インクライン BC）を開発し「SP-TOM ＋イ

ンクライン BC」を主コンクリート運搬設備とした。 
4.1 具体的な開発内容 

(1)開発内容その 1（問題点 1 の解決） 

SP-TOM 先端直下に位置する硬化前の岩着コ

ンクリート部を飛び越えて，重ダンプにコンク

リートを供給可能なベルトコンベヤを配置すれ

ば SP-TOM を連続運転できるため，脚が不要な

トラス構造の片持ち梁式のベルトコンベヤを開

発することとした。片持ち梁式のベルトコンベ

ヤ機長は，岩着部のコンクリート硬化前でも

RCD（内部）コンクリート部に停止した重ダン

プへ供給可能な長さ（L=14.6m）とすることで，

SP-TOM 先端直下の岩着コンクリート硬化前で

も SP-TOM＋ｲﾝｸﾗｲﾝ BC を用いて RCD 用コン

クリートを連続して搬送することが可能となっ

た。しかも，片持ち梁式のベルトコンベヤは，

下述の(2)で示すベルトフィーダから供給される

大量のコンクリートを搬送可能な搬送能力

300m3/h を有する仕様とした。 

 (2)開発内容その 2（問題点 2 の解決） 

重ダンプの入替え時間中も SP-TOM から供給

され続ける 4.5m3 のコンクリートを貯蔵可能な

有効貯蔵容量6m3のホッパを常にSP-TOM最先

端に設置する方式を考案した。さらに入替え後

の重 DT には，一時的に貯蔵したコンクリート

と SP-TOM から追加供給されるコンクリートを

合算したコンクリートを大量供給する必要があ

り，供給能力 300m3/h のベルトフィーダも採用

することとした。なお，ホッパとベルトフィー

ダは片持ち梁式のベルトコンベヤのカウンター

ウエイトとなる重芯位置を考慮した配置設計を

行った。 

(3)開発内容その 3（問題点 3 の解決） 
障害物を回避して重ダンプへコンクリートを

供給するために，片持ち梁式のベルトコンベヤ

に旋回機能を付加した設計を行った。様々な旋

回装置の検討を実施した結果，高額であるがジ

ブクレーン等で採用されている旋回環と減速機 

写真-4 固定式ベルコンをずらして配置（湯西川ダム）

写真-3 監査廊回避 固定式ベルコン設置（湯西川ダム）
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付旋回油圧モータを採用した。 
(4)開発内容その 4（問題点 4 の解決） 
図-3 に示すホッパ，ベルトフィーダおよび旋

回機能付き片持ち梁構造のベルトコンベヤから

なる設備は打設標高に応じて移動が必要である。

移動に 18tCC を使用すると打設工程に影響を与

えるため，18tCC を使用しないで移動できる方

法として，インクライン方式を採用した。ただ

し、頻繁に移動しない，移動は上方のみ，移動

速度も重要でないことから大型の巻上ウインチ

でなく，ワイヤと油圧チルホールを組合わせた

簡便な牽引方法を考案した。 
4.2 インクライン BC の概要 
(1)トラス構造・片持ち梁式のベルトコンベヤ 

岩着コンクリート打設範囲を考慮し，RCD（内

部）コンクリート上に停止した重ダンプへ供給

可能なトラス構造・片持ち梁式ベルトコンベヤ

機長は最少限必要な 14.6ｍとして詳細設計を行

った(写真-5 参照)。 
(2)一時貯蔵ホッパ 

コンクリートを貯蔵可能なホッパは， 
・重ダンプ入替時間：90 秒＝1.5 分 
・SP-TOM 搬送能力：180m3/h＝3m3/分 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・貯蔵必要容量：3m3/分×1.5 分＝4.5m3  
から「有効貯蔵 6.0m3ホッパ」を採用した(写

真-5 参照)。 

(3)ベルトフィーダ 

大量のコンクリート定量供給装置としてベル 

トフィーダを採用し供給能力は， 

・貯蔵量：3m3/分×1.5 分(90 秒)＝4.5m3 

・重ダンプ積込時間：240 秒＝4 分 
・4 分間の SP-TOM 
からの搬送量：3m3/分×4 分＝12m3 

・4 分間の必要供給量：4.5m3+12m3＝16.5m3  

・必要供給能力：16.5m3/4 分≒250 m3/h 
から，「供給能力は最大 300m3/h のベルトフ

ィーダ」を採用した。なお，片持ち梁構造の

ベルトコンベヤの搬送能力も最大 300m3/h
で計画した(写真-5 参照)。 

(4)旋回機能 

旋回機能を持たせるため,「旋回環」，「フレー

ム」および「減速機付旋回油圧モータ」を改造

し，インクライン BC 旋回装置とした。旋回し

て使用した状況を写真-6 に示す。 

(5)牽引装置 

上述の各設備から構成されるインクライン

旋回装置 

図-3 インクライン式ベルトコンベヤ側面・平面・正面図

岩着ｺﾝｸﾘｰﾄ硬化まで重

ダンプ乗入れ不可 
重ダンプ(40t) 

W=1050mm，機長 5.15ｍ 

32° 

旋回角－30° 

旋回角＋30° 

W=900mm,機長 14.6ｍ 

ホッパ 

（有効貯蔵：6m3） 

ベルコンはトラス構造・片持ち梁式 

ベルトフィーダ 

SP-TOM 

RCD（内部）ｺﾝｸﾘｰﾄ 岩着ｺﾝｸﾘｰﾄ 
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BC の総質量は 32,000kg（無負荷時）であり，

設置勾配 32°で引上げに必要な牽引力は約

17,000kgf であった。大型の巻上ウインチで牽引

する場合は，ウインチの導入費用が高額で納期

も長期間であり，基礎も大型化するため，汎用

の油圧チルホールを用いた牽引方法を検討した。

その結果，油圧チルホール 1 基あたりのワイヤ

を 5 本掛けとし，全体で 20 本掛けとすることで

インクライン BC を牽引可能であった。更に牽

引装置の滑車部にはイコライザを用い油圧チル

ホールの牽引力が左右均等になるような工夫を

行った（図-4 参照）。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4.3 インクライン式ベルトコンベヤ詳細仕様 

インクライン BC の詳細設計にあたり，三次元

化を行うことで完成イメージを具現化でき，安全

設備や機能面での修正事項が明確となると同時に

組立工事の検討に大いに役に立った。詳細仕様を

表-4 に示す。 
 

５．インクライン式ベルトコンベヤの導入実績 

五ヶ山ダムにおける 2014年 2月 17日から 2015
年 7 月 31 日までの総打設量は，852,614m3で打設 
実績を図-5 に示す。18tCC 1 基と「SP-TOM 1 条

＋インクライン BC」の組合せで打設した結果，

60,000m3/月以上の達成は 6 回あり，一ヶ月当りの

最大打設量は 2014年 10月の 76,000m3であった。 
 

5.1 「SP-TOM＋インクライン BC」の実績 
図-5 に示す打設実績のうち，「SP-TOM＋イン

クライン BC」にて運搬した実績のみ抜粋したも

のを表 -5 に示す。従来の問題点であった

SP-TOM の搬送停止は，開発したインクライン

BC 導入により大幅に改善された。その結果，巡

航 RCD 工法の RCD 用コンクリートは

「SP-TOM＋インクライン BC」のみで運搬可能

となり，一ヶ月当り 40,000m3以上運搬打設した

月の平均運搬速度は約 164.1m3/h（表-5 網掛け

部の平均）に達し，18tCC 2 基相当の運搬打設

能力であった。一方，18tCC 1 基は外部コンク

リートの独立・後行打設や堤内で使用する資機

材の揚重運搬に専念でき，理想的な施工を実現

した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表-4 インクライン式ベルトコンベヤ仕様一覧 

各設備 用 途 仕 様 

1.ﾎｯﾊﾟ 

40tDT 入替時間中に
SP-TOM から 180m3/h
で供給されるｺﾝｸﾘｰ
ﾄを貯蔵 

投入口寸法：3.75ｍ×3.25ｍ 
ﾎｯﾊﾟ高さ：2.4ｍ 
有効貯蔵量：6.0m3 

2.ﾍﾞﾙﾄﾌ
ｨｰﾀﾞ 

ﾎｯﾊﾟ内のｺﾝｸﾘｰﾄを
先端ﾍﾞﾙﾄｺﾝﾍﾞﾔに定
量供給 

ﾍﾞﾙﾄ幅：1050mm,機 長：5.15m
電動機：11.0kW 
供給能力：300m3/h 

3. 先 端
ﾍﾞﾙﾄｺﾝ
ﾍﾞﾔ 

ﾍﾞﾙﾄｺﾝﾍﾞﾔ脚の無い
片持ち梁構造のﾍﾞﾙ
ﾄｺﾝﾍﾞﾔで 40tDTへ積
込が可能 

ﾍﾞﾙﾄ幅：900mm,機 長：14.6m 
電動機：11.0kW 
供給能力：300m3/h 

4. 旋 回
装置 

無負荷状態の先端
ﾍﾞﾙｺﾝを左右に旋回
し積込位置の変更
が可能 

旋回環 
外環：PCD 1975mm 
内環：PCD 1750mm 
旋回可能角：±30° 

5. 走 行
台 車 フ
レーム 

ﾎｯﾊﾟ,ﾍﾞﾙﾄﾌｨｰﾀﾞ,旋
回装置，先端ﾍﾞﾙｺﾝ
のﾍﾞｰｽﾌﾚｰﾑでﾚｰﾙ面
を走行し移動 

寸法：L10.0m×W4.2ｍ×H2.8ｍ
走行輪：6 輪 
ｻｲﾄﾞﾛｰﾗ：4 輪(浮上り防止ｶﾞｲﾄﾞ
付き) 

6. 牽 引
装置 

ｲﾝｸﾗｲﾝﾍﾞﾙｺﾝ本体を
打設進捗に合わせ
て 4 基の油圧ﾁﾙﾎｰﾙ
で牽引 

油圧ﾁﾙﾎｰﾙ牽引力：1,600kgf×4
基 
引上ﾜｲﾔ：φ11.7m，ﾜｲﾔ巻掛数：
4 基×5本＝20 本掛け 

 

5.2 岩着部と次層 RCD 部の同時打設の実現 
 SP-TOM 先端直下の岩着コンクリート打設中お

よび打設完了後は，最大で 24 時間はコンクリート

が硬化するまで重ダンプの乗入れができず，

SP-TOM による搬送を停止していたが，インクラ

イン BC の開発により写真 -7 に示すように

SP-TOM 先端直下の岩着コンクリートを 18tCC
にて分離独立して後行打設しながら，次層の RCD 

写真-5 インクライン BC 全景 

6m3 ﾎｯﾊﾟ 片持ち梁
ﾍﾞﾙｺﾝ

岩着 CON 範囲：硬化

まで重機乗入れ不可 

ﾍﾞﾙﾄﾌｨｰﾀﾞ 

図-4 牽引装置の配置と油圧チルホール 

イコライザ 

牽引用ワイヤ５本掛×４基 

油圧チルホール４基で牽引 

油圧ﾕﾆｯﾄ 
ﾁﾙﾎｰﾙ

下流方向へ 20°旋回

監査廊 

下流上流 

写真-6 インクライン BC 障害物回避状況 
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表-5 SP-TOM＋ｲﾝｸﾗｲﾝ BC 運搬量、平均運搬速度実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※2015 年 7 月 9 日で RCD 施工終了 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

用コンクリートを「SP-TOM＋インクライン BC」

を用いて重 DT に供給することが可能となった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

６．まとめ 

  標高369.5mにおいて2015年2月2日から2月4
日までの32.8時間，巡航RCD工法で打設した時

の打設速度データを図-6に示す。5,924m3の総

打設量のうち「SP-TOM＋インクラインBC」に

よる打設量は5,014m3で，最大瞬間打設速度は

240m3/hを示しており，コンクリート製造設備

能力(240m3/h）と同一であった。また，「

SP-TOM＋インクラインBC」は，平均打設速度

は181m3/h（28時間連続稼働）と高い打設速度

を達成した。 

SP-TOM 1条＋18tCC 1基で堤体積100万m3

級のダムを施工した例は無く，今後も工夫改善

を図り，コンクリート主運搬打設設備として高

い生産性向上を目指す予定である。 

 

参考文献 

1) 財団法人ダム技術センター：改訂版 巡航RCD工法

施工技術資料，pp.1～10, 平成24年2月 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5 五ヶ山ダムのコンクリート打設実績 

図-6 巡航 RCD 工法で堤体コンクリート（標高 369.5m）を打設した時の打設速度 

RCD を積込み
右岸側へ運搬 

岩着ｺﾝｸﾘｰﾄの
継続打設

RCD 打設エリア

写真-7 岩着コンクリートと次層 RCD の同時施工 

運搬量 平均運搬

(m3) 速度(m3/h)

3~5 有ｽﾗﾝﾌﾟ 28,952 91.1 171.3
6 巡航RCD 31,723 132.9 200
7 巡航RCD 27,012 142.3 203.3
8 巡航RCDﾊｰﾌ 5,133 129.8 178.5
9 巡航RCD 53,329 171.1 237.2
10 巡航RCD 53,672 155.2 228.8
11 巡航RCD 52,539 169.8 232
12 巡航RCD 46,657 162.6 224.3
1 巡航RCD 50,179 167 226.9
2 巡航RCD 41,693 175.5 228
3 巡航RCD 42,217 147.4 227
4 巡航RCD 38,343 119.8 214
5 巡航RCD 21,999 92.7 151.2
6 巡航RCD 21,254 77.1 144.1
7 巡航RCD※ 6,292 58.4 128.3

520,993 － －

年 月 種類
最大運搬速

度 (m
3
/h)

計

2
0
1
4

2
0
1
5
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26．コンクリート舗装における施工方法合理化への取組み 

－ オフレール式インナーバイブレータの導入 － 

 
 

大成ロテック株式会社 ○ 越村 聡介 

大成ロテック株式会社  田中 純 

大成ロテック株式会社  菅野 学 
 
 

１．はじめに 

2010 年に発生した東日本大震災による港湾施設

等の被害は，甚大であり，早期復旧が望まれてい

る。復旧・復興の整備が進む中，耐久性に優れる

コンクリート舗装が見直されている。港湾施設等

のコンクリート舗装では，複雑な目地割が要求さ

れ，従来のセットフォーム工法では施工機械の幅

員変更等が必要となり，費用と期間を必要とする。

また，人力によるコンクリート舗装では，施工コ

ストは，縮減可能であるが，セットフォーム工法

等の機械施工と比較すると，品質の均一性を得に

くいことや，大規模工事においては，施工効率の

問題等いくつかの課題がある。これらの背景を踏

まえ，機械施工と人力施工の中間位置とも言える，

簡易的な機械編成によるコンクリート舗装の適用

を検討した。 

大成ロテック㈱では，走行装置及びコンクリー

トの敷均し・表面仕上げ機能を有したシリンダフ

ィニッシャを使用した施工方法を検討してきた。

そして検討の結果，人力による締固め作業を機械

化し，さらなる施工の効率化を目的として開発し

た「オフレール式インナーバイブレータ」を組み

合わせた，簡易的な機械編成の適用を提案し，実

現場にてその導入効果の検証を行った。 

本稿では，コンクリート舗装における現状の課

題を整理し，簡易的な機械編成によるコンクリー

ト舗装の特長を示すとともに，現場施工への活用

事例とその導入効果の検証結果を示すものである。 
 

２．従来工法における課題 

2.1 セットフォーム工法 

 セットフォーム工法は，全ての施工機械が同一

の軌道上を走行するため，仕上がりが良好であり，

空港や重交通道路等に多く適用される。 
セットフォーム工法における課題を以下に示す。 

1）複数の施工機械を使用して施工を実施するため，

施工規模によっては，輸送費や機械運転費等の

機械経費が増加し，施工条件や施工規模を勘案

し，導入する必要がある。 
2）複雑な目地割りによりレーン替えや，組立・幅

員変更等の作業が必要となった場合は，クレー

ン作業が必須となり，作業安全性の低下，仮設

コストの増加が懸念される。施工状況及びクレ

ーン作業の状況を写真-1に示す。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.2 人力施工 

人力施工では，鋼製フレームに起振装置を搭載

した装置を用いるのが主流であり，フレーム本体

を振動させながら人力で型枠の上を滑らせ表面仕

上げを行う。材料供給にはコンクリートポンプ車

等を使用し，棒状バイブレータにより人力にて締

固めを行う。装置が軽量であり，幅員変更等の調

整も容易に行うことが可能であることから，車道

路肩部や街路，機械施工では難しい複雑なレーン

の仕上げ用機械として幅広く使用されている。 

人力施工における課題を以下に示す。 

写真-1 セットフォーム工法の施工状況 

- 115 -



1）施工能力は機械施工には大幅に劣り，大規模な

施工には不適である。 

2）人力による作業のため，機械施工と比較し，品

質の均一性に劣る。  
人力施工の施工状況を写真-2に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．従来工法の課題への対応技術 

前章で示したコンクリート舗装の課題への対応

策として，走行装置及びコンクリートの敷均し，

表面仕上げ機能を有したシリンダフィニッシャを

適用した施工方法を現場へ導入した。 

 

3.1 シリンダフィニッシャ 

対象機は，欧米諸国において既に実績のある米

国 GOMACO 社製「C-650」を適用した。 

施工機械の主要諸元を表-1に，全景を写真-3に

示す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

シリンダフィニッシャは，機械フレーム下部に

表面仕上げ装置が搭載されており，前方に余剰コ

ンクリートを押し出すスクリューが2本，後方に仕

上げ用のドラムが2本設置されている。施工時は，

走行中にこれらを回転させながら往行させること

で，平坦な表面仕上げを行うことが可能である。 
また，セットフォーム工法では，施工幅員変更

の都度，機械の組替や調整が必要であったが，当

該編成による舗装では，シリンダフィニッシャの

走行位置の調整や，センサ取付け位置の変更など，

軽微な調整で連続施工が可能となる。 

 当該編成による施工の機械編成を図-1 に，施

工状況を写真-4，写真-5 に示す。また，施工の問

題点を以下に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真-2 鋼製フレームを用いた人力施工の状況 

表-1 シリンダフィニッシャの主要諸元 

写真-3 シリンダフィニッシャ 

表面仕上げ装置 

写真-4 施工状況① 

写真-5 施工状況② 

メーカー キャタピラー

定格出力 33(ＫＷ)
冷却方式 水冷式

幅 2,300(mm)
長さ 打設幅員＋2,000(mm)
高さ 最小　2,520(mm)

クローラ式

0~5.88(m/min)
走行装置

走行速度

エンジン

寸法

図-1 舗装機械編成図 

コンクリートポンプ車ＯＰ

普通作業員（バイブレータ、スコップ他）

機械ＯＰ

普通作業員（養生、仕上げ他）

シリンダ
フィニッシャ 足場板

施工方向
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3.1.1 問題点 
1）人力での締固めによる品質への影響 
写真-4，写真-5 より，シリンダフィニッシャ前

方に締固め作業員，及び補助作業員で 2 名，材料

供給量の調整に 3 名の計 5 名の作業員が配置され

た編成となっている。 
 当該編成による舗装の問題点として，棒状バイ

ブレータによる人力での締固め作業のため，均一

な締固めを得ることが難しく，クラックや表面性

状の斑の原因となる事があげられる。 
 

2）舗装表面への影響 
写真-5 より，コンクリート舗装面上に 3 名の作

業員が足を踏み入れているのが分かる。この場合，

表面仕上げの際，作業員の足跡等の窪みにモルタ

ル分が集中する可能性があり，クラック発生等の

原因となる。 
 

3.2 オフレール式インナーバイブレータ 

3.2.1 開発の経緯 

 前述した簡易機械編成によるコンクリート舗装

（以下，簡易編成による舗装）において，一定の

品質を確保するには，締固め作業の均一化が要求

される。しかし，人力でのコンクリートの締固め

において均一な品質を得るには，作業員の技量に

大きく依存するため，対応策を検討した。 
 そこで，｢コンクリートの締固め均一化｣，及び，

｢施工性向上によるコスト縮減｣を目的とし，人力

による締固め作業の機械化を可能にする，オフレ

ール式インナーバイブレータ（以下，当該機械）

の開発・導入に至った。 
 

3.2.2 開発目標 
 前項で示した簡易編成による舗装の問題解決の

ため，下記に示すコンセプトにより開発を実施し

た。 
① 品質向上のため，施工断面において所定の深さ

まで，均一な締固めが可能な構造とする。 
② コスト縮減のため，シリンダフィニッシャ前方

作業員の省力化を可能とする構造とする。 
③ 自走回送時は高速走行が可能な構造とし，段取

り替えや移動時に要する時間を削減し，工程短

縮を図る。 
④ 電気回路，及び油圧装置の改造により現在使用

している 60KVA の発電機を小型化する。 
⑤ 施工機械の運搬形状は，10ｔトラック 1 台で運

搬可能な構造とする。 
⑥ 複雑な電気回路は見直し，簡単なスイッチ操作

とすることで，初めて機械を運転する作業員に

も容易に操作可能な構造とする。 
 

3.3 当該機械の概要 

ベースマシンは，セットフォーム工法で使用す

る軌道式インナーバイブレータを使用した。コン

クリートの締固めには舗装横断方向に直線状に配

置された12本の高周波棒状バイブレータを使用す

る。ベースマシンの全景を写真-6に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
当該機械は，ベースマシンの走行装置をレール

走行式から脱着可能なタイヤ駆動式に変更した。

また，駆動装置の変更に伴い，油圧装置・電気回

路の変更を行った。 
当該機械の主要諸元を表-2，機械全景を写真-7

に示す。 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表-2 主要諸元 

幅 2,350(mm)
長さ 打設幅員＋2,000(mm)
高さ 2,200(mm)

6.5(ｔ)
12（本）

45（KVA）

バイブレータ本数

発電機

寸法

機械質量

写真-7 オフレール式インナーバイブレータ 

写真-6 ベースマシン 
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当該機械の特徴を下記に示す。 
1）オートステア機能付タイヤ式走行装置 
走行装置は油圧によるタイヤ駆動式を採用し，

操舵機構は，ステアリングセンサによる自動制御

方式を採用し，オペレータへの負担軽減を図った。

また，タイヤ駆動式とすることで，移動時におけ

る機動性を向上させた。さらに，電気的に左右の

車輪を逆回転させることによる旋回機能を搭載し，

狭い箇所での移動など様々な施工条件にも対応可

能とした。 
2）本体昇降装置 
従来はレール上の走行であり，本体の昇降装置

は不要であったが，オフレール仕様への変更に伴

い，追加した 4 本の走行装置にストローク 500mm
のシリンダを新規設置し，施工時の高さの微調整，

及び段差の乗り越えを対応可能とした。また，施

工時はグレードセンサを使用し，自動制御を可能

とした。 
3）コンクリート供給量調整ブレード 
シリンダフィニッシャの施工性は，コンクリー

トポンプ車からの供給量が著しく影響する。その

ため，当該機械の後方に，コンクリート供給量調

整ブレードを配置し，後方のシリンダフィニッシ

ャへの供給量を調整可能とした。調整ブレードの

機構は，センター中折式とし，中折角度及び，ブ

レード両端部に延長ブレードを設置することで施

工幅員の変化に対応可能な構造とした。使用状況

を写真-8に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4）可変ポンプの採用による発電機の小型化 
 従来は定量ポンプにより油圧系統を作動させて

いたため，エネルギー損失が見受けられた。そこ

で，可変ポンプを導入し，作動装置で使用する油

量を電磁比例制御とすることで，バイブレータを

使用しない高速移動時は，走行装置に最大限の油

量を使用し，施工時等の低速走行時には走行に使

用する油量を抑え，インバータの電力を確保した。 

5）運搬形状 
機械前後の幅を 2,350mm としたことで，施工時の

状態で 10t トラック 1 台で運搬可能とした。 
 

４. 現場への導入 

4.1 施工事例 

 簡易編成による舗装に当該機械を追加した編成

により，東北管内の現場へ導入し，その効果の検

証を行った。当該現場は，狭隘部（起終点など）

が多く，現場内における長距離移動も多いことか

ら，当該機械の機動性が求められた。 

当該現場の工事概要を表-3に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

導入効果を，施工品質及び，作業効率，施工コ

ストについて検証した。 

 
4.1.1 従来編成による施工との比較 

 当該機械を導入した施工の機械編成を図-2 に，

実際の施工状況を写真-9に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真-9 施工状況 

写真-8 コンクリート供給量調整ブレード 

表-3 工事概要 

施工期間 平成26年6月～平成26年12月
施工場所 東北管内

工事内容 コンクリート舗装復旧工事

施工幅員 W=3.6～5.0(ｍ)
施工厚 t=250～350(mm)

図-2 機械編成 

コンクリートポンプ車ＯＰ

普通作業員（スコップ他）

機械ＯＰ

普通作業員（養生、仕上げ他）

シリンダ
フィニッシャ

オフレール式

インナーバイブレータ 足場板
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 当該機械を導入した編成の採用により，打設面

上に供給されたコンクリートを速やかに締固める

事が可能となった。また，自動制御によりバイブ

レータの「下降」，「上昇」，「車両前進」，「下降」

のサイクルを一定間隔で繰り返せることで，コン

クリートを機械的且つ，連続的に締固めることが

可能となった。 
 さらに，機械周辺における作業が簡素化され，

作業安全性が向上した。 
 
4.1.2 施工品質の検証 

 当該機械を導入することにより，均等に配置さ

れたバイブレータでコンクリートを均一に締固め

ることが可能となった。また，供給量調整ブレー

ドの導入により，余剰な材料供給を防止すること

が可能となり，シリンダフィニッシャ前方の作業

が簡素化され，作業効率の向上を図るとともに，

均一な品質を確保することができた。 
粗面仕上げの作業時においても，コンクリート

表面全体が均一な性状であることが確認でき，斑

のない粗面性状を確保することが可能となった。

粗面仕上げ作業の状況を写真-10 に示す。 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.1.3 施工コストの検証 

1) 施工体制の省力化 

当該機械の導入により，シリンダフィニッシャ

前方の締固め，及び材料調整作業員を 5 名から 2
名に削減することができた。また，省力化された

施工体制を確立することで，更なるコスト縮減が

期待できる。 
2）日施工量の増加による工程短縮 

 従来の簡易編成によるコンクリート舗装と，当

該機械を導入した編成による舗装の日施工量の平

均をまとめたものを図-3 に示す。当該機械を導入

することで，人力で行っていた締固め作業が機械

化され，従来編成と比較し，約 1.5 倍の施工能力を

発揮することが確認できた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 次に，導入コストの試算結果を図-4 に示す。導

入コストは，施工現場を弊社より 300km 圏内とし，

全施工面積を 5,000m2，施工厚さを 30cm として，

当該機械の導入前後における施工コストを試算し

た。導入初期は，当該機械の出入庫費用，輸送費

が計上されるために，従来舗装の施工コストを上

回る結果となった。しかし前述した通り，人力作

業を機械化することで，人件費の削減や，工程が

短縮されることにより，2,000m2 以上の現場におい

ては，当該機械の採用によるコスト縮減が期待で

きる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4-2 施工結果，まとめ 

 オフレール式インナーバイブレータの現場導入

により，得られた所見を以下に示す。 
① 当該機械を導入し機械的な締固めを実施する

ことで，作業員の技量に左右されない均一なコ

ンクリート品質を確保することが可能である。 
② 当該機械を導入することで，従来よりも作業人

員の削減が図れ，省力化に伴う施工コストの縮

減が可能である。 
③ 従来方式で人力で行っていた締固め作業を機

械化することで，日施工量が増加し，約 1.5 倍

の工程短縮が可能である。また，施工機械の直

近での作業が簡素化され，作業安全性も向上し

た。 

写真-10 粗面仕上げ状況，及び表面性状 

図-3 日施工量比較 
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④ 施工コストは，施工条件を指定した試算の結

果，導入初期においては従来編成の舗装の費

用を上回るが，日施工量の増加，及び人件費

の削減により，2,000m2 以上の現場においては，

従来編成と比較し，コスト縮減が可能である。 
 
５. 今後の課題 

 当該機械の現場導入に対する今後の課題を下記

に示す。 
1）安全対策 
 当該機械の運転席は，一部死角となりやすい構

造となっている。接触による重大事故防止のため，

死角の少ない構造とする必要がある。 
2）施工データの蓄積 
 当該機械を使用した施工に関しては，現在のと

ころ導入事例が少ない。今後とも積極的に現場へ

の導入を図り，品質や歩係り等，詳細な施工デー

タを蓄積をする必要がある。 
 
６. おわりに 

 現場における施工業者に対するニーズは多種多

様である。舗装業者である我々は，施工条件に応

じた様々な舗装方法を検討し，高品質かつ低コス

トで実施可能な，新しい施工方法を追及していく

ことが不変の課題である。 

今回紹介した簡易機械編成によるコンクリート

舗装を含め，今後とも品質の向上及び，コスト縮

減可能な施工方法，機械編成を検討し，幅広く普

及させるために，更なる研究・改善に努めていく

所存である。 
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27．UHF 帯 RFID を用いたレンタル電気機器管理システムの開発 

－ レンタル製品の個体管理と履歴データの利用 － 

 
 

株式会社ヨコハマシステムズ ○ 中川 健 

株式会社シンテクノ  庄野 雅治 

   秋山 道春 
 
 
１．はじめに 

無線波を利用してデータを送受信できるRFID 
(Radio Frequency Identification) タグは，個体認識

の技術として各種の業界で様々に利用されてお

り，その有効性は既に多くの事例報告により明

らかにされている。例えば，IC タグによる現場

労務管理システム 1)では，IC タグ（RFID）を用

いて建設現場の就労者の識別を行う入退場管理

を実現した。また，伊藤，田口，原田は IC タグ

を使用してトンネル坑内安全管理システム 2)を

開発した。彼らは，タグの識別情報をトンネル

内の位置情報へ対応付けて利用した。 
我々は，RFID タグを活用したレンタル電気機

器の運用管理を支援するシステムを開発した。

本システムは，様々な環境で使用される機器の

安全性をこれまで以上に高めるために，機器の

品質管理を目指したものである。正確に個体認

識できることを重視し RFID タグを利用するこ

ととし，また，利便性を考慮して通信範囲を容

易に制御できる UHF 帯（920 MHz 帯）の RFID
タグを採用した。 

1.1 開発の背景 

従来は組織内部で行っていた業務を，独立し

た外部組織に委託するいわゆるアウトソーシン

グに移行する傾向が増加し，我々の取り扱うレ

ンタル電気設備機器が建設現場をはじめとして，

多くのお客様に採用されている。中でも分電盤

は，動力，電灯を使用する際に，機械・照明に

直接電力を行い，配線用遮断器や漏電遮断器を

内蔵するもので，作業者の安全確保，対象機器

の保護等，電力使用上の安全設備として数多く

採用されている。また，この分電盤は，仕様，

使用環境や使用期間が様々であり，的確な品質

管理が求められる。こうした中で，我々の運用

数量はその必要性から多量であり，さらに分電

盤 1 面に多くの電気機器を内蔵しており，お客

様に安心して使用いただくために，効率的な品

質管理手法の導入が求められてきた。 
そこで，このような背景を基に，分電盤を構

成する電気機器の履歴管理に加え，出庫検査記

録の出力・保存，お客様への配置状況のリアル

タイム管理等により，運用業務の合理化を図る

ために本システムの開発を行った。 

1.2 分電盤の品質 

通常，分電盤はレンタル前にブレーカーと漏

電遮断器の電気的検査を行い，正常な動作の確

認し，品質を維持する。建設現場へレンタルさ

れるものは，過酷な環境で長期間に渡り使用さ

れる。そこで，運用管理の要点として，破損や

動作に支障がある製品等の物理的な劣化製品の

排除に加え，出荷時にリアルタイムで製造年月

の管理を徹底し評価する。この情報を利用して，

我々はチェック品質をより高水準に引き上げる

ことを目指す。 

1.3 目的 

レンタル電気機器に対する製品管理システム

では，製品を構成する部品に関しては，製造年

月，検査情報，破損情報，破損部位の写真，修

理情報などを管理し，流通に関してはレンタル

先や返却元などの管理を行う。 
これらの管理機能は，RFID タグのトレーサビ

リティを利用して，すべての製品個体を識別す

ることによって実現する。 
 

２．製品の個体管理システム 

2.1 システム概要 

本システムは，製品に貼付した RFID タグ（写

真―1）利用して製品個体の管理を行う。このタ

グにはユニークな ID 情報が書き込まれており，

それをタグリーダーで読み込むと製品個体を識

別することができる。タブレット端末でその個

体 ID を自動的に受け取り，それに対する業務情

報を入力することにより製品個体毎の情報管理

を行う。これらの情報はサーバーへ集約し集中

管理し，サーバーでは集計した多量の製品管理

情報の閲覧機能や帳票出力機能を提供する。 
 

- 121 -



写真-1 RFID タグ（破線の枠内）を固定した分電盤内部 
の写真。右側は，破線枠内のタグの部分を拡大し

た写真。 

 
表-1 製品の管理のための状態と説明 

状態 説明 

完成 製品に含まれる部品の検査が終了し，製品検査

証が印刷発行済み。製品の出庫前状態。 

稼働中 製品は出庫されており，お客様先で稼働中。 

要修理 返却された製品が破損，もしくは電気的な不具

合がある状態。品質規定を満たさない場合。 

要検査 製品検査を行う前の状態。 

 

修理

検査

入庫処理
出庫処理

新規登録

完成状態

稼働中状態

要修理状態

要検査状態

（故障あり）

（故障なし）

お客様先にて稼働

図-1 製品状態のフロー図。実線の枠は状態，破線の枠 

は，業務を示す。 
 

表-2 製品管理システムの機能とその説明 

機能 内容 

製品の個体識

別支援機能 

分電盤製品に貼付されたタグ読取時に，

製品情報と状態を表示する。 

製品情報の入

力支援機能 

製品状態に対応するデータをタブレット

から簡便な操作でデータ入力できる。 

使用電気機器

の製造年月検

査機能 

タグ読取時に部品の製造年月を確認し，

交換が必要な部品の修理を促す。 

製品破損写真

の撮影機能 

破損製品の写真をタブレットで撮影す

る。写真は，修理見積書作成に使用する。

検査証の出力

機能 

検査データを出力した検査証シールを，

携帯プリンターよりラベル印刷する。 

2.2 製品管理のための状態 

本システムでは，業務上の管理対象とする製

品の状態（表-1）を定義し，これに紐付ける形で

情報を記録する。製品状態のフローを図-1 に示

す。サイクル上になっているのは，業務がレン

タル業であることに由来する。 
RFIDタグを貼付して新規登録を行った製品は，

システムのサイクルへ組み入れられ「要検査」

状態となる。工場で整備し検査を実施した後は，

ラベルプリンターより検査証（図-2）を印刷し，

検査証が貼付された製品は「完成」状態となり

出庫を待つ。返却された製品は入庫処理を行い，

故障の有無によって「要修理」状態，もしくは

「要検査」状態へ遷移する。修理が完了した製

品は，「要検査」状態へ遷移する。 
2.2 システムの機能 

本システムは，製品状態を管理し，製品検査

データ等の入力の省力化を支援し，煩雑な情報

管理を効率的に実行する。主な機能は，表-2 へ

示す。 
(1) タブレットの機能 

タブレットは，製品個体に対する業務情報の

処理を一手に担う（図-3）。タグリーダーを通じ

て RFID 内の ID 情報を読出し，図-1 のフローに

従い，製品状態の確認，検査データの入力，検

査証の発行，破損写真の撮影，状態の変更（登

録，整備，検査，出庫，入庫，及び修理）等の

処理を行う。 
(2) サーバーの機能 

サーバーは，タブレットで入力した情報を集

約し，すべての情報の管理を行う。集計した情

報の帳票出力や，製品履歴の閲覧ができる。管

理している情報は，製品状態，製品に内蔵する

部品の製造年月，部品の検査データ，出庫情報，

返却情報，破損情報と破損部位の写真などであ

る。また，帳票の出力や製品の出庫予約などを

行うことができる。 

(3) 品質向上のための機能 

分電盤のレンタル品は，長期間使用される電

気設備であるため，部品状態の管理は特に重要

である。図-3 (b) に示す画面では，電気的な不具

合や，使用電気機器の製造年月が品質基準を満

たさないことを警告し出庫を防止する。また，

図-4 に示す画面では，基準を満たさず交換が必

要な部品を内蔵する製品一覧を確認することが

できる。 
これらの機能により，業務の支援や効率化を

行うとともに，特に，電気的な不具合や，使用

電気機器の製造年月が品質基準を満たさない製

品の出庫を防止する。このように，本システム

はレンタル業務と製品の品質を向上させること

ができる。 
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図-2 ラベル印刷の例。図は，タブレットへ入力した検 
査データより印刷した漏電遮断器の検査証である。 

(a) (b)

図-3 タブレットの画面の例。(a) 整備された製品を一覧 
表示している。 (b) 分電盤の検査データを入力す

る画面。矢印の行は，この部品が品質基準を満た

していないことを強調表示している。 

 
図-4 製品の部品状態一覧を示すサーバーの閲覧画面。 

表右側は各部品状態に対する判断を示しており，

×印は電気的な品質判定が不合格であることを意

味する。 

(a) (b) (c)

図-5 システムで使用する携帯端末。(a) タブレット 
 (Google 社製 Nexus7)，(b) タグリーダー (D.O.TEL
社製 DOTR-910J)，(c) ラベルプリンター (ブラザー

社製 RJ-4030) 。 

サーバ

端末
セット

PC 無線LAN
ルータ

端末
セット

(a) (b)

タブレット

タグリーダ ラベル
プリンタ

無線LANルータへ

Wi-Fi接続

Bluetooth
接続

RFIDタグの
読み取り

図-6 (a) 特定拠点で運用する際の最小システム構成図。 
(b) (a) の端末セットの詳細図。 

 

2.2 システム構成 

本システムは，端末機器とサーバーで構成さ

れる。端末機器は，タグリーダー，タブレット，

ラベルプリンターである（図-5）。製品の個別情

報の収集は，すべて携帯機器で行い，柔軟に運

用できるようにしている。システムは，最小構

成のとき図-6 のようになる。タブレットはサー

バーとネットワーク接続しており，タグリーダ

ーとラベルプリンターは，タブレットから

Bluetooth 接続を通して制御している。 
 

(1) UHF 帯 RFID タグ，タグリーダー 

RFID タグとリーダーには，UHF 帯のものを採

用した。タグリーダーの送信出力を調整するこ

とにより，リーダーからタグまでの読み取り距

離を数 cm～数 m まで調整することができる。こ

のことを利用し，製品内部のタグへの筐体外側

からアクセスや，保管している製品の情報をま

とめて読み出し調べることも可能となる。 

(2) タブレット 

タブレットは，カメラ，Wi-Fi 接続及び

Bluetooth 接続をサポートする標準的な Android
タブレットを使用する。大きさは，工場などの

製品に対する作業の現場で柔軟に運用できるよ

うに 7 インチを採用した。 
(3) サーバー 

複数拠点のデータを集約する場合には，図-7
に示すシステム構成にする。このときは，拠点

間でデータを共有できるため，拠点横断的に情

報を閲覧することができ，1 拠点からは得られな

かった情報を引き出すことも可能となる。 
 

３．製品個体データの利用 

本システムは 2014 年 9 月より本格運用を開始

し，分電盤製品の運用データを蓄積している。

これらのデータは，以下のように利用している。 
3.1 データ登録実績 

まず，現在のシステムへの製品登録実績を示 
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クラウド
サーバ

端末
セット

PC 無線LAN
ルータ

拠点 1

端末
セット

端末
セット

PC 無線LAN
ルータ

拠点 2

端末
セット

端末
セット

PC 無線LAN
ルータ

拠点N

端末
セット

インター
ネット

図-7 複数拠点データを集約する際のシステム構成図。 
 

表-3 システムでのシンテクノにおける製品管理実績数 
拠点 厚木工場 埼玉工場 

稼働期間 1.5 年 1 年 

管理製品数量 約 1,000 約 2,000 

登録部品数 約 5,000 約 10,000 

整備
保管

レンタル
整備
保管

レンタル
整備
保管登録

破損
→ 修理

レンタル
稼働時間製品稼働時間

出庫 入庫 出庫

図-9 製品ライフ管理の図。製品が登録から破損するま 
での期間の例を示している。 

工場内在庫

出庫
(レンタル)

廃棄新規製品

入庫
(レンタルより返却)

図-9 工場内在庫に影響を与える主要素。 

 

す。管理対象のレンタル製品は，大半はお客様

先で稼働しているために，新規に製造した製品

や，返却により入庫した製品にタグを貼付しシ

ステム登録を進めている。表-3 に示す登録数量

で管理データを蓄積し，データ利用の評価をし

ている。 
3.2 取得データ 

本システムは製品個体別に業務履歴を保存す

る。履歴取得は，これまでに述べたように，図-8
に示す各業務のタイミングで実施する。製品の

履歴データからは，各業務の記録だけでなく，

製品個体が特定の状態にある時間を引き出すこ

とができる。例えば，図-8 のような新規登録後

に破損するまでの時間（製品稼働時間）や，こ

れに対してレンタルされて製品が稼働している

時間（レンタル稼働時間）である。また，製品

に含まれる部品毎に破損するまでの期間を求め

ることもできる。 
3.3 データ利用 

製品個体毎の履歴データは，製品別に集計す

ることによりレンタル業務の運用に有効なデー

タとなる。 

(1) 製品個体の運用性能評価 

分電盤製品個体別に履歴を参照することによ

り，製品別のデータを集計し生産量，整備もし

くは修理の履歴から，運用性能を評価すること

ができる。 

(2) 製品別および部品別の製品稼働時間やレン

タル稼働時間 

図-8 に示した稼働時間からは，製品別の稼働

率を求めることができる。また，レンタルの履

歴と合わせて，レンタル先の建設現場環境（例

えば，建築，土木，設備工事など）に依存した

製品に対する，稼働率という観点からの負荷を

推定することができる。 

(3) レンタル製品の適正在庫 

図-9 に示すように，レンタル業務における出

荷量（出庫量）は，製造した新規製品だけでな

く，レンタル先より返却された入庫量にも依存

する。製品個体別の収支傾向や稼働率は，その

レンタル製品の適正在庫を求めるためのデータ

となり，業務の効率化が期待できる。 

 

４．おわりに 

本システムは，レンタル電気設備機器を対象

にした多量資産の運用管理の効率化支援や製品

の品質向上を目的として開発を行った。情報の

蓄積が進むことにより，今以上に有意義なデー

タが引き出せることが期待できる。 

最後に，ご協力いただいた関係各位に感謝い

たします。 
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28．道路施工機械の燃費低減の検討 
－ スリップフォーム工法での燃費低減 － 

 
大成ロテック株式会社 ○  田中 純 

大成ロテック株式会社     越村 聡介 

大成ロテック株式会社     三嶋 遼太 

  
 
１．はじめに 

近年，建設業界における舗装技術への要求事項

は多種多様化している。特に，環境負荷低減技術

への関心は高く，我国においても 2020 年度まで

にCO2排出量を 2005年度比で 3.8%削減する目標

を掲げており 1），建設機械の CO2排出量削減を目

的とした環境負荷低減への取組みがなされてい

る。 
大成ロテック㈱では，施工機械の環境負荷低減

を目的として，燃料消費量が比較的多いスリップ

フォームペーバでの燃費低減を可能とするシス

テムの検討を実施し，従来施工同様の品質を確保

しながら燃料消費量を削減する施工システムを

開発した。 
本稿では，開発した『稼動状況監視システム』

の概要を示すと共に，施工現場への導入事例，及

び導入効果について報告する。 
 

２．燃費低減を可能にするシステムの検討 

2.1 スリップフォームペーバの概要 

対象機として選定した機械は，米国ゴメコ社製

のスリップフォームペーバ『コマンダーⅢ』であ

る。スリップフォームペーバは，①コンクリート

の供給・②敷き均し・③締固め・④成型・⑤表面

仕上げの機能を備え，コンクリート版やコンクリ

ート構造物を連続的に打設する機械である。 

使用機械の主要諸元を表-1に示す。 

 

 

 

機械装置は，原動機となるディーゼルエンジン

及び作業装置を稼働させる油圧装置から構成さ

れる。作業装置の大きな特徴は，締固め装置とし

て油圧により回転する『油圧バイブレータ』を搭

載していることである。 

スリップフォームペーバを使用した施工サイ

クルを図-1，及び施工状況を写真-1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 スリップフォーム工法では，アジテータ車から

コンクリートを供給する『材料供給』と，機械を

走行しながら締固め，敷均しを行う『施工』及び

アジテータ車の入れ替え等の『待機』の施工サイ

クルを繰り返し，施工を行う。 

 

 

 

 

機械名称 
コマンダーⅢ 

ニュージェネレーション 

エンジン型式 CAT/C7 

エンジン出力 165.5(kW)/1,900(rpm) 

機械重量 
本体 17,500 （kg） 

モールド 5,000 （kg） 

バイブレータ本数 最大 16 （本） 

バイブレータ回転数 0～10,500（rpm） 

最大施工幅員 6.0  （m） 

材料供給 

締固め，敷均し（施工） 

アジテータ車入替等（待機）

図-1 施工サイクル 

写真-1 施工状況 

表-1 スリップフォームペーバ主要諸元
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2.2 燃費低減方法の検討 

 燃費低減方法を検討するにあたり，前述したス

リップフォーム工法の『材料供給』・『施工』・『待

機』の 3 工程に着目し，実施工時の各作業に要す

る時間配分の調査を行った。調査対象とした現場

での各作業における時間配分及び燃料消費量の調

査結果を図-2に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2 より，スリップフォームペーバの稼働時間

は，材料待ちや暖機運転などアイドリング状態で

ある『待機』の時間が 1 日の 41%を占めているが，

エンジン回転数が低速であるため，燃料消費量の

占める割合は，全体の 10%程度である。それに対

し，エンジン回転数を定格回転で稼働する『施工』

及び『材料供給』の作業状態は，1 日の稼働時間の

59％であるが，燃料消費量は，全体の 90%を占め

ていることが確認できた。 

 また，施工中におけるエンジン回転数及びその

負荷が時間当りの燃料消費量に与える影響の調査

を行った。その結果を図-3に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3 より燃料消費量は，同一負荷条件において

エンジン回転数と比例して増加し，同一回転数で

は，エンジン負荷率と比例して増加することが確

認できた。 

 

2.3 検討結果 

2.2 での検討の結果，燃料消費量の 90%を占め

る『材料供給』・『施工』の工程に着目し，同工程

において，施工品質に影響を与えることなく，必

要最小限のエンジン回転数を確保することで燃料

消費量を大きく削減可能であると判断した。そこ

で，施工機械の稼動状況を監視し，必要最小限の

エンジン回転数で施工する『低燃費運転』を可能

とする『稼働状況監視システム』の開発を実施し

た。 

 

３．稼動状況監視システムの開発 

3.1 開発コンセプト 

 下記2点を目標とし、システムの開発を行った。 

① 施工能力低下の回避 

低燃費運転時においても，走行装置，各シリ

ンダ，材料供給装置等の作業装置は，従来の施

工状況と同等の能力を発揮する事 

② 施工品質への影響の排除 

施工条件及びコンクリート性状に適したバ

イブレータ回転数に必要な作動油量を確保す

る事 

（エンジン回転数を低下させた低燃費運転を

実施した場合，油圧ポンプからの作動油吐出量

が減少する。対象機の締固め装置は，油圧バイ

ブレータを使用しているため，回転に必要な作

動油量が確保できず，回転不足となり，コンク

リートの締固め不足が懸念される。） 

 

3.2 システム概要 

 3.2.1 システムの特徴 

 前述した開発コンセプトを基に，『稼動状況監視

システム』の試作機を開発した。システムの特徴

を以下に示す。また，システム構成図を図-4 に示

す。 

① 燃料消費量，エンジン負荷率 

エンジン ECU より CAN 通信モニタリング装

置を介して，エンジン負荷率，燃料消費量のデ

ータを PC へ出力表示する。 

② エンジン回転数 

オルターネータからのパルス出力を取得し，エ

ンジン回転数として入力する。 

③ バイブレータ回転数 

油圧バイブレータの回転数を各バイブレータ

に取り付けたセンサーからの出力信号により

リアルタイムに測定表示する。 

④ 走行速度，走行距離 

走行装置に取り付けたロータリーエンコーダ

からの出力により走行速度，施工距離を計算す

る。 

 

図-2 各作業の時間配分及び燃料消費量 

図-3 エンジン回転数による負荷と燃料消費量の関係

●1,900rpm 

（定格回転） 

▲1,700rpm 

◆1,500rpm 

時間配分 燃料消費量
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⑤ 操作スイッチによる作業状態の判別 

ログデータ解析時に，『施工』・『待機』・『材料

供給』の作業状態を判別する為，各操作スイッ

チからの信号を取得する。 

⑥ データログ装置 

上記①～⑤の信号を記録，計算し画面に表示及

びデータを保存する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 3.2.2 システム概念 

 稼働状況監視システムでは，3.2.1 に記した装置

の機械情報をもとに稼動状況を監視する。その監

視項目を下記に示す 

① エンジン負荷率 

エンジン ECU より CAN データによりエンジン

の負荷率を取得する。 

負荷率が 100%を超えるとエンジンが停止して

しまうため，施工中は，90％以下のエンジン負荷

率を保つように監視する。（連続施工中のエンジン

負荷率の増減は，5％程度であるため，施工中のエ

ンジン停止を回避する為，上限 90％と設定した。） 

② バイブレータ油圧使用率（C） 

低燃費運転を実施することで，重要な点は，油

圧バイブレータの油量の確保である。 

 当該機は，油圧バイブレータを最大 16 本装備可

能で，2 系統の定量ポンプから作動油が供給される。

従って，各系統の定量ポンプで，8 本のバイブレー

タの稼働に必要な吐出量を確保する必要があり，

(1)式を満たすことが必須条件となる。 

Qp ＞ Σ（Qpv） ・・・・・(1) 
Qp  = 
 

：ポンプ吐出量      （L/min） 
：ポンプ押しのけ容量（cm3/rev） 

：回転数            （min-1）        

：ポンプ容積効率 

Qpv  = qv・Vm 
：バイブレータの作動油所要量 

：油圧モータ押しのけ容量（cm3/rev） 

：バイブレータ回転数    （min-1） 

 

バイブレータ油圧使用率（C）を，それぞれの油

圧ポンプに対して 90％以下に保つように監視する。 

（連続施工中の油圧バイブレータ回転数調整範

囲に柔軟に対応する為，油圧使用率を 90％と設定

した。） 

 

C＝ 
 

3.3 導入事例 

 『稼働状況監視システム』を東北管内のトンネ

ル舗装現場に導入し，その効果の検証を行った。 

 当該工事は，施工延長 L:953m，幅員 W:8.39m の

連続鉄筋コンクリート舗装工事である。工事概要

及び施工状況写真を表-2，写真-2，3に示す。 

 

施工期間 平成 25 年 8 月～平成 26 年 3 月 

施工場所 東北管内 

工種 
連続鉄筋コンクリート舗装 

（トンネル内） 

施工幅員 ① 4.095(m) ② 4.295(m) 
施工延長 953 (m)            
施工厚 25 (cm)           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4 システム構成図 

表-2 工事概要 

写真-2 各装置配置状況 

1000
vNq( ）・η・

　＜　　
（

0.9
Qp
Qpv)

バイブレータ回転計

データログ装置 エンジンデータ表示

Qp 
q 
N 
ηv 

Qpv
Qv 
Vm
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3.4 導入結果 

 『稼働状況監視システム』の導入効果として，

以下に示す 4 項目について検証した。 

① エンジン回転数 

② 燃料消費量 

③ 施工品質への影響 

④ 作業環境の改善効果 

  

3.4.1 エンジン回転数 

 当該工事においては，施工幅員が 4.2ｍとなり，

油圧バイブレータを合計10本使用する仕様で機械

セットを行った。従来の『施工』・『材料供給』は，

定格回転数の 1,900rpm で施工を実施しているが、

今回，エンジン回転数を低下させた低燃費施工を

実施するにあたり，以下の要領により，材料供給

時，施工時のエンジン回転数の初期値を決定した。

油圧ポンプ 1 系統及び 2 系統で使用するバイブレ

ータの配置及び初期設定回転数を表-3に示す。（バ

イブレータの初期設定回転数は，メーカの推奨値

を採用） 

 

 

【油圧ポンプ 1系統】 

番号 使用条件 回転数 min-1 

1 油圧バイブレータ 7,000 
2 油圧バイブレータ 7,000 
3 油圧バイブレータ 7,000 
4 油圧バイブレータ 7,000 
5 油圧バイブレータ 7,000 
6 タンパ 10,500 
7 未使用 0 
8 未使用 0 

 

 

 

 

【油圧ポンプ 2系統】 

番号 使用条件 回転数 min-1 

9 油圧バイブレータ 7,000 
10 油圧バイブレータ 7,000 
11 油圧バイブレータ 7,000 
12 油圧バイブレータ 7,000 
13 油圧バイブレータ 7,000 
14 タンパ 10,500 
15 未使用 0 
16 未使用 0 

  

表-3 の条件において，油圧バイブレータを稼動

させる必要作動油量 Qpv は， 

【油圧バイブレータ使用時の油量計算】 

Σ(Qpv)＝Σ(qv・Vm) 
  ＝(1.48(cm3/rev)･7,000(rev)･5 本)/1,000 

     ＝51.8(L/min) 
 
また，タンパ使用の際は，最大油量を必要とする

為，バイブレータの回転数に換算し 10,500(rpm)と
し， 

【タンパ使用時の油量計算】 

Qpvt＝(1.48(cm3/rev)･10,500(rev))/1000 
  ＝15.54(L/min) 
 
【バイブレータ 1 系統の合計】 
Σ(Qpv+Qpvt)＝67.34(L/min) 
 
バイブレータ油圧使用率 C＜90％より 

必要な油圧ポンプからの最低吐出量 Qp は， 

Qp=67.34(L/min) / 0.9 
Qp=74.82(L/min) 
となる。 

 

 エンジンと同回転数で駆動する油圧バイブレー

タ用定量油圧ポンプの必要回転数は， 

Qp =(q・N・ηｖ) / 1000  より 
Na =1,396 （rpm） 

よって，今回の施工初期条件における材料供給

時，施工時の必要最小限のエンジン回転数は，

1,396rpm と算出した。しかし，算出したエンジン

回転数では，施工開始時の機械の挙動が不安定に

なるため，機械の挙動が安定する 1,500rpm に修正

した。また，それ以外の『待機』時においては，

アイドリング状態の 900rpm とした。 

 

 3.4.2 燃料消費量 

 燃料消費量の削減効果を検証する為，低燃費施

工と従来施工（定格回転数 1,900rpm での施工）時

の燃料消費量の比較を行った。 

表-3 油圧バイブレータ使用状況 

写真-3 施工状況 
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燃料消費量の算出は，低燃費施工では，エンジ

ンECUから取得した燃料消費量のログデータの総

和から算出し，従来施工では，エンジン回転数を

定格として，負荷条件を同一と仮定した場合の燃

料消費量を図-3より算出した。 

 燃料消費量を比較した結果を図-5に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

定格回転数における燃料消費量を 100％とした

場合，『材料供給』と『施工』工程のエンジン回転

数を 1,500rpm に設定することで，従来施工と比較

して 36％の燃料消費量削減結果が得られた。 

 

 3.4.3 施工品質への影響 

 施工品質への影響は，エンジン回転数を低下さ

せることで，走行及び高さの制御系統への影響が

懸念された。そこで，走行及び高さ制御に関して，

制御の追従性の検証を実施した。 

 走行制御に関しては，施工状態での指示圧力及

び目視での走行制御追従性の確認を実施し，ハン

チング等発生することなく，安定した走行制御の

追従性が確認できた。 

 高さ及びステアリング制御の追従性は，シリン

ダチャージ圧力の指示値及び，目視での制御追従

性の確認を実施した。チャージ圧力の設定値は，

13.7MPa である。施工時の各種シリンダ作動時に

発生するチャージ圧の降下は無く，安定した圧力

の確保が確認できた。また，当該施工では，情報

化施工を適用して機械制御を実施していたので，

制御の追従性に関しては，3DMC 用モニタにて，

設計値に対して mm 単位で制御しており，安定し

た制御が確認できた。 

 

 3.4.4 作業環境の改善効果 

 作業環境の改善効果を検証するため，普通騒音

計を用い，低燃費施工及び従来施工における各作

業場所の騒音測定を実施した。図-6 に測定位置，

表-4に測定結果を示す。 

 従来施工と比較し，運転席付近で 7dB ，仕上げ

作業付近で 3dB の騒音低減効果が得られた。当該

現場のようなトンネル内施工では，施工機械のエ

ンジン音が障害となり，オペレータや作業員間の

連絡・指示伝達が困難な状況が多いが，低燃費施

工を実施することで，エンジンから発生する騒音

を低減することができ，作業効率や安全性が向上

すると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

測定場所 低減量 

① 運転席 7.3dB 
② 作業足場 4.3dB 
③ 仕上足場 3.0dB 

 

3.5 システムの改良 

 3.5.1 新システムの特徴 

 試作したシステムを用いて，スリップフォーム

ペーバにおける低燃費施工を実施することでシス

テムの有効性が確認できた。しかし，それぞれ独

立した測定機器を組み合わせたシステムであった

ため，現場運用にあたっては，システムを統合し，

簡素化することが課題として残った。そこで，現

場運用に即した見直しを実施した新システムを導

入した。 

 『新稼働状況監視システム』のシステム構成図

を図-7に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5 燃料消費量削減量 
表-4 騒音測定結果 

図-7 新システム構成図 

図-6 騒音測定位置 
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 新システムの特徴は，システムを簡素化するた

めに各種データ収集に用いた測定機器からの信号

をアナログ信号及びシリアル信号に変換し，PLC
に取り込み一括管理する形式を採用した点である。

主な装置を以下に示す。 

① PLC 本体 

各種計測機器からデータを入力し，演算機能を

使用して稼働状況を監視する。また、所定の設

定値から外れると警報を発する機能を装備す

る。 

② 大型モニタ 

オペレータが操作する運転席付近に配置し，各

種設定及び稼働状況を表示する。 

③ 遠隔小型モニタ 

スリップフォームペーバのモールド付近に配

置し，各種設定及び稼動状況を表示する。 

④ CAN-シリアルコンバータ 

ECU から出力されるエンジン稼動データを

CAN→シリアルに変換し，PLC へ出力する。 

⑤ バイブレータ回転計 

油圧バイブレータの回転数を計測し，

0-10,000rpm を 0-1V の出力値に変換する。 

⑥ レーザー距離計 

モールド後端から成型されるコンクリートの

吹き上がり量を測定し，測定値をモニタで監視

する。 

 

４．まとめ 

 本検討では，『稼働状況監視システム』をスリッ

プフォームペーバに導入し，その効果の検証を実

施した。 

 その結果を以下にまとめて示す。 

① 施工時のエンジン回転数を定格回転数から

1,500rpm に下げた低燃費運転を実施すること

で，燃料消費量 36%の削減が図れ，環境負荷

低減効果が確認できた。 

② エンジン回転数を下げたことによる機械トラ

ブルや施工不良等がなく，従来施工同様の良好

な施工結果が得られた。 

③ 従来施工方法と比較し，低燃費施工を実施した

場合，エンジンからの騒音が抑制され，騒音低

減効果が確認できた。また，エンジン騒音低減

効果として，作業員の意思の伝達が円滑となり，

作業環境が改善され，安全性の向上が確認でき

た。 

 

 

 

 

 

 

５．今後の課題 

 今回，対象機としたスリップフォームペーバの

低燃費運転におけるエンジン回転数設定の基準は，

バイブレータで使用する作動油量に依存する。 

 当検討におけるトンネル内の半断面スリップフ

ォーム工法では，施工幅員が機械の最大スペック

に対し狭く，バイブレータの使用本数を制限（今

回の条件では 16 本中 10 本使用）して施工するこ

とが可能であった為，油圧ポンプからの作動油吐

出量を低減させても品質に問題なく稼動させるこ

とができた。 

 しかし，広い施工幅員の際は，バイブレータを

全本数使用することが必要となり，エンジン回転

数を低減させることが困難な状況も想定できる。

今後は，様々な施工条件における環境負荷低減を

実現させるためにも，同システムを使用した施工

データの蓄積が必要である。 

また，新システムで採用した PLC のデータ収集

機能を活用して，さらに付加価値を付けた施工方

法の検討，及び更なる環境負荷低減及び施工品質

の向上，安全性の向上を検討していく必要がある。 

 

６．おわりに 

 建設業界においては，今後も，環境負荷低減に

関わる機械・材料・施工方法の開発は必須となり，

使命であると考える。 

 今後も，施工業者の立場として，環境負荷低減

に対し，積極的に取り組み，導入を検討していく

所存である。 

 

 

参考文献 
1）環境省：平成 26 年度環境白書 
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29．消音器を用いたトンネル発破音対策技術 

－ ブラストサイレンサー － 

 
 

株式会社 大林組  〇荒川 晃士 

株式会社 大林組 杉本 隆志 

株式会社 大林組        石山 知伸 
 
 
１．はじめに 

トンネル工事の発破音は，衝撃的で非常に大き

なエネルギーを発生し，可聴音から低周波音まで

広範囲に及ぶ特徴がある。従来の発破騒音対策に

はコンクリート製や砂充填式等の防音扉があり，

これらは可聴音の対策には有効であるが，低周波

音を低減するには扉を複数枚設置したり，重量を

大きくする等が必要で，コストや工程面に課題が

ある。既報の通り，低周波音を約 15dB 以上低減す

る音響管を用いたトンネル発破低周波音消音器 1)

を開発した。本研究では，低周波音消音器と併用

する従来の防音扉に替えて，低周波音から低周波

音以外の騒音（ここでは簡単のため 100Hz 以上の

音を普通騒音と称する）まで低減出来る発破音消

音器を開発した。以下に新技術の概要および山岳

トンネル現場での適用事例と低減効果について述

べる。 
 

２．広帯域型トンネル発破消音器の概要 

低周波音消音器と併用する普通騒音消音器とし

て，低周波音消音器の開口部（4ｍ×4ｍ）前面に，

ダクトの内側に吸音材を貼ったスプリッター型消

音器を設置した。長さ 1.8ｍのダクト（幅 0.4ｍ×

高さ 0.8ｍ，左右壁面に厚さ 100ｍｍの吸音材を貼

付）を 60 本重ねた構造とした。写真-1に広帯域型

トンネル発破消音器の設置状況，写真-2 に普通騒

音消音器を示す。図-1 のように普通騒音が消音器

を通過する際，壁面の吸音材（グラスウール，以

下 GW と記す）に吸音され，普通騒音を低減する仕

組みである。従来の防音扉は全断面を塞いで音を

封じ込める必要があるため，爆風によるガタツキ

による二次発生音が生じるという問題があったが，

本消音器は爆風を通しながらも低減効果が得られ

ることからガタツキによる二次発生音も抑えられ

る上，設置面積も低周波音消音器の開口部分（全

断面の約 25％）のみで対応できる。また、現場で

の主な作業はクレーンでの設置作業のみであり，

数時間での設置が可能である。なお，開閉は人力

で行い，発破時以外は引き戸の様に左右に開放す

る。 

 

写真-1 広帯域型トンネル発破消音器 

 

     
写真-2 普通騒音消音器（片側） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-1 消音原理イメージ 
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３. 適用現場の概要 

発破掘削を実施している山岳トンネルで消音器

の効果を検証した。適用現場は，熊本 3 号湯浦ト

ンネル新設工事で，南九州西回り自動車道芦北か

ら津奈木間に延長 1166ｍのトンネルを新設する。

工事概要を表-1 に示す。消音器はトンネル坑口よ

り 5ｍの地点に設置した（写真-3）。 
 

表-1 工事概要 

工事名称 熊本 3 号  湯浦トンネル新設工事 

工 期 平成 24 年 1 月 28 日～平成 26 年 3 月 10 日

工事場所 
熊本県葦北郡芦北町花岡地先～ 

熊本県芦北町湯浦地先 

発  注  者 国土交通省  九州地方整備局 

工事管理 八代河川国道事務所  工務第二課 

用  途 2 車線道路トンネル 

工事内容 
トンネル延長 1,166ｍ 

(掘削断面積 74.5～96.5 ㎡),坑門工 2 基 

 

 
写真-3 坑口部の状況 

 
４. 消音器の効果の検証 

消音器の設置前後の騒音測定により，消音器に

よる低減効果の検証を行った。図-2 に測定時の切

羽，音源と測定点の位置関係を示す。測定箇所は，

発破音が消音器を通過して放射される坑外 30ｍ点

とした。音源はトンネル発破音と，発破音を模し

た広帯域の衝撃性疑似音源の 2 種類を用い，消音

器の設置前後で測定を行った。表-2 に測定時の発

破諸元を示す。切羽の状況により各発破の火薬量，

発破条件が異なるため，消音器の設置前後で計 4
回測定し，バラツキの影響を排除して低減量をも

とめた。 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-2 測定時の切羽，音源と測定点の位置関係 

 
表-2 騒音測定時の発破諸元 

切羽位置 岩盤等級 雷管 全装薬量

消音器
設置前

坑口～
約 330m DⅠ 

DS 
電気雷管 

約 6kg
約 5kg

消音器
設置後

坑口～
約 330m DⅠ 

DS 
電気雷管 

約 7kg
約 7kg

 
５. 測定結果 

図-3 に騒音測定から得られた消音器の騒音低減

効果を示す。低減効果は，消音器設置前後の音圧

レベルの差（挿入損失）として算出した。発破音

と疑似音源による測定を行い，暗騒音の影響を受

けた周波数帯域を除いて低減効果とした。点線の

○は 1/3 オクターブバンド分析結果を，実線の●は

オクターブバンド分析結果を示す。1/3 オクターブ

バンド分析結果では 100Hz 帯域を除く 16Hz～5ｋ
Hz 帯域で約 10～30ｄB，オクターブバンド分析結

果では 16Hz～4ｋHz 帯域で約 10～25ｄB の低減効

果が得られた。参考として図-3 に防音扉の挿入損

失測定結果 2)を実線の ×で示す。消音器の低減効

果は 16Hz～4ｋHz 帯域で防音扉よりも同等もしく

は大きく，騒音レベルの低減効果も防音扉より 2
ｄB ほど大きい。 

 
６. まとめ 

トンネル発破音対策の新技術として広帯域型ト

ンネル発破消音器を開発し，現場に適用して，一

部の帯域を除く 16Hz～4ｋHz オクターブバンドで

約 10～25ｄB の低減効果を確認した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

    

図-3 広帯域型トンネル発破音消音器による低減効

果測定結果（100Hz未満は発破音による測定結

果，100Hz以上は疑似音源による測定結果） 
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30．電動技術によるハイブリッドホイールローダの開発 
 
 

日立建機（株） ○ 石田 一雄 

日立建機（株）  日暮 昌輝 
 
 
１．はじめに 

エンジンの排出ガスによる地球温暖化などの環

境影響や石油の枯渇の問題から，化石燃料を使用

する自動車などの移動体に対する省エネルギー技

術が注目されている。自動車業界では，エンジン

と電動技術を組み合わせたハイブリッド車の優れ

た省エネルギー技術が認知されて広く普及してお

り，さらに電気自動車や燃料電池自動車の量産段

階に入っている。 

建設機械業界では，油圧ショベルの旋回機構に

電動モータを配したハイブリッド機が普及しつつ

ある。一方，ホイールローダにおいては，一部の

大型機の走行系に電動技術を適用した製品がある

ものの，一般的な建設現場で使用される普及モデ

ルでの量産化が遅れているのが現状である。 

日立建機（株）では，過去にハイブリッドホイ

ールローダのコンセプト機や限定発売機を開発し

た経緯があり，それらの技術蓄積を基盤として

2014 年に普及モデルのハイブリッドホイールロー

ダの開発を完了した。本論文ではハイブリッドホ

イールローダのシステム概要と，燃費低減効果な

どの環境性能，ならびにハイブリッド化にともな

う従来機からの改良点を述べる。 

 
２．開発の経緯 

ホイールローダは，タイヤ式のトラクタ系建設

機械に分類される。作業装置としてバケットとリ

フトアームを有しており，主に土砂，砂利，岩石

などを掘削し，バケットに積載した土砂などを自

走で運搬してダンプトラックなどの運搬機械に積

込む作業に用いられる。 
ホイールローダは，タイヤ式のため 40km/h 程度

の高速移動が可能である。その機動性の高さゆえ

に掘削現場間の移動や，積載物の運搬を頻繁に行

うため走行頻度の高い建設機械である。また，掘

削作業はタイヤに発生する駆動力でバケットを掘

削対象物に押し付けることで作業が成立するため，

走行系に消費されるエネルギーの割合が非常に大

きい。したがって走行系の動力伝達効率の向上な

どによるエネルギーロスの排除は燃費低減に大き

く寄与すると考えられる。 

2.1 従来機の走行系駆動方式 

従来のホイールローダの走行系の駆動方式は，

HST（Hydraulic Static Transmission）方式とトルク

コンバータ方式に大別される。 
ホイールローダの車格は，装備されるバケット

の容量（定格積載質量）にて決定され，基本的に

バケット容量が大きくなるにつれて運転質量やエ

ンジン出力が大きくなる。現在，当社では標準バ

ケット容量 0.3～6.1m3（運転質量 1.9～46t）の製品

群を量産機としてラインアップしており，3.0m3未

満の中小型機には HST 方式を，3.0m3 以上の中大

型機にはトルクコンバータ方式を採用している。 
中大型機に採用されるトルクコンバータ方式は

エンジンの動力がトルクコンバータとトランスミ

ッション，車軸を介してタイヤに伝達（四輪駆動）

される構造となっており，その構造は自動車と酷

似している。 
 

2.2 ハイブリッド機の開発経緯 

自動車に酷似した駆動方式を有するホイールロ

ーダは，自動車と同様にエンジンと電動技術を組

み合わせたハイブリッドシステムを適用すること

で大きな燃費低減効果が期待できる。そのため当

社はハイブリッド機の製品化を目指し研究を進め

てきた。（図-1） 

LX70 （コンセプト機） L130
* )

 （限定発売機）
      ・バケット容量：1.3m3           ・バケット容量：13m3
      ・エンジン出力：71kW           ・エンジン出力：735kW
      ・2003年発表           ・2008年発表

　　　　　注：＊） 当時、日立建機（株）の連結子会社であったTCM（株）

　　　　　　 　　　（現ユニキャリア（株））が開発した。  
図-1 ハイブリッド機の開発経緯 

 
2003 年にコンセプト機として，バケット容量

1.3m3 の中型ハイブリッドホイールローダ（機種名

LX70）を開発し，ハイブリッドシステム制御や燃
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費低減効果の実証試験などの基礎研究を行った。 
その後 2008 年にバケット容量 13m3 の大型ハイ

ブリッドホイールローダ（機種名 L130）を開発し

限定発売した。当該機は現在も顧客現場で稼働し

ておりデータの収集を継続しているが，従来シス

テムと比較して約 25%の燃費低減効果が立証され

ている。ただし，燃費低減効果はハイブリッド化

による走行系の省エネルギー効果のみではなく，

油圧系などのロスエネルギーの低減効果も含まれ

ていることを付け加えておく。 
大型ハイブリッドホイールローダ L130 の主要

機器の搭載図を（図-2）に示す。エンジンで発電

機を駆動し，動力を電力に変換しインバータを経

由して走行電動モータを駆動する方式で，一般的

にシリーズ方式とよばれるシステムで構成されて

いる。４輪に各１個の走行電動モータを配置して

おり，各モータは差動機とプロペラシャフトにて

機械的に連結されていることが特徴である。ホイ

ールローダは掘削中に後軸の荷重が低下して車輪

が空転を起こしやすく，４個のモータに機械的な

接続が無いと空転した車輪の走行電動モータの駆

動トルクを有効に利用できない問題があるため，

その対策として考案されたものである 1)。 

 
図-2 L130 主要機器の搭載図 

 
３．普及モデルのハイブリッド機開発 
 過去のハイブリッド機の開発経緯で蓄積した技

術を基盤として，普及モデルであるバケット容量

3.4m3（運転質量 18t）の中型ハイブリッドホイー

ルローダ（機種名 ZW220HYB-5B）を開発した。 

 

3.1 開発課題 

ハイブリッド機開発の課題は以下が挙げられる。 

(1) システムの費用対効果 

自動車に比べて需要台数が少ない建設機械では

電気部品がコスト高となり，製品価格が従来機よ

り高額になる。燃費低減効果によるランニングコ

スト差により，従来機との価格差を短期間で回収

できる燃費性能が求められる。 

 

(2) 電動機器の搭載性 

従来機よりも車体寸法が大きくなるとホイール

ローダとしての作業性を損なうとともに，従来機

との部品の共通性も低下してコスト高になる。し

たがって電動機器は従来機の車台に搭載可能な形

状・容積にする必要がある。 

 

(3) 電動機器の信頼性・耐久性・安全性 

建設機械の稼働現場特有の過酷な環境下に耐え

得る電動機器の設計と，暴走などの危険状態に遷

移しにくい制御システムの構築が必要。 

 

3.2 ハイブリッドシステムの方式 

前述の課題をクリアするために，まずは最適な

ハイブリッド方式の検討を行った。 

自動車におけるエンジンと電動技術を組み合わ

せたハイブリッド技術は，一般的にシリーズ方式，

パラレル方式，シリーズ・パラレル（トルクスプ

リット）方式に大別される。シミュレーションに

よる各方式の燃費低減効果の推定結果や，機器の

車台への搭載性，メンテナンス性，コストなどを

総合的に検討した結果，シリーズ方式がホイール

ローダに最も適していると判断した。 

シリーズ方式ハイブリッドの概念を（図-3）に

示す。シリーズ方式では，エンジンは発電機を駆

動するのみに使用され，発電機で発電された電力

で走行電動モータを駆動するため，エンジンと車

軸の間に機械的な動力伝達が存在しないことが大

きな特徴である。 

 

図-3 シリーズ方式ハイブリッドの概念 
 

3.3 ハイブリッドシステムの構成 

ZW220HYB-5B のハイブリッドシステムの概略

構成図を（図-4）に示す。構成としては，従来の

トルクコンバータおよびトランスミッションを発

電機と走行電動モータに置き換え，インバータや

キャパシタ（蓄電器）を組み合わせている。 
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図-4 ZW220HYB-5B ハイブリッドシステム構成 

 

(1)走行電動モータ 

L130では４輪に各１個の走行電動モータを配置

した４モータ方式であったが，車軸に動力を伝達

するプロペラシャフトの軸線上に走行電動モータ

を２個配置した２モータ方式に改めた。走行電動

モータとモータを制御するインバータの個数が減

り，また走行電動モータを機械的に連結する構造

も単純化されることからコスト低減に寄与する。 
走行電動モータは車軸の差動機を直接駆動する

構造としたためトランスミッションなどが存在し

ない。その結果，クラッチやギヤなどの機械的な

摩耗部品が排除され，走行系の信頼性，耐久性，

メンテナンス性が向上される。 
２個の走行電動モータは，おのおの「低トルク・

高回転型」，「高トルク・低回転型」という異なる

特性を有しており，高速走行時や掘削作業時など

の運転状況に応じて各モータを常に最適な効率で

動作させる制御を盛り込んでいる。 
ホイールローダは，車体を高速移動させる走行

性能と，掘削作業ではバケットを掘削対象物に押

し付けるための大きな駆動力の発生を両立させな

ければならない。走行電動モータを１個で構成す

ると，掘削時の駆動力を得るためには外径の大き

な電動モータが必要となり，同時にそれを制御す

る高出力のインバータが必要になる。汎用部品が

流用できないためコスト高になる点と，車台に搭

載するには容積が大き過ぎて不向きであったこと

から，部品点数は増えるものの２モータ方式はコ

ストと搭載性のバランスと，さらには走行電動モ

ータの動力効率を考慮して考案した。 
 

(2)キャパシタ 

蓄電器としてキャパシタを DC（Direct Current）
－DC コンバータを介して直流母線に接続してい

る。減速時は走行電動モータに発電動作をさせる

ことで車体の慣性エネルギーを回生電気エネルギ

ーに変換してキャパシタに蓄電し，加速時はその

エネルギーを再利用することが可能である。回生

エネルギーを有効利用することで，従来よりも低

回転数域でのトルクの小さいエンジン，すなわち

小排気量エンジンを採用することが可能となった。

その結果，副産物としてエンジン騒音の大幅な低

減を実現し，国土交通省の超低騒音型建設機械指

定基準を満足する低騒音化を達成した。 
 
(3)油圧系統 

 油圧系統は従来機と同様にエンジンによって機

械的に油圧ポンプを駆動している。ステアリング

系統とブレーキ系統は信頼性の高い従来の油圧シ

ステムを踏襲することで，万一，ハイブリッドシ

ステムに異常が発生した場合でもステアリング機

能とブレーキ機能を喪失しないシステムとして安

全を担保している。併せて油圧系のロスエネルギ

ー低減のためシステムの見直しも行った。 
 
(4)システム制御 

 各電動機器は，ハイブリッドコントローラによ

って統括制御される。シリーズ方式は動力伝達が

電気のみで行われるため，安全性については重点

的に配慮した。制御系の入力デバイス信号の多重

化や，コントローラの相互監視，監視マイコンの

搭載などの対処を行い，異常を検知した場合は速

やかに駆動力を遮断することで不正な駆動力を発

生させない，すなわち危険状態に遷移しない制御

として構成している。 
 
3.4 ハイブリッド化による燃費低減要因 

ハイブリッド化による燃費低減要因を以下に述

べる。 

(1) 動力伝達効率の向上 

エンジンと車軸の間に機械的な動力伝達装置が

存在しないため，従来のトルクコンバータやクラ

ッチ，ギヤなどの機械的な伝達ロスが低減される。 

 

(2) エンジンの最適制御 

従来機はトルクコンバータやトランスミッショ

ンを介して走行動力を伝達するため，必要な走行

速度や駆動力を得るためにはエンジン回転数の制

約があった。しかし，シリーズ方式ハイブリッド

では走行速度とエンジン回転数の制約が緩和され，

コントローラによる自動制御によってエンジンの

燃費効率の悪い回転数域を避け，かつ可能な限り

低回転数で動作させることができるため燃費向上

が図れる。 

 

(3) 回生エネルギーの有効利用 

キャパシタに減速時の回生電気エネルギーを蓄

電し，加速時に再利用することでエンジンの負荷

を軽減できる。 
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４．燃費低減効果と従来機からの改良点 

 前述のハイブリッドシステムを搭載したホイー

ルローダ ZW220HYB-5B（図-5）の燃費低減効果と，

従来機からの改良点を以下に述べる。 

 
図-5 ZW220HYB-5B のパワートレイン透視図 

（イメージ図） 

 

4.1 燃費低減効果 

 当社の社内評価基準における従来機（2010 年モ

デル）との燃費比較結果を（図-6）に示す。時間

あたり燃料消費量は従来機と比較して約 31%の燃

費低減効果が確認された。 
 

 
図-6 従来機とハイブリッド機の燃費比較 

 
試験結果では，9.6L/h の燃費低減効果となって

いるが，社内評価基準は高負荷作業条件での評価

であるため実際の稼働現場に比べて燃料消費量が

多く評価されていることに注意願いたい。当社の

調査による市場稼働機の平均燃料消費量は社内試

験結果の概ね半分程度である。また，アイドリン

グ時間が長いとハイブリッド化の効果が目減りす

るため，時間あたりの燃料消費量の低減効果は社

内試験結果の半分以下と想定される。 

仮に 4.0L/h の低減効果とし，軽油単価 117¥/L
（2015 年 8 月 17 日現在 2））と想定した場合，稼働

時間 10,000 時間において，4,680k¥の燃料コストを

削減できる試算結果となる。 

ホイールローダは，その汎用性から砕石，農畜

産，産廃処理，除雪，港湾荷役など，さまざまな

業種で使われるため，作業形態によって燃料消費

量の差が大きい。ハイブリッド化による燃費低減

効果は走行頻度が多いほど大きいため，走行頻度

が少ない場合やアイドリング時間が長い場合は効

果が十分に発揮できない場合がある。したがって，

ハイブリッド機の燃費特性を発揮できる作業形態

の現場への導入を提案することが重要であると考

える。 

 

4.2 従来機からの改良点 

 燃費低減と騒音低減に加えて，ハイブリッド化

にともない従来機から改良した点を述べる。 

(1)無段変速 

 トランスミッションを廃止し，電動モータによ

る無段変速を実現した。掘削作業や登坂作業など

で変速操作が不要となり走行操作性が改良された。 

 

(2)走行・作業の独立制御 

従来機は，アクセルペダル操作でエンジン回転

数を増減することで，走行速度と作業機速度が連

動して増減していた。ハイブリッド機はコントロ

ーラでエンジン回転数が自動制御されるため，ア

クセルペダルは走行速度を，作業機レバーは作業

機速度を指令するデバイスとし，独立制御が可能

なシステムに改めた。ダンプトラックへの積込み

動作を一例とすると，作業機（バケット）は速く

上げたいがダンプトラックに接近するため走行速

度は遅くしたいという場面がある。従来機は，作

業機を速く上げるためにフルアクセル操作が必要

になり，連動して走行速度も速くなってしまうの

で，走行速度を減速するためにブレーキ操作を同

時に行わなければならず，ここに動力ロスが発生

していた。ハイブリッド機は走行速度と作業機速

度を独立で操作できるため，必要な作業機速度は

維持したままアクセルペダルを緩めることで走行

速度を減速できる。したがって最小限のブレーキ

操作で積込み作業ができ，動力ロスを低減すると

ともにオペレータの疲労軽減にも寄与する。 

 

５．おわりに 

化石燃料を使用する移動体の省エネルギー化技

術は，自動車業界に代表されるように電動化が大

きな流れとなっており，電動技術の進歩により今

後さらに燃費低減効果の拡大が期待される。当社

は今後も研究を継続し，さらなる省エネルギー化

を実現した建設機械を提供していく所存である。 
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31．タイヤ式多目的運搬台車について 

－ 急曲線・急勾配に対応した坑内運搬台車 － 

 
清水建設㈱土木技術本部機械技術部 ○藤井曉也 

清水・東急特定建設工事共同企業体  磯部哲  

首都高速道路株式会社               溝口孝夫 

 
１．はじめに 

泥土圧シールドトンネルの掘削土搬出や資材の

搬送は，一般的にはトンネル内に軌条（レール）

を敷設し，軌条上に充電式運搬台車を走行させて

いる。それに対し今回馬場出入口工事においては，

タイヤ式多目的運搬台車を採用した。 
以下，タイヤ式多目的運搬台車の採用理由，台

車の特徴，現場導入効果について報告する。 
 

２．横浜環状北線馬場出入口工事概要 

横浜環状北線（以下，北線）は，横浜市の交通

ネットワークの骨格を形成する横浜環状道路の北

側区間，第三京浜道路「港北インターチェンジ」

から首都高横羽線「生麦ジャンクション」をつな

ぐ延長約 8.2km の自動車専用道路である（図-1）。   
馬場出入口は，横浜環状北線のほぼ中央に位置

し，地表の現道と北線の本線トンネルを接続する

馬場出入口および馬場換気所を構築し，現道の大

田神奈川線を整備・拡幅する工事である。このう

ち馬場出入口のシールド工事は，泥土圧シールド

（外径φ10.13m～11.13m）工法により，地上発進

立坑から既設の北線本線トンネルに接続するラン

プトンネルを構築するものである。工事の特徴と

して，次の項目が挙げられる。 
 

 
 
 

（１）急曲線施工 
最小曲線半径 50m で掘進する区間が存在する。 

（２）急勾配施工 
最急 7.4%～8.1%という下り勾配で掘進する。 

 
３．急勾配に対応した坑内搬送台車の検討 

本工事では，急曲線，急勾配施工となることを

考慮して，坑内搬送について， 
・ 軌条（レール）式工法 
・ タイヤ式工法 
の 2 案を比較検討した。 

5%以上の勾配で施工する場合は，安衛則202条
の「軌道のこう配」より，逸走防止対策を設ける

必要があり，主に下記の搬送方式が検討採用され

る。 
・ ラック＆ピニオン方式 
・ リンクチェーン方式 
・ タイヤ方式 
・ ウィンチ方式 
・ ホイスト方式 
３．１ 軌条（レール）式工法の検討 

軌条（レール）式工法を採用するにあたり，以

下（１）～（３）の課題を検討する必要があった。 
（１） 機関車の走行車輪 
機関車が安全に走行するためには，レールと車

輪間の摩擦抵抗が必要である。レールの摩擦抵抗

は一定であるため，車輪側で摩擦抵抗を増やさな

ければならない。機関車の車輪の勾配別材質，対

応方法は一般的に次のとおりである。 
・  0～30‰‥‥‥‥‥鋳鋼車輪 
・ 30～50‰‥‥‥‥‥アルキャン※車輪 
・ 50‰以上‥‥‥‥‥車輪と他の逸走防止装置 
併用（ピンラック式，アブト式） 
また摩擦係数は下記の値を用いる。 

・ 鋳鋼車輪‥‥‥‥‥‥ 0.2程度 
・ アルキャン車輪‥‥‥ 0.4程度 
※アルキャン：セラミック粒子を混合したアルミニ

ウム合金で高粘着性を有する材料 
 図-1 横浜環状北線馬場出入口位置図 

馬場出入口 

- 137 -



（２）制動装置 
機関車が安全に走行するためには，確実なブレ

ーキ性能を有していなければならない。坑内機関

車の制動装置には一般的に以下のような種類があ

り，これらの制動装置を単独または組み合わせ装

備されている。 
・ サーボモーターによるサーボブレーキ 
・ 油圧ディスクブレーキ 
・ 無励磁作動（負作動）電磁ブレーキ 
サーボモーターは指令速度に応じたモーターの

トルク制御により上り下りの勾配，牽引負荷の大

小にかかわらず，常に機関車の一定速度走行を可

能にする。従来の運転員の経験と勘による熟練操

作と異なり，速度および停止指令のみの容易な運

転，制動操作が可能である。 
ディスクブレーキは，車軸と共に回転する円盤

状の金属ローターを，その両側から2枚の摩擦材

（ディスクパット）で挟み，圧着することで制動

力を生みだすものである。 
無励磁作動（負作動）電磁ブレーキは，通電オ

フあるいは停電時にバネにより制動力が働くスプ

リングクローズ式の無励磁作動（負作動）電磁ブ

レーキである。スプリングを複数個使用している

ため信頼性が高く保持用ブレーキ，非常停止用ブ

レーキに適している。 
（３）レール（第3軌条） 
通常の軌条（レール）式工法では，レール2条の

上を走行する。5%以上の急こう配の条件でレール

工法を採用する場合，ラック式（歯軌条）と呼ば

れる第3軌条を追加する。この方式はラック式（歯

軌条）と呼ばれ，2本のレールの中央に歯型のレー

ル（歯軌条，ラックレール）を敷設し，機関車の

床下に設置された歯車（ピニオン）とかみ合わせ

ることで，急勾配を登り下りするための推進力と

制動力を補助する方式である（図-2）。 
以上のように軌条式（レール）を採用する場合

は，追加の対策が必要となる。 
 

 

３．２ タイヤ式工法検討 

タイヤ式工法は，車輪がタイヤで構成される車

両で坑内運搬する方式である（図-3）。この車両の

車輪はゴムタイヤで，ディーゼルエンジンで走行

するタイプなどがあり，軌条を必要としない。 
また，軌条（レール）式は，単線の場合，分岐

点の退避車線で逆行の車両の通過を待機する必要

があり，その場合サイクルタイムに遅れが発生す

る。 
さらに，本工事では5%以上の急勾配がある為，

第3軌条の設置，撤去工事を行うことで，段取り替

えの日数，工費が別途必要となるが，タイヤ方式

では不要となる。これらを勘案して今回のシール

ド工事では，タイヤ式工法を採用した。 
 

 
 

３．３ タイヤ式工法採用の問題点および対策 

タイヤ式工法を採用するにあたり，坑内で車両

後進時に発生する災害は重篤災害に繋がる可能性

があるため，特に以下の災害の発生防止対策を検

討した。 
・ 後進運行の距離を極力短くする事 
・ 坑内すれ違い場所の設置 
上記について検討した結果，本工事では，前後 2

方向に運転席が配置された坑内搬送台車を採用し

（図-4），常に運転手が前向きに走行できることで

死角を減らし，災害の抑制を図った。更にこの車

両の走行時の安全性を向上させるため，路面につ

いては全線 H 鋼枕木を敷き詰め，滑り止め防止用

の鉄筋を配置した。さらに H 鋼枕木を採用するこ

とにより，全線においてすれ違うことが可能とな

った（図-5）。 
 

 
図-4 前後に運転席が配置された坑内搬送台車 図-2 第 3 軌条（ラック式レール） 

図-3 タイヤ式工法で使用する車両の例 
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４．タイヤ式坑内搬送台車の特徴 

４．１ 積載重量，走行速度 

タイヤ式の坑内搬送台車では，積載物は用途に

応じてズリ函，クレーン，アジテーターなど多様

な用途に対応が可能である。多目的に運搬する台

車という意味で，MSV（Multi service vehicles）と

呼称する。MSV は，積載重量については，10t～200t
までの対応が可能で，また，装備可能な空車での

最大走行速度は 20 ㎞/h（表-1）である。なお 15t
の積載車両を MSV15，50t 積載車両を MSV50 と呼

ぶ。 

 

４．２ 勾配，転倒に対する安全装置 

MSV の設計は，空車走行時最大登坂能力 25%ま

で可能であるが，本工事のトンネル勾配は 7.4%～

8.1%であることより，今回は最大積載重量載荷時

10%対応車を採用した（図-6）。 
その他安全装置として，転倒を防止するため転

倒傾斜センサーを装備しており，車体に組込まれ

た傾斜計により，車体の転倒傾斜角度 4°で警告，

転倒傾斜角度 6～7°で緊急自動停止するようにし

た。 
また前述の通り車体の前後には運転席を装備し，

運転者は常に進行方向側の運転席で運転を行うこ

とで，後退時の坑内作業員の巻き込まれ災害を抑

制できるようにした。 

 

 

 

４．３ 制動装置（ブレーキ） 

逸走の危険性を排除するため，MSV には 5 種類

の制動装置を装備した。 
① 静止ブレーキ（パーキングブレーキ） 
パーキングピストンが多層ディスクを押さえる。 

② ダイナミックブレーキ 
サービスピストンが多層ディスクを押さえる。 

③ 油圧ブレーキ（HST=Hydro Static Transmission : 
静油圧駆動装置） 

油圧ポンプへの吐き出し量を減少し，モーター

回転を減らす。 
④ 緊急ブレーキ 
パーキングピストンが多層ディスクを押さえる。 

⑤ セーフティーブレーキ 
エンジン回転数の過回転を判断し，コンピュー

タが自動判断し停止させる。 
特に③油圧ブレーキ（HST）に使用されている

駆動方式は，可変容量形ポンプと定容量形モータ

ーを組み合わせた動力伝達機構である。駆動軸と

被駆動軸の回転比率を無段階に変えることやその

逆転も可能である。ポンプで一度油圧動力に変換

勾配最大 10％対応 

表-1 レール式とタイヤ式（MSV）の走行制限速度比較

図-6 MSV 急勾配走行状況 

図-5 坑内走行状況図(運搬台車×2台) 
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してから，油圧モーターにより再度機械的な回転

に変換することにより大出力の安定したトルクが

得られる。この油圧ブレーキは油圧が発生しない

限り機械的に駆動しない，即ちブレーキがかかっ

たままになる。 
またステアリングモードは2輪駆動・4輪駆動・

カニ走行があり，小回りが利き，幅寄せもスムー

ズに行うことができる。さらに車体幅は1.0m～

1.9m，車高は1.5m～3.2mで多種にわたるシールド

マシン後続設備の区間走行にも安全に対応するこ

とができる。 
４．４ 環境対策 

環境に関しては，ディーゼル特定特殊自動車の

排出ガス規制を順守することが重要である。 
本工事で採用した MSV15（エンジン定格出力

110kw）は，エンジンから排出される PM を捕集，

低減するために DPF（Diesel Particulate Filter：PM 
捕集装置）を採用し，MSV50（エンジン定格出力

235kw）は尿素による排出ガス浄化技術を搭載し，

排出ガス規制値（2011 年規制）をクリアした（表

-2）。 
表-2 排出ガス規制値（2011 年規制） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※括弧内の値は上限値を表す。 

 

５．導入効果 

本工事でのタイヤ式多目的運搬台車（MSV）の

走行状況は良好であり，発進，停止時もスムーズ

に動作している。現場では，発進時の合図，後続

台車進入時の表示，走行前のブレーキの確認など

を，さらなる安全対策として実施し，衝突事故，

逸走事故防止に努めている。 
また MSV は，環境に配慮したエンジンを搭載し

ているため，坑内環境も良好である。 
 

６．おわりに 

本工事のような急勾配，急曲線トンネルにおい

て，タイヤ式多目的運搬台車により，安全に坑内

搬送を行うことができた（図-7）。この台車は最大

積載 200t まで対応できるため，今後の国内の大型

シールド工事で有効な選択肢の一つとなると考え

られる。 
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図-7 坑内急曲線走行状況 
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32．インバート支保工設置ロボットの開発と導入 
 
 

清水建設㈱土木技術本部機械技術部 ○藤内 隆 

清水建設㈱土木技術本部機械技術部  藤井 攻 
 
 
１．はじめに 

NATM 工法において不良地山に遭遇した場合、地

山の安定を図るため、切羽近傍でインバート支保

工を設置してトンネルを早期に閉合することが有

効となる。 

このインバート支保工の設置作業は、切羽面か

ら深部を掘削した所での作業となるため、安全の

確保が課題となっている。 

この度、このインバート支保工の設置を人が立

ち入ることなく施工できる機械を開発したので、

機械の開発目的、設計上の課題、開発の効果につ

いて報告する。 
 

２．開発の目的 

従来のインバート支保工の設置作業では、２分

割したインバート支保工をバックホウで揚重し、

左右の下半支保工と接合する。(写真-1) 

 
 
 
その後、左右のインバート支保工をほぼ中央で

接合する。 
この作業では、揚重した支保工を下半支保工と

接合する際に、人力で接合面を調整するため非常 
に労力のいる作業となっている。 

また、揚重機の揚重能力の関係から作業半径を

小さくする必要がある。 
そのため、深く掘削したインバート部近傍の地

盤の不安定な場所に揚重機を設置しなければなら

ず地山の崩壊や揚重機の転倒の恐れがあった。 
さらに、深く掘削したインバート部に人が立入

り接合作業を行うため、切羽崩壊の恐れのある危

険な作業となっていた。（写真-2） 

 

  

 

そこで本技術開発では、左右２分割したインバ

ート支保工を地上で組立一本化し、インバート支

保工設置ロボットのアームでインバート支保工を

把持し、インバート底部に設置、その後、下半の

支保工と接合する施工するシステムを考案した。

(図-1) 

  
この施工システムでは、２分割したインバート

支保工を地上で組立を行うことで、従来のインバ

ート底部での人が立ち入って接合する作業がなく

図-1 インバート支保工組立施工イメージ 

一本化したインバート 
支保工を設置 

写真-2 インバート支保工接合状況 

写真-1  インバート支保工と 
下半支保工接合作業状況 
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なるため安全性が向上する。 

 また、揚重機を使用せず、作業能力に余裕のあ

る専用のロボットでインバート支保工を把持して

作業を行うため、安全かつ省力化を図ることがで

きる。 

 

３.設計上の課題 

 従来の上半用エレクタと兼用したインバート支

保工設置ロボットの開発にあたり、以下項目が設

計時の課題となった。 

➀深く掘削したインバート底部まで到達可能なエ

レクターブームの開発 

②インバート支保工を一括化するための把持機構 

③一括化したインバート支保工と下半支保工との

接合を容易にする機構 

 

３．１ 垂直伸縮エレクターブームの開発 
 本開発では、従来の上半用エレクタにインバー

ト支保工の設置が可能な兼用型とした。 
 そのため、上半支保工建込み用のブームでイン

バート支保工の設置をするとブームが斜めに伸縮

するため、ブームと地盤が干渉して建込みができ

ない。(図-2) 

 

 

 

そこで、左右の 2ブームに中ブームを加えた 3

ブーム構造とした。(図-3) 

 
 

そして中ブームには垂直に伸縮する機構を加え

ることにより、深さ 2～4ｍあるインバート底部に

地盤と干渉することなくブームが届くようにした。

(図-4) 

 
 
 
 また、垂直に伸縮することで斜め伸縮する場合

と比較して作業範囲が大きくとれるため、地盤の

悪いインバート掘削箇所より離れた場所にエレク

タの設置が可能となる。 
 
３．２ インバート支保工把持機構 
分割したインバート支保工を地上で組立てする

には、左右のブームでインバート支保工を各々掴

み、ほぼ中央の部分でボルト連結を行う必要があ

る。 
そのためには、インバート支保工を回転させ中

央の接合面を合わせることが必要となる。 
 しかし、左右の上半支保工建込用ブームについ

ている把持機構では、下方向に回転できないため、

インバート支保工の接合ができない。 
そのため、分割支保工の地上接合方法が課題と

なった。(図-5) 

 
 
そこで、左右のブームに下向きのインバート支

保工把持装置を追加することで、インバート支保

工の接合を可能にした。 
(図-6) 
 

 

 垂直伸縮により地盤との干渉がない 

回転できない 

図-4 中ブーム垂直伸縮による建込図 

図-2 上半用ブームを使用した建込図 
   (ブームと地盤の干渉により建込みできない) 

インバート支保工建込み用 
中ブーム 図-5 上半用キャッチング作動範囲 

ブームと地盤が干渉 

 
 地盤とブームが干渉する 2～4m

2～4m

図-3 3 ブームインバート支保工建込兼用エレクタ 
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図-6 インバート支保工把持用装置による接合 

 
 

 
 

 
３．３ 下半支保工との接合容易な機構 
 インバート支保工を一括化した後、下半支保工

と接合する。 
 この下半支保工と接合する際は、ボルト接合と

なるため、精度よくインバート支保工の設置およ

び調整が必要となる。 
 そのため、中ブームおよび把持装置には位置調

整が容易にできるように、左右、前後、回転がで

きる機構とした。 
 さらに、その把持装置には２本のツメを装備し

て長く湾曲したインバート支保工を確実に把持で

きる構造とした。(図-7) 

 

 
表-1 に中ブームの仕様を示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

４．実証実験 
(1)インバート支保工一括化実験 
インバート支保工把持装置を取り付けた左右の

ブームにより、分割したインバート支保工の接合

実験を行い、問題なく一括化できることを確認し

た。(写真-3) 

 
 

 
 
 
(2)アーム伸縮動作実験 
 地上で組み立てた一括化したインバート支保工

を把持した状態でブームを最大に伸ばし、アーム

を垂直に 1.2m 降下させて、アームの動作、機体の

安定性に問題ないことを確認した。(写真-4) 

 
 

図-7 中ブーム動作機構 

インバート支保工把持装置 

表-1 中ブーム仕様 

写真-3 インバート支保工接合実験 
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 また、把持装置の位置調整が可能な左右、前後、

回転機構の動作を確認し、問題なく下半支保工と

の接合ができることを確認した。 
 
５．現場適用 
 5.1 施工状況 
 前述のインバート支保工設置ロボットを現在稼

働している山岳トンネル現場に導入し、実際のイ

ンバート建込作業を行った。 
 以下に建込作業のフロー図を示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
切羽後方にて左右のブームで 2 分割したインバ

ート支保工を各々把持し、キャッチングの回転機

構及びスイング機構を使用して一括化する。(写真

-5)。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

その後、インバート建込み専用の中ブームに把

持替えを行う。(写真-6)  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
そして、切羽までエレクタを前進させ一括化し

たインバート支保工を下半支保工の接合を行った。

(写真-7) 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 現場での適用結果からインバート底部まで人

が立ち入ることなくインバート支保工の設置が可

能となり安全性が向上した。 
また、建込に必要な作業員は従来 5 人必要であ

ったが、エレクタでの建込作業ではオペレータ 1
人と組立作業員 2 名の合計 3 名での建込作業が可

能となり、建込作業の省力化も可能となった。 
 
5.2 作業サイクル 
実際に建込作業を行ったときのサイクルタイム

を計測し、従来方式（バックホウを使用しての建

込）との比較を行った結果を次に示す。 
支保工の仮組立から建込の完了までの時間を比

較し、従来の方式では 1 基当たりの平均組立時間

は約 11 分、エレクタを使用しての建込については

約 14 分という結果になった。 
これは、一括化した長尺の支保工を設置する際

に下半支保工との干渉があるため、位置決めする

時間がかかっているのが要因の一つである。 

切羽後方にて左右エレクタでの支保工把持 

２分割支保工の一括化 

一括化した支保工を中ブームで把持替え

エレクタを走行させ切羽へ移動 

一括化した支保工の建込 

図-8 建込作業フロー 

写真-5 支保工仮組 

写真-6 支保工把持 

写真-7 支保工建込 

写真-4 アーム伸縮実験 
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5.3 調整ピース取付工程の短縮 
従来方式での建込手順を次に示す。（図-9） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
従来は左右の支保工の隙間を調整する調整ピー

ス取付けを組立工程の最後で行っていたため調整

が容易であった。 
一方、エレクタでの設置方法では、一括化した

支保工を建込み、下半支保工との接合部に、調整

ピース・調整ライナーの取付けを行っていた。 
(図-10) しかし、作業足場が悪い中での、調整

ピース・調整プレートの設置作業は、従来の方法

にくらべて、作業時間がかかった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
そこで、建込前に下半支保工の左右接合面の幅

を計測し、一括化する支保工の周長を把握するこ

とによって調整ピースの大きさを決定することに

した。（図-11）計測には利便性を考慮し、市販の

レーザーポインター型の距離計を使用した。 

その後、一括化した支保工にあらかじめ大きさ

を決めた調整ピースを取付けた結果、支保工の建

込み時間を短縮することができた。(図-12) 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
６．おわりに 
 インバート支保工設置ロボットの導入により、

人が立ち入らないことよる安全性の向上、専用の

把持装置を装備したロボットによる省力化や省人

化が可能となった。 
 以上に示したような切羽に近い位置でのインバ

ート支保工の設置を行うことにより、安全性と地

山の安定化に貢献するより効果的な早期閉合が可

能となった 
今後は施工を重ね更なる改善を行い、安全性の

向上および生産性の向上に努めていきたい。 
 

 

従来方式 

エレクタ 

での 

一括建込 

1.左支保工仮取付 
2.右支保工仮取付 
3.調整ピースの取付 
4.ストラッド高さ確認 
5.インバート支保工本組 

2 基 2 基 2 基 

21 分 21 分 24 分 

合計66分

11 分/基

1.支保工を仮組立 
2.建込位置へ移動 
3.支保工建込 

1 基 1 基 1 基 1 基 

15 分 16 分 12 分 13 分 

合計56分

14 分/基

表-2 建込サイクル時間比較表 

図-10 調整ピース取付位置と建込順序 

レーザーポイント

型の距離計により

計測 

下半支保工

 

下半支保工

図-11 計測方法 

①左インバート支保工 ②右インバート支保工 

③調整ピース 

下半支保工 

①左インバート支保工を下半に取付 
②右インバート支保工を下半に取付 
③調整ピースを取付、ライナー挿入 

図-9 従来方式での建込手順 

下半支保工 

周長から挿入する調

整ピースの大きさを

決める 

②調整ピース取付 

下半支保工 

①インバート支保工建込 

①一括化した支保工を建込 
②調整ピースの取付と調整ライナーの挿入 

①調整ピース付支保工の建込 
②調整用ライナーを挿入し建込完了 

調整ピース付支保工 

図-12 建込手順 
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33．ドラグ・ショベルの斜面降下時および残土等乗り越え時の 

機体の不安定化に関する基礎的検討 

 

 
 

(独)労働安全衛生総合研究所 ○ 堀  智仁 

(独)労働安全衛生総合研究所  玉手  聡 
 
 
１．はじめに 

掘削用機械は，建設機械の中でも労働災害が最

も多く発生しており，事故の型別の災害発生状況

は，「はさまれ，巻き込まれ」，「激突され」，「墜落，

転落」の順となっている。 

同建設機械については，機械メーカをはじめ関

係業界の尽力により，転倒時保護構造（ROPS）を

国際規格として制定し，それによって運転席の強

化が図られ，機械の転倒による運転者の死亡事故

を防止するためのハード面の対策がなされてきた。

しかしながら，当該機械の転倒災害は依然として

発生しており，斜面上を移動中に転倒する災害や，

建設工事に伴い副次的に発生する建設発生土（以

下，残土という。）等を乗り越える際に転倒した事

例が多く見受けられる。転倒時に ROPS 等により

運転者が保護され，労働災害に至らなかった事例

も考慮すると相当数の転倒災害が発生していると

考えられる。このような建設機械の転倒災害は，

周囲で作業している作業者を巻き込む可能性があ

り，安全に作業するための条件を明らかにする必

要がある。 

筆者らはこれまで，ドラグ・ショベルの小型模

型を作製して，斜面降下時の不安定性を明らかに

するための実験を行ってきた。その結果，機体の

安定度（限界傾斜角）よりも緩い傾斜で機械が転

倒することや，斜面を降下する際には前進で降下

するよりも後進で降下する方が安定することが明

らかになった 1)。 

残土等の乗り越え時にドラグ・ショベルが転倒

する災害も多く発生しているため，本研究ではド

ラグ・ショベル模型を用いて，斜面降下時と残土

等の乗り越え時の機械の不安定性について比較を

行った。 

 

２．遠心実験用小型模型の概要 

ドラグ・ショベルによる労働災害の分析結果か

ら，バケット容量 0.2m3 未満の小型の機種で災害が

多く発生していることがわかった 2)。そのため，

本研究では，小型の機種の模型を作製した。作製

したドラグ・ショベル模型を図-1 に示し，表-1 に

実機と模型の諸元の比較を示す。模型の詳細につ

いては既報を参照されたい 1)。 
 

３．実験の概要 

3.1 遠心模型実験装置 

本実験では当研究所が所有する遠心模型実験装

置 NIIS Mark-II Centrifuge（最大遠心加速度 100G，

有効半径 2.3m）を使用した。遠心模型実験とは，

遠心加速度を付与できる実験装置に幾何学的に縮

小された（1/N）小型模型を取り付け，Ng の遠心

表-1 実機と模型の主要諸元の比較 

 実機 模型 

重心距離 
水平 x(m) 鉛直 y(m) 水平 x(m) 鉛直 y(m)

0.24 0.81 0.01 0.06 

合計重量 46.16kN 
38.56N 

(10G 場では 385.76N)
平均接地圧 40.4kPa 40.2kPa(10G 場) 

安定度 
前方 後方 前方 後方 

42.2 度 57.3 度 49.4 度 56.3 度 
※水平方向の重心位置は旋回中心を基準にして前方を（＋）で示

している。 
図-1 ドラグ・ショベル模型 
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加速度が作用している場で小型模型の挙動を調べ

る実験のことである 3)。図-2 に遠心模実験の概要

を示す。模型の操作は無線通信により操作する。

模型を操作する送信機はコントローラと分離した

構造となっており，コントローラと送信機はスリ

ップリングを介して接続されている。 
 

 
図-2 遠心模型実験の概要 

 

 
図-3 実験の概要 

 

3.1 実験条件 

機械が斜面を降下する実験と，残土等を乗り越

える実験を実施した。本研究では，それぞれを「斜

面降下実験」，「乗り越え実験」と呼ぶこととする。

斜面降下実験は，模型を天端（盛土の上面）より

走行開始して斜面を降下させるものであり，乗り

越え実験は斜面上から走行を開始して残土を模擬

した山を乗り越える実験である。 
図-3 に実験の概要を示す。斜面降下実験におけ

る斜面の勾配は 3 種類（20 度，25 度，30 度）で

あり，乗り越え実験における勾配は 4 種類（15 度，

20 度，25 度，30 度）である。高さはそれぞれ 200mm
（実大換算 2m）である。模型の走行速度 V は

0.03m/s（実大換算 0.108km/h）とした。 
計測については，走行挙動を高速度カメラ（nac

社製）で撮影し，動画解析により模型の揺動を求

めた。解析では，壁面に設置した 2 つのターゲッ

トマーカを結ぶ側線 A-A’と，模型の車軸部分に

設置した 2 つのターゲットマーカを結ぶ側線 B-B’
とのなす角を求めた。本研究ではを機体傾斜角

と定義した。 
高速度カメラの解像度は 512×512 であり，撮影

速度は 500 コマ/秒である。 
模型地盤は関東ロームにより作製した。締固め

圧が 50kPa となるよう静的に締固めた後，所定の

形状に成形した。なお，実際の盛土の表面部分は

締固めを行っていない場合が多く，表面部分の強

度は低いと考えられる。それに比べて，本研究で

作製した模型地盤は静的に締固めた地盤であり，

実地盤に比べ，強度がやや高いと考えられる。こ

の点については，実際の盛土と条件は異なる。 
 

４．実験結果 

高速度カメラで撮影した動画を解析して求めた

機体傾斜角と角速度の関係を図-4 に示す。この

図は，同じでを比較した場合が大きい方が回

転運動エネルギーは大きく，より不安定であるこ

とを意味している。図より，斜面傾斜の増加とと

もに角速度は大きくなっており，機体はより不安

定化している。また，斜面降下実験と乗り越え実

験の結果を比較すると，乗り越え実験のが全体的

に大きい。すなわち，残土等を乗り越える方が機

体はより不安定であることがわかった。なお，本

実験で走行中に模型が転倒した条件は，斜面降下

実験においては=30 度，乗り越え実験では，=25
度および=30 度であった。 

斜面降下実験と乗り越え実験の結果を比較する

と，斜面降下実験の=30 度と乗り越え実験の=15
度では，角速度の最大値max はほぼ等しいにもか

かわらず，斜面降下実験（=30 度）では模型が転

倒し，乗り越え実験（=15 度）では模型は転倒し

なかった。このように，走行中に生じる角速度（回
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転運動エネルギー）が同じでも安定性に差がある

ことがわかった。この原因は，斜面降下後および

乗り越え後の機体の安定性が異なることが考えら

れる。次に転倒の条件に関する検討を行う。 
図-5 に斜面降下実験と乗り越え実験における模

型の重心位置の移動を示す。 
斜面降下実験における重心の移動量h は式(1)

で表される。 

 cos hhh  (1) 

ここで，h は模型の重心高さである。 
一方，乗り越え実験の際の重心位置の移動量h

は式(2)で表される。 

  coscoscos  hchh  (2) 

エネルギー保存則に基づき，重心位置の変化量

（位置エネルギーの変化量）が回転エネルギーに

変換されると仮定すると，重心の移動量h と角速

度calの関係は式(3)で表される。 

 22
h
hgcal


  (3) 

ここで，g は重力加速度である。 
図-6に角速度比Rと斜面傾斜角の関係を示す。

ここで，角速度比とは，実験で得られた角速度の

最大値max を計算で求めた角速度cal で除した値

である。 
Rは概ね 1 以上となっており，実験値が理論値

よりもやや大きな値であった。この原因は，理論

値ではある点を中心に機体が回転すると仮定して

h を求めているのに対して，実験では機体の回転

中も模型は移動し続けているため，結果的にh が

多くなり，max が理論値よりも大きくなったこと

が考えられる。 
次に，転倒の条件について，検討を行う。図-7

に転倒時の重心位置の移動を示す。 

(a) 斜面降下実験 

(b) 乗り越え実験 

図-4 機体傾斜角と角速度の関係 

 

 

(a) 斜面降下実験 

 

(b) 乗り越え実験 

図-5 実験時の重心位置の移動量 

図-6 斜面傾斜と角速度比の関係 
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模型の転倒する条件は，履帯の前方を回転の支

点（転倒支点）として回転し，機械の重心位置が

転倒支点よりも前方に移動した際に転倒する。す

なわち，転倒に必要な運動エネルギーはhcとなる。

hcについては式(4)で表される。 

 )cossin(  hbrhc   (4) 

表-2 に各斜面傾斜でのhc と限界角速度c を示

す。ここで，式(1)および式(2)のh から算出した
を，限界角速度cで除した値を転倒危険度 Dtと定

義した。 
図-8 に斜面傾斜と Dtの関係を示す。斜面降下実

験（○印）と乗り越え実験の結果（△印）を比較

すると，斜面降下実験に比べ，乗り越え実験の転

倒危険度が約 2 倍となっている。 
履帯を走行装置とする機械は，重心位置が法肩

（法面の上端）や残土の頂部を通過した際に機体

が回転し始める。図-5(b)に示す通り，乗り越え実

験では，重心の水平位置が残土の頂部を通過した

際に機体が回転を始めるため，斜面降下実験に比

べh が大きくなり，結果的に角速度が大きくな

ったと考えられる。また，転倒危険度 Dtと模型実

験の結果を比較すると，乗り越え実験における

=20 度の Dt は 1 以上であるが実験の結果，模型

は転倒しなかった。この実験条件については，実

験と理論的検討で違いがみられたが，それ以外は

理論的な検討の結果と実験結果は良く対応してい

ることがわかった。 
以上の結果から，斜面降下時に比べ，残土等を

乗り越える際に機械が不安定になることや，理論

的な検討と実験結果はよく対応していることが確

認された。このことから，理論的な検討である程

度機械の安定性を推定することが可能であると考

えられる。 
 

５．まとめ 
 ドラグ・ショベルの小型模型を用いて，斜面を

降下する実験と残土等を乗り越える実験を行った。

実験により得られた知見は以下のとおりである。 
1) 斜面降下実験と乗り越え実験の角速度につ

いて同じ斜面傾斜角で値を比較すると，乗り

越え実験の方が生じる角速度が大きく，機体

がより不安定化することが明らかになった。 
2) 模型の転倒条件から転倒危険度Dtを求め，斜

面降下実験と乗り越え実験を比較した。その

結果，残土等を乗り越える際のDtは斜面降下

実験の約2倍であることがわかった。 
3) 理論的な検討の結果と実験で得られた値を比

較した結果，両者はよく対応していることが

確認された。そのため，理論的な検討で機体

の不安定性を推定することが可能であると考

えられる。 
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図-7 転倒時の重心の移動 

表-2 転倒に必要な条件 

斜面傾斜
（度） hc (mm)

限界角速度c

(度/sec) 
15 13.68 27.29 
20 9.85 23.15 
25 6.61 18.97 
30 4.00 14.75 

 
図-8 斜面傾斜と転倒危険度 Dtの関係 
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34．水中作業におけるコンクリートブロック据付支援システムの開発 

 

 
 

国立研究開発法人土木研究所 寒地土木研究所 道北支所 ○ 平  伴斉 

国立研究開発法人土木研究所 寒地土木研究所 寒地機械技術チーム  山口 和哉 

国立研究開発法人土木研究所 寒地土木研究所 寒地機械技術チーム 岸  寛人 
 
 
１．はじめに 

積雪寒冷地である北海道の港湾におけるコンク

リートブロック据付工事は、波浪や海水温の低下

などの影響により、施工可能期間が短い。 

また、少子高齢化などによる起重機船の船員や

潜水従事者の不足、さらにクレーン作業中におけ

る潜水士の事故が問題となっている。 

このため、施工の効率化・省人化・安全性向上

を目的に、GNSS(グローバル衛星測位システム)

を活用した据付位置誘導と、サイドスキャン機能

付魚群探知機を活用した水中可視化による、コン

クリートブロック据付支援システムを開発した。 

本稿では、システムの開発経緯、コンクリート

ブロックの誘導試験、消波ブロック据付作業の水

中部可視化試験について述べる。 
 

２．システム開発要件 

上記の課題の対応策を検討するため、コンクリ

ートブロック据付作業を行っている潜水士、クレ

ーンオペレータ、現場代理人を対象にヒアリング

を行った。結果を以下に示す。 

①直轄港湾・漁港工事の消波ブロック据付工事は、

乱積みである。 

②水面付近と法尻の位置合わせに時間がかかる。 

③水中ブロックの据付位置は、潜水士からクレー

ンオペレータに有線電話を用いて伝えるが、水中

の視界が不良の場合には待機時間の発生もしくは

作業中止となる。 

④水中施工状況写真は撮影するが、透明度の低い

海域では、施工状態の確認ができない。 

⑤危険であるため、潜水士は大きなブロックに近

づけない。 

 この結果をもとに、システム開発要件を以下の

とおり整理した。 

１）①より、消波ブロック据付工事は乱積みで

あり、正積みのような高精度システムは必要ない

ため、簡易的なシステムを構築する。 

２）②より、マシンガイダンスによってブロッ

クを誘導する機能が必要である。マシンガイダン

スとは、GNSS などの位置情報を用いて、次に設

置する位置情報などの情報をオペレータに提供し、

ブロック据付をサポートする技術である。 

３）③④⑤より、透明度の低い水中での施工状

況確認のため、音響計測技術等を用いた水中の可

視化が必要である。 

以上より、消波ブロック据付位置をマシンガイ

ダンス機能によって誘導し、水中部の施工状況を

可視化できるシステムについて検討することとし

た。 

 
３．システムの概要  

システムは、図-1の構成とした。GNSS基準局よ

り補正信号を受けて、ブームトップに設置された

アンテナ位置の補正を行い、正確なクレーンブー

ムトップの位置を決定するものとした。また、ブ

ロックの高さ位置はワイヤーロープを巻き取るド

ラム等に取り付けたポテンショメータの電圧値よ

り算出したワイヤー移動量から求めるものとした。   

クレーンジブ角度は、起重機船のジブ角度が変

動式のものもあることから、傾斜計を用いた自動

入力とした。 

水中部可視化装置はサイドスキャン機能付魚群

探知機と回転計測送受波器を選定した。選定理由

は、超音波を用いた水中計測機器の多くが2000万
円以上と高額であるのに対し、サイドスキャン機

能付魚群探知機は面的な画像での可視化に必要な

回転計測送受波器を含めても70万円程度と安価な

ためである。 

この魚群探知機の信号をビデオ信号として出力

して、クレーンオペレータ室のPCに表示するもの

とした。 
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図-1 システム系統図 

 
４．システムの機能 

システムの機能は、以下のとおりである。 
4.1 コンクリートブロック規格登録機能 

 消波ブロックの縦幅、横幅、高さ、ブロックの

名称などを入力する機能である。これにより、シ

ステム上に消波ブロックの大きさを登録できるも

のとした。 

4.2 配置計画機能 

 配置計画機能は、基点の座標より縦横に任意の

ブロック設置個数、ブロックの設置間隔、深度な

どを入力する機能である。 

4.3 コンクリートブロック誘導機能  

コンクリートブロックの誘導機能は、ブロック

配置計画機能で登録したデータを読み出し、据付

誘導を行う機能である（図－２）。  
図中央の赤い円が据付目標位置であり、青丸は

クレーンブームトップの現在位置を表している。

コンクリートブロック誘導の画面左下の「一覧か

ら選択」ボタンまたは「マウス選択」ボタンを押

して次の誘導ブロックを選択すると、画面左のシ

ステム情報欄にブームトップの現在位置よりどち

らの方角へ移動するのかが表示される。 
図の表示例ではブームトップ位置（青丸）より

↑（前方）へ1.05m、←（左方）へ2.42m移動した

位置が、予定の据付位置であることを示している。

また、現在の衛星捕捉数や測位状態も表示してお

り、位置データ精度を常時確認することができる。 

画面右の鉛直表示機能は、ポテンショメータに

より得られた電圧値を深度に換算し表示する。 
さらに、コンクリートブロック誘導画面上に水

中部可視化装置より送られてきた水中の画像を表

示する（図-2中央下）。この画像は画面上の任意の

位置に表示が可能で、必要に応じて拡大も出来る。 

 
図-2 コンクリートブロック誘導画面例 

 
５．コンクリートブロック誘導試験 
5.1 試験概要 

マシンガイダンスによる誘導機能を検証するた

め、陸上においてコンクリートブロック誘導試験

を実施した。本試験では模擬クレーンとしてクレ

ーン付きトラックを使用した。 

コンクリートブロック（W1000×D1000×H200）
を地上２mまで吊り上げ、任意の場所まで誘導後、

地上０mまで降下させ、表示される深度（鉛直方向

位置）や水平方向位置を記録し、誤差を算出した。 

センサー等の設置方法は以下のとおりとした

（写真-1）。 

・クレーンブーム先端にGNSS移動局アンテナ、ク

レーン第一ブームにポテンショメータ、アウトリ

ガーにオペレータに誘導画面を表示するモニター

を設置した。 
・GNSS基準局を設置し、RTK-GNSSにて計測した。 

・クレーンブーム角度は30°固定とした。 

 

写真-1  コンクリートブロック誘導試験 
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5.2 鉛直方向精度 

鉛直方向は、ポテンショメータの電圧値によっ

て算出する。このポテンショメータにφ150 のロー

ラーをセットし、回転角度とローラー径からワイ

ヤー移動量を算出する。例えば、2回転する場合の

ワイヤー移動量は942mmとなる。 

図-3に鉛直方向表示結果例を示す。図中の現在

深度は数値が大きいほど深い（低い）位置にある

ことを表す。  

図の例では地上2mにおける現在深度の表示が

5.16m、地上0mへ降下したときの表示は12.94mと

なっているが、これはクレーンフックのワイヤー

ロープが4条掛けとなっているため、ワイヤーの移

動量が4倍となったものである。故に深度差の1/4

が実際の鉛直方向移動量となる。 

計測の結果、鉛直方向移動量の誤差は3回の平均

で0.05mとなった（図-4）。 

なお、その後、システムを改良し、ワイヤーロ

ープの掛数を考慮した鉛直方向移動量の表示を可

能とした。 

 

5.3 水平方向精度 
任意の点にブロックを設置するときの目標位置

と実際の設置位置のずれを計測した（表-1）。 

東西方向の+は目標位置の中心より東方向、-は
西を表し、南北方向の+は目標位置の中心より北、

-は南を表す。3回の計測のうち、東西方向には平

均で西に0.02m、南北方向には北に0.20mの誤差が

あることがわかった。これは消波ブロック乱積み

据付作業の誘導に使用可能な精度であると考える。 

さらに、クレーンオペレータにヒアリングを行

ったところ、大まかな移動は、ブロックを見なが

ら行っているが、最後の位置合わせはシステムの

画面を見ながら行っていることがわかった。実際

の消波ブロック据付作業現場において、クレーン

オペレータは水上の消波ブロックを目視によって

大まかな位置までブロックを移動する。その後、

水中の位置合わせは誘導員または潜水士の指示に

従っている。 

これらのことから本システムの誘導機能が実際

の据付作業における誘導作業を補完できると考え

る。さらに、水中の施工状況をクレーンオペレー

タが画面上で確認できることにより、効率的な据

付が期待される。 

 

表-1 設置位置試験結果

東西方向 南北方向

1回目 -0.02m 0.19m
2回目 -0.06m 0.19m
3回目 0.02m 0.21m
平均 -0.02m -0.20m

                        

 

図-3 コンクリートブロック誘導画面例 

（上：ブロック位置地上２m、下：ブロック位置地上０m） 
 

 
図-4 鉛直方向移動量計測誤差 

 
６．水中部可視化試験 

6.1 試験概要 
水中部可視化装置（魚群探知機本体＋回転計測

送受波器）による可視化機能を確認するため、実

海域における消波ブロック据付工事で試験を行っ

た。工事に使用された消波ブロックは50t型、据付

方法は乱積みであった（写真-2）。 
回転計測送受波器を船側に架装し、船上にてモ

ニタリングした（写真-3）。 
水中部可視化装置は、扇状の超音波ビームを回

転しながら発射し、戻ってきた超音波の強弱によ
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り、明暗の画像として表示する装置である。 

計測範囲は任意の回転角度に変更することがで

きる。  

今回の試験では、起重機船より岸壁側のみ可視

化するため、計測範囲を岸壁側の180°とした。 

 
写真-2  試験海域・使用船舶・据付作業 

 

 

写真-3 水中部可視化装置 

 

6.2 可視化試験結果 

水中部可視化装置を用いて、消波ブロック据付

作業中の状況を計測した結果を図-5に示す。 
中央上部の （船）マークが回転計測送受波器

の位置である。そこを中心に伸びている白い線が

水中を走査している超音波ビームを表している。

受信した超音波が強い部分は明るく、弱い部分は

暗く表示される。 

図-5上は消波ブロック据付前であり、赤枠の位

置にブロックはないが、図-5下のブロック据付後

ではブロックが確認できる。ただし、波浪や船体

の荷重移動などによって送受器が動揺したため、

画像が若干引き延ばされて見える。 

現状の誘導員による作業では、クレーンオペレ

ータは、ブロックを水中に投下するまでしか確認

できていないが、本システムを使用することによ

り水中の様子を確認できる。 

以上より、画像の見方に慣れが必要ではあるが、

水中部可視化装置を用いることにより水中部の施

工状況確認が可能である。 

 
図-5 消波ブロックの可視化試験結果 

（上：消波ブロック据付前、下：消波ブロック据付後） 
 

７．まとめ 

据付位置の誘導及び水中部の可視化が可能なコ

ンクリートブロック据付支援システムを開発し、

試験を行った結果、以下のことがわかった。 

１）陸上におけるコンクリートブロック誘導試験

において、本システムを用いた場合の設置目標

地点と実際の設置位置のずれは、水平方向で最

大 0.2m 程度、鉛直方向で最大 0.05m 程度であっ

た。これは消波ブロック乱積み据付作業の誘導

に使用可能な精度である。 

２）画像の見方に慣れが必要ではあるが、水中部

可視化装置を用いることにより水中部の施工状

況確認が可能である。 

 今後、本システムを実際の工事で試行し、作業

効率などを検証する必要があるが、本システムの

使用により、潜水士によって行われている水中施

工状況確認を補助あるいは代替することで、作業

の負担軽減や安全性向上が図られる。 

また、水中部の可視化データにより、監督員が

水中施工状況を画像確認するなど、今までできな

かった水中施工状況の施工管理にも寄与できる。 
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35．RFID 方式を使用した舗装用建設機械の安全対策 
 
 

（株）NIPPO 総合技術部 ○ 宮本 多佳 

（株）NIPPO 総合技術部  相田 尚 
 
 
１．はじめに 

 建設業における労働災害は、「墜落・転落」、「重

機災害」、「倒壊・崩落」といった三大災害による

死亡者数が依然として多く、全体の 63％を占めて

いる１）。道路舗装工事においては、重機による災

害が特に多く、その中でも常に前後進しながら作

業をする転圧ローラの死角に入った作業員が轢か

れるといった事故も少ない。また、こういった重

大事故は殆どがヒューマンエラーに起因している

ことが多いと言われている。 
そこで、近年普及している「予防的安全対策技

術」の検討を重ね、RFID（磁界個体識別）方式を

利用したローラの自動停止装置を開発した。本稿

では、その開発概要と、同様のシステムによる応

用技術について述べる。 

  

２．従来の安全対策の課題 

 建設現場においては、様々な重機が使用されて

いる。多くの建設機械は過去の事故の経験から教

訓を得て安全装置が装着されており、特に音によ

る警報装置が多く装着されている。それらの装置

についての課題を調査した。結果を整理すると以

下のとおりであった。 

①警報が鳴る頻度が多いと慣れによる認知度合い

の低下 

②夜間工事では近隣の住民に対する騒音対策とし

て、警報装置を切ってしまう 

③振動体で知らせる等、音に変わる警告装置もあ

るが、頻繁な充電作業が煩わしい。 

 以上のような課題について対応を検討する必要

があるということが分かった。 

 

３．開発コンセプト 

近年、自動車の分野では、予防安全技術が各社

より紹介されている。予防安全技術とは、事故を

未然に防ぐ、あるいは被害を軽減させる支援を行

うものであり、代表的なものが自動ブレーキと言

われる衝突軽減ブレーキである。これは、ヒュー

マンエラーが起きたとしても車両側のセンサによ

り、ブレーキを効かせる、さらには停止させると

いう技術である。 

 舗装工事において、自動車のように自動で止め

る考え方は、平坦性を求める路面に対する影響、

オペレータに対する安全性等を考え、実現してこ

なかった。さらに、汎用機械であるタイヤローラ

のほとんどがレンタルやリース車両であり、制動

装置の大幅な改造は難しいといった課題がある。 

また、社内調査では、死角の多い大型のローラ、

中でも比較的に作業速度の速いタイヤローラによ

る事故が最も多く、発生状況の半分以上が転圧時

となっている（図-1）。さらに殆どが後退時であり、

その被災者の約 5 割は死亡事故に繋がっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

このような背景から、重大災害をなくすために

は本質的な安全対策技術が必要と考え、対象を 15t
クラスタイヤローラとし、開発コンセプトは以下

の 2 点として着手した。 

①後進時に作業者を検知した場合、ローラを自動

的に停止させる。 

②大幅な改造をせず、レンタルあるいはリース機

に容易に取り付けが可能とする。 

 

４．タイヤローラ自動停止装置の概要 

（１）人物の検知方法 

 従来の技術で多いのが、超音波反射方式、赤外

線反射方式、トランスポンダ方式（超音波，赤外

線）である。このうち、トランスポンダ方式はレ

スポンダを装着した人物のみを検出できるが、前

述した受信機の充電等の課題もある。 

 そこで、様々な用途で活用が拡がっている RFID
（Radio Frequency Identifier）を採用した。RFID

図－１ ローラ種別毎の事故発生率と発生状況 

（当社内調べ） 

ローラ種別毎の事故率 発生状況の事故率 

転圧時
60%

走行時
13%

発進時
27%
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とは磁界を利用した固体識別方式であり、この

RFID 方式には色々な種類があるが、特定の磁界

に侵入したときのみ送受信できるセミアクティブ

型 IC タグ（写真-1）を採用し、これをヘルメット

などに装着させて人物のみ検知させる方法とした。

常に電波を発信しているアクティブ型に比べて電

池が数年単位と長いことが特徴である。また、超

音波や赤外線方式

と比べ、金属に多少

影響を受けるもの

の、雨や視界、ほこ

り等の使用環境に

対する信頼性が高

く、誤作動もほとん

どないのも特徴で

ある。 

 

 

（２）ローラの停止方法  

前述したとおり、タイヤローラはレンタルやリ

ースがほとんどであり、どのような機構にするか

が課題であった。そこで数種類のローラを準備し、

制動方法と制動距離について比較試験を行った

（図-2）。 

  

 

現在主流となっている油圧式動力伝達装置

（HST）を搭載したローラでは、エンジンが停止

すると作動するネガティブブレーキも標準装備さ

れている。およそ 8km/h で走行している場合に、

もっとも安全で、かつ早く停止させる方法として、

エンジンを止める

方法を選択した。 

この方式では、ス

タータキーを強制

的に回転させる装

置（写真-2）をキー

シリンダ部分に取

り付けるだけで良

いので、油圧回路 

の改造が不要とな

り、ローラメーカや

機種を問わない。 

 

（３）システムの概要 

 タイヤローラに取り付けた 2台の磁界発生装置

により、合成された立体的な磁界エリアを形成す

る（図－３）。これにより、ローラの後進方向以外

にいる作業者には反応することがない（図－４）。 

 

 

 

磁界エリア内に IC タグが検出されると、IC タ

グから電波が発信され、キー回転装置へと信号が

伝わり、エンジンが停止するとともにネガティブ

ブレーキが作動してローラも停止する。当装置が

確実にセットされているかは、キー回転装置内の

センサにより検知され、タイヤローラに設置され

た作動ランプを点灯させることで、外部からでも

確認できる。なお、磁界は後進時のみ発生するた

め、不必要な自動停止はしない。 

 

（４）実証試験 

ヘルメット内に IC タグを格納したマネキンに

より、あらゆる姿勢での検証を行った(写真-3)。
磁界の大きさを調整することで、タイヤローラ側

面で作業する人物がいる場合はそのまま通過し、

タイヤローラの後方にいる場合は、時速 8km/h 以

写真－１ セミアクティブ型 IC タグ 

図－２ 制動距離の比較（時速 8km/h，後進時）

図－３ 磁界の合成エリア 

図－４ ローラ自動停止システムの概要 

写真－２ キー回転装置の装着状況 

写真－１ セミアクティブ型 IC タグ 
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下であれば直前に停止することを確認した。 

 

 

（５）現場への導入 

 現在まで、複数の現場にて稼働中であるが、こ

れまで誤作動などの不具合は発生していない。 

 このような安全装置は自動車のエアバッグのよ

うなものと同様で、危険な状況時のみ作動する。

そのため、導入時の教育やデモンストレーション

が最も重要である（写真-4）。 

 

 

 また、バンパー付きのタイヤローラ（写真-5）
に装着し、2 重の安全対策を取っている例もある。 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．RFID を利用したアスファルトプラントでの

安全対策 

（１）ホイールローダの自動停止システム 

アスファルトプラント（以下 AP）内で材料の供

給用に稼働するホイールローダは、狭い敷地内で

頻繁に動き回るため、ローラ同様事故が多い機械

の一つである。したがって、従来より反射式赤外

線センサ又は反射式超音波センサ、バックアラー

ム、バックカメラを使用している。しかし、ホイ

ールローダは、ローラに比べ後進時の速度が速く、

警報で鳴ってから停止までの空走距離と制動距離

が大きいために、間に合わないケースが想定され

る。まずは、前述したタイヤローラ同様に RFID
による停止システムを追加し、エンジン停止によ

るネガティブブレーキを作動させる方法で試験を

実施した（写真-6）。 

 
 
その結果、速度が速いうえに、サスペンション

や大きなタイヤによりクッション性が良いので、

停止時の衝撃が大きいことが判った。そこで、IC
タグからの信号で、フットブレーキを押し込む「ブ

レーキアシスト」機構にした（写真-7）。通常、大

型のホイールローダの場合、フットブレーキは左

右 2 つ装備されており、この内左側のフットブレ

ーキ側にパワーシリンダを増設し、チェーンにて

引っ張る。パワーシリンダの場合、ある程度ゆっ

くりとした速度が得られ、急制動にならない利点

がある。また、チェーンで引っ張る構造なため、

通常の足で踏むブレーキ操作は全く影響を受けな

い。また、これらは全て外付けであるため、複雑

な改造を必要としない。 
磁界の範囲は、制動距離が長いことから、約 4m

程度とローラに比べ大きくとることとした（写真

-8）。 
 現在、実用化に向けて試験運用中である。 

 
 
 

写真－４ 現場での稼働状況 

写真－６ ホイールローダ自動停止試験状況 

写真－３ マネキンを利用した実証実験 

写真－７ パワーシリンダを使用したブレーキアシ

スト装置 

写真－５ バンパー付きタイヤローラへの装着状況 
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（２）危険エリア侵入通知システム 

AP では特にメンテナンス時の非定常時作業で

の事故が発生している。監視カメラで確認できな

い位置での作業では、無線機や携帯電話で作業者

の位置を確認するしかない。また AP 稼働中では

AP 内での騒音が大きく無線機等が聞き取れず応

答できないことが多い。そこでローラ，ホイール

ローダで使用した RFID による従事者の位置情報

監視システムを開発した（図-5）。 

 
 
IC タグは個別に ID が付与されているため、危

険エリア（写真-9）や AP の各出入口（写真-10）
に磁界発生装置を設置しておけば、作業者等がど

こにいるかが操作室内から確認でき（写真-11）、
作業者が危険エリアに侵入した場合に注意喚起す

ることが可能である。 

 

また、工場従事者以外の修理業者や、資材納入

業者にも、入場時に必ず IC タグを貸し出すことで、

事務所にいながら居場所を把握できる。現在、1
工場で検証中である。 

 
 

 
 

６．おわりに 

 安全に対する技術は年々進歩しており、特に自

動ブレーキに代表される最近の自動車に関する安

全対策技術の進歩はめざましいものがある。建設

業界においては、長年 3K、5K といわれる業界で

あり、少なくとも危険な作業が多いというイメー

ジを払拭するためにも予防安全技術はさらに追求

していく必要があると考える。 

今回開発したシステムは、WS システム（Worker 
Safety System）と命名し、全国に普及させる予定

である。しかし、あくまでも補助的なツールであ

り、基本的なルールを徹底することや従事者の意

識を向上させることが大前提であることには変わ

りない。こうした技術が 1件でも多くの重大災害

の削減に寄与できれば幸いである。 

 

 

参考文献 

１）建設業労働災害防止協会，建設機械施工 Vol67 No.5 
May 2015，pp4-7 

図－５ 位置情報監視システム概要 

写真－１１ 危険エリア侵入監視システム表示画面 

写真－８ ホイールローダの磁界有効範囲 

写真－９ 危険エリアに設置した磁界発生装置 

     （合材サイロ内） 

写真－１０ 出入り口に設置された磁界発生装置
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36．小口径・長距離シールドトンネルにおける 

同一立坑からの 2 方向同時施工     
 
 

株式会社 奥村組 ○ 犬飼 貴 

株式会社 奥村組  辻 和宏 

株式会社 奥村組  木下 茂樹 
 
 
１．はじめに 

河合春近用水路は、十郷大堰の下流約 3km ほど

にある坪内水閘から取水し、森田、、河合、春江な

ど 42 の村、約 1,300ha を潤す大用水として、宝暦

3 年（1753 年）頃に開削で施工されている。本工

事は、国営九頭竜川下流農業水利事業計画に基づ

き、老朽化した河合春近用水路をパイプライン化

する事業のうち、延長 7.1kｍをシールド工法で施

工するものである。工事の特徴として、発進立坑

から上流工区は泥土圧シールドで 2,775m、下流工

区は泥水式シールドで4,314mを 2方向同時に掘進

することや、φ600 を超える巨礫を含む地山を外径

2.5m の小口径のシールド機で掘削することが挙げ

られる。 

本稿では、小口径、2方向同時および長距離施工

となるシールド工事において、安全に施工するた

めの工夫について報告する。 

 

 

 

２．工事施工概要 

2.1 工事概要 

工事名称：九頭竜川下流（二期）農業水利事業河

合春近用水路建設工事 
工事場所：福井県坂井市丸岡町四郎丸、福井市漆

原町及び川合鷲塚町地内 
工  期：2010 年 3 月 19 日～2015 年 3 月 
工事内容：農業水路シールド工事 
①上流工区 泥土圧シールドφ2,480mm 

延長 L=2,775.1m 
一次覆工 鋼製セグメント（内径 2,100mm） 
二次覆工 ＦＲＰＭ管 呼び径 1,800mm 

②下流工区 泥水式シールドφ2,480mm 
延長 L=4,314.6m 

一次覆工 鋼製セグメント（内径 2,100mm） 
二次覆工 ＦＲＰＭ管 呼び径 1,800mm 

③立坑工 7 ヶ所 
④付帯施設  分水工 3 箇所、制水弁室工 2 箇所、

排泥工 3 箇所 
      他一式 

図-1 工事平面図 

[広域図] 【　広　域　図　】

 

 

 

 

 

国道８号線 JR 北陸本線 

えちぜん鉄道

  上流工区 2,775m 下流工区 4,314m

2 号立坑（発進）

1号立坑（到達）

5号立坑（到達） 

4 号立坑（到達）

中間立坑 

 3 号立坑 

【 広 域 図 】 
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2.2 地質条件 

 地質縦断図を以下に示す。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３．工事の特徴  

3.1 上・下流同時掘進 

発進基地は土地区画整理地内の公園予定地に

位置し、民家に囲まれていることから周辺環境

に配慮し発進基地における工事の騒音・振動を

低減するために防音ハウス内での作業とした。 
さらに、搬入出車両の通行時間帯は 9 時～17

時にすることが周辺住民との取り決めであった。 
また、上流工区は泥土圧シールドで掘進する

のに対して、下流工区は泥水式シールドで掘進

する。トンネルを工期内に竣工するためには、

上・下流工区を 2 つの異なった工法で同時に掘

進する必要があり、立坑及び地上設備が繁雑に

なることが予想された。 
 

3.2 小口径・長距離掘進 

掘進延長が 7.1km（上流工区約 2.8km、下流工

区約 4.3km）であり、特に下流工区は 4km を超

える長距離施工であること、カーブが 46か所（上

流工区 15 か所、下流工区 31 箇所、最小半径Ｒ

＝60ｍ）と多いこと、掘削断面がφ2.5ｍ（セグ

メント有効断面φ2.1ｍ）と小口径であることが

特徴であった。 

3.3 上流工区では巨礫が確認 

上流工区の地質は、上記の様にほぼ全線が砂

礫層であった。事前のボーリング結果では、発

進立坑から約 600ｍは N 値 30 前後の砂礫層（Ag2
層）が主体で粗砂に 2～30ｍｍ程度の小礫が混入

し、残りの約 2,200ｍは非常に締まった状態（N
値 50 以上）の玉石混じりの砂礫層（Dg 層）で、

玉石の最大礫径 200ｍｍとなっていた。 
しかし、発進立坑の掘削時に 100～150mm の

玉石が出てきたことや周辺の開削現場の聞き取

り調査により、中間立坑から到達立坑の区間で

はΦ600mm を超える巨礫の出現の可能性が高か

った（写真-1参照）。小口径のシールド機で巨礫

を含む地山を掘削するため、シールドマシンの

設計と掘削土砂の搬出に留意が必要であった。 
 
以上のことから、限られた条件の中で安全に

施工するために、 
①発進基地の防音ハウス内のシールド設備に 

関する工夫 
②坑内作業の安全確保を考慮した坑内設備 
③巨礫対応の設備 

が課題であった。 

図-2 上流工区地質縦断図 

図-3 下流工区地質縦断図 

Ds 

Ac1-1 

Aｇ2 

As2-1 

Ac1-2 
Aｓ1 

Dg 
Dg：玉石混じり砂礫 

Ag：砂礫 

As：砂質土 

Ac：粘性土 

Dg 

As2-1 

Ag：砂礫 

As：砂質土 

Ac：粘性土 

As2-1 

As2-1 

Aｓ1 

Aｓ1 
Ac1-1 
Aｓ1 

Ac2 

Ac1-1 

Ag2 

Aｇ2 

上流工区 L=2,775.1ｍ 

下流工区 L=4,314.6ｍ 

上流発進 

上流到達 

下流到達 

下流発進 
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４．防音ハウス内のシールド設備に関する工夫 

4.1 排土機構に泥水循環方式を採用 

1 つの発進立坑から泥土圧シールドと泥水式

シールドの２つの異なる工法で上・下流の掘進

を同時に行うため、立坑上に「泥土圧の掘削土

砂搬出設備」と「泥水の処理設備」を設置する

必要があった。泥土圧の掘削土砂搬出設備とし

ては、土砂ピット、ズリ鋼車の転倒設備、バッ

クホウの作業架台等が必要になる。また、泥水

の処理設備としては、泥水の処理設備（一次ふ

るい・二次処理）、泥水を貯留するための泥水槽

（調整槽・貯泥槽・余剰泥水槽・スラリー槽）

等が必要になる。 
限られたスペースに全ての設備を設置すると

場内が繁雑になり、セグメント等の資材置き場

が不足し、安全な施工に支障をきたす恐れがあ

った。そこで、泥土圧シールドの排土機構に泥

水循環方式を採用した。 
泥水循環方式は、排泥ポンプを用いて地上の

泥水処理設備に掘削土砂を送る方式であり、通

常、泥水式シールドの場合に用いられ、泥土圧

シールドでの適用は少ない。 
その理由として、掘削土の塑性流動化が難し

くなることや、当工事のように巨礫を含む地山

を掘削する場合、配管の閉塞など土砂搬出が困

難となることが挙げられる。 
 そこで当工事では、巨礫に対応したシールド

マシンを採用することと、機内に巨礫を破砕す

るためのクラッシャ設備を設置する（6.1 参照）

ことで泥土圧シールドでの流体輸送を実現した。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真-1 各所での玉石確認状況 

①2 号発進立坑掘削時 ②1 号到達立坑掘削時 ③中間立坑付近開削現場 

図-4 泥水循環状況図 

図-5 泥水循環概要図 
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4.2 上・下流の天井クレーン設備に距離設定反射型

ビームセンサーを設置 

上・下流同時に掘進作業を行う上で、上・下流

にそれぞれ天井クレーン設備を配置した。１つの

立坑で 2 台の天井クレーンを使用することから、

天井クレーンの接触防止対策として、距離設定反

射型ビームセンサーを設置し、クレーン同士の距

離が 1.5ｍ以内になると自動停止する設備とした。 

 

５.小口径・長距離施工における対策 
5.1 排土機構に泥水循環方式を採用 

 ハウス内のシールド設備に記載した様に、排土

機構に泥水循環方式を採用した。泥水循環方式を

採用することで、掘削土砂を運搬するズリトロが

坑内を走行する必要が無くなり、坑内の安全性が

大幅に向上した。 
 
5.2 段差枕木の採用 

1次覆工の仕上がり内径が約2.1ｍと小口径のた

め、通常のトンネル現場で使用する H 鋼枕木を使

用すると下図のように屈む必要があり、通常の歩

行は困難であった。そこで、使用する枕木を段差

枕木として、坑内で屈まずに歩行できるようにし、

坑内での移動の安全性を確保し、作業環境を確保

した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-6 坑内断面 

 

5.3 接近センサーの採用 

セグメント内径 2.1ｍと小断面のため、軌条と安

全通路を分離できない。入坑者の安全確保を目的

に、入坑者は発信機を常時携帯することとし、電

車に設置した受信機（接近センサー）で入坑者の

接近を事前に確認できるようにした。 
また坑内には、100m 毎に待避所を設置し、電車

と人が安全に離合できるようにした。 
 

5.4LED 照明の採用 

坑内照明設備に使用電力が少なく、耐久性に優

れる LED 照明を採用した。これにより、坑内低圧

幹線のサイズダウンが出来るため、配線・撤去作

業時の作業性・安全性が向上する。さらに、長期

に及ぶ使用でも照明の球切れが無いので、交換作

業が不要である。 

６.巨礫地山における対策 
6.1 クラッシャー設備の採用 

上流工区および下流工区の切羽直後で礫を破砕

するインラインのクラッシャー設備を設置した。 
下流工区では、礫区間を通過後にクラッシャー

を撤去する計画であったが、以後の掘進における

リスク対策として坑内に残置した。その後、砂地

盤内において流体閉塞の原因となる木片（昔の九

頭竜川氾濫時の流木と思われる）が出現したが、

クラッシャー設備の活用で流体管路の閉塞を防止

することができ、施工の安全性向上が図れた。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-2 使用したクラッシャー 

 

７.おわりに 
本工事は着手段階から、上述した以外にも様々

な課題が予想され、安全な施工のため、入念な施

工計画を立案することが重要であった。特に、小

口径、長距離のシールド坑内をバッテリーロコが

10往復/日で走行するため、坑内災害防止に細心の

注意を払い無事に施工を完了できた。施工は本掘

進の平均月進量で上流工区150m/月（ビット交換5
回含む）、下流工区240m/月となっている。なお下

流工区では、事業計画の見直しにより約6ヶ月の掘

進停止期間があったが、その後の再掘進でも順調

な掘進速度を維持し、855mを3ヵ月で掘進完了で

きた。 
本報告が今後の小口径・長距離シールドにおけ

る施工計画および施工の一助となれば幸いである。 
 
 

参考文献 

1) トンネル標準示方書，シールド工法・同解説，pp.211, 
2006年制定 

2) トンネルと地下第46巻第1号 , pp.23-29 , 2015年 
 
 

通常枕木 
Φ300風管

身長
1.7ｍ

段差枕木 
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37．予知保全技術による診断と適用事例 
 

株式会社 IMC ○ 大平 匡史 

株式会社 IMC  柴田 勝規 

株式会社 IHI  宮崎 信弥 
 
１．はじめに 

日本国内の景気後退を背景に，老朽化が進行し

ている設備等の維持管理に十分なリソースを投入

できていない事例が見られる。また，熟練技術者

の高齢化に伴う技術ノウハウなどの伝承不足によ

り，長年の経験や勘に裏打ちされたメンテナンス

手法などが失われつつある。低コストで安全に設

備の維持管理を行うためには，設備の異常を早期

に発見し故障を未然に防ぐ必要がある。設備が重

大な損傷を受ける前に，有効なメンテナンスを実

施することができれば，設備の修理費用を削減で

きることのみならず，停機による生産機会が失わ

れることの防止に繋がるため，生産性も向上する。

また，設備や機器に優先度を付け，重要な機器か

らメンテナンスを実施することで，メンテナンス

コストの適正化も可能になる。 

ここでは，メンテナンスコストの適正化を目的

とした RBM(リスクベースメンテナンス)と，構造

物の設備や健全性を担保するための SI-F 法疲労劣

化検知技術について，技術紹介と適用事例の紹介

を行う。 
 

２．診断技術 

2.1 RBM(リスクベースメンテナンス) 

高齢化による熟練技術者の減少を背景に，熟練

技術者に代わってメンテナンス計画を作成するた

めの基準が必要になる。また，限られた予算内で

適切なメンテナンスを実施するためには，設備や

機器の状態を把握し，優先度を付けることが重要

になる。 
そこで，近年 RBM によるメンテナンス手法に注

目が集まっている。RBM では，破損確率（破損の

起こりやすさ）及び影響度（被害の大きさ）によ

り定義されるリスクの評価結果に基づき，評価対

象となる設備全体のリスクが許容範囲内に入るよ

うに，合理的な検査およびメンテナンス計画を策

定する手法である。リスクの評価結果は一般的に

図-1 のリスクマトリックス上にプロットされる。

リスクマトリックスでは破損確率を縦軸，影響度

を横軸としているため，プロットされる位置によ

り評価の対象となる機器などのリスクの状態（高

低）を表現することができる。 

 
図-1 リスクマトリックス 

 

RBM によるリスクは，直ちに対策が必要な「受

容不可（高リスク）」，次回の検査では対策が必要

な「要計画変更（高-中リスク）」，現状の検査が次

回も適用できる「条件付受容（中リスク）」，現状

の検査で問題のない「受容可能（低リスク）」の４

段階に評価される。高リスクと評価された機器に

対し保全費用を集中してメンテナンスを行う一方

で，低リスクと評価された機器では検査の頻度を

減らしたり，簡略化したりすることができる。こ

のように全体を受容できるリスク(受容可能～条

件付受容)の範囲に納め，リスクをコントロールす

ることでメンテナンスコストの適正化が可能にな

る。リスクコントロールの概念を図-2 に示す。 
 

 
図-2 リスクのコントロール 

 
2.2 SI-F 法疲労劣化検知技術 

SI-F 法とは，東京工業大学の轟研究室により提

案された，統計的手法により異常発生の有無を検

知する技術である。 
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図-3 に示す従来の異常検知では，個々のセンサ

データにしきい値を設け，個々にしきい値を越え

たか否かで良否判定を行っていた。この方法では

外乱（温度変化，荷重変化など）によって，特に

問題が無くてもしきい値を超える場合があり，誤

った診断を行うことが多かった。また，誤診断を

防ぐためにしきい値を緩めに設定すると異常検知

精度が下がり，真の異常発生を見逃してしまう危

険性がある。 
 

 
図-3 従来の異常検知技術 

 
これを防ぐためには，図-4に示す通り，複数のセ

ンサデータの相関関係に着目して，その変化により

異常発生を判定することが有効である。複数のセン

サデータの相関関係は，温度変化や荷重変化といっ

た外乱の影響を受けにくいため，誤診断の回避と高

精度化の両立が可能になる。 

 

 
図-4 SI-F 法 異常検知技術 

 
SI-F 法では，正常な時の相関関係に対して，診

断時の相関関係が同一とみなせるか否かを判定し，

同一とみなせない場合に異常発生と診断する。そ

の判定には，データ同士の同等性を検定する統計

的手法である，F検定を用いる。算出された F値は

外乱の影響を受けにくく，値が大きいほど異常度

が高いことを示す単一の数値であるため，しきい

値を設けて自動診断が可能である。 

 

３．適用事例 

3.1 練習船 広島丸における RBM 適用実験 
設備を低コストで安全に維持管理することの必

要性は，老朽船が増加傾向にある海運業界もその

例外ではない。RBM によるメンテナンス手法は化

学プラントや石油精製プラントで普及しており，

調査する限りにおいて船舶に適用された例は少な

い。そこで，船舶向け RBM の構築に向け，独立行

政法人国立高等専門学校機構 広島商船高等専門

学校との共同研究を実施した。なお，RBM による

リスクの評価方法については，評価対象(機器や設

備)により関係者が検討する必要がある。今回は予

知保全の観点から，経年による劣化傾向を把握す

る必要があるため，故障率曲線から破損確率を求

める手法を用いた。 
 
(1)船舶向け RBM の検討項目 
①破損確率の算出方法 

RBM では，時間経過に伴う破損確率を機器毎に

求める必要があるが，故障データが十分に集まら

ないことが多々あるため，初期の故障率曲線は主

観的に決まる。この初期故障率曲線はデータ数が

少ないことで，経年により実際の故障率と異なる

可能性がある。ここでベイズ推論を用いることに

した。ベイズ推論の説明は省略するが，事前確率

に事象を与えることで事後確率を求め，求まった

事後確率を新たに事前確率として扱い，さらに事

象を与える。これを繰り返すことで，初期の状態

と比較して客観性を向上させる手法である。ベイ

ズ推論による故障率曲線の補正を図-5 に示す。船

舶向け RBM では，メンテナンスの結果と処置を

事象とし，ベイズ推論によって機器が良好な状態

であれば故障率が低くなり，悪い状態であれば故

障率が高くなることで，初期の故障率曲線の客観

性を向上させている。 
 

 
図-5 ベイズ推論による故障率曲線の補正 

 
②影響度の算出方法 
機器の破損に伴う船舶への影響度については，

安全性，環境保全，経済損失の観点から，下記 4
つの設問により求まる係数を掛け合わせることで

算出することにした。各設問は，4 つの回答が準

備された単一選択形式としており，1～4 の点数が

与えられる。 
 

- 164 -



(A)運航影響度係数 
減速航行など運航に対する影響度合 

(B)修復工数係数 
修理時間による損傷の度合 

(C)不稼働損失係数 
船舶が停止している間の不稼働損失や環境汚染

の度合 
(D)人身災害係数 
人体への影響度合 
 

(2)検証と結果 
①破損確率 
熟練技術者の協力の下，まずは各機器の初期故

障率曲線を作成した。次に広島丸の過去 17 年分の

メンテナンス記録(結果と処置)を用い，初期故障率

曲線をベイズ推論で補正した。補正後の故障率曲

線が，熟練技術者の考える現在の機器の状態と一

致するかについての検証を行い，両者が乖離して

いる場合には故障率曲線の補正幅を調整した。こ

れを繰り返すことで，適切な補正幅が決まり，両

者が一致する故障率曲線に変化することが確認で

きた。 
 

②影響度 
各設問の係数をそのまま使用した場合，例えば

修理に多大な時間を要する損傷であった場合の 4
点と，死亡事故に繋がる場合の 4 点を同列に扱う

ことになり，熟練技術者の感覚と一致しないこと

が判明した。各設問の重要度は異なるため，これ

らを表現するために，AHP 法(Analytic Hierarchy 
Process:階層的意思決定法)を用いた。AHP 法とは

複数要素間の優劣を，人間の主観的な評価により

決定する手法である。この手法から求まる重み係

数を各設問の点数に掛け合わせることで，重要度

を決定することができた。 
 

(3)まとめ 
ベイズ推論による補正は，少ない情報から将来

の劣化予測が行える優れた手法であり，船舶，陸

上を問わずに適用可能である。しかし，情報が少

ない状況下では，機械的に妥当な初期故障率曲線

を求めることが困難で主観的に求める必要がある

ため，補正後に客観的な故障率曲線に収束すると

いう保証がない。 
これを克服するためには，業界全体や国家レベ

ルでのより正確かつ多くの関係者が納得できる基

準作りが必要である。将来に各機器や設備の一般

的な初期信頼性曲線の基準が JIS として定められ

るようになれば，ベイズ推論に基づく RBM によ

り，インフラの維持管理の品質は大きく向上する

ものと考えている。 

3.2 浚渫船 若鷲丸への SI-F 法の適用 
波浪状態や運転条件によりひずみ量が変動する

浚渫船を対象として，SI-F 法による疲労劣化の検

知システムを導入し，長期モニタリングの実証試

験を開始した。システムの概要とこれまで得られ

た成果について紹介する。 
 

(1)疲労劣化モニタリング対象 
疲労劣化モニタリングの対象は，浚渫船「若鷲

丸」とした。若鷲丸の概観写真を図 6 に示す。本

船は浚渫作業時に船体の揺動を抑えるため，船体

を支持するスパッドを 3 本備えている。うち台船

の長手方向中央付近の 2 本は，上下動のみ可能で

角度が変わらない「固定式」であり，船尾側の残

り 1 本は，上下動に加えて前後に傾斜して船体を

動かす機能を持つ「歩行式」である。 
船体の揺動を抑える際や，スパッドが傾斜して

船体を移動させる際に大きな応力が発生し，スパ

ッドや支持部に損傷が起こる事例が報告されてお

り，損傷確率が高いと言える。スパッドが損傷し

た場合，浚渫船の稼働に支障が生じるため，極め

て影響度の高い部材である。このような情報から，

モニタリング対象としてスパッド付近を選定した。

本実証試験では，固定式スパッド 1 本（左舷側）

と，船尾の歩行式スパッド 1 本をモニタリング対

象とした。 
 

 
出典：Marine Voice, Vol.287, No.21 (2014) 

図-6 浚渫船「若鷲丸」全景写真 

 
(2)ひずみゲージおよびモニタリング機器設置 

スパッド本体は上下動するため計測は不可能で

あり，計測可能な支持部のひずみ計測を実施する

方針とした。支持部のローラ保持機構の概観写真

を図-7 に示す。 
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図-7 スパッド支持ローラ 概観写真 

 
ローラ軸受付近や，ローラ保持機構の据え付け

溶接部付近にひずみゲージを設置した。ひずみゲ

ージの位置と方向は，浚渫作業やスパッドの前後

傾斜，および波浪などの外力によるひずみが検出

できるよう，マグネット圧着式の簡易式ひずみゲ

ージを用いて予備計測を行い，決定した。 
ひずみデータは無線通信により，運転室付近に

設置したデータ収集装置に集約した。これにより

数十 m のセンサーケーブルを省略でき，低コスト

化，長期耐久性向上を実現した。 
データは収集装置付属の解析用 PC に取り込ま

れ，所定の時間間隔で SI-F 法による異常検知が実

施される。 
 

(3)SI-F 法解析結果 
解析結果の一例として，船尾の歩行式スパッド

の支持ローラ軸受付近のひずみデータを用いた，

SI-F 法解析結果を図 8 に示す。横軸は日付で，縦

軸は SI-F 法の算出結果である平均 F0値である。平

均F0値が大きいほど異常が大きいことを意味する。

1 日に 1 回の診断を行っており（注：システムの

都合によりデータ欠損がある），この期間内で平均

F0 値の明確な上昇は認められず，実機で疲労き裂

が生じていない現象と対応した，適切な解析結果

が得られることが確認できた。 
異常発生を検知するための平均F0値のしきい値

として，正常な状態で生じるばらつき範囲を超え

る値を設定する方針とした。図 8 の計算結果に基

づき，しきい値は 3σより大き目の値として「35」
と決定した。 

 
 
 
 
 
 
 

 
図-8 ローラ軸受付近 SI-F 法計算結果 

 
(4)今後の取組み 

浚渫船を対象として，実稼働で得られたひずみ

データを SI-F 法により処理することで，損傷が生

じていない実現象に対応する，安定した平均 F0値

を算出することができた。 
今後はき裂発生の検知精度についての検証に進

むが，実機では数十年間にわたってき裂が発生し

ないと考えられ，検証は困難である。FEM 応力解

析により種々の大きさのき裂を再現して，所定の

き裂発生に相当する変化を与えることでき裂発生

時の模擬データを作成することを検討している。

この模擬データを用いることで，実機運用条件で

のき裂発生の検知精度を検証することができる。 
 

４．おわりに 

今回紹介した予知保全技術は船舶に特化したも

のではなく，鉄鋼構造物やコンクリート構造物に

も適用できる技術である。今後は老朽化が進むイ

ンフラの健全性を維持するために，普及する技術

だと考えている。 
最後に，独立行政法人国立高等専門学校機構 広

島商船高等専門学校の先生方と，若築建設株式会

社様には運用者としての貴重なご意見をいだきま

した。心から感謝申し上げます。 
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38．土木機械設備のストックマネジメントに関する検討 
 
 

国立研究開発法人土木研究所  藤野 健一 

(現)国土交通省東北地方整備局 山尾 昭 

国立研究開発法人土木研究所 ○ 伊藤 圭 
 
 
１．はじめに 

土木機械設備数の増大、機械設備の老朽化の進

行、減少する維持管理予算といった状況において、

効果的に土木機械設備の整備や更新を実施する必

要がある。 
特に、今後の維持管理予算の増加が見込まれな

い状況において、老朽化施設が増加していった場

合、設備全体の中でメリハリのある優先度付けを

図った維持管理が必要となってくる。 
このため、維持管理対象を個々の設備ではなく

施設群として捉え、ライフサイクルコストの低減

や、整備・更新に係る費用の発生時期の集中緩和

を図ることを目的としたストックマネジメントが

必要と考える。 
このストックマネジメントの実施にあたって、

図-1 に示すイメージのとおり、個々の土木機械設

備に関する維持管理手法を確立するとともに、

個々の施設の評価だけでなく、関連する複数の施

設における社会的な影響度と設備のコンディショ

ンを総合評価し、効果的に更新や整備を行ってい

く維持管理計画策定手法を検討したので報告する

ものである。 

施設群として捉え優先順位

を考慮した維持管理

整備・更新時期の集中回避

技術改善による長寿命化・

安全性向上

維持管理結果の検証と反映

（ＰＤＣＡサイクル）

ストックマネジメント

情報管理

性状評価 経済性管理

既存施設のデータ

蓄積・更新

データベースの活用

健全度評価

信頼性評価

潜在的なリスク把握

管理水準の設定

維持費管理

技術改善

安全管理

個々の維持管理

設備数の増大と老朽化

維持・更新費用の増大

設備の陳腐化

背 景

 
図-1 土木機械設備のｽﾄｯｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｲﾒｰｼﾞ 

 

２．機械設備維持管理におけるＰＤＣＡサイクル 

土木機械設備の維持管理を経済的かつ効果的に

実施していくためには、各々の機械設備の状況・

状態を適切に評価し、それを維持管理の方法や内

容に生かしていくことが重要となってくる。この

ため、図-2 のような「ＰＤＣＡサイクル」により

維持管理を実施することが必要となる。 
 

 
図-2 土木機械設備の維持管理ＰＤＣＡサイクル 

 

 このＰＤＣＡサイクルを計画的に実施するにあ

たっては、機械設備の故障・整備履歴のデータベ

ースを基とした信頼性評価による故障分析・故障

率、部品の更新年数を把握する必要がある。また

複数設備を計画的に整備する優先度決定を図るた

め、補完性を考慮した社会影響度を求める必要が

ある。 
 

３．信頼性評価の検討 

土木研究所では、土木機械設備の信頼性評価手

法として、ＦＭＥＡ（Failure Mode Effects 
Analysis）及びＦＴＡ(Fault Tree Analysis) の併

用を提案している。 
 信頼性評価を行うには、過去の運転・故障・更

新・修繕・整備の維持管理情報が重要となる。こ

の維持管理情報より、各設備毎にそれぞれ実際に

発生している具体の故障内容や構成機器の故障率、

更新年数などの実態を的確に抽出し解析する必要

があるため、データベース化しておくことが有用

となる。 
１）土木機械設備におけるＦＭＥＡ 
 ＦＭＥＡは、システムを構成する機器・部品が

故障した場合にシステムにどのような影響がある

かを解析し、重大な故障となるような部品・機器

- 167 -



を抽出し、致命度を評価することにより、その重

要性を相対的に定量評価できる手法である。 
 土木機械設備では、作動不良、能力低下な

どの「故障内容」を明確にすることによりシステム

全体への影響度を定性的に把握することができ、ま

た摩耗、変形などの「故障モード」を明確にするこ

とで、どのような物理・化学的変化に対して対策を

とるべきかという技術改善検討に役立てる事ができ

る。 

評価は、部品毎の「程度：故障モードがシ

ステムに与える影響度」、「潜在性：故障モー

ド発見の難易度」及び「頻度：故障発生頻度」

について、評価者による相対的な差異が生じ

にくい４段階評価を採用し、故障等級として

危険指数（ＲＩ：Risk Index）を求める。  
 
ＲＩ＝3√（程度×潜在性×頻度）  
 
危険指数の大きい部品が、システムにおけ

る危険度が高いことを表し、信頼性を考慮す

る上で重要視する部品となる。  
 河川ポンプ設備のＦＭＥＡの実施例を表-1

に示す。部品ごとに危険指数を求めることに

より、信頼性を定量評価でき整備の優先順位

決定の指標となり得る。  
 

表-1 河川ポンプ設備FMEA例（抜粋） 
部品 故障内容 故障モード 原因 程度 潜在性 頻度 危険指数

排水能力の低下 腐食 経年劣化

停止 摩耗 異物混入

回転不良 欠損 水質

振動 ｷｬﾋﾞﾃｰｼｮﾝ発生

回転不良 変形 想定外の外力

停止 振動 芯ずれ

腐食 水質

設計・施工の誤り

圧縮ガス漏れ 変形 経年劣化
冷却水漏れ ひび ﾀﾍﾟｯﾄ隙間調整不良
潤滑油漏れ 欠損
ﾀﾍﾟｯﾄ作動異常

4 2 3 2.9原動機 ｼﾘﾝﾀﾞﾍｯﾄﾞ

4 3 4 3.6

4 3 1 2.3

機器区分

主ﾎﾟﾝﾌﾟ

インペラ

主軸及び軸受

羽根車

主軸

 
 
また表-2のように故障等級別の対応を設定

することにより、整備計画立案に寄与できる。 
 

表-2 故障等級の設定例 

等級 ＲＩ 評価結果

Ⅰ 3.5～4 追加対策が必要

Ⅱ 2.5～3.5 等級を下げる工夫等を必要に応じて実施

Ⅲ 1.5～2.5 影響度に応じ保全方法を決める

Ⅳ 1～1.5 一般的な維持管理  
 

２）土木機械設備におけるＦＴＡ１） 
 ＦＴＡは、システムに発生することが望ましく

ない事象を「トップ事象」として設定し、「ＦＴ図

（故障木）」を用い、その発生要因となる個々の「基

本事象」を求める手法である。 
システム全体の信頼度評価のほか、個別システ

ムの信頼度及びミニマルカットセット（トップ事

象を引き起こす基本事象の最小組合せ）を把握す

ることができ、時間計画保全の精度向上や保全予

防（更新時の仕様改善）に資することができる。 
 評価は、設備の故障率を用いるが、故障率と信

頼度の関係は以下のとおり表される。 
 Ｒ(t)＝ｅ－λt ここに Ｒ(t)：信頼度 
             ｔ：供用時間 
             λ：故障率 
 故障率は、設備の故障実績データから求めるこ

とができるが、十分な実績データがない場合は標

準的な取替更新年数より供用時間ｔを求め用いる。 
 供用時間ｔが経過したときに全体の10%が更新

を迎えるとすると機器の信頼度Ｒ(t)は0.9 とでき

るため、故障率は次式で表せる。 
 λ＝－(1/t)・ln0.9 
 
例として、国土交通省の「ダム用ゲート設備点

検・整備・更新検討マニュアル（案）(H24.4）」
における「信頼性による取替更新年数」を構成機

器の寿命とし、下式より故障率を求めた結果を表

-3 に示す。ここに条件として、待機系のワイヤロ

ープウインチ式を対象とし、頂上現象を「ゲート

操作不能」とする。 
 
表-3 信頼性による取替更新年数による故障率 

（ダム用ゲート設備の例） 

構成機器・部品
信頼性による
取替更新年数

機器信頼度 故障率(1/h)

扉体構造部 52 0.9 2.31297E-07
主ローラ 34 0.9 3.53749E-07
ローラ軸 34 0.9 3.53749E-07
軸受メタル 22 0.9 5.46703E-07
補助ローラ 28 0.9 4.29552E-07
扉体シーブ 39 0.9 3.08396E-07
開閉装置全体 33 0.9 3.64468E-07
主電動機 16 0.9 7.51716E-07
電磁ブレーキ 24 0.9 5.01144E-07

軸受 29 4.14740E-07
軸継ぎ手 21 0.9 5.72736E-07
ワイヤーロープ 10 0.9 1.20275E-06
同上端末調整装置 23 0.9 5.22933E-07
油圧シリンダ本体 32 0.9 3.75858E-07
油圧ユニット本体 15 0.9 8.01830E-07
制限開閉機 22 0.9 5.46703E-07  
 
 表-3 の結果を用いてＦＴＡを行った結果、頂上

現象「ゲート操作不能」の故障率は、8.04407×
10－6(1/h)となり、約 14.2 年に１回発生する割合

となった。 
 このときのミニマルカットセットは、基本事象

「ワイヤロープの不具合／切断」→「開閉装置の

故障」に至るセットであるが、このような評価に

よる点検作業の重み付けも可能となる。 
 また現場における整備・更新の判断は予算と信

頼性を総合的に判断して行わなければならないが、

（一部省略） 
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ＦＴＡを用いることにより更新時期を迎える構成

機器の優先度の指標となり得る。 
 
５．社会影響度評価手法の検討 

5.1 道路管理用機械設備の社会影響度 

１）道路管理用機械設備の故障による影響事例 

 道路管理用機械設備のうち、道路排水設備、ト

ンネル換気設備、消融雪設備の３設備を対象とし

て、日本国内の過去 15 年程度における設備の機

能停止・能力不足等が道路交通または地域社会生

活に対し影響を与えた主な通行止め等の事例に関

し、公表資料を元に調査した結果は以下のとおり

であった。 
 道路排水設備：17 事例(集中豪雨、ｹﾞﾘﾗ豪雨) 

 ﾄﾝﾈﾙ換気設備： 9 事例(交通事故) 

 消融雪設備 ：23 事例(積雪・凍結、ｽﾘｯﾌﾟ事故) 

２）道路管理用機械設備が沿道及び地域社会生活

に対して与える影響 
 前述の事例では、通行止め等の措置を行ったも

のであるが、明確に「機械設備の故障または機能

不足等によるもの」とは確認できなかった。 
 しかし、道路管理用機械設備が故障した場合の

最も大きな影響は、「道路の通行止め」と同等と考

えられるため、調査事例を基にして沿道及び地域

社会生活に対して与える影響について検討した。 

 以下に道路排水設備の例を示す。 
表-4 道路排水設備の故障による影響 

事象 影響項目 指標
自動車交通の途絶による迂回
歩行者の途絶による迂回
迂回交通による周辺道路の混雑

物流交通(ﾄﾗｯｸ)の途絶による迂回
時間損失
生産活動の停滞

渋滞による環境負荷 環境負荷軽減
緊急搬送時の迂回 人的損害額

緊急対応車(警察・消防等)の迂回
人的損害額
車両等の物的被害額

送迎車両(企業送迎等)の迂回
時間損失
生産活動の停滞

送迎車両(ｽｸｰﾙﾊﾞｽ等)の迂回 時間損失
生産活動の停滞 生産活動の停滞
消費活動の停滞(世帯の孤立) 消費活動の停滞
車両の故障 車両等の物的被害額

死傷事故の発生
人的損害額
車両等の物的被害額

排水対応 排水コストの発生 作業経費の軽減
被害発生に
対する不安

冠水発生やそれによる道路遮断への不安 不安感の増加

時間損失

冠水による
通行止め

冠水による
車両の水没

 
表-4 に示す影響について、計測可能性、定量評

価の可能性、定性的な評価の別を以下のとおり整理

した。 
      表-5 影響と評価内容 

発信する効果
便益・定量・定
性的評価の別

評価項目

1-1 自動車の時間損失の軽減効果

1-2 自動車の走行経費の軽減効果

1-3 歩行者・自転車の時間損失の低減効果

2-1 死亡事故人的損害額・負傷損害額の軽減効果

2-2 救急搬送の遅延による死亡・負傷等の人的損失の軽減効果

3.車両等の物的被害 便益評価 3 故障・事故による物的損失額の軽減効果

4.環境負荷軽減 便益評価 4 環境負荷軽減の軽減効果

5.不安感の増加 便益評価 5 周辺住民の不安感の解消

6 作業経費の軽減

・設備を整備しない場合、冠水や積雪の除去費用が発生するが、設備整備により
これら費用が必要となくなるため、この費用の減少を代替財として評価する。

7.生産活動の停滞 定量評価 ・便益測定方法は確立されていない。

8.消費活動の停滞 定量評価
・定量的な評価方法として、被害額の積み上げによる効果の計測、経済波及効果
の計測等の方法が考えられ得るが、規程の方法が確立されていない。

6.作業経費の発生 便益評価

1.時間損失 便益評価

2.人的損害額 便益評価

 

 

３）社会影響度の試算 
 道路管理用機械設備の故障による影響を表す評

価項目として適切な項目を選定するため、道路排

水設備の調査事例を対象として、発現する効果と

して最も影響が大きいと考えられる「時間損失（＝

時間便益）」を対象に試算した結果の例を表-6 に

示す。 

 

表-6 社会影響度の試算結果（例） 

便益額 百万円

事例① 事例② 事例③

時間便益 30.5 17.0 75.8

走行経費便益 1.9 1.6 3.9

歩行者 歩行者の迂回便益 0.03 0.1 0.04

自転車 自転車の迂回便益 0.01 0.11 0.03

32.4 18.8 79.8

便益構成比

事例① 事例② 事例③

時間便益 94.0% 90.4% 95.0%

走行経費便益 5.9% 8.5% 4.9%

歩行者 歩行者の迂回便益 0.09% 0.53% 0.05%

自転車 自転車の迂回便益 0.03% 0.58% 0.04%

100.0% 100.0% 100.0%

自動車

項　　　目

合　　計

項　　　目

自動車

合　　計  

 

影響評価項目の内訳をみると、自動車の迂回に

よる移動時間便益が 9 割以上を占め高いシェアを

占める結果となった。 

一方、歩行者、自転車交通量の迂回便益につい

ては、迂回路の設定として自動車利用と同様の条

件を設定して試算を行ったが、結果、便益のオー

ダーとしてはシェア 1％にも満たず、大きなもの

とはならなかった。 

これは、対象道路の交通量が冠水により迂回道

路に転換することになるが、対象道路の交通量が

多い場合、迂回路の交通量が大幅に増加すること

により混雑度が大幅に上昇し、旅行速度が低下す

ることが大きく関係している。 

以上の結果より、道路管理用設備における社会

影響度検討にあたっては、その影響の大きさから、

自動車の迂回による時間便益を代表値として評価

を行っていくことが考えられる。 

 

5.2 河川管理用機械設備 

１）ネットワーク型河川 GIS モデルの構築２） 

過年度研究において、流域でネットワークを構

成している水路に複数の排水機場が設置されてい

るケースをモデルとした「ネットワーク型河川

GIS モデル」を構築した。 
構築にあたっては、機械設備を実際に管理して

いる現場事務所等において容易に活用できるよう

にするため、ソフトウェアの改良自由度が高く他

の施設群への応用が可能であることなどから

CommonMP（Common Modeling Platform for 
water-material circulation  analysis）を採用した。 
この「ネットワーク型河川 GIS モデル」は、表
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-7 に示す機能を有し、各々の施設が機能を失った

場合の内水側湛水状況を予測可能なものとしてい

る。 

あわせて、河川 GIS に地域の資産情報を重合さ

せて、出水事例毎に施設がカバーした内水側湛水

域の被害総定額を積み上げ可能なものとしている。 

さらに、排水機場については、当該プログラム

を用いて他の排水機場が機能しない場合の補完機

能があるかどうかを模擬的に検証することができ

るものとし、被害総定額と合わせて補完機能の大

小などの評価から、施設群の中における社会的な

影響度の評価に資することができるものとしてい

る。 

表-7 各要素モデルの主な機能 

要素モデル名 主な機能

①河道内の水面形(水位・流量)の追跡が可能

②上下流の区別の区分が無く河道内の流向が１方向に限定されない機能

③複数河川の分派と合流が可能

④設備要素モデル(水門、排水機場、堰)と接続接続

⑤越水・破堤モデルと接続可能

①氾濫原における浸水心の追跡

②河道破堤地点と氾濫原の接続関係の指示

③氾濫原の接続地点の水位の出力

①越水と破堤の選択

②横越流時及び正面越流時の越流量の算出

③破堤開始と破堤幅

④破堤開始水位及び破堤敷高の設定

⑤戻り流量の考慮

①一定量の排水の設定

②内水位・外水位によって排水開始と停止を制御する設定

①水門からの流量を算出(潜り流量、中間流出、自由流出)

②上流側水位・下流側水位によって水門の開閉を制御する設定

③水門の河床高の設定

①越流公式による越流量の算出

②上流側及び下流側水位によって敷高を制御する設定

一次元不定流

Ｎilim氾濫解析

越水・破堤

排水機場

水門

可動堰  
 

図-3 にネットワーク型の流域におけるシミュ

レーションモデル例、図-4 に同モデルの排水機能

喪失時における氾濫計算結果の例を示す。 

 

 
図-3 モデル施設群の排水系統図 

 

 
図-4 はん濫計算結果（A排水機場機能停止の場合） 

 
２）既往モデルへの追加機能 

前述の既往モデルに、CommonMP 上で表現で

きる以下の要素を改良・追加した。これにより操

作性、汎用性が増加し、他流域で容易にかつ速や

かに応用できるようになったものと考える。 

（１）雨量観測所が欠測した場合の雨量の設定 

既往モデルでは、「いずれかの雨量観測所に

おいて欠測となっている場合は、再度ティーセ

ン分割を行って降雨を作成する」としていたが、

個々にティーセン分割をすることは作業の支障

となるため、観測所雨量を入力データとして、

CommonMP プロジェクト内で観測所雨量の欠測処

理、流域平均雨量の作成、流域平均雨量を用い

た演算を一括で行うことができるように以下の

二つのモデルを作成した。 

①欠測補完モデル：いずれかの観測所が欠測

となった場合に、近傍観測所雨量で補完。 

②流域平均雨量算出モデル：観測所雨量をも

とに、ティーセン法により流域平均雨量を

算出する。 

(２）引き上げ式の堰モデルの追加 

引き上げ式の堰の動作は図-5 のとおりとし、

要素モデルの機能を図-6 に示す。 

①平水時は堰が存在することにより上流側へ 

 の堰上げが発生する。 

②洪水時は堰が引き上げられることにより自 

由水面で流下する。 
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図-5 引き上げ式堰の動作のイメージ 

 

 
図-6 引き上げ式堰モデルの機能 

 

(３）ポンプ（可変排水量型）モデルの追加 

排水ポンプ（可変排水量型）の動作は図-7 の

とおりとし要素モデルの機能を図-8 に示す。 

①内水位がポンプ稼働開始水位を超過した場

合、内外水位差に応じて排水を行う。 

②内水位あるいは外水位がポンプ停止水位に

到達した場合、ポンプの運転を停止する。 
③水門あるいは樋門・樋管と連動している箇

所においては、水門あるいは樋門・樋管が

閉じている状態においてのみ稼働を行う。 
④可変翼排水機の場合については、翼角や回

転数に応じて複数のポンプ性能曲線が存在

する。 
 

 

図-7 排水ポンプ（可変排水量型）の動作のイメージ 

 

 
図-8 ポンプ（可変排水量型）モデルの機能 

６．維持管理計画策定手法の検討 

１）維持管理計画策定における指標 

 機械設備の維持管理計画を検討するにあたり、

勘案する要素は以下の①～⑤が考えられる。 

 ①設備の状態 

 ②設備の故障しやすさ 

 ③設備が故障した場合の影響 

 ④設備機能を維持するための費用 

 ⑤機能を補完可能な設備の有無 

２）各要素の内容 

 各要素は以下のとおり整理できる。 

 ①設備の状態：点検結果に基づく健全度 

 設備の状態は、毎年（または毎月）実施す

る点検によって目視または振動等の計測を行

うことによって把握され、その結果を基に各

設備ごとに「健全度」を判定するので、その

指標を活用する。 

 特に、計測値がある場合には、これまでの

計測値の傾向から今後の設備状態の予測が可

能な場合がある。 

 ②設備の故障しやすさ：故障率（信頼性） 

 設備の故障しやすさ（または故障しにくさ）

は、当該設備または同形式・同機器構成の他

設備におけるこれまでの故障･不具合事例に

より算定する。 

 また、河川ポンプ設備、河川用ゲート設備

またはダム用ゲート設備においては、各設備

の「点検･整備･更新マニュアル（案）」に、標

準的な寿命の記載がある機器･部品があるた

め、その寿命を参考に故障率を算定すること

も可能である。 

 ③設備が故障した場合の影響：社会的影響度 

 設備が故障した場合の社会的影響度は、設

備が故障した場合の被害想定額を指標とする。 

 河川ポンプ設備や河川ゲート設備では、本

研究で作成した河川 GIS モデルを使用して、

道路管理用設備では自動車の時間便益・走行

便益で代表させることが可能である。 

 ④設備機能を維持するための費用：維持修繕費 

 設備の維持修繕費は、これまでの点検・整備・

修繕実績または見積等により把握する。 

⑤機能を補完可能な設備の有無：補完性 

   複数の機械設備が存在し、それらが互いに

関連する場合、（たとえば、ある設備の機能が

減少したり喪失したりした場合に、他の設備

によってその機能の一部が補われるような場

合）には、複数の機械設備間の代替機能の有

無とその程度（＝相互補完性）を指標化する

ことにより、当該設備の重要性を表す指標と

なり得る。 

３）優先順位の検討 

 各設備の「点検･整備･更新マニュアル（案）」に
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おいて、「整備・更新の優先順位は装置・機器特性

を考慮したうえで、健全度の評価、設置条件によ

る重み付けを指標化し、定量的な優先度を算出す

ることを標準とする」とある。 

 前述の各指標は、定量化することが可能である

ため、これらを基に優先順位を検討することがで

きる。特に複数施設の比較検討にあたっては、設

備機能を損失した場合の社会影響度を有効に活用

することで、優先すべき設備の抽出に寄与できる

ものと考える。 

 なお、各指標を算定するにあたっては、故障事

例や必要となる維持修繕費額等のデータを的確に

把握する必要があるため、データベース化を図り

データの集約・解析を図ることが必要である。 

 国土交通省においては、機械設備維持管理デー

タベースの運用を進めているため、全国の実績デ

ータの集積が進み活用すれば、より精度の高い維

持管理計画の検討に資することができるものと考

える。 

 

７．まとめ 

１）信頼性評価 

 ＦＭＥＡ・ＦＴＡを用いた土木機械設備の信頼

性評価は、各部品・機器ごとの致命度の評価、故

障率の算定、時間計画保全の精度向上、保全予防

（更新時の仕様改善）に資することができ、維持

管理計画を検討するにあたって有効な手段である。 
 しかしながら、これらの評価のベースとなるデ

ータは過去事例から主に求められることになるた

め、機械設備維持管理データベースの活用が必須

といえる。 

２）社会影響度評価 

 本研究において、土木機械設備の機能喪失した

場合の社会影響度（被害総定額）について、道路

管理教機械設備の機能喪失の場合には自動車の迂

回による時間損失を、河川管理用機械設備の機能

喪失の場合についてはCommonMPを用いた河川GIS

モデルによるシミュレーションに基づく被害額を、

それぞれ求める手法を提示した。 

 複数の機械設備を管理するうえで、社会的影響

度を考慮した優先度付けは、限られた予算のなか

での管理において、非常に有効なものと思われる。 

 特に河川 GIS モデルについては、対象の雨量観

測所が欠測した場合の雨量の設定方法、堰要素モ

デル・ポンプ要素モデルの改良などを行ったこと

により本モデルの活用性・汎用性が増したものと

考える。 

なお、各要素モデルについては、CommonMP のＨ

Ｐ（http://framework.nilim.go.jp/）での公開を

予定しており、他の流域でも本モデルの活用が可

能となる。 

３)今後の課題 

 道路管理用機械設備の社会的影響度評価方法及

びネットワーク型河川GISモデルを用いた土木機

械設備の社会的影響度評価算定手法として、本研

究成果を積極的に発信することとしている。 

 しかしながら、ネットワーク型河川 GIS モデル

の構築においては、地形等の多種のデータが必要

となり複雑な面もあるため、より使いやすいよう

にデータの簡略化などを図る必要がある。 
 また、各土木機械設備の健全度評価、故障率の

解析等もあわせて維持修繕の優先順位の考え方の

精度を高めていく必要がある。 

このため、これらの課題に取り組み、土木機械

設備を総合評価する手法を確立することにより、

複数施設を考慮した維持管理計画の立案手法の検

討を進めることとしている。 

最後に本研究に携わった関係各位への感謝を申

し上げる。 
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39．斜張橋ケーブル調査ロボットにおける 

損傷箇所検出システムの開発 

 

 
 

西松建設株式会社 技術研究所 ○ 原  久純 

西松建設株式会社 技術研究所 田中 勉 

西松建設株式会社 技術研究所 小栗 利夫 
 
 
１．はじめに 

斜張橋の斜材（保護管）の点検・調査は，斜張

橋の維持管理において重要な項目の一つである。

斜材を点検・調査する方法として，高所作業車や

双眼鏡を利用した目視点検が一般的であるが，高

所作業車を利用する場合は車両の通行規制を行わ

なければならず作業が大掛かりになることや，移

動の制限により目視で確認できない箇所が出てく

ることが課題となっている。この問題点に対応す

るため，安全で効率良く精度の高い点検・調査が

できる斜張橋ケーブル調査ロボット 1),2)を開発し

た。 
しかし，斜張橋ケーブル調査ロボットで調査後

の損傷箇所の特定などといった分析作業は，撮影

した動画を再生しながら目視で損傷状況を確認す

るため，目視による解析作業の負担や効率化が課

題であった。 
そこで，目視による解析作業を大幅に軽減し，

損傷と推測される箇所を検出可能な「損傷箇所検

出システム」を開発した。本稿では，システムの

概要について報告する。 
 
２．損傷箇所検出システムの概要 

本システムは，斜張橋ケーブル調査ロボットで

撮影した画像データから損傷と推測される箇所を

検出することで，解析作業を迅速に行うためのシ

ステムである。 

2.1 本システムの構成 

本システムの構成は，以下の通りである。 
① 損傷箇所検出 
② 損傷記録管理 
次に，本システムの特徴を述べる。 

・調査時に撮影した動画から保護管の損傷状況を

短時間で抽出･分析 
・画像解析時，損傷箇所をマーキングするため画

像から損傷箇所の判別が容易 
・システム上で画像解析を行うため，目視での画 

 

帳票(excel)

損傷箇所検出システム

斜張橋ケーブル
調査ロボット

画像データ

損傷箇所検出画面

損傷箇所を
帳票出力

読込み

＜損傷検出画面＞
・画像データの再生
・損傷箇所のマーキング
・損傷箇所の画像保存

＜損傷箇所記録＞
・撮影日時、損傷位置を記録
・損傷箇所の画像と

ハイパーリンクで確認可能

帳票と
リンク

損傷記録画像
 

図-1 損傷箇所検出システムの構成 

 
 
像解析作業を大幅に軽減 
・複数のカメラ画像を同時に画像解析が可能 
・データベースに解析結果を蓄積し，帳票出力す

ることで損傷記録の管理が容易 
開発したシステム構成を図-1 に示す。 
2.2 本システムの開発目的 

目視による損傷箇所の検出フローは，図-2 の通

りである。動画を再生し，目視により損傷箇所を

判別・損傷箇所の大きさを画像処理ソフトから算
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定後，excel などの表計算ソフトへ記録する。 
 

損
傷
箇
所
の
判
別

損
傷
箇
所
の
大
き
さ
算
定

動
画
取
込
み
・
再
生

損
傷
箇
所
の
記
録

有
無

有り

無し

損
傷
箇
所
の
画
像
保
存

方
眼
の
目
盛
画
像
と

重
ね
合
わ
せ

画像編集ソフト 表計算ソフト動画再生ソフト

 
図-2 目視による損傷箇所 検出フロー 

 
しかし，動画再生中は常に目視で損傷箇所の有

無を判断する必要があるなどの課題が挙げられる。

次に，本システムによる判別フローを図-3 に示す。 
 

動
画
取
込
み
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傷
箇
所
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傷
箇
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損
傷
箇
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の
記
録

マ
ス
ク
画
像
処
理

処
理
時
間
の
設
定

任意に設定

損傷箇所検出システム

 
図-3 損傷箇所検出システムの処理フロー 

 

本システムは，画像解析する範囲としてマスク

画像を作成・処理時間を任意に設定し，損傷箇所

の判別から記録までをシステム化とすることで，

目視での画像解析作業を大幅に軽減し，分析及び

データ管理作業を簡易化した。 

2.3 本システムの保有機能 

 本開発システムは，次の機能を有する。 

・マスク画像処理機能 

・損傷箇所検出機能 

・帳票出力機能 

各機能は，図-4 のように機能別でメニューを構

築している。 

 

 
図-4 損傷箇所検出システム 操作メニュー 

 
 

(1) マスク画像処理機能 
 任意の範囲を画像処理する手順として，図-5 の

処理範囲を指定するマスク画像作成がある。撮影

カメラの設置位置により，撮影される斜材の範囲

が異なるため，図-5 の赤枠のようにカメラの向き

に応じた処理範囲を指定する。 
 

 
図-5 マスク画像処理画面 

 
(2) 損傷箇所検出機能 
動画から解析に用いる静止画像の作成時間を設

定し，各静止画の画像解析後に損傷箇所をマーキ

ングする。解析時は，図-6 の損傷箇所検出画面に

解析元の原画像，白黒表示の二値化画像，マーキ

ングした抽出画像の 3 種類が表示される。図-7 の

マーキングした画像は，JPEG などの画像ファイル

としてデータベースに保存される。 
 

 
図-6 損傷箇所検出画面 

 

 
図-7 損傷箇所 検出画像例 

 

検出された 
損傷箇所 
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(3) 帳票出力機能 
損傷箇所の検出記録（動画撮影日，撮影時刻，

損傷位置，マーキング画像のハイパーリンクなど）

をデータベース上に格納する。また，格納したデ

ータベースを図-8 の excel ファイルとして帳票出

力し，ハイパーリンク機能により損傷箇所の記録

画像から斜材の損傷位置や損傷の程度を照合でき

る。 
 

帳票と検出
画像をリンク

 
図-8 帳票出力例 

 

2.4 本システムにおける画像解析手順 

本システムによる解析フローを図-9 に示す。解

析手順として，動画像から静止画像を作成・静止

画像を画像解析するため，静止画像の抽出時間を

設ける。次に静止画像をグレースケール化し，白

黒画像へ変換するため，閾値を設けて二値化処理

する。二値化処理後，白色の損傷箇所の輪郭を抽

出し，抽出した輪郭の面積を求め，閾値以上の面

積と検出した損傷箇所をデータベースに記録する。 
 

グレースケール化

二値化処理

輪郭抽出
面積計算

静止画像作成

マスク処理

損傷画像保存

輪郭面積
閾値

閾値以上

 
図-9 損傷箇所検出システムの解析フロー 

二値化処理は，閾値により白黒画像へ変換する

Sauvolaの手法3)を用いる。閾値の算出方法は，下

記の式(1)に示す。 
 

))1),((1(),(),( 
R

yxskyxmyxT   …(1) 

 
T(x,y)：画素(x,y)における閾値 
m(x,y)：局所領域における画素の平均値 
s(x,y)：局所領域おける画素の標準偏差 
k,R ：閾値T(x,y)の係数（任意で設定） 
 
 また，輪郭面積は二値化後に抽出した白色の範

囲を画素から面積として算出する。 

 

３．損傷箇所の画像解析結果 

 開発した本システムの損傷箇所の検出精度を検

証するため，目視による画像解析結果と比較する。 

 本システムの解析は，ある橋梁現場の斜材 40 本

（斜材番号は L01～L40）を対象とし，予め撮影し

た動画像から検証する。本稿では，代表的な結果

として斜材番号 L30 の検証結果を報告する。また，

本システムでの解析条件として，静止画像の作成

時間を下記の条件で設定する。 
3.1 解析条件 

解析条件として，静止画像作成時間を 250(ms)，
に設定し，目視の画像解析結果と比較する。 
3.2 画像解析結果 

(1) 目視とシステムの検出比較 
 表-1 に目視及び本システムにより検出した損傷

箇所を撮影したカメラ番号毎で示す。 
表-1 より，本システムで検出した損傷箇所は目

視の検出数と比較して10倍以上検出されているた

め，誤検出が多いことがわかる。また，カメラ B
よりシステムでは検出できない損傷箇所が確認さ

れた。 
 

表-1 斜材ケーブルの損傷検出数 

カメラNo 目視 システム 目視同一
A 1 15 1
B 2 0 0
C 1 18 1
D 2 2 1

L30

 
 
図-10(a)，(b)に良好な検出結果としてカメラ A

の損傷検出画像と二値化画像を比較した結果，図

-11(a)，(b)にカメラ D の原画像と二値化画像を比

較した結果を示す。図-10 より，(a)の赤丸で示され

た損傷箇所として検出された画像は，(b)の二値化
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画像では周辺との明暗差が確認された。しかし，

図-11 より，(a)の原画像は全体的に影が多く，(b)
の二値化画像では明暗差が小さいことが，不検出

の原因と考えられる。今後は，画像の輝度を補正

し，より明暗差を明確にする処理することで解析

精度を向上させる必要がある。 
 

  
(a)損傷検出画像 

 

(b)二値化画像 

図-10 検出画像結果(カメラ A） 

 

 
(a)原画像  

 

(b)二値化画像 

図-11 不検出画像結果(カメラ D) 

 

(2) 同一の条件による再現性 
同一の斜材で検出数の再現性を確認するため，

システムの解析 2 回分の結果を表-2 に示す。表-2
より，同一条件での解析結果はカメラ全体で 100%
の再現性を確認した。 
 

表-2 システム解析の再現性結果 

カメラNo 1回目 2回目 再現率
A 15 15 100.0
B 0 0 100.0
C 18 18 100.0
D 2 2 100.0

L30

 
 
４．おわりに 
 斜張橋ケーブル調査ロボットに本システムを用

いることで，解析作業を大幅に軽減することが可

能となるが，本システムにおいて次のような課題

がある。 
 例えば，損傷箇所が影により明暗差が少なくな

り，不検出となる画像があるため，輝度を考慮し

た解析精度の向上を要する。 
 最後に，本システムの開発にあたり，御協力頂

いた株式会社ハイパーエンジニアリングをはじめ，

関係各位に感謝の意を表する。 
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Ⅱ 梗概集 
 





 

 

１．トータルステーションと携帯情報端末による杭打設管理システム 

鋼管杭等の場所打ち杭・斜杭の位置、傾きをリアルタイムに数値管理 

西尾レントオール株式会社   山口 秀樹 

 

 

 

概要 

本システムは、独自の焦点鏡を備えたトータルステ

ーション（以下TSとする）を使用し、円柱構造物の中

心軸の位置を測ることが出来る計測システムである。

TS1 台で対象物の中心線上2点の座標値を取得し、計

算によって構造物の中心軸を計測することが可能とな

り、オペレーターに杭の平面情報や傾きの補正量など

を案内することが出来る。 

 

 

中心を捕らえる独自の焦点鏡 

 独自の焦点鏡を搭載したTSとは、従来のトランシッ

ト等に刻まれている十字線の焦点鏡に同心円状の目盛

りを加えることで、対象物の中心を目印がなくても計

測できる事が可能となったTSである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

従来工法との違い 

従来では、一本の杭を打設する際に、2 方向からトラ

ンシット等で測定をする必要があった。それを独自の

焦点鏡を搭載したTS1台を用いて、左右の傾きは独自

の焦点鏡で、前後方向の傾きは設計値と現況値との差

分距離で計測し、3 次元解析し確認できるシステムで

ある。 

 

 

特徴 

標準的な、鉛直杭はもちろん管理できるが、本システ

ムは斜杭も同様に管理できる事が特徴となる。斜めの

杭であっても、独自の焦点鏡で、左右の空白部分を均

等にしてやれば、杭の真ん中を視準できる事を利用し、

杭の状態を3次元化でき、設計データーと照らし合わ

せ、必要な調整量を、その場で判断することが出来る。 

Ⅱ－１ ポスターセッション要旨 
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２．鋼製支柱路面境界部腐食調査システム 

「キズミー１」 

株式会社リンク 酒井 信幸 

ＭＫエンジニアリング株式会社  竹之内 博行 

日進工業株式会社  〇中光 眞史 

 

１．はじめに 

平成22年の国土交通省の通達により、道路標識や照

明等の道路付属物の健全性に関する調査業務が継続的

に行われている。 

調査業務は主に目視検査で行う。目視検査の結果、

路面境界部に錆や腐食などの異常がみられた場合、掘

削し、板厚測定や浸透探傷試験等の非破壊検査を行う

事とされている。  

実際の調査現場では、掘削対象が膨大な数量であるこ

と、インターロッキングやモルタル等で埋設処理されて

いること、埋設場所が狭い歩道や車道等で通行に支障を

きたす場合があることなどから、工期面、コスト面、安

全面において厳しい場合が少なくない。 

国土交通省でも問題視されており、技術公募等を行い、

技術促進を図っている。 

 

２．システムの概要 

鋼製支柱路面境界部腐食調査システム「キズミー１」

は国土交通省が主催する技術公募に応募し、評価され

た装置で、NETISにV登録されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【装置写真（タブレットでの使用も可能）】 

 

超音波を利用した調査システムで、超音波の反射エ

コーの状態で腐食を推定する。 

特徴は次の通り。 

① 掘削することなく対象物の側面から調査可能。 

② 調査は可搬式の装置を用い、調査技術員2 名程

度で可能なため交通規制が不要。 

③ 調査結果をリアルタイムで表示可能。     

（解析が必要な場合あり） 

④ 調査データをSD等に保存し、報告書作成に使用

可能。 

     

 

 

 

 

 

 

【測定の様子】 

 

３．調査データ 

「キズミー１」は、腐食を検知した場合に腐食の位

置情報(センサーからの距離、鋼管の周方向の位置)を

検出し、超音波の反射エコーの状態により腐食の深さ

方向の推定できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【測定データ例】 

判定範囲 
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① センサーから腐食までの距離（深さ方向） 

センサーから発信された超音波が腐食の端面 

に反射しセンサーに受信される間の時間を、距

離に換算する。 

音速調整等を行う事により、測定範囲を

200mmとした場合5mm程度の誤差で検出が可能

となる。 

② 鋼管の周方向の位置 

センサーを周方向にスライドさせて走査し、超

音波の反射を捉えることで、測定範囲を 

200mmとした場合5mm程度の誤差で検出が可能

となる。 

③ 腐食深さ 

腐食深さは、反射エコーの強さや形状から推測

する。 

腐食の形状や方向などにより、過小評価や過

大評価をする可能性がある。装置の画面では減

肉の割合を暫定的に段階評価（任意に3～4段

階）し、カラーバーで表示する。最終的には、

測定技能者が現場の状態や波形を確認し、減肉

率の推測を行う。 

 

４．まとめ 

「キズミー１」では腐食の位置情報は高精度で得ら

れるが腐食深さや残板厚は推測となる。したがって、

このシステムは、掘削調査する前段階のスクリーニン

グ用として威力を発揮できる。反射エコーの形状から

腐食の程度を推定し、下記4つに分類するものである。  

① 健全なもの 

② 表面に多少の腐食は発生しているが、掘削せず

に経過観察を行うもの 

③ 腐食の可能性があり、掘削調査が必要なもの 

④ 明らかに腐食があると推定され、その程度も強

風などにより倒壊の危険性が高いもの 

 よって、目視検査によるスクリーニングに比べ、掘

削対象を削減することができる。 

また、装置が小型で軽量な為、狭い歩道、車道等で

も通行への支障を抑えられる。 

道路付属物の健全性に関する調査業務において、工

期面、費用面、安全面での作業改善を実現したシステ

ムが「キズミー１」である。 

 今後も品質、安全性、環境、コストを改善できるよ

う、技術の研究、普及に努め、社会に貢献して行きた

い。 
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３．ＩＣＴ現場管理ツール群 

 

○鹿島建設 機械部           水谷 亮 

鹿島建設 建築管理本部 建築工務部 國近 京輔 

鹿島建設 ＩＴソリューション部  岩井田 英昭 

 

１．はじめに 

昨今の建設需要の拡大に伴

い、建設作業員の不足のみな

らず、元請けや協力業者の現

場社員も不足してきている。 

社員の繁忙は、長時間労働

の拡大につながるだけでなく、

十分に計画する時間がない中

で施工を進め、結果として、

手戻り工事や、その他 QCDSE

への影響も考えられる。 

一方、昨今のICTにおいて

は多くの要素技術やツールの

開発が日進月歩で進んでおり、

今後これらの利用が現場社員

の煩雑な管理業務の効率化に寄与していくことは、異

論の無いところである。 

このような背景のもと、いくつかのICT現場管理ツ

ール群をこれまでに開発・展開してきた。 

 

２．ＩＣＴ現場管理ツール群 

 現在使用しているICT現場管理ツール群のイメージ

を図１に示す。 

建築現場では既に様々なICTツールの導入が進んで

おり、現場管理業務の大幅な効率化が可能となった。

特にクラウドによる図面共有や、作業間連絡調整会議

システムによる作業間調整・予定管理、検査システム

など、関係者が情報を共有しながら現場運営を行える

環境が整備されつつある。 

本報では、「現場把握」「計画支援」「検査」「インフ

ラ」などの各用途に向けて開発・適用を進めてきた中

から、以下のツールを中心に紹介する。 

・現場俯瞰映像システム（Sky Site ViewⓇ） 

複数のカメラの映像をリアルタイムで加工，合成

する，現場を真上から俯瞰する映像システム 

・資機材所在・稼動管理システム 

資機材に加速度タグを取り付けることで，資機材

の所在及び稼動状況をリアルタイムで把握 

・Wi -Fiアンテナケーブル 

ケーブルの周囲一帯がWi-Fiスポットとなる漏洩

同軸ケーブル方式の外部アンテナ  

・レンタル品管理システム 

QRタグとクラウドにより，複数のレンタル会社と

現場内のレンタル品を管理するシステム 

・クラウド型現場情報データベース 

設計情報・図面・作業間調整など，各社をまたい

で情報共有するクラウド型現場データベース 

・スマートデバイス，遠隔監視ツールの活用 

可搬型ネットワークカメラ，スマートデバイスア

プリによる遠隔監視・管理ツール 

ﾍﾟｰﾊﾟｰﾚｽ会議

クラウド
iPad

検査ｼｽﾃﾑ
写真ｱﾌﾟﾘ

朝礼システム
作業間連絡調整

会議システム

iPad
搬出入予定

WIFI環境 iPad
図面閲覧

工事事務所

詰所

現場

SkySite
View

作業間連絡調整
会議システム

AppleTV

デジタル
案内板

ﾃﾞｼﾞﾀﾙｻｲﾈｰｼﾞ
教育

Ｗｉ-Ｆｉ
ｱﾝﾃﾅｹｰﾌﾞﾙ

ＱＲコード
機材管理

勤怠管理

図１ ICT現場管理ツール群全体イメージ 
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３．各ツールの概要（抜粋） 

（１）現場俯瞰映像システム（Sky Site ViewⓇ） 

複数のカメラ映像を合成して平面化し、建設現場の

広域リアルタイム映像をパソコンやスマートデバイス

に出力する「Sky Site ViewⓇ」を開発・適用した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

通常のウェブカメラでは見られない、現場全体を真

上からのアングルで捉えることができる。現場の平面

図（総合仮設計画図等）を実写で見るイメージとなり、

建て方階や外周ヤードはもとより、建物内の荷捌きヤ

ードや構台下など、通常では真上から見ることのでき

ない場所を平面映像化することも可能になる。 

 

（２）資機材所在・稼動管理システム 

現場における資機材の遊休は、無駄なコストを発生

させるだけでなく、現場を周って探す・使用状態をチ

ェックする、「使う」「使わない」という水掛け論の無

駄な時間にも繋がる。 

本システムは、加速度タグを資機材や重機に取り付

けることにより、無線LANの配備された現場内で、そ

れらの所在と稼働状況を定量的に把握する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

加速度タグの取り付け方やアルゴリズムの工夫によ

り、多数の資機材と間欠的に通信をしながら、止まっ

た高所作業車の稼働状況も把握できる。 

 

（３）Wi-Fiアンテナケーブル 

スマートデバイスの活用が一般化してきているが、

建築工事現場においては以下の課題がある。 

・高層部では携帯電話の電波が届かない 

・キャリア契約iPadではデータ通信料金が多額 

・各階Wi-Fiアクセスポイント(AP)は費用が多額 

 （RCの床や壁は電波を通しにくいため） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

開発・現場適用を進めてきた「Wi-Fi アンテナケー

ブル」は、無線LANのAPに取り付ける漏洩同軸ケーブ

ル（WBLCXⓇ:フジクラ）方式の長距離外部アンテナで

ある。信号を伝送しながら周囲に輻射するため、配線

したケーブルの周囲一帯がWi-Fiスポットとなる。 

 スラブ貫通して設置することで AP を大幅に減らせ

るため、現場のWi-Fi導入コストや通信コストの削減， 

Wi-Fiの早期利用が可能となる。 

 

４．終わりに 

今回、ICT を用いた現場管理の将来像を模索するべ

く開発・展開している、各種のツールを紹介した。 

今後は、現場のニーズを取り入れてこれらのツール

を改良しながら普及を図っていくとともに、他のメニ

ューも拡大させ、現場管理の効率化に寄与していく所

存である。 

無線ＬＡＮ

タワークレーン

工事事務所 

カメラ

無線ＬＡＮ

図２ Sky Site ViewⓇ 

○タグ情報取得

○実績データ出力

○稼動判定
○管理画面表示

加速度タグ

中継器無線AP

管理

システム

図３ 資機材所在・稼動管理システム 

各階にAPの設置が必要

従来型の無線LANシステム

LAN
ケーブル

アクセス
ポイント

Wi-Fiアンテナケーブル
による無線LANシステム

一台のAPで複数階に
無線LAN環境を構築

Wi-Fi
アンテナ
ケーブル

アクセス
ポイント

LAN
ケーブル

図４ Wi-Fiアンテナケーブル設置比較 
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４．レーザースキャナによる道路有効幅員及び路肩堆雪形状の計測 

 

（国研） 土木研究所 寒地土木研究所 ○佐藤 信吾 

同         住田 則行 

同         三浦  豪 

 

１．はじめに 

積雪寒冷地では、降雪や積雪が道路交通に与える影

響は大きく、道路の維持管理（除雪・防雪等）に対す

るニーズは非常に高い。その一方で、近年の経済状況

から、コスト縮減が強く求められており、効率的な維

持管理の計画・実施が必要である。 

効率的に冬期道路の交通を確保するためには、道路

状況を把握し、その道路状況が交通に与える影響を勘

案しながら除雪などを行う必要がある。この道路状況

のうち道路の有効幅員は、路肩堆雪の成長によって減

少し、渋滞の原因になるなど、冬期交通（旅行速度）

に大きく影響する要因の一つであり、有効幅員と旅行

速度との関係を把握することにより、旅行速度に著し

く影響する前に必要な幅員を確保するなど、効率的な

維持管理計画の策定が可能となる。 

しかし、現状の道路有効幅員の確認は、パトロール

等による目視が主であり、定量的な把握は行われてい

ない。このことから、本研究では効率的な道路有効幅

員の計測手法について検討した。 

 

２．道路有効幅員計測システムの概要 

測定手法の検討にあたっては、定量的な計測結果が 

得られるほか、安全性、効率性及び経済性についても

考慮した。具体的には、①計測員による車道上もしく

は車道脇での計測は行わない（安全性）、②計測員以外

の機器等による車道上もしくは車道脇での計測であっ

ても、一般交通に対する影響を最小限に抑える（安全

性）、③計測対象である路肩堆雪形状は、日々の降雪や

除雪により刻々と変化するため、計測及び解析が速や

かに行える（効率性、経済性）、という3つの必要条件

を設定した。 

これらの必要条件を基に、道路有効幅員計測システ

ム（以下、計測システム）を試作した。道路有効幅員 

 

 

図－２ 計測イメージ 

図－３ 計測システムの構成 図－１ 道路有効幅員と路肩の堆雪 
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の計測イメージを図－２に、計測システムの構成を図

－３に示す。 

計測センサには、雪の計測実績があり比較的安価で

シンプルなシステム構成が可能な「レーザースキャナ」

を採用し、これにより道路横断方向の路面及び路肩堆

雪形状を計測する。また、「GPSセンサ」を用いて計測

位置、時間及び走行速度を取得し、「Webカメラ」によ

り計測箇所の道路状況を撮影する。これらの機器を、

計測機能を搭載したノートPCに接続し、走行しながら

連続して計測することにより、一般交通に対する影響

を最小限に抑え、安全で効率的な計測を可能とした。 

道路有効幅員は、計測した道路横断方向の路面及び

路肩堆雪形状から、計測後に解析機能で出力する。解

析機能は、計測区間毎の道路条件（車線数、幅員、歩

道及び中央分離帯の有無）などを入力することにより、

路肩堆雪や道路構造物と路面の境界を自動で判別し、

道路有効幅員を出力する。 

また、Web カメラで撮影した計測箇所の道路状況を

表示する機能により、計測結果の妥当性を視覚的に検

証することが可能である。 

 

３．路上計測試験 

 計測システムの現場適応性を確認するため、試験車

両に車載し、通常の走行速度による路上計測試験を行

った。 

計測箇所は、一般国道の同一路線で、都市部・郊外

部・山間部の 3 区間を設定した。計測結果の一例を 

表－１に、計測データ表示画面の一例を図－４に示す。 

計測の結果は、都市部・郊外部・山間部のいずれも、

計測データのばらつきは少なく、Web カメラ画像と計

測で得られた歩道及び路肩堆雪形状が概ね一致した。 

なお、過年度に行った模擬堆雪を使用した構内試験

で、有効幅員計測の最大誤差は 0.5％程度であったこ

とから、計測システムにより有効な結果が得られてい

るといえる。 

一方、取得した幅員データの有効、無効を自動で判

別する自動解析機能では、都市部において、右左折レ

ーンなどの幅員変化により、有効データを無効データ

とする場合があった。これについては、解析に用いる 

 

 

条件設定の項目を追加するなどの対策方法を検討中で

ある。 

 

４．まとめ 

効率的な維持管理の計画・実施に寄与することを目

的に、道路有効幅員の計測手法について検討し、レー 

ザースキャナを用いた道路有効幅員計測システムを試

作した。この計測システムを使用した路上計測試験で

現場適用性を確認した。 

今後は、自動解析の精度向上を図るなど、更なる実

用化・効率化をめざし、検討を進めて行く予定である。 

ﾃﾞｰﾀ
No.

ＫＰ
計測速度

(km/h)

道路有効
幅員(mm)

ﾃﾞｰﾀ
No.

ＫＰ
計測速度

(km/h)

道路有効
幅員(mm)

1 18.190 39.2 9,618 26 18.212 41.5 9,909
2 9,657 27 9,955
3 9,646 28 18.224 42.1 9,974
4 9,695 29 9,965
5 9,728 30 9,946
6 9,760 31 9,917
7 9,781 32 9,974
8 9,775 33 9,968
9 9,748 34 9,896
10 18.201 40 9,843 35 18.236 42.7 9,907
11 9,858 36 9,914
12 9,839 37 9,965
13 9,895 38 9,941
14 9,953 39 9,918
15 9,881 40 9,939
16 9,521 41 9,944
17 9,924 42 9,876
18 18.212 41.5 9,992 43 9,870
19 9,947 44 18.248 43.4 9,952
20 9,917 45 9,883
21 9,925 46 9,904
22 9,967 47 9,866
23 9,901 48 9,868
24 9,926 49 9,819
25 9,937 50 9,913
* KP及び速度計測は1秒毎、道路有効幅員計測は0.1秒毎であるため、表記方法が異なる

表－１ 路上計測試験結果の一例（郊外部） 

図－４ 計測データ表示画面（路上計測試験） 
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５．画像情報を用いた土の水分量推定技術の開発研究 

 

○立命館大学 杉浦俊充 

立命館大学 横山隆明 

立命館大学 建山和由 

 
1. はじめに 
 近年，無人化施工技術が導入される現場が増え

つつあるが，施工効率や安全性の向上という点か

らは技術的に検討すべき課題も多い．例えば，建

設機械を遠隔地から操作する場合，現場の地盤状

況を把握することが難しいという課題がある．遠

隔地からでも現場の地盤情報（例えば，土の水分

量等）を把握することができると，建設機械の運

転中に軟弱地盤を判断して回避することや，地盤

に適した機械の操作を行うことができ，施工効率

や安全性の向上をすることができる．遠隔地から

地盤の情報を手に入れるために考えられる方法

の中には，土の色などの画像情報について解析を

する方法がある． 
 土の色は，土の持つ重要な特性であり，土の種

類の分類や同定のために使用されることがある．

その識別には，土の視覚特性の一つである土壌の

色を利用する．一般的に土の色は，湿潤時には乾

燥時に比べて色が暗くなるといわれている．  
 画像は，明るさや色についての情報を持った各

画素が大きなデータの行列となっていると考え

ることができる．画像解析は，デジタル画像処理

技術を用いて画像から様々な情報を取り出すこ

とが可能である．現在，画像解析技術は医療分野

や宇宙分野，工業分野などの幅広い分野で利用さ

れている．  
本研究では，土の水分量を土の物理特性との関

係を推定し易い飽和度にした．また，より精度の

良い飽和度の推定方法を確立するために複数の

色空間による画像処理を行い，最頻値および輝度

値の高い領域の画素数を用いた推定を試みた． 

2. 実験概要 
 土試料は，まさ土および笠岡粘土の 2 種類を

利用し，まさ土は粒径の乱れを考慮して 2mm ふ

るいを使い，粒径の大きなものは予め取り除いた．

これら 2 つの土試料を恒温乾燥炉に入れ，予め完

全乾燥を行った後に，乾燥させたそれぞれの土試

料に加水をした．水分量は飽和度で管理をして，

0，20，40，60，80，100%の 6 段階に変化させ，

それぞれの飽和度の試料に対して撮影を行った．

撮影した画像は 3000×2000pixel の大きさにト

リミングをして，サンプル画像とした．サンプル

画像の一例を図 1 に示す．得られたサンプル画像

（RGB 色空間）を HSV 色空間および CIELUV
色空間の 2 種類の色空間に変換処理し，合計 3
種類の色空間のサンプル画像を準備した．そして，

3種類の画像をグレースケール画像に変換した後，

画像の濃淡（輝度値）について着目をした．RGB
と HSV，CIELUV 色空間の各グレースケール画像

より輝度値のヒストグラムを出力し，輝度値の最

頻値を求めた． 

 
(a)                     (b) 

図 1 サンプル画像の一例  
(a)まさ土［飽和度 40％］，(b)笠岡粘土［飽和度

40％］ 
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3. 実験結果 
 まさ土と笠岡粘土それぞれの RGB と HSV，

CIELUV 色空間の各グレースケール画像より輝

度値の最頻値を求めた．結果を図 2～4 に示す． 

 
図 2 RGB 画像（グレースケール）の最頻値 

 
図 3 HSV 画像（グレースケール）の最頻値 

 
図 4 Luv 画像（グレースケール）の最頻値 
 図 2 の笠岡粘土を除く，全てで飽和度が大きく

なるにつれて輝度値が減少，その後再び輝度値が

大きくなることが分かった．これは土試料の色が

水分を含むにつれて暗くなり，そして再び土の色

が明るくなっていることを示している．しかし，

以上の実験結果では飽和度の推定は難しいと考

えられる．そこで，飽和度を推定するためにまさ

土と笠岡粘土の輝度値の高い領域（輝度値 200～
255）に着目した．これは，飽和度が大きくなる

につれて，土の表面を水が覆い土の色が明るくな

り，輝度値の高い領域の画素数が増加すると考え

られるからである．結果を図 5～6 に示す． 

 
図 5 まさ土の輝度値の高い領域の画素数 

 
図 6 笠岡粘土の輝度値の高い領域の画素数 
 図 5～6 より，飽和度の上昇に伴って二つの土

試料において輝度値の高い領域での画素数の増

加することが明らかとなった． 
4. まとめ 
・2 つの土試料において飽和度の上昇に伴って，

土の画像の色が暗くなり，再び明るくなることを

輝度値の最頻値を利用することで確認すること

ができた． 
・輝度値の高い領域（205～255）について着目

することで，まさ土と笠岡粘土の一部で飽和度の

上昇に伴って，その領域の画素数が上昇すること

が明らかとなった． 
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６．岩盤切削機へのマシンコントロール技術の導入 

 

奥村組土木興業㈱    川畑 雅樹 

奥村組土木興業㈱  ○丸山 健一 

 

 

１．はじめに 

道路土工における硬岩や中硬岩の掘削には，一般的

に発破工法が用いられるが，民家等に近接して施工す

るような現場条件では，より低騒音で低振動な掘削工

法が求められる．このような場合には，静的破砕工法

や割岩工法等が採用される事例が増加しているが，発

破工法に比べて作業効率(掘削能力)が悪いことが課題

となっている．以上のことから，当社では，岩盤切削

機(サーフィスマイナー)を使用した「低騒音・低振動・

低粉塵岩盤切削工法」を開発し，実施工に適用しなが

ら改良を加えてきた． 

本報は，岩盤切削工法の施工精度および施工効率を

向上させるため，岩盤切削機にマシンコントロールシ

ステムを導入し，その適用性を試験施工において検証

したものである． 

２．岩盤切削工法 

(1)工法概要 

「低騒音・低振動・低粉塵 岩盤切削工法」は，ヴィル

トゲン社と共同開発した岩盤切削機を用いた硬岩(中

硬岩)掘削工法である． 

騒音・振動・粉塵を低減する岩盤掘削工法として，国

土交通省の発注工事を中心に施工実績を積み重ね，

2009 年から2015年11月（規約による掲載期間）まで

NETIS の「少実績優良技術」に指定されていた． 

(2)岩盤切削機 

岩盤切削機(2500SM)は，ビットを螺旋状に取り付け

た掘削用回転ドラム(切削ドラム)を胴体中央部に配置

し，自重を反力にして，切削ドラムを手前から前方へ

掻き上げる方向に回転させることによって連続的に岩

盤を掘削するものである． 

岩盤切削機の主な仕様は表-1 に示すとおりであり，

掘削幅は2.5 m，最大掘削深さは35 cm である．標準

的な条件での掘削能力は，中硬岩の場合が 200～250 

m3/日，硬岩の場合が50～100 m3/日である．直近の施

工事例によれば，切削箇所から 30 m 離れた地点で，

騒音値が78 dB以下，振動値が42 dB 以下となってい

る． 

表-1 岩盤切削機の仕様 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 岩盤切削機(2500SM)の構造概要図 

 

 

 

 

 

 

 

写真-1 切削ドラム 

単位 2500SM
機械 全長 mm 12,920
寸法 全福 mm 3,710

全高 mm 4,090
重量(作業時) kg 133,000

切削 切削幅 mm 2,500
ドラム 最大切削深 mm 350

直径 mm 1,400
回転数 rpm 47

ビット本数 本 114
走行 定格出力 kw(PS) 895(1,217)
性能 作業速度 m/min 0～25

走行速度 km/h 0～3.9
登坂能力 度(%) 20(36)

最小回転半径 m 15

項目
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３．マシンコントロール技術 

 岩盤切削機に搭載するマシンコントロールシステム

は，機械制御の機構が類似した「3D-MC アスファルト

フィニッシャシステム」(㈱トプコン)に改良を加えた

ものである．システムの概要は次のとおりである．岩

盤切削機の位置情報を自動追尾式TSで取得し，これを

機械側のコントロールボックスに送信して，設計面と

の差分を算出する．この値を基に，機械後方側のシリ

ンダ長を自動調整することで掘削深さを制御する． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-2 自動追尾式TS 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-3 機械搭載機器 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-4 コントロールボックス 

４．試験施工 

(1)試験概要 

 高速道路建設工事で試験施工を実施し，マシンコン

トロール技術の適用性を検証した．施工対象の岩盤は，

砂岩系堆積岩の中硬岩(シュミットハンマー反発度：40

～50)であった．比較対象とする通常施工方法は，掘削

する面の高さを丁張から測定し，この測定値を基に掘

削深さを手動調整する方法である．試験施工の延長は

100mとし，通常施工，情報化施工ともに各2回ずつ掘

削を行った．掘削後，施工精度(出来形精度)を確認す

るため，延長10mごとに仕上り面(掘削面)の高さを測

定し，設計値との差を確認した． 

(2)試験結果 

 仕上り面高さの出来形精度(設計値との差)は，図-2

のように，通常施工が最大 32mm，情報化施工が最大

10mmとなり，情報化施工の導入によって施工精度が向

上することが確認できた．一方，情報化施工による施

工時間の短縮効果はわずかであった．しかし，施工精

度の向上による手直し作業の減少や，機器設置作業の

慣れ等による時間短縮効果が期待できるため，今後は，

施工効率も向上すると判断している． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  図-2 試験施工結果(仕上り面高さの出来形精度) 

５．今後の課題 

 今回は，対象となる岩種が中硬岩であったことから，

掘削時の機械振動はそれほど大きなものとならず，プ

リズムの揺れも小さかった(コントロールボックスの

表示値で5～10mm程度)．このため，大きな振動が予想

される硬岩掘削時についても試験施工を実施して，マ

シンコントロール技術の適用性を確認する必要がある．  
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７．放射性汚染廃棄物土のう用重機式放射能簡易計測装置 

Siki～四季
き せ つ

を感じる故郷
ま ち

に戻そう～ 

日立建機日本株式会社  竹内 豊 

 

重機式放射能簡易計測装置Ｓｉｋｉ 

２０１１年３月１１日の東日本大震災による福

島第一原子力発電所の水素爆発事故からまもな

く５年目を迎え、原子力発電所の廃炉事業とセシ

ウムの飛散により汚染された周辺地域の除染事

業が国の総力を挙げて行われているところであ

ります。 

かかる状況下、中間貯蔵施設の計画が本格化して

きており、放射能汚染廃棄物のパイロット輸送も

２期工事までが発注されました。 

そこで、この未曾有の事態に対して、日立グルー

プでは、日立パワーソリューションズ、日立アロ

カメディカルと共同で、油圧ショベルを使って何

か除染事業で使える、新しいものが出来ないかと

考えました。 

先ず、除染作業が実際にどの様に実施されている

かを調べた所、いくつかの改善点が見えてきまし

た。 

除染作業では、除染した放射能汚染廃棄物を土の

うに詰めて仮置場に保管しています。 

その際に土のうが何処の場所から発生した廃棄 

 

物なのか、土のうの表面線量が何μ㏜/hなのか、

質量は何㎏なのかを計測し、それらの数値から

Bq/㎏に換算し、タグ付けをして管理している事

がわかりました。 

また土のうの移動にはラフタークレーンや移動

式クレーン付きの油圧ショベルを利用している

事もわかりました。 

土のうの移動現場を見学した所、ラフタークレー

ンで吊り作業をする際に多数の玉掛者が混在し

ておりました。 

玉掛者は土のうに常に接近していることが多く、

被ばくのリスクが非常に高い事がわりました。 

また、表面線量を測定する際にも、シンチレータ

ー（放射能測定器）をフレコンバッグに人の手で

密着させなければならず、ここでも被ばくリスク

が高い事がわかりました。 

 

除染用の専用の装置が存在しない為、殆どの作業

は人の手で行われていました。 

今回は除染現場で必ず使用する油圧ショベルに

着目し、様々な機能を付加する事で被ばくリスク
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の低減や事故リスクの低減、更には省力化を目指

し、開発をスタートさせました。 

日立アロカメディカルは放射能測定器を開発・販

売しており、除染現場では日立アロカメディカル

製のシンチレーターが多数、採用されています。 

日立建機グループの得意とする油圧ショベルに

日立アロカメディカル製のシンチレーターを搭

載させ、日立パワーソリューションズの放射能管

理技術及びソフト開発技術を組み合わせ、除染現

場での専用重機を開発することが可能となりま

した。 

それが重機式放射能簡易測定装置 Siki です。 

油圧ショベルと放射線計測装置、ロードセル（荷

重計）を一体化し、被ばくリスク・事故リスクの

低減、省力化を実現させました。 

今回、土のうの専用つり具（クローバーフック）

を開発するにあたり、福島労働局に相談に伺いま

した。 

その際に、本体はクレーン仕様にする事。 

土のうをつる際には、なるべく玉掛者を置かない

こと等のご指導を頂きました。 

そこで、土のうの紐を自立させる専用治具（クロ

ーバースタンド）を開発致しました。 

 

Siki という名前は四季
き せ つ

を感じる故郷
ま ち

に戻そうと

の思いから命名されました。 

その他に、４つの機能を併せ持つ所も名前の由来

であります。 

４つの機能とは以下の通りとなります。 

① 取扱機能：土のうの取扱 

② 計測機能：質量・放射線計測 

③ 判別：判定機能：放射能密度判別・判定 

④ 運搬機能：土のうの移動 

更に、１台で指揮をするとうい意味合いもありま

す。 

今迄、重機と作業員が混在していた作業を油圧シ

ョベル１台で行えようにしたことから、作業時の

事故リスクの低減が期待出来ます。 

また、土のうへの作業員の接近頻度が少ない為、

玉掛作業や線量測定作業時の被ばくリスクの低

減も期待出来ます。 

また、従来人が行っていた作業を油圧ショベルに

移行した為、省力化も期待出来ます。 

更に、質量や表面線量を人の手で記載していたも

のを、機械化により自動で記録・管理可能になり

ましたので、人為的なミスの低減も期待出来ます。 

 

人が行っていた作業の大部分を機械化する事が

出来たことから、様々な利便性が期待されます。 
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８．中小零細建設業を対象にする映像を活用したCIM の開発 

～ 新しい情報化施工の実現に向けて ～ 

株式会社環境風土テクノ  須田清隆 

トライポッドワークス株式会社  〇渋谷義博 

立命館大学理工学部  建山和由 

 

映像を活用したCIM 

映像を活用した CIM（Construction Information 

Modeling / Management）は、中小零細建設業でも実現

可能なCIMの取組みとして、国土交通省中部地方整備

局平成 26 年度庄内川大治築堤工事を河川築堤工事モ

デルとして可児建設により試行検証を行った。 

 

(1) ネットワークカメラとWEB 確認 

施工状況の見える化および記録のため、４台の定点

ネットワークカメラを設置した（図 1 参照）。定点カ

メラにより、空間量が一定の中で、重機や人間の占有

時間や発現頻度などで施工状況を確認している。また、

WEB 情報として遠隔からも映像を確認できることが、

祝休日、夜間などの天候や地震時の状況を遠隔での確

認を可能にしており、現場のリスク対応性を早め、リ

スク確認のために現地への移動時間の縮小を実現して

いる。 

システム構成

CMS

ネットワークビデオレコーダ

カメラ1

PoEスイッチングハブ

リモート閲覧
Email通知

インターネ
ット

モバイル端末

ビデオ録画装置

SU1

カメラ2

施工の可視化（全体）

掘削面の監視

カメラ4

河川水面、排水の監視

電源供給・ネットワーク装置

監視ビューアPC

システム構成

 
図1 ネットワークカメラのシステム構成 

 

(2) 映像を集積したCIM データベース 

集積した施工情報を有効に活用するために現実の映

像や写真と施工情報を関係づけて図 2 に示すように

データベースに集積している。 

 

情報管理一括閲覧 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ａ

B 

C 

D E 

F 

G 

H 

I 

J 

K 

L 

Ａ 検索情報設定 B 日別施工実績一覧 C 日別工事実績データ入力 

Ｅ 転圧・盛土情報入力 Ｆ 水位・アラート情報 Ｇ 定点カメラ映像再生 Ｈ 転圧作業情報入力 

Ｉ 転圧作業映像再生 Ｊ 転圧作業ＧＰＳ軌跡図 Ｌ 工事記録写真 Ｋ 転圧作業ＧＰＳグラフ 

D 工事現場３Ｄ図 

 
図2 CIM データベース 

データベースでは、施工現場のイベントやトラブル

などの日報に含まれるキーワードを検索ワードによっ

て、時間経過で整理された4 方向のカメラより撮影さ

れたタイムラプス映像（図3 参照）の検索を容易にし

ている。 

 
図3 4カメラタイムラプス映像表示 

 

(3) タイムラプス映像 

タイムラプス映像は、インターバル撮影、微速度撮

影とも言われ、長時間撮影された映像を短い時間に圧

縮している（図 4 参照）。また、固定カメラで撮影す

るタイムラプス映像は、連続する時間のストリーム映

像（1秒30 コマ）から設定時間刻み（Δt）にスライ

ス画像を切り出したものを、タイムラプス化しており、

CIM 情報としては、時間情報を持つスライス映像の活

用を可能にしている。 
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図4 タイムラプス映像解説 

 

(4) 背景差分法による物体検出 

映像情報で現場の状況管理を行っているので、作業

員や他の重機の分別も背景差分法によって分別認識す

ることで、測定などに頼らない重機や人の作業実態等

の施工実績の自動算定が可能になる。（図5 参照） 

 

図5 背景差分法による物体検出 

背景差分法は、定点カメラのように固定環境におけ

る物体検出法として有効な手法で、事前に取得したフ

レーム画像と対象とするフレーム画像を比較計算する

ことにより、背景画像に存在しない物体（前景領域）

を検出する手法である。（図6 参照） 

 

図6 物体検出フロー  

(5) オプティカルフローによるモーション検知 

オプティカルフローを用いたモーション検知では、

フレーム情報から物体の速度ベクトル情報を求め、軌

跡情報や移動量が確認できる（図7 参照）映像上の施

工機械や人間の特定対象の検知機能を応用することで、

施工実績の収集により、歩掛り評価への展開が期待さ

れる。 

 

図7 物体検知と運動方向計測 

 

(6) 映像を活用した統合型データモデル 

工事現場での危険な場所や行為などのリスクの捉え

方は、工事現場の時間経過で変化する空間的な特徴と

ともに、降雨などの環境的要因や現場の技術者や作業

員の未熟度など人間的要因に、輻輳する作業や露出し

ている地盤状況や湧水状況などの背景情報などの統合

的な情報で判断されている．統合的情報を集約して観

察できるタイムラプス映像の活用性は大きい。また、

各種ICTやクラウドシステムとの連携で長期間保管に

対応させることによって映像をビックデータ化し、日

報や作業メモ等のテキスト情報や施工情報とタグ付け

（関連付け）することにより、永続的なトレーサビリ

ティ性を備えた検索性の高い映像データベースの構築

が可能となる。（図8 参照） 

 

図8 映像を活用した統合型データモデル 

- 192 -



 

９．建設発生土を用いた液状化対策改良土の提案 
 

立命館大学  石森洋行 

山崎砂利商店  釜本英一 

立命館大学 ○岡本晃尚 

 

1. はじめに 

本研究は、管路埋戻し材に利用される砂に粘

土を混ぜることで液状化対策に効果のある改

良土を開発することが目的である。また、廃棄

物の有効利用を意識し、埋戻し材として天然の

砂を用いるのではなく粒径の大きな廃棄物と

して鉱さい（砂状の鋳物廃砂）を使用し、粒径

の小さな粘土には建設汚泥を用いて検討を行

った。 

2. 実験内容・方法 

2.1 使用した試料  

本研究で使用した鉱さいと汚泥は、土粒子密

度がそれぞれ 2.703 g/cm3、2.697 g/cm3、強熱

減量が 5.9%、11.3%である。鉱さいの粒径は砂

分（75 μm～2 mm）が 100%であり、汚泥では

砂分が 50.6%、シルト分（5 μm～75 μm）が

42.1%、粘土分（5 μm 以下）が 7.3%であった。 

2.2 突固めによる締固め試験 

 JIS A 1210 に従い突固めによる締固め試験
1)を行った。鉱さいと汚泥の全土量に対して汚

泥配合率を、質量ベースで 0%、10%、15%、20%、

25%、30%の 6 種類を作製しそれぞれの締固め曲

線を求め、最大乾燥密度と最適含水比を求めた。

試験方法には B 法を採用し、ランマーの重さは

2.5 kg、落下高さは 30 cm、落下回数は 55 回

として突固めた。 

2.3 修正 CBR の貫入試験 

上記の汚泥配合率 6 種類の試料において、最

大乾燥密度時の強度特性を明らかにするため

に JIS A 1211 に従い、貫入試験 1)から修正 CBR

を求めた。載荷装置を用いてピストンの貫入速

度を 1 mm/min として貫入し、所定の貫入量を

得るための載荷荷重の関係を求めた。載荷荷重

と貫入量曲線を作製し、貫入量 2.5 mm または

5.0 mm となる載荷荷重を求め、CBR 値を CBR(%) 

= (荷重/標準荷重)×100 として求めた。ここ

で標準荷重は貫入量 2.5mm のとき 13.4 kN で、

貫入量 5.0 mm のとき 19.9 kN である。 

2.4 振動実験 

上記 2 つの試験結果から高い最大乾燥密度

と CBR 値をもつ汚泥配合率をみつけ、その条件

で作製した試料に対して振動実験 2)を行った。

加速度センサーを振動台に、また間隙水圧計を

アクリル製容器（縦 27 cm、横 42 cm、高さ 29 

cm）の下部に設置した後、容器に試料を高さ

7.5 cm まで入れて約 5 kPa の上載応力を 1 分

間作用させて締固める。その後、試料を高さ

15 cm まで入れて、同様に約 5 kPa の上載応力

を 1分間作用させて締固めて層厚 15 cmの実験

土槽を作製した。締固めた土槽の上から水を少

しずつ流し飽和条件を模した。飽和させた実験

土槽を振動台に設置し、上載応力 1 kPa が作用

した条件で振動開始した。振動開始から 60 秒

毎に加速度を徐々に大きくし、その際に土槽中

に埋設した間隙水圧計の読みを記録した。目視

で地盤が液状化していると判断できた時点で

実験を終了した。 

3. 実験結果と考察 

3.1 締め固め特性 

図 1 に締固め試験の結果を示す。鉱さい-汚

泥混合試料において、汚泥配合率 0％の試料よ

りも汚泥を配合した試料のほうが最大乾燥密

度は大きく、特に汚泥配合率が 10%と 20%のと

き著しく高い値を示した。一方で、汚泥配合率

25％、30％の試料では最大乾燥密度はそれより

も減少した。また汚泥配合率 10%、15%、およ

び 20%では最適含水比時以外の含水比におい

て乾燥密度は鉱さいのみの場合と比べて同等

もしくはそれ以上の値を維持できた。 

図 1 締固め曲線に及ぼす汚泥添加率の影響 
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3.2 強度特性 

修正 CBR 貫入試験から得た荷重―貫入量曲線

より、汚泥配合率 20%の試料が他の試料と比べ

て著しく高い強度を示した。汚泥配合率 20％

より高い汚泥配合率の試料は粘土分が相対的

に多くなるので締固めが弱く強度は低下した。

同様に、鉱さいのみの場合でも砂分が相対的に

多くなるので締固めが弱く強度は低下した。汚

泥配合率 10-20％の試料は砂分と粘土分が混

ざり合い、粒度が改善されることで、その強度

は鉱さいのみの場合のそれよりも大きくなる

と考えられる。鉱さいのみに比べて高い CBR

値を示しているのは、汚泥配合率 10%と 20%の

試料であった。汚泥配合率 15％では強度が下

がってしまったが試料の混ぜ合わせに原因が

あると考えられる。本研究で用いた鉱さいでは

汚泥を 20%加えることで、強度に関しては日本

道路協会が定める一般道路における路盤下層

部の材料規定を満たすことができた。 

3.3 液状化特性 

図 2と図 3は振動実験における土槽底部の間

隙水圧の経時変化である。締固め試験と CBR

試験の結果から汚泥配合率 20%の試料が最も

強度に優れた配合条件と考え、汚泥配合率 20%

の試料と、汚泥配合率 0%の試料に対して振動

実験を行った。なお図中の過剰間隙水圧（破線）

とは、理論上有効応力がゼロとなるときの間隙

水圧の値を表わし、間隙水圧計の読みがこの過

剰間隙水圧を超えるとき液状化が生じた目安

となる。加速度を 60 秒ごとに 1 段階ずつ上げ

た結果、汚泥配合率 0%の試料の場合では、経

過時間 960 秒（加速度 16 段階目）で徐々に土

槽が緩くなり始め、経過時間 1020 秒（加速度

17 段階目）で完全に液状化したのを目視で確

認した。図 2 に示す間隙水圧のデータをみると、

経過時間が経つにつれ、間隙水圧も徐々に増加

し、液状化が起き始めた 16 段階から急激な間

隙水圧の増加が生じた。このとき、理論上有効

応力がゼロとなる間隙水圧値を超えたことか

ら液状化がおきたことがわかる。これは目視で

の液状化したタイミングと一致する。一方で汚

泥配合率 20%の試料では、経過時間 1080 秒（加

速度 18 段階目）で土槽が緩くなったが、経過

時間 1380 秒（加速度 23 段階目）まで状態は変

わらず、23 段階目を超えてから液状化が始ま

り、完全に液状化したのは 25 段階目であった。

図 3 をみると算出した理論上有効応力がゼロ

となる間隙水圧値を超えたが、目視ではしばら

くの間、液状化は起きなかった。以上より汚泥

配合率 20%の試料が鉱さいのみの試料と比較

して液状化に対して粘り強い抵抗をもつ試料

であることがわかった。 

4. 結論 

本研究では、次の知見を得た。(1) 汚泥配合率

を 0～30%として 6 水準変化させた試料を用い

て突固め試験と修正 CBR 貫入試験を行ったと

ころ、汚泥配合率 20%の試料を最適含水比で締

固めた場合で CBR5.0 = 34%を得た。(2) 汚泥配

合率20%の試料と鉱さいのみの試料の2つを用

いて、液状化を模した振動実験を行ったところ、

鉱さいのみの試料よりも汚泥配合率 20%の試

料の方が約 1.7 倍液状化しにくくなった。(3) 

理論上の有効応力がゼロになる間隙水圧値を

超えてから液状化に至るまでに、しばらくのタ

イムラグが認められたことから、汚泥配合率

20%の試料のほうがより液状化に対して粘り強

い抵抗をもつことがわかった。 

図 2 鉱さいのみの地盤における土槽底部での 

間隙水圧の経時変化 

図 3 汚泥配合率 20%の地盤における土槽底部での

間隙水圧の経時変化 
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10．アスファルトプラント用ガス・バイオマス燃料混焼バーナの開発 

 

前田道路株式会社 ○傳 田 喜八郎 

日工株式会社    今 田 雄 司 

 

 

１．はじめに 

アスファルトプラントにおける CO2の排出は、骨材

加熱に使用するバーナの燃料燃焼に起因するものが大

半であり、CO2排出量は約135万tと依然として高いも

のとなっている。この CO2排出量を削減する目的で、

CO2 排出量にカウントされないカーボンニュートラル

なるバイオマス燃料とA重油の化石燃料とを混焼する

バーナを開発し実用化に至っている。さらに都市部で

は CO2原単位が小さい都市ガスを使用しているところ

が多いことから、この気体燃料と液体であるバイオマ

ス燃料の混焼バーナの開発が求められ実用機での燃焼

テストを経て、実用化が図られたのでここに紹介する。 

 

２．バイオマス燃料 

 バイオマス燃料としては、木質タールとグリセリン

である。木質タールは森林に近い山間部に設置してあ

る木質バイオマスコージェネレーションプラントで可

燃ガスと一緒に生成される。一方、グリセリンは都市

部で発生する廃食用油を原料とするバイオディーゼル

燃料化プラントの製造過程で生成される。両燃料とも

植物由来の燃料となるのでカーボンニュートラルとな

り、CO2排出量にはカウントされない。代表的な物理性

状を表-1に示す。 

表-1 木質タールとグリセリン物理性状 

 

 

 

 

 

両燃料は粘度が 30～40mm2/S と高く、水溶性のため若

干の水分を含む。このような不安定な燃料であるので

従来のアスファルトプラントバーナでの使用は難しい

ため新規バーナの開発となった。 

 

３．燃油・バイオマス燃料混焼バーナ 

従来のバーナは、図-1に示すように高圧噴霧の拡散

燃焼方式である。このバーナ単独でバイオマス燃料の 

 

 

 

 

 

 

図-1 従来の高圧噴霧バーナ 

燃焼を試みたが、粘度が高く、水分を含んでいるため

頻繁に失火してしまった。そこで、この条件下で対応

できる方式として、燃料と圧縮空気をともに供給し霧

状にした2流体噴霧方式に切り替えた。さらに、失火

しても連続で燃焼を確保できる従来バーナを組合せた 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2 燃油・バイオマス燃料混焼バーナ 

燃油・バイオマス燃料バーナを開発した。図-2に示す。

各燃料の供給量を任意に設定できるので、従来の制御

方式を採用することができ、バイオマス燃料の供給状

態、品質に影響されない安定した燃焼が得られた。ま

た、アスファルトプラントの特徴である間欠稼動、瞬

密度 動粘度 水分 真発熱量 Ａ重油比

（15℃） （50℃）

g/ｃｍ3 ｍｍ2/S

木質タール 1.13 36.4 7.1 7,440 84
グリセリン 1.01 33.9 1.1 5,960 67

Ａ重油 0.84 2.1 0.0 8,900 100

％ kcal/ﾘｯﾄﾙ ％

バ
イ
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マ
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縮
空
気

耐火キャスター
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発力、臭気対策となる完全燃焼および少量燃焼に対応

することができた。大気汚染防止法の規制値は、A 重

油を燃料とした場合と同等であった。 

 

４．ガス・バイオマス燃料混焼バーナ 

4.1 概要 

 代表的はガス燃料としての都市ガスのCO2排出量は、

発熱量換算で A 重油 0.0189Kg-C/MJ に対して

0.0138Kg-C/MJであるので約27%の削減になる。このガ

ス燃料とバイオマス燃料混焼バーナの開発をおこなっ

た（以下、開発バーナ）。この開発バーナもバイオマス

燃料噴霧は2流体噴霧方式ノズルを採用した。しかし

ながら、バイオマス燃料の燃焼状態を良好にするため

には、燃焼用空気の静圧は3.0KPa以上に上げ、微粒化

したバイオマス燃料と燃焼用空気を高速に撹拌し、ガ

ス化を促進しなければならない。一方、ガスは静圧が

1.0KPa以下の低圧な燃焼用空気ですむので、静圧を上

げて燃焼すると燃焼振動が発生する。したがって、双

方のバランスを良い状態に保ち、炎が短くシャープに

するためスロート、ディフュ－ザ、ガスノズルの形状

を変え、さらにバイオマス燃料ノズルとガス燃料ノズ

ルの位置関係を調整した。図-3に示す。 

バ
イ
オ
マ
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燃
料

都
市
ガ
ス

圧
縮
空
気

耐火キャスター

都市ガス バイオマス燃料
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図-3 都市ガス・バイオマス燃焼混焼バーナ 

 都市ガスに限らず、燃焼効率を高めると高温領域が

1,000℃以上になり、窒素酸化物（以下NOX）が発生し

やすくなる。そこで低 NOX化にするためには、分割火

炎による火炎温度の低下、2 段燃焼による酸素濃度低

下、排ガス再循環（以下、EGR）による高温領域での滞

留時間の短縮等が考えられる。この開発バーナに関し

てはEGRを装備することで酸素濃度を下げ、燃焼速度

を低下させることにより火炎の局部的な高温部を少な

くしNOX低減につなげた。 

4.2 燃焼試験 

 燃焼試験は実機のリサイクルプラント用の開発バー

ナを使用した。バイオマス燃料はグリセリンとし、ガ

スは都市ガスとした。ガスとバイオマス燃料の燃焼消

費量比は10:1に設定したため、発熱量比は16:1とな

る。測定は目視による混焼状態と EGR 装備による NOX

排出量他である。 

表-2 都市ガスとグリセリンの混焼結果 

 

 

 

 

 

 

 燃焼試験結果は表-2に示す。これよりEGRを装備す

ることで NOX排出量は減少する。また、ガス開度が低

い場合は不完全燃焼が見受けられるが、開度を上げる

と解消される。写真-1 

は混焼中のものである。 

この開発バーナは一般 

的に採用されている拡 

散燃焼方式であり、火 

炎はオレンジ色を示し 

ている。これは赤外線、   写真-1 混焼状況 

遠赤外線を含んでいるため、効率よく骨材等が加熱さ

れていることを表している。これらのことのよりアス

ファルトプラントの燃焼範囲では安定した燃焼状態に

なり、アスファルトプラントの特徴である間欠稼動、

瞬発力、少量燃焼に適用することを意味している。 

 

５．おわりに 

 食用油が大量消費される都市部ではバイオディーゼ

ル燃料化プラントが多く、グリセリンの供給は十分に

見込まれる。都市ガスとの組合せをしたこの開発バー

ナの活用は、都市部のアスファルトプラントの CO2排

出量削減に最適であり、地産地消の燃料消費につなが

ってくる。 

ＥＧＲ ガス ガス ｸﾞﾘｾﾘﾝ 排ガス 排ガスCO 排ガスNOX 排ガス EGR

使用 開度 燃料量 燃焼量 O2 (16%換算) (16%換算) SOX O2

(%) (Nm3/h) (kg/h) (%) (ppm) (ppm) (ppm) (%)

0 87 10 4.7 210 9 8
無 50 224 23 4.8 0 17 9

80 374 39 3.4 0 17 16

0 88 9 7.8 350 7 7 18.6
有 50 218 24 3.7 50 7 6 17.8

80 394 40 1.2 0 13 6 19.8
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11．危険な災害現場で活躍する無人化施工技術 

－ 遠隔操作でおこなう最新施工技術と映像機器 － 

所 属  建設無人化施工協会 ○川上 勝彦 

建設無人化施工協会  北原 成郎 

建設無人化施工協会  田口  毅  

    

1. 無人化施工 

無人化施工は、災害地等においてラジコン装置等を

取り付けた建設機械群を安全な場所からオペレータが

遠隔操作することで工事を行うものである。基本的な

無人化施工の機器配置事例を図1に、建設機械の遠隔

操作状況を写真1に示す。 

図1 無人化施工の機器配置例 

写真1 建設機械の遠隔操作状況例 

 

雲仙・普賢岳において、除石工事（写真2）、構造物

の解体、砂防堰堤築造（写真3）や構造物設置（写真4）

に採用されたことを始め、有珠山、三宅島の噴火災害

や各地の土砂災害、原子力発電所などの立入り困難な

場所での事故などに多数対応してきている。 

協会では。これらの経験から工事支援システムや新

工法の開発を続け、各種災害への対応能力や施工性の

向上に努めている。 

写真2 除石工事 

写真3 砂防堰堤（RCC工法）築造 

写真4 構造物（鋼製ｽﾘｯﾄ）設置 

 

本セッションでは、建設技術研究開発助成制度を受

け、(一財)先端建設技術センター、(国研)土木研究所

と共同開発した工法技術と支援機器について紹介する。 
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2. 連続式土嚢を用いた高速築堤技術 

土砂災害では、応急復旧やその工事の安全性確保の

ために大型土嚢により堰堤の構築をすることが多いが、

搬入路が十分でなかったり、設置に時間を要したり、

迅速な設置が困難な状況であった。 

そこで、図2および写真3のように無人化施工で高

速に築堤できる技術を開発した。特徴は、土を詰めた

土嚢を小運搬する代わりに、遠隔操作によるバックホ

ウ 1 台で容易に展開･自立する連続式土嚢枠に土嚢設

置場所で土砂等を充填することにより、高速化する技

術（従来比2倍速以上、60m/日以上）で、構造的にも

連続性のある頑強な築堤が施工可能となった。 

図2 連続式土嚢と設置イメージ 

写真5 試験施工状況写真 

 

3. 無人化施工による地盤改良技術 

土砂災害の応急復旧工事は、山間部や河川流域で実

施することが多いため、災害現地までの重機の進入路

確保に時間を要することが多い。特に、地盤が豪雨や

河道閉塞によりあふれ出た河川水等により泥濘化して

いる場合は、重機の走行や作業が困難で復旧工事着手

が遅れる原因のひとつとなっている。 

そこで、図3のように、固化剤散布と攪拌混合を無

人化施工で容易におこなう技術を開発した。 

図3 無人化施工による地盤改良イメージ 

 

4. 無人化施工に不可欠な低容量・低遅延画像圧縮技術 

無人化施工において施工の効率や精度に最も影響が

大きい工事支援機器が映像関連機器である。出来るだ

け高精細な画像を遅延無くオペレータに提供すること

が望ましいが、映像性能と比例して伝送容量が増大す

ることが課題となっていた。 

特に、大規模な無人化施工では、建設機械が広い範

囲で多数稼動するため、伝送容量の大きい映像情報を

多数無線伝送する必要があり、無線資源（CH・帯域）

が不足する場合が多い。 

そこで、低遅延(70msec以下)、高画質(フルハイビジ

ョン、30フレーム/秒 )の画像を低容量(3Mbps)で送信

可能で、無人化施工の苛酷な環境に耐える構造を持つ

無線伝送用の映像信号圧縮装置（エンコーダ・デコー

ダ）を開発した。（図4、赤丸部分） 

図4 開発装置 

 

この結果、映像品質の向上や、伝送容量削減に伴う無

線資源に余裕が生じ、多角的な映像や情報化施工用信

号を多数伝送が可能となることから、施工性の向上や

新たな工種への対応が期待できる。 
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1

１ 透明度復元技術(クリアスカイ工法)

３

小径微破壊コンクリート内部調査技術
（Singlei工法）

２

エアー遮断機の開発と最近の動向

民間企業との連携による
道路管理技術の開発・普及

平成27年12月2日
施工技術総合研究所

透光性遮音壁の透明度復元技術
（クリアスカイ工法）

Ⅱ－２　施工技術総合研究所研究発表
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2

１．透光性遮音壁対策の現状

• 高速道路や自専道等の高架橋では景
観対策や日照の確保の観点、周辺住民
の居住性や道路利用者の快適性の向
上に有効であることから、透光性の遮音
壁が数多く導入されてきた。

• 近年、この透光性遮音壁が紫外線お
よび経年劣化によりコーテイング材が剥
がれ、白化状態（透過率の減少）や変色
した箇所が各所に出現し、この対策とし
ては、取り替えが余儀なくされている。
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3

透光性遮音壁の種類と特徴

２．新材料による改善対策

• クリアスカイ工法は、劣化等により曇
化した透光板の表面に塗布（コーティ
ング処理）することで透明度を復元・維
持することができる新しい技術である。
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4

３．クリアスカイ工法の原理
• クリアスカイ工法の原理、下図は無色・透明で含浸
性能の高いストレートシリコンを原料とする液材を、
小傷やハードコートの割れ・剥離部にコーティング
することによって、透光板表面の凹凸を減らし、透
明度を復元させることができる。

(a)劣化透明板断面 (b)コート剤塗布 (c)復元

図 クリアスカイ工法の原理（断面観察のイメ－ジ）

ポリカーボネ－ト

• 国道の陸橋の透光板や高速道路等の透光
性遮音壁を対象とした試験施工を実施してお
り、追跡調査の結果、十分な補修効果を維持
している。

４．適用事例

①試験施工前・施工後の比較 （下地処理無しの場合）
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5

②試験施工前・施工後の比較

(a)施工前

(b)施工後

（下地処理無しの場合）

③試験施工

ハ－ドコ－トが剥がれて、透光性が悪い。
対象数量；約１７,０００枚 約８万ｍ２

新品に交換
或いは

塗布系新材料を開発

対策

伊勢自動車道

（下地処理有りの場合）
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6

写真 WJによる下地処理実験

写真 CABによる下地処理実験

下地処理方法の検討

コーテイング方法の検討

(a)従来のコーティング方法 (b)新コーティング方法
（吹き付け機械を応用）

フローコート（品質の向上） 材料回収トレイ

左；ダイヤフラムポンプ、右；コンプレッサー
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評価項目と暫定基準

測定項目 測定方法 主な仕様 メーカ（型式）

透
光
性
能

目 視 目視評価 近景、遠景 ―

透過率 透過率計
測定域；平行光線

標準光源Ａ

光明理化学工業社

（PT-50）

表面性状観察 光学顕微鏡
倍率；10～230
画素数；1,300,000

サンコー社

（Dino-Lite Pro）

評価項目と評価方法

写真 平行光線透過率測定器

基 準

項 目
暫定基準値

全 光 線 透 過 率 （ ％ ）

（NEXCO設計要領基準） 75％以上
平行光線透過率（％）

72％以上

暫定基準

予備試験結果の例

施工前

施工前拡大
Ａパネル
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予備試験結果
施工前

施工後

試験施工範囲

施工前 施工後

Aパネル

Aパネル

現地試験施工；伊勢湾岸線上り線
（17.4Ｋｐ）付近の約30ｍ区間

平成26年11月11,12日
NEXCO中日本、豊田保全センタ－管理
NEXCO中日本ハイウエイメンテナンス

施工前
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伊勢湾岸線上り線（17.4Ｋｐ）付近
の約30ｍ区間

目視評価結果
○；景色が良く見えるまで透明度が回復
◎；新品のガラスのような透明度

片面施工

施工前 施工後

下地処理のみ

伊勢湾岸線上り線（17.4Ｋｐ）付近
の約30ｍ区間
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伊勢湾岸線上り線（17.4Ｋｐ）付近
の約30ｍ区間

(次へ）

コンクリート内部に発生した微細な水平ひび割れの
位置や幅について現場で簡易に可視化することができます。

内部にひび割れの発生する理由として

・凍結融解作用による影響
・アルカリシリカ反応（ASR）による影響
・外力による影響
・施工不良
などからコンクリート内部に微細な
ひび割れや水平ひび割れが発生。

小径微破壊コンクリート内部調査技術
（Single i 工法）
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既存調査技術の問題点

●コンクリート構造物からコア試験体を採取
（Φ50mm－100mm）

●試験室で蛍光エポキシ含浸法による
ひび割れ調査（期間：2週間程度）

●調査結果を得るまでに時間を要する
●コア径が大きく、構造物への影響大

Single i 工法はこれを改善

新調査技術の提案（Single i 工法）

本技術は、既存技術と比

較して、的確な成果を現場
で示すことができる。

削孔径も小さいことから、
構造物への損傷がほとん
どない。

①φ5mmでコンクリートに削孔

②特殊樹脂を注入

③φ9mmでコンクリートに削孔
（同一箇所にて）

④工業用内視鏡で調査

➄削孔箇所を補修

新調査技術のフロー

硬化後(20分程度)
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新しい調査技術のフロー

① 小口径削孔（φ5ｍｍ）

② 特殊樹脂注入
（２０分で硬化）

新しい調査技術のフロー

③ 再度、小口径削孔（φ9ｍｍ）

④ 内視鏡による観察
（エンコーダ装置）
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新しい調査技術のフロー

⑤ 観察結果（動画で撮影）

⑥ 補修（床版部；特殊モルタル、
アルファルト部：特殊乳剤）

床版に発生し
た水平ひび割
れ（凍害）

最大30㎝まで
調査が可能

ア
ス
フ
ァ
ル
ト
部

ア
ス
フ
ァ
ル
ト

と
床
版
の
界
面

⑦ 動画の合成

調査方法につて

（2）床版下面側からの調査

下面からの削孔や特殊樹
脂の注入が可能であり、上面
側からと同様に実施可能。

（1）床版上面側からの調査

アスファルト合材にもコンク
リートと同様に削孔すること
ができる。
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まとめとその他の適用事例

コンクリート構造物の内部に
発生した、微細な水平ひび
割れの調査技術につて開発
を行った。その結果、
（1）構造物に与える影響や
調査結果を得るまでの時間
を短縮でき、効率の良い調
査が可能である。
（2）内視鏡調査では、各種の
レンズとの組み合わせが可能
で、ひび割れの有無やひび割
れ幅の測定も可能である。

鋼板接着補強がな
されたRC床版調査

PC箱桁に発生した豆板調査

＜開発目的＞

当面、既設遮断機を機能させるまでの緊急対策とする。

（１）風水害、地震、道路災害等の緊急時に迅速な通行止めを
可能にし、交通の安全を確保する。

（２）災害発生時（通行止め）に、無人で緊急車両等の通過を可能
とする。

既設遮断機（降雨量制限箇所）

エア－遮断機の開発と適用事例
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＜エアー遮断機の特徴＞

夜間視認性バルーン膨張中 バルーン膨張終了

（１）カメラでモニターしながら安全を確認し、
出張所等からの遠隔操作により開閉できる制御シス
テムとする。

（２）遮断状態においても、緊急車両や維持車両が低速で
通過できる（車両や遮断機が損傷しない）。

（３）遮断バー本体が破損した場合でも材料の交換が容易。
（４）昼間・夜間の視認性は、従来と同等以上 。
（５）豪雨、強風等に対する耐候性を有する。

基本的な作動システム

＜常設型遮断機の作動状況＞

＜基本仕様＞
・軽量な布生地
・直径φ600mm×全長4m
・ブロアー（送風機２台）による膨張
・バルーンの収納用に自動巻き取り装置を開発
・バルーン内部にLED内蔵

・常設型は、100V電源（バッテリー（12V）による
バックアップ２時間可能）

・可搬型は、100V電源、バッテリー(12V）
および車両のシガーライター電源

・車両からのリモコン操作で自動制御が可能

① 雨量規制を設けている箇所(山間部等)
② 土砂崩れ等の災害発生箇所

③ トンネル入口（交通事故、火災時）

④ＩＣ入口ランプ部

⑤ＩＣ出口ランプ部

⑥冠水道路（アンダーパス部）

エアー遮断機の適用が想定されるケース
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試験的に導入された事例

使 用 目 的 基 数

①冠水事故対策
(アンダーパス）

44

②出口、入口ランプ仮封鎖 18

③新東名のSA,PA仮封鎖 14

合計（H27.10.1) 76

H26年度にNETIS認定

従来型の冠水事故対策について

排水ポンプ

警報機器、警報表示板

監視カメラ、その他
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雨で車水没、女性救助 島田(2011．7/27 )

水没した市道には、冠水５センチで「冠水注意」、
冠水１０センチで「通行止」を知らせる電光表示板がある

１時間で７３ミリの雨量があった。
同市道は２００７年度に完成。

「排水ポンプは動作していたが、
追い付かなかった」

冠水事故対策(さいたま市；H21.11)

現地には、排水ポンプ、監視カメラ、冠水５センチで「冠水注
意」、冠水１０センチで「通行止」を知らせる警報表示板がある

東北自動車道
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冠水事故対策
(島根県 江津市；H26.9)

＜冠水道路；全国に２９０３箇所＞
平成２０年１２月２０日15時1分配信、毎日新聞記事から

「夏のゲリラ豪雨の対策」・・・危険箇所
（国90、都道府県・政令都市951、市町村１８６２）

道路の冠水 危険箇所数
北 海 道 ４６（ ４３）
東 北 ２１８（２１６）
関 東 ６６６（６１９）
北 陸 ３７４（３７０）
中 部 ４９５（４８７）
近 畿 ５２５（５１５）
中 国 ２１１（２０５）
四 国 １０５（ ９９）
九州･沖縄 ２６３（２５９）

（ ）内は、地方自治体管理(国土交通省調べ）
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ゲリラ豪雨で冠水した道路での車両水没事故を未然防止
「アンダーパス監視サービス」の提供開始について

＜セキュリティサービスのＡＬＳＯＫ；遮断機操作サービス HPから＞
冠水発生時、「緊急連絡サービス」を利用する自治体等の職員からの要請により、

ＡＬＳＯＫがバルーン製の遮断機の遠隔操作を行い、アンダーパスへの車両の進入を抑制します。

入口仮封鎖(仙台河川国道、三陸道)
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本州四国連絡高速道路(株）
（島民ゲート入口仮封鎖；H27.3）

熱海ビーチラインの入口仮封鎖
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エアー式遮断機を活用した迅速な対応

エアー式遮断機の説明会の状況
（国、県、市にて）

アンダ－パスに試験的に導入した自治体では、その後、冠水による水没事故は発生していない

ご静聴有り難う御座いました

以上
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最近の橋梁補修技術に関わる
大型実験

施工技術総合研究所

研究第二部 次長 小野 秀一

平成２７年度 建設施工と建設機械シンポジウム

各種実験設備

詳しくはこちら⇒ http://www.cmi.or.jp/
1

150,000m2の広大な敷地を活用して、各種大型実験を実施している
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４MN大型疲労試験機

 最大動的荷重：４ＭＮ

 最大試験体サイズ：

 長さ12m、幅2.5m、高さ5.5m

2

各種疲労試験装置（１）

汎用５００ｋＮ疲労試験装置

汎用１，０００ｋＮ疲労試験装置

汎用２００ｋＮ疲労試験装置

汎用１００ｋＮ疲労試験装置 3
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各種疲労試験装置（２）

３００ｋＮ疲労試験装置

株式会社高速道路総合技術研究所所有

５０ｋＮ疲労試験装置

１，０００ｋＮ疲労試験装置

５００ｋＮ移動載荷疲労試験装置

4

屋外タイプの移動載荷疲労試験

総重量２８トン 総重量２０トン

大型トラックの走行を模擬した荷重の繰り返し試験
温度変化、降雨、日照（紫外線劣化）なども耐久性に影響する

5
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○大型構造実験 事例1

鋼橋プレートガーダーの残存せん断強度試験

6

琉球大学、沖縄しまたて協会との共同研究として実施
「実腐食減厚分布を有する鋼プレートガーダー腹板のせん断強度特性に関する実験的研究」 土木学会論文集
A1(構造・地震工学) Vol.70, No.3, pp.359-376、平成26年度土木学会田中賞（論文部門）受賞

1.1 研究の背景
上フランジ床板周
りの腐食

下フランジ

周辺の腐食

下フランジ
周辺の腐食

添接部ボルト
周りの腐食

横構周りの腐食ウェブ周辺の腐

食

ガセットプレー
ト周りの腐食

落橋防止周辺の腐食

支承部周りの腐食

腐食事例の蓄積が損傷
の早期発見に寄与

名取ら：鋼橋の腐食事例調査とその分析，土木学
会論文集，No.668/I-54，pp.299-311，2001.1．

ごみの付着
桁端部(漏水)

7
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○鋼橋は一般的に，支間中央部に比べ桁端部の腐食劣化が早い

○桁端部はせん断耐力が卓越⇒ 残存せん断耐力に関する研究に着目

1.1 研究の背景

2009年7月に鋼プレートガーダー橋が自然崩落

せん断耐力の
低下

支点部耐力

せん断耐力

曲げ耐力

＜鋼プレートガーダー橋の腐食の模式図＞

8

(１)試験桁の製作，載荷方法

3.3 実験概要

中央腐食（Ｇ１Ｐ２＆Ｐ４）

下部腐食（Ｇ３Ｐ１４）

均一腐食
（Ｇ２Ｐ１６）

＜超音波厚さ計による腐食腹板の板厚調査結果＞

9

- 224 -



6

実大試験桁

(１)試験桁の製作，載荷方法

3.3 実験概要

変位計
ひずみゲージ

横倒れ防止

ピンローラー

載 荷 装 置
（6000kN）

試験桁

載荷方法
10

均一腐食A

t0=8.13mm

下部腐食B

t0=7.47mm

中央腐食C1

t0=7.93mm

中央腐食C2

t0=7.46mm

●均一腐食Aと下部腐食BのVultは， Vult ，FEMと同様に板厚減少に応じて低下
●中央腐食C1，C2のVultは，Vult ，FEMよりも約2割低下した値

(1)せん断強度特性(Vult)

せん断座屈強度曲線

板厚減少率より大きく低下
理論値より大きく低下

11
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(1)均一腐食腹板と下部腐食腹板のせん断耐荷力は，4辺単純支持で算出したせ

ん断座屈強度理論値と同様の耐力低下特性を示した．

3.6 まとめ

○腐食減厚分布が鋼プレートガーダー腹板のせん断強度特性に与える影響
の特定と要因の考察

(3)中央腐食腹板の後座屈強度は，斜め張力場領域内の著しい腐食減厚部位の

早期塑性化の影響を受けて，大きく低下する特性を示した．

(2)中央腐食腹板のせん断座屈強度は，4辺単純支持で算出したせん断座屈強度

理論値よりも低くなる特性を示した．

12

○大型構造実験 事例２

既設鋼床版の構造改善による疲労耐久性
向上効果検証試験

Uリブ

Uリブ

Uリブ

補強板

ねじ付スタッドボルト

13
阪神高速道路株式会社、大阪市立大学との共同研究として実施

横桁

Uリブ
デッキプレート

鋼床版（薄板溶接構造）

改
造

主桁
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はじめに
○Ｕリブ鋼床版で疲労き裂が顕在化
・デッキプレートとＵリブ溶接ビードのき裂・・・補修溶接
・デッキプレート貫通き裂・・・ＳＦＲＣ舗装

○補修溶接：補修後の疲労耐久性は既存の溶接部相当
○ＳＦＲＣ舗装：長時間の交通規制、施工が天候に左右される

○交通規制を最低限に抑えられる鋼床版下面から施工可能な対
策工法が望まれる

ＳＦＲＣ舗装施工状況

【報告】
○スタッドボルトを用いてあて
板した鋼床版下面補強工法

○あて板による構造改造前後の
応力性状の確認

○輪荷重疲労試験による疲労耐
久性の確認 14

鋼床版下面から施工可能な工法

き裂発生の原因となる溶接部を取り除く
→溶接接合をボルト接合へ構造改造

あて板 あて板

15

- 227 -



9

下面補強工法の検討概要

①要素実験

スタッドの引張
強度及び軸力導
入したスタッド
溶接鋼板の疲労

強度の確認

②鋼床版試験体
の静的載荷試験

構造改造前後の
応力性状の確認

③輪荷重疲労試験

疲労耐久性の確認

④施工性の検討

施工法，施工品
質管理方法，施
工効率化，品質
向上の検討

【既報告】土木学会第69回年次学術講演会
田畑他：Ｕリブ鋼床版のスタッドボルトを用いた補強方法の提案
馬場他：上向きに溶接した高強度スタッドボルトの開発と疲労強度
青木他：スタッドボルトを用いてあて板したＵリブ鋼床版の載荷試験

16

試験体概要

○板厚：デッキ12㎜、Ｕリブ6㎜、あて板9mm
○スタッドボルトの締付軸力：122kN、締付間隔200mm

Ｒ４、Ｒ５をあて板により改造
Ｒ１、Ｒ２（改造なし）と比較

17
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試験体製作

Ｕリブ鋼床
版の組立て

Ｕリブ上部
のビード切
断、仮受け

スタッド

溶接
あて板設置

① ② ③ ④

②Ｕリブ上部のビー
ド切断、仮受け

③スタッド溶接

④あて板設置

実際の施工を想定し製作実際の施工を想定し製作

18

実トラック静的載荷試験

○トラックの後軸重を100kNに調整
○改造前後の応力性状比較のため、改造側と無改造側
について同位置相当に載荷

19
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載荷ケース
橋軸直角方向の載荷ケース

・・・・・・・・・7

・・・1

・・・・・・・5
・・・・・・4
・・・・・3
・・・・2

・・・・・・・・6

改造対象部

20

静的載荷試験結果
橋軸直角方向

① ② ① ②

ゲージ①
改造前 改造後

ゲージ②

スタッドボルト直上の
デッキプレート上面の
橋軸直角方向ひずみ

改造前 改造後

・改造前はスタッドボルト直上載荷時に極大値を示す
・改造後のひずみは全体的に小さい
・あて板設置に伴いＵリブの曲げ剛性が向上

Ｕリブ支間部
（Ｃ-Ｃ断面）

21
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静的載荷試験結果

改造前後のＵリブ及びデッキプレート下面のたわみ

種類
Ｕリブのたわみ

(mm)
デッキのたわみ

(mm)

改造前 1.44 2.12

改造後 0.91 2.95

構造改造により
剛性が向上

支点間距離の
拡大により増加

22

供試体：Ｕリブ4本で構成される実物大鋼床版（中央部には横リブを設置）

板厚：デッキ12㎜，Ｕリブ6㎜
溶け込み量：き裂発生橋梁と同等のUリブ板厚の30%程度

試験装置：前後に2軸2輪のトラックタイヤ（ダブルタイヤ）を配置した走行台
車を前後に移動載荷する輪荷重疲労試験機

輪荷重：8t（78.5kN）

輪荷重疲労試験による耐久性の検討

【試験体及び疲労試験機】

23
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 輪荷重疲労試験：計50 万往復（2軸往復＝計200万回）

 （移動速度４rpm(約0.57 万往復／日)
 疲労試験中は約10 万往復毎に、目視によるき裂調査を実施、必要に応じてき裂調査

（MT、UT）を実施

 調査対象は載荷輪直下の、デッキプレート－U リブ溶接部およびデッキプレート上面、
横リブ交差部

 試験終了後は、補強板を取り外してき裂調査（MT、UT）を実施

輪荷重疲労試験 概要

24

輪荷重疲労試験結果（経時変化）

Uリブ支間中央

-1200
-900
-600
-300

0
300
600
900

1200
1500
1800
2100

0 1200 2400 3600 4800 6000

ひ
ず
み

（
μ）

載荷位置（mm）

影響線（C-C断面、R4デッキ上面(CH101,橋軸直角方向)）

輪荷重(8t)初回

-1800

-1500

-1200

-900

-600

-300

0

300

600

900

1200

1500

0 1200 2400 3600 4800 6000

ひ
ず
み

（
μ）

載荷位置（mm）

影響線（C-C断面、R4デッキ下面(CH45,橋軸直角方向)）

輪荷重(8t),初回

輪荷重(8t),輪通過回数200万

101

25
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締め付けていないスタッドボルト溶接部のき裂

き裂は○部に発生

④

31mm

⑤ ⑥

22mm
12mm

R4側↑

R5側↓

R4側↑

R5側↓

R4側↑

R5側↓

※締め付けたスタッドボルト部にき裂無し

26

補強板の状況

デッキプレート側

Uリブ側

Uリブ側

デッキプレート側

スタッドボルト締め付け部

スタッドボルト締め付け部

部分的な接触痕は見られるが、割れや変形、ズレ跡は無かった。

27
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本研究のまとめ
１.実物大鋼床版試験体による静的載荷試験

・デッキとあて板の間にずれは発生せず、スタッドボル
トの軸力変動も小さい。

→設計軸力、間隔に問題がないことを確認。
・デッキプレートのたわみ、局部的にひずみが増加する
ケースがあることが分かった。
→抑制対策（今後の課題）

２．同試験体による輪荷重疲労試験
・締め付けスタッド溶接止端部、補強板、横リブ交差部、ボル
ト孔周辺に、き裂は発生しなかった。

・締め付けスタッドの軸力変動は殆ど発生せず、試験終了時
まで安定していた。
→疲労耐久性が確認された

28

まとめ（大型構造実験の効果）

 板厚（寸法）効果の影響（疲労）

 実際と同じサイズ、同条件での施工の再現
 実際の施工条件の確認

 残留応力、溶接欠陥など

 実際と同じ応力分布、応力・変形挙動の再現
 耐荷力や疲労上の弱点部の確認

 実際の変形や損傷を再現

 補修や補強技術の効果の検証

実物大相当の試験体を用いた実験が必要

小型試験体では再現できない要素がある

29
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－研究第三部 藤島 崇－

1

技術者判断の支援

1970年代 現場での観測施工法を「情報化施工」と称する。
1990年代 センサや通信などのＩＴを利用する技術を活用した事

例も「情報化施工」と呼ばれる。
1990年代後半以降 建設機械の自動化や情報技術の統合利用（品質確保・

技術者判断支援など）技術の総称として「情報化施
工」が使われる。

情報化施工とは、“ＩＣＴ”の活用で得られる建設事業の各プロセスの電子情報を、
「施工」に活用することで、高効率で高精度な施工を実現し、「施工」で得られた電子情
報を他のプロセスに活用することによって、建設事業全体の生産性を向上し、品質の確保
を図ることを目的としたシステムである。 ・・・情報化施工推進戦略より

利用者に応じて実現の姿が異なる

 大規模土工・ダム現場での情報
化施工システム

 トンネル現場での情報化施工シ
ステム

 精密施工システム etc

【用語の変遷】

 建設機械操作の自動化(MC/MG)

技術に応じて達成度も異なる

【現状の解釈】

オペレータの支援

2

- 235 -



2

Ⅰ．情報化施工のビジョン（2001.3）

「情報化施工委員会」 委員長 大林成行

 情報化施工に関する技術動向の整理

 ６工種（土工・舗装・ダム・トンネル・基礎・橋梁上部）別の将
来像をビジョンとして作成

 要素技術のリスト化

Ⅱ．情報化施工推進戦略（第Ⅰ期 2008.7）

「情報化施工推進会議」 委員長 建山和由

 情報化施工の必要性・意義を確認

 情報化施工の普及に向けた課題と対応方針

 汎用化が期待できるMC/MGの普及促進に向けた３つの重
点目標を設定

3

Ⅲ．情報化施工推進戦略（第Ⅱ期 2013.3）

「情報化施工推進会議」 委員長 建山和由

 情報化施工の促進と生産性向上の関連を確認

 情報化施工の活用促進体制の構築

 技術の定着に向けた５つの重点目標を設定

Ⅳ．ＣＩＭへの取り組みのはじまり（2013）

ＣＩＭ制度検討会・技術検討会・ＣＩＭ試行業務・試行工事の実施

～「使う」から「活かす」へ、新たな建設生産の段階へ挑む！！～

出典：国土交通省HP 
第１６回情報化施工推進
会議資料より

4
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旋盤

ＮＣ旋盤（Numerical Control）

■
機
械
に
設
計
デ
ー
タ
を
入
力
し
て
作
業
装
置
を
制
御

■
機
械
の
稼
働
デ
ー
タ
に
よ
り
品
質
・
出
来
形
を
管
理

屋外通信（無線）技術の高速化
測量技術の高精度化・汎用化
情報処理技術の汎用化・PCの普及

機械化施工（通常施工）
油圧技術の進展・大型化

情報化施工（例：ﾏｼﾝｺﾝﾄﾛｰﾙ）
ファクトリーオートメーション
コンカレントエンジニアリング
リードタイム短縮

制御技術の高度化

１９５０年代

１９６０年代

１９７０年代

１９８０年代

１９９０年代

２０００年代

計測技術の高精度化・制御技術の高度化

材料の均質化
特性の解明・安定

２０１０年代

土木施工

機械製造業

材料の不均一
特性の変化大

MC/MG

施工現場のコンカレント化の進展
リードタイム短縮

現場品質情報取得技術の進展
作業のオートメーション化の進展

CIM

ＩＯＴ

TS出来形

5

検証技術：ＭＣブルドーザ・ＭＧバックホウ

工種：道路盛土工

検証内容：
①ポテンシャルの検証
作業経験と作業時間の違い

②現場の日あたり施工量の変化

本報告はJCMA情報化施工委員会の復興支援ＷＧが支援した“チャレンジ工事”（情
報化施工技術の活用経験が無い施工者を対象に情報化施工技術の活用を支援する）に
おいて、その活用前後の比較を行った。

6
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検証条件

作業時間の違い 施工精度の違い

対象技術：MCブルドーザ（21t級）
検証対象者：
①熟練者（20年以上の実務経験）
②経験の浅い技能者
（冬季の除雪作業で１ヶ月程度の実務経験）

検証区間：
約180m²（6m×30m）

※経験の浅い技能者の施工結果

検証区間

7

検証条件

作業時間の違い 施工精度の違い

対象技術：MGバックホウ（0.8m³）
検証対象者：
①熟練者（20年以上の実務経験）
②経験の浅い技能者
（掘削・積込み程度の実務経験、法面整形は未経験）

検証区間：
約45m²（3m×15m）

※経験の浅い技能者の施工結果

検証区間

8

- 238 -



5

ＭＣブルドーザ

• 経験の浅い技能者がＭＣを利用することで、従来手法の熟練者相当の作業性
を発揮できるポテンシャルを有している。

• 熟練者がＭＣを使った場合でも、更に作業性が向上することが期待できる。
• 作業性向上の要因は、丁張り設置作業の縮減の他、仕上げまでに要するパス
回数の削減が主な要因である。

• 熟練技能者は各パスでブルドーザの履帯位置を変更しており、ブルドーザによ
る締固めが行われている。

ＭＧバックホウ

• ＭＧを利用することで、丁張り設置作業の効率化は期待できる。
• ＭＧバックホウの場合、仕上げまでの作業時間は技能者の技能差の影響を大き
く受ける。ＭＧを利用しても操作技術は変化しない。

• 以上より、同一人物が実施した場合は、ＭＧの有無に関係なく同等の作業時間
であるが、仕上がりの精度はＭＧを利用した方がばらつきが少ない。

• オペレータが作業時に逐次設計との差を定量的に判断できるため、操作の良否
が明確で早期の習熟に寄与する可能性がある。

9

盛土工の日あたり施工量 法面整形工の日あたり施工量

－情報化施工技術のポテンシャルを発揮するためには－
現場条件や制約の範囲内で最大限の能力を発揮させるためのマネジメントが重要。
当初計画や情報化施工技術導入後の実績などを正確に把握して体制をマネジメント。

施工ＣＩＭへ 10
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提供元：ニコン・トリンブル㈱・（株）トプコンソキア

施工の指示

施工履歴

土量の把握

最終完成形状

現時点の形状（リアルタイム）

施工品質の把握

ダンプの走行経路

施工ＣＩＭの成功のポイント：施工計画の信頼性向上。
不確定要素の多い施工現場では、実現場の進捗や
状況をフィードバックすることが重要。

11

個別技術による現場作業の改善と生産性向上

正確な現場情報を活用したマネジメントの実現

新技術の開発（特に品質や材質に関する情報取得技術の開発に期待）
技術の汎用化
技術を利用する技術者のスキルアップ（応用）

＜施工ＣＩＭ＞
現場内のマネジメント
工区や事業全体のマネジメント

情報化施工の今後の方向性

※無理・無駄・ロスの排除に向けて、現場進捗、機械稼働状況等を正確に把握する
必要がある。→情報化施工で取得

12
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油圧ショベルの省エネ施工
－ 省エネ効果の検証試験 －

（一社）日本建設機械施工協会 施工技術総合研究所 ○ 稲葉友喜人

（一社）日本建設機械施工協会 施工技術総合研究所 佐藤充弘

国土交通省 総合政策局 公共事業企画調整課

環境・リサイクル企画室 坂本鋼三

2015年12月 2日

本稿の検証試験結果は、主に「平成26年度 建設機械施工における低炭素化・低燃費化技術
に関する調査検討業務」（発注者：国土交通省 総合政策局）によるものである。

① 建設施工におけるＣＯ2排出量の削減

燃費効率の良い施工(省エネ施工) 燃費効率の良い機械の選択

「燃費基準達成建設機械認定制度」

（国土交通省）等の活用
削減効果が不明確な
各種省エネ施工方法

削減効果の把握

省エネ施工の進展に寄与

全体的な取り組みによる

施工現場のＣＯ2排出量削減

1

今回
確認

１．はじめに

認定ラベル

機械関係の対策

資材関係の対策
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ＣＯ2排出量寄与率の高い油圧ショベル ４台で試験

2

２．試験油圧ショベル

油圧
ショベル

0.8m3
クラス

試験車（2006排出ガス規制適合）４台

A社は平成
24年度実施

B,C,D社は平成
26年度実施試験車

試験車

出典：国土交通省「平成24年度建設施工の地球温暖化対策検討分科会」
配布資料（2013年2月）を元に作成

3

３．検証した省エネ施工方法
分 類 試験方法 燃費の良い動作１）

①
掘削方法

サイクル
深掘りするときは、
何段かに分けて
掘削

②
旋回角度

旋回角度は、
できるだけ小さく

③
積込み高さ

油圧ショベルをダンプ
トラックの荷台高さ程
度に配置して積込み

④
走行方法 走行

高速度段にして
エンジン回転を抑える

出典1) ：(社)日本建設機械化協会「地球温暖化対策 省エネ運転マニュアル」（2003年6月）

掘削

旋回

排土

旋回
(戻り)
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① 掘削方法に関する省エネ施工の検証

4

“深堀りするときは、何段かに分けて掘削する方が効率的”と
されている１）。

燃費が
悪い

燃費が
良い

排土位置

バー

出典1) ：(社)日本建設機械化協会「地球温暖化対策 省エネ運転マニュアル」（2003年6月）

エンジン
最高回転

② 旋回角度に関する省エネ施工の検証

5

“ダンプトラックは、油圧ショベルの旋回角度ができるだけ小さく
なるように配置する”とされている１）。

150度旋回排土90度旋回排土

地上ルーズ土

出典1) ：(社)日本建設機械化協会「地球温暖化対策 省エネ運転マニュアル」（2003年6月）

燃費が
悪い

燃費が
良い

エンジン
最高回転
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③ 積込み高さに関する省エネ施工の検証

6

“ベンチカット工法等では、掘削切羽の高さをダンプトラックの荷
台高さ程度に設定して上段から積み込む”とされている１）。

前出②の90度旋回排土と同一条件

出典1) ：(社)日本建設機械化協会「地球温暖化対策 省エネ運転マニュアル」（2003年6月）

燃費が
悪い

燃費が
良い

エンジン
最高回転

④ 走行に関する省エネ施工の検証

7出典1) ：(社)日本建設機械化協会「地球温暖化対策 省エネ運転マニュアル」（2003年6月）

“待機場から作業場所への移動など、長距離走行を行う場合は、走行
変速段を高速段にして、エンジン回転を抑える”とされている１）。

コンクリート舗装路、測定区間25m

燃費が
悪い

燃費が
良い
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① 掘削手順の改善による省エネ効果

8

４．検証結果

深さ２ｍを掘削した事例として、

３段に分けて掘削した場合、下から上まで掘削した場合
と比較して平均 ７％ 燃費（g/ｻｲｸﾙ）が削減した。

試験車別の省エネ効果 省エネ効果の分析

サイクルタイムの短縮と時間当たり消費量の低下
の両方で、サイクル当たり消費量が削減している。

＜評価燃費単位＞
同じ仕事を行ったときの燃料
消費効率として、
作業はサイクル当たり消費
量（g/ｻｲｸﾙ）で評価。
走行は走行距離当たり消費
量（g/m）で評価。

試験車により効果の違いはあるが、
確実な省エネ効果を確認した。

燃料消費効率のサイクル当たり消費量（g/ｻｲｸﾙ）は、
［時間当たり消費量（g/s）］×［サイクルタイム（s/ｻｲｸﾙ）］

② 旋回角度を小さくしたときの省エネ効果

9

３０度旋回の場合、９０度旋回と比較して平均 １７％ 燃費（g/ｻｲｸﾙ）が削減し、

１５０度旋回の場合、９０度旋回と比較して平均 １６％ 燃費（g/ｻｲｸﾙ）が増加した。

試験車別の省エネ効果 省エネ効果の分析

概して、時間当たり消費量の変化は小さく、
サイクルタイムの変化がサイクル当たり消費量
変化の主因になっている。

試験車により傾向は異なるが、

サイクル当たり消費量は旋回角度の大小で大きく
変化することを確認した。
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6

③ 積込み高さを低くしたときの省エネ効果

10

油圧ショベルをダンプトラックの荷台高さ程度に配置して積込み高さを低くした場合、
ダンプトラックを油圧ショベルと同一面に配置したときと比較して
平均 １０％ 燃費（g/ｻｲｸﾙ）が削減した。

試験車別の省エネ効果 省エネ効果の分析

サイクル当たり消費量の削減には３パターンがある。
① サイクルタイム短縮の効果により削減する機械
② 時間当たり消費量の低下により削減する機械
③ 上記①②の両方により削減する機械

試験車により効果の違いはあるが、
確実な省エネ効果を確認した。

④ 高速度段にしてエンジン回転を抑えたとき
の省エネ効果

11

高速度段にして低速度段の最高速度までエンジン回転を抑えた場合、
低速度段最高速度で走行したときと比較して
平均 ５１％ 燃費（g/m）が削減した。

試験車別の省エネ効果 省エネ効果の分析

走行距離当たり消費量の削減効果は、走行速度を合わせる
ように比較しているので時間当たり消費量の低下による効果
となる。

試験車により効果の違いはあるが、
極めて大きな省エネ効果を確認した。
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7

④-2 低速度段のままでエンジン回転を下げたときの
省エネ効果（追加試験）

12

作業中は低速度段の使用が多いことから、低速度段でエンジン回転を抑えた場
合の省エネ効果を調べた。

低速度段でエンジン回転を80%に抑えた場合、エンジン回転100%で
走行したときと比較して平均 ２２％ 燃費（g/m）が削減した。

試験車別の省エネ効果 省エネ効果の分析

走行距離当たり消費量の削減効果は、走行速度の低下（燃
費効率低下方向）を打ち消す大幅な時間当たり消費量の低下
による。

90%回転では試験車で効果に違いが見られるが、
80%回転では全ての試験車が20%程度の省エネ効果を示した。

試験車Ａは
速度変化微小

13

５. おわりに

今後は、“燃費基準達成建設機械”認定車の普及が進むと予想される。

認定車は燃費基準値を達成するため、従来とは異なる技術や制御方法等を採

用することも考えられる。その場合には、今回確認した削減効果が適用できない

可能性もあることを付記する。

今回の検証試験は2006年排出ガス規制車

で実施したものであるが、これまでの各種燃

費調査結果から、２次基準車に適用しても大

きな違いは生じないと推察される。

今後、“燃費基準達成建設機械”認定車の

使用により0.8m3クラスで10～15%程度の燃費

低減が見込めるが、認定車の使用に止まらず、

更なるＣＯ2排出量の削減を図るため、積極的

な省エネ施工の取り組みに期待する。 出典：国土交通省「平成22年度建設施工の地球温暖化対
策検討分科会」配布資料（2011年2月）を元に作成

データ平均から
10～15%程度の
低減率と見られる
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ご静聴ありがとうございました

施工技術総合研究所
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災害発生時に貢献可能な無人化施工技術 

無人化施工技術の発展に向けて 

 
(一社)日本建設機械施工協会 施工技術総合研究所  ○篠原 雅人 

 
１. はじめに 

昨今，集中豪雨，巨大地震，火山噴火といっ

た災害発生の危険性は高まっており，これら災

害発生時の応急復旧工事等で活躍する無人化

施工技術の適用範囲･場面の拡大が社会的に求

められると考える。 
無人化施工では，人間の判断支援に必要な映

像やｾﾝｻ情報，遠隔操作技術，通信設備等が組

合されおり，適用範囲の拡大に向けては，さら

に核技術の組合せ･融合が必要と考える。 
２. 目的 
本稿の目的は，無人化施工技術の技術革新に

向け，災害発生時の問題点･課題をまとめると

ともに，現時点でこれら問題点･課題の解決に

貢献出来ると想定される具体的な既存技術の

組合せについて提案を行ったものである。 
３. 方法 
３.１ 現状の災害発生時における問題点･課題 
まず，現状での災害発生時の問題点･課題は，

次に示す文献･雑誌等（平成 22 年度〜平成 26
年度）から収集した内容に，過去の無人化施工

関連の業務経験を加えた。 
 建設施工と建設機械ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ 
 建設機械 
 建設の施工企画 

３.２ 問題点･課題解決に貢献する技術の提案 
想定した問題点･課題の解決に貢献可能な具

体的な既存技術の組合せ等を提案する。 
３.３ 提案技術の実用化に向けた問題点 
提案した既存技術の組合せ等を災害発生時

に利用するため，実用化上で生じる問題点を想

定する。 
４. 結果 
４.１ 現状の災害発生時における問題点･課題 
文献･雑誌等及び過去の業務経験を加え災害

発生時に無人化施工を使用する場合に想定さ

れる現状の問題点･課題（11 件）を表―１にま

とめた。 
 

表－ １ 想定した問題点･課題想定一覧 
利用場面の分類 問題点･課題番号  対象作業項目 無人化施工導入時の技術的課題 

設
計･

積
算 

事前調査 
１ 被災後における地形形状の把握※1 災害箇所近郊に基準･水準杭が存在するとは限らないため，普段使用する測量技

術が利用出来ず，被災後の地形形状を安全かつ早期に実施困難である。 

２ 要救護者の探索※1 災害復旧箇所において，広い範囲の生体反応（要救護者）を効率的に調査可能
な技術がなく，要救護者の有無判断に時間を要する。（中･小規模災害を除く） 

無人化施工の 
適用性検討 

３ 応急復旧時における現場形状の把握※2

（被災後における地形形状の把握）
応急復旧箇所近郊に基準･水準杭が存在するとは限らないため，普段使用する測
量技術が利用出来ず，被災後の地形形状を安全かつ早期に実施困難である。 

４ 災害現場の地盤強度取得※2 計画搬入出路･応急復旧工事個所におけるﾄﾗﾌｨｶﾋﾞﾘﾃｨの判定値を効率的に調
査･収集可能な技術がなく，この調査に時間を要する。 

５ 無人化適用工事･工種の選定※2 地元請負業者が，無人化建機･設備を扱った経験が少なく，無人化建機･設備に
適用可能な工事･工種に制限があることを知らず，選定に時間を要する。 

６ 計画工程の立案※2  地元請負業者が，その経験不足から無人化施工の作業効率が操作者個人の空
間認知能力に依存することを知らず，計画工程立案に時間を要する。 

概略検討 ７ 無人化建機･設備の選定※2 応急復旧工事周辺が狭隘･狭小の場合があるため，既存無人化建機･設備等の
機材搬入が困難である。 

施
工 

道路啓開 ８ 道路啓開用建機･設備の選定※2

（無人化建機･設備の選定）
道路啓開箇所周辺が狭隘･狭小の場合があるため，既存無人化建機･設備等の
機材搬入が困難である。 

応急復旧工事 
復興工事 

９ 無人化建機の遠隔操作※2

（無人化ｼﾐｭﾚｰﾀによる訓練）
操作者が，普段の工事において無人化建機を遠隔操作しておらず操作に不慣れ
なため，遠隔操作が必要な時に対応困難である。 

１０ 無人化付属設備･関連設備の操作訓練※2

（無人化ｼﾐｭﾚｰﾀによる訓練）
施工者が，普段の工事で無人化付属設備･関連設備（照明車，ｶﾒﾗ車等）を扱っ
ておらず，これらの操作に不慣れなため，操作が必要な時に対応困難である。 

平
時

無人化施工の日常教育 １１ 無人化ｼﾐｭﾚｰﾀによる訓練※2 施工者･操作者が，普段の工事で無人化建機･付属/関連設備を扱っておらず，こ
れらの操作に不慣れで，これら操作方法を日常的に訓練出来ない。 

適用  
※1主に発注者が行う作業
※2主に施工者が行う作業
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４.２ 問題点･課題を解決可能な技術の提案 
前述した問題点･課題（11 件）の解決に貢献出

来ると期待する既存技術の組合せ等を表―２に

提案する。また，これら提案技術の検討に際し，

想定した理想像と提案技術を以下に示す。 
（１） 被災後における現場形状の把握 

基準･水準杭がない被災地において地形測

量を行うためには，電子基準点を利用し空中

から地形測量を行うことが理想的と想定した。 
この対応には，ﾈｯﾄﾜｰｸ型 RTK-GPS を用いた

UAV（Unmanned- Aerial-Vehicle；無人航空

機）測量を提案する。 
（２） 要救護者の探索 

短時間で広範囲の要救護者を発見するため

には，短時間で広範囲に渡って調査可能な生

体反応ｾﾝｻと，収集したﾃﾞｰﾀで要救護者の分

析･判断を防災拠点等で一括して行えるｼｽﾃﾑ

の適用が理想的と想定した。この対応には，

災害地での人命救助で利用可能なｾﾝｻには，電

磁波探査装置や二酸化炭素探査装置，ﾊﾞｲﾀﾙｾ

ﾝｻ等があるが，比較的広範囲の空間検索が可

能で，災害地における適用実績がある電磁波

探査装置 1)を提案すると共に，収集したﾃﾞｰﾀ

から要救護者の位置･人材等の投入判断を行

うために必要な情報を防災拠点へ一括提供可

能な PDA と携帯電話の組合せを提案する。 
（３） 応急復旧時における現場形状の把握 

基準･水準杭がない応急復旧工事や復興工

事において地形測量を行うためには．電子基

準点を利用し空中から地形測量を行うことが

理想的と想定した。この対応には，上記（１）

と同じ技術を提案する。 
（４） 災害現場の地盤強度取得 

短時間で必要範囲のﾄﾗﾌｨｶﾋﾞﾘﾃｨ判定値を判

断するためには，計測環境に制限の少なく連

続的にﾄﾗﾌｨｶﾋﾞﾘﾃｨ判定値を収集可能なｾﾝｻと，

ﾄﾗﾌｨｶﾋﾞﾘﾃｨを一括判断する防災拠点等に収集

ﾃﾞｰﾀを集積するｼｽﾃﾑ適用が理想的と想定した。 
この対応には，道路啓開箇所や応急復旧箇

所のﾄﾗﾌｨｶﾋﾞﾘﾃｨを判定可能なｾﾝｻには電気探

査装置 2)，を提案すると共に，収集ﾃﾞｰﾀから

ﾄﾗﾌｨｶﾋﾞﾘﾃｨの判断や必要な対策検討を行うた

めに必要な情報を防災拠点等へ一括提供可能

な技術は上記（２）と同じである。 
（５） 無人化適用工事･工種の選定 

施工者が無人化施工の対応工事･工種を理

解するためには，現状の応急復旧･復興工事に

おいて不足する工事･工種の新たな無人化施

工建機等の技術開発が必要と想定した。本稿

では開発例として土砂崩れ時等で設置する大

型土のうの遠隔操縦式設置装置 3)を紹介する。 

（６） 計画工程の設定 
操作者個人の空間認知能力に依存せず安定

した作業効率を得るためには，遠隔操縦であ

っても建機搭乗した感覚で操作が行える新た

な技術の適用が理想的と想定した。この対応

には，空間認知能力に依存せず，遠隔操縦が

可能となるよう３次元映像と体感型操作環境

を活用した遠隔操作支援ｼｽﾃﾑを提案する。 
（７） 無人化建機･設備の選定 

狭隘･狭小箇所の応急復旧工事用に小型無

人化施工建機･設備の適用を想定した。この対

応には，無人化施工と情報化施工に対応可能

な小型ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞ(0.008t，0.01t 級)を提案する。 
（８） 道路啓開用建機･設備の選定 

狭隘･狭小箇所の道路啓開用に，小型無人化

施工建機･設備の適用が理想的と想定した。こ

の対応には上記（７）と同じ技術を提案する。 
（９） 無人化建機の遠隔操作 

無人化建機の遠隔操作支援として無人化施

工建機（車載ｶﾒﾗ映像，俯瞰ｶﾒﾗ映像等含む）

の操作ｼﾐｭﾚｰﾀの適用が理想的と想定した。こ

の対応には，ｶﾒﾗ映像と組み合わせ可能な

VR(Virtual Reality；仮想現実)を提案する。 
（１０） 無人化付属設備･関連設備の操作 

無人化施工建機設備操作支援として操作ｼﾐ

ｭﾚｰﾀの適用が理想的と想定した。この対応に

は実空間と組み合わせ可能な AR(Augmente 
-d Reality；拡張現実) を提案する。 

（１１） 無人化施工の日常教育 
日常教育支援技術として無人化施工設備等

の操作ｼﾐｭﾚｰﾀ適用が必要と想定した。この対

応には上記（１０）と同じ技術を提案する。 
４.３ 提案技術における実用化上の課題 
提案技術における実用化に向けた課題を表―

３にまとめる。この詳細を以下に示す。 
（１） ﾈｯﾄﾜｰｸ型 RTK-GPS を用いた UAV 測量 

災害復旧･復興工事におけるﾈｯﾄﾜｰｸ型

RTK-GPS測量を用いたUAV測量の実績は現

時点では少ない。4) 
（２） 生体反応ｾﾝｻ＋ﾃﾞｰﾀ集約･提供装置 

防災拠点等へ一括提供可能な技術やｾﾝｻと

しての実績や装置の配備計画，運用体制等の

整備が課題である。2) 
（３） ﾄﾗﾌｨｶﾋﾞﾘﾃｨ判定ｾﾝｻ＋ﾃﾞｰﾀ集約･提供装置 

上記（３）と同様な課題がある。 
（４） 無人化建機･設備の対応工事･工種拡大 

紹介した大型土のう設置装置は，現時点で

様々な適用性検証が課題である。 
（５） 空間認知能力に依存しない遠隔操作支援 

既に開発された「次世代無人化施工ｼｽﾃﾑ」
5)では，構成機器が誰もが利用可能，個人差の

ないような運用面での支援が課題である。 
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表－ ２ 問題点･課題解決に貢献する技術（提案）の一覧 

問題点･課題 
番号 

問題点・課題の解決に貢献できる技術（提案） 解決貢献技術
番号 （仮）ｼｽﾃﾑ名 概要 提案技術ｲﾒｰｼﾞ

１ 

ﾈｯﾄﾜｰｸ型 RTK 
-GNSS を用いた
UAV 測量ｼｽﾃﾑ 

① ﾈｯﾄﾜｰｸ型 RT 
K-GNSS を 3 次

元基準点とする
UAV 
② UAV に搭載し
た 3 次元測量装
置 

 

No.１ 

３ 

２ 

防災拠点一括
管理･提供型人
命救助支援ｼｽ
ﾃﾑ 

① 短時間で広範囲
の生体反応を調
査可能な電磁探
査装置 

② 個別に収集した
ﾃﾞｰﾀを集約し，
防災拠点に一括
提供可能な装置 

 

No.２ 

４ 

防災拠点一括
管理･提供型ﾄﾗ
ﾌｨｶﾋﾞﾘﾃｨ判断
支援ｼｽﾃﾑ 

① 連続的にﾄﾗﾌｨｶ
ﾋﾞﾘﾃｨ判定値を収
集する電気探査
装置 

② 個別に収集した
ﾃﾞｰﾀを集約し，
防災拠点に一括
提供可能な装置 

 

No.３ 

５ 

（例）無人化施
工対応式大型
土のう設置装置 
:玉掛け･玉外し
支援装置 

① 土のう設置装置 
② 先端ｶﾒﾗ（遠隔操

作支援） 
③ 磁気吸着装置･

土のう袋体用磁
石（玉掛支援） 

④ 傾斜ｾﾝｻ（作業
上の安全対策） 

⑤ ３次元ﾏｼﾝｶﾞｲﾀﾞ
ﾝｽ 

No.４ 

６ 

建機搭乗環境
体感型遠隔操
作支援ｼｽﾃﾑ 

① 3 次元ｶﾒﾗ（運転
室視認再現用） 

② 先端ｶﾒﾗ（運転室
視認再現用） 

③ 振動計（運転席
振動再現用） 

④ 全方位ｶﾒﾗ（建機
周辺安全対策
用） 

⑤ ３次元ﾏｼﾝｶﾞｲﾀﾞ
ﾝｽ 

No.５ 

７ 
小型無人化建
機（仮設道路整
備用･応急復旧
工事用）/小型無
人化設備 

① ﾐ ﾆ油圧ｼ ｮﾍ ﾞ ﾙ
（狭隘･狭所箇所
での道路啓開等
作業支援 /人手
による作業軽減） 

② ３次元ﾏｼﾝｺﾝﾄﾛ
ｰﾙ  

No.６ 

８ 

９ 
遠隔操作支援ｼ
ｽﾃﾑ/遠隔操作ｼ
ﾐｭﾚｰﾀｼｽﾃﾑ 

① 車載ｶﾒﾗ/俯瞰ｶﾒ
ﾗ等を用いた遠
隔操作支援ｼｽﾃ
ﾑ 

② 無人化設備のｼﾐ
ｭﾚｰﾀ技術 

No.７ 
１０ 

複数俯瞰ｶﾒﾗ操
作支援ｼｽﾃﾑ/複
数俯瞰ｶﾒﾗｼﾐｭ
ﾚｰﾀｼｽﾃﾑ 

１１ 

照明装置等操
作支援ｼｽﾃﾑ/照
明装置等ｼﾐｭﾚ
ｰﾀｼｽﾃﾑ 無人化設備のｼﾐｭﾚｰﾀ技術（案） 

 

 
 

災害復旧現場 ﾏｰｶｰ（既知点）

ｶﾒﾗ映像VR 技術

ｳｪｱﾗﾌﾞﾙ装置ｳｪｱﾗﾌﾞﾙｶﾒﾗ

位置･向き特定装置 

ﾉｰﾄﾊﾟｿｺﾝ
（情報記録用）

音声記録装置
映像記録装置 

情報記録装置

情報記録端末に接続

ｳｪｱﾗﾌﾞﾙ端末に接続 

情報記録端末

ｳｪｱﾗﾌﾞﾙ端末

最初の操作

30cm 不足

1cm 不足

遠隔操作室

AR 技術

実空間

ｳｪｱﾗﾌﾞﾙ端末を介した
操縦者の目視映像

操縦者が見るｶﾒﾗ映像

車載ｶﾒﾗ/俯瞰ｶﾒﾗ等を用いた
遠隔操作支援ｼｽﾃﾑ（案）

仮設道路整備用･応急復旧工事用ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞ（案） 

 

３次元ﾏｼﾝｺﾝﾄﾛｰﾙ 0.01t 級ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞ

３Ｄ映像と体感型操作環境を活用した無人化施工ｼｽﾃﾑ（案）
 

３次元ﾏｼﾝｶﾞｲﾀﾞﾝｽ

先端ｶﾒﾗ

全方位ｶﾒﾗ 
（複数台のｶﾒﾗ映像を結合）

振動計
（運転席）

ﾜｲﾔﾚｽﾏｲｸ

遠隔操縦室 
全方位映像 

3 次元映像 

先端映像 
運転席音 

運転席振動 
通信機器（遠隔操縦室へ）

3 次元
ｶﾒﾗ

防災拠点一括管理･提供型ﾄﾗﾌｨｶﾋﾞﾘﾃｨ判断支援ｼｽﾃﾑ（案）
 

電気探査装置

ﾃﾞｰﾀ集約管理装置
防災拠点

被災地

被災地 被災地 

 

（例）大型土のう設置装置 

 

土のう袋体用磁石

 

３次元ﾏｼﾝｶﾞｲﾀﾞﾝｽ

 

磁気吸着装置

 

設置装置傾斜ｾﾝｻ

土のう設置装置

先端ｶﾒﾗ

防災拠点一括管理･提供型人命救助支援ｼｽﾃﾑ（案）
 

防災拠点電磁探査装置

被災地

ﾃﾞｰﾀ集約管理装置

被災地 

3 次元測量装置（ﾈｯﾄﾜｰｸ型 RTK-GNSS 対応）を搭載した UAV 測量（案） 

GNSS 衛星（GPS,GLONASS）

UAV（無人飛行体） 

電子基準点（既知点）
被災地

ﾈｯﾄﾜｰｸ型 RTK-GNSS
情報配信ｻｰﾋﾞｽ会社

既知点の GNSS 観測ﾃﾞｰﾀ

新点の GNSS 観測ﾃﾞｰﾀ

 
ﾈｯﾄﾜｰｸ型 
RTK-GNSS
受信機 

通信端末

ﾚｰｻﾞｽｷｬﾅ,ﾃﾞｼﾞﾀﾙｶﾒﾗ,…
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（６） 小型建機 
提案した小型油圧ｼｮﾍﾞﾙは，現時点では

災害現場への適用実績が乏しく，この導入

に要する費用負担に問題がある。 

（７） 無人化ｼﾐｭﾚｰﾀ技術の開発 
VRとｶﾒﾗ映像の組合せ 6)は実装可能と考

えるが，遠隔操作支援ｼｽﾃﾑとして技術開発

は進んでおらず，同様に AR と実空間と組

合せは実装可能 7), 8)と考えるが，無人化設

備用ｼﾐｭﾚｰﾀとして技術開発は進んでない。 

 
表－ ３ 問題点・課題の解決に貢献可能な無人化施工技術の実用化に向けた課題 

解決貢献技術 
番号 提案技術を実用化する上で想定される課題 

No.１ 
 現時点で提案される UAV＋ﾈｯﾄﾜｰｸ型 RTK-GNSS は後処理方式 4)であり，測量結果入手までにﾀｲﾑラグ（1 日程度）がある
上，実験段階である， 
 UAV 飛行に関する免許制度等の安全対策は，現時点まで開発ﾒｰｶ等の各社に委ねられている。 

No.２  探索範囲の土中水分が高いと適用出来ない場合があり，適用範囲の検討や適用範囲拡大に向けた開発が必要である。 
 複数の場所で収集されたﾃﾞｰﾀを集約・提供する方法について詳細な検討が必要である。 

No.３  電気探査装置利用に要する人手を軽減･削減できるよう，車載式とするといった研究･開発が必要である。 
 複数の装置で収集されたﾃﾞｰﾀを集約・提供する方法について詳細な検討が必要である。 

No.４  大型土のう設置装置は，実工事での実績，操作者の育成が必要である。 
 大型土のう設置工以外で，早急に対応すべき無人化施工技術が不足する工事･工種を明確にする必要がある。 

No.５  本技術及び構成機器類が日常的に使えるよう，汎用性を高めるための利用場面拡大が必要である。 

No.６  現時点では，提案したﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞが応急復旧･災害復興工事への適用実績が少ない段階である。 
 提案したﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞを無人化施工専用にするには，その経済負担を考慮する必要がある。 

No.７ 
 現時点では，無人化施工建機に関するﾓﾆﾀ映像と VR を組合せた技術開発が進んでいない。 
 現時点では，実空間と AR を組合せたｼﾐｭﾚｰﾀの開発が進んでいない。 
 利用場面ごと，実空間と AR を組合せ時に必要となるｳｪｱﾗﾌﾞﾙ技術の検討･選定を行う必要がある。 

 
５. おわりに 
本稿では，これまでの知見等を踏まえ,現状

での無人化施工活用時の課題と対応策の提案

をまとめた。しかし，提案の実用化にあたって

は，前掲表－ ３に示すように課題も多い。 
このため，今後発生が懸念される大規模災害

への対応を考えると，早期に対応策の検討を行

い，技術を確立することが望まれる。 
最後に，無人化施工では必要とされる情報が

多数に渡り，多分野の技術融合が必要であり，

現場条件も多様である。さらに，技術革新も著

しいことから，本稿提案以外の解決策等も検討

する必要があると考える。 
このため，今後も無人化施工の知見を整理す

るとともに，災害現場の課題や技術発展への期

待を取りまとめ，情報発信を行っていきたい。 
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